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巻頭言

ＩＣＤ２０周年を迎えて

国際協力部長　
森　永　太　郎

法務省の法制度整備支援専門部署として2００1年に設置された法務総合研究所国際協
力部（International Cooperation Department －ＩＣＤ）は，今年で2０周年を迎えました。
これまでＩＣＤの活動に多大なご支援をいただいております国内外の関係者の皆様に，改
めまして心からのお礼を申し上げます。誠にありがとうございます。そして，今後とも引
き続きご協力をいただきますよう，何とぞよろしくお願い申し上げます。

2０年と申しますと，人間でいえばどうやら大人になったばかりというところで，あっ
という間だったかな，という感じもしますが，今，こうして巻頭言を書く際に，ＩＣＤ創
立後間もないころの本誌の記事などをめくってみますと，なかなか隔世の感があります。
ベトナムが「ヴィエトナム」と表記されていたり，国際協力機構（ＪＩＣＡ）がまだ「国
際協力事業団」だったり，東ティモールがまだ国になっていなかったりと，「ああ，そう
いえばそうだったなあ・・・」となにやら懐古的な気分にさせられます。そのついでに，
21世紀が始まった2００1年とはどんな年だったのかな，と思って少し調べてみますと，
国内では大規模な中央省庁再編が行われたり，池田小学校の児童殺害事件があったり，海
外ではあの９・11ニューヨーク同時多発テロが起こったりと，物騒な年にＩＣＤは誕生
したようです。

当時，法務省がすでに関与していた法整備支援活動の対象国は，協力開始年順にいいま
すと，ベトナム，カンボジア，ラオス，インドネシアの４か国で，ＩＣＤ発足のその年に
ウズベキスタンとの協力が始まっています。ＩＣＤは増え続ける我が国への法整備支援の
要請に対応するために作られたわけで，当時の資料を見ますと，すでにモンゴルや中国へ
の協力は検討の対象になっており，また2００2年に独立した東ティモールに対する支援
も可能性として話に出てきていました。その後も，ネパール，ミャンマー，バングラデシュ，
スリランカが加わることにより支援対象国の数は増え，現在では11か国（中国は「支援」
の対象国からは外れました）への支援が続いています。

活動の内容もこの2０年間でかなり拡大してきました。最初のうちは，支援活動が実務
参考資料の作成支援から始まったラオスを除き，民事法分野での法令起草支援を中心とし
た活動が続いていましたが，次第に範囲は広がり，法令の運用に関する支援や運用のため
の制度整備支援，法曹人材の育成支援なども手掛けるようになり，対象とする法分野も，
刑事法や行政法などにも及ぶようになってきています。
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このような対象国数と活動内容の増大に伴い，ＩＣＤの人的資源も次第に拡充されてい
き，現在ではかなりの支援ニーズに対応できる体制が整っています。そしてこの人的資源
を最大限に活用し，近年では，法整備支援活動における第一のパートナーである国際協力
機構（ＪＩＣＡ）と共同で行う支援活動のみならず，ＩＣＤ独自の協力活動も活発に行う
ようになってきました。

ところが，2０1９年末から始まった新型コロナウィルス感染症の世界的な蔓延により，
ＩＣＤの業務は大きな打撃を受けました。相手国の方々に日本に来ていただく本邦研修も，
我々が相手国に赴いて討議を行う現地セミナーも，全てが実施不可能となりました。長期
専門家の派遣は何とか維持していますが，彼らも派遣先の状況によりけりではありますが，
いずれもその活動に大きな制約を受けています。我が国が推進している「寄り添い型」の
法整備支援活動の主要部分は相手国の人々との，顔を突き合わせての直接のコミュニケー
ションから成ることは今更申し上げるまでもないでしょう。それがほぼ不可能となったの
です。そこへもってきて，今年の2月1日には，対象国のひとつで，ＪＩＣＡがプロジェ
クト事務所を構え，ＩＣＤからも専門家を派遣しているミャンマーで，こともあろうに軍
がクーデターを起こしました。カウンターパートである連邦最高裁判所や連邦法務長官府
などとの間では，ＪＩＣＡもＩＣＤも良好な信頼関係を築き，活発な協力活動を続けてい
たのですが，活動は全てストップせざるをえない状況に陥りました。政治と無縁ではあり
えない法整備支援は特にセンシティヴなものであり，法の支配を真っ向から否定した軍に
支配されている国への支援はできません。今後の見通しも全く立っておりません。

なにやら物騒な年に生まれたＩＣＤにとって，2０周年の年も決して「四海波静」な年
ではないようです。しかし，それでもＩＣＤとしてはこの厳しい状況を黙って指をくわえ
て見ているわけにはいきません。ＩＣＤがその中心的な役割を果たしている法務省の，そ
して我が国の法整備支援活動が衰えてしまえば，「法の支配，民主主義，基本的人権の尊
重といった普遍的な価値を共に実現していきましょう」という，開発途上国のみならず全
世界へ向けたメッセージが力を失ってしまうことになるのです。間違ってもそのようなこ
とにならないよう，ＩＣＤは現在，知恵を絞り，ＩＴを含めた利用可能な手段を全て駆使
して，活動のレベルを下げないように頑張っています。軍が支配しているミャンマーを除
いては全ての対象国についてオンラインセミナーなどの活動を活発に続けており，多忙を
極めています。近年ではどこの国でもインターネットはあまねく普及しており，ネット回
線や wi-fi環境の良し悪しなどで多少のトラブルはあるものの，小規模なワークショップ
や打ち合わせなどはなんとか実施可能となっています。そして，幸いにも今のところ，各
対象国との信頼関係はなんとか維持されておりますし，いずれの対象国においても，日本
との協力関係の下で自国の法制度やその運用をより良いものにしていこう，という意欲は
依然として旺盛です。
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しかし，いずれのオンラインセミナーでもウェブ打合せでも，必ずと言っていいほど，
「コロナが終わったらぜひ我が国へ来てください」，「飛行機が飛ぶようになったら日本へ
行って・・・を見学したいです」といった声が双方から聞かれ，どちらの側にもフラスト
レーションがたまっています。やはり，いかに便利なインターネットでも，人と人が直接
会っての対話の代用にはならないのです。また，場所や物などを直接目にし，場合によっ
ては一般市民と接したりしなければならない現地調査活動や，本邦での施設や実務の見学
などはオンラインでは不可能です。

ただ，今後，コロナ禍が終息した後には，このインターネットを駆使しての活動の経験
は，支援手法の幅を広げるのに必ず役立つと思います。以前は，先方が来日したり，我々
の方が相手国を訪れたりして活動をする一方で，そのための準備活動や日常的な細々とし
たやりとりにはなかなか手間がかかったものですが，今回のコロナ禍により図らずも得る
こととなったオンラインに関する知識は，本邦研修や現地セミナーなどの主要な活動のた
めの準備やフォローアップなどに極めて有用と考えられ，これらの活動の内容を一層充実
させる効果が期待できると思われます。また，最近では，オンライン会議システムを利用
して各国のプロジェクト事務所や現地専門家などを結んで行う「プロジェクト横断ミー
ティング」などというものや，プロジェクトとの月例会議などが容易に可能となっており，
関係者間の情報共有が進むことによって活動の一層の充実が期待できるようになっていま
す。

さて，ＩＴの力も借りて支援活動が一層パワーアップするとなると，いよいよ問題になっ
てくるのがＩＣＤの機関としての能力と私自身も含めたＩＣＤに所属する各個人の能力で
す。発足以来2０年の間，ＩＣＤが関わった法整備支援の相手国は，国によってスピード
の差はあれ，いずれもその能力を強化してきています。法整備支援の効果の検証は非常に
難しく，今もって大きな課題となっていますが，現場の肌感覚としては，いずれの国にお
いても，「ああ，こんなことまでできるようになってきたんだ」と，各機関や個人のキャ
パシティの向上を感じます。そうなりますと，どうしても自問自答しなければならないの
が，果たして支援側のＩＣＤのインスティテューショナル・キャパシティは求められると
ころまで向上しているのだろうか，ということです。

この点については，安易な自己評価は避けるべきだとは思いますが，あえて言わせてい
ただければ，2０年という時の流れの中で試行錯誤を繰り返しながら，ＩＣＤはそれなり
に成長してきたのではないかと思います。私自身が初めてＩＣＤ教官として勤務したのは
2００３年４月からですが，そのころは，ＩＣＤはまだできたての組織で確立した業務の
ノウハウも乏しく，何もかもが手探りの状態だったように思います。その後，業務が拡大
するにつれ，ＩＣＤなりの物事の進め方が徐々に形成されていき，組織としての知識経験
も積み重ねられるようになっていきました。今では，新たな支援案件への対応のしかたと
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か，本邦研修の企画実施のやりかた，あるいは現地でのセミナーや調査の手法などはある
程度スタンダードなものが出来上がってきています。新たな法整備支援の要請があったと
か，ＪＩＣＡのプロジェクトから本邦研修の実施を依頼されたとかの場合に，毎回慌てふ
ためくなどということはどうやらなくなっております。また，教官や現地専門家として派
遣される人員の能力開発という点についてみても，以前は，ＩＣＤへの教官としての配属
とＪＩＣＡ長期専門家派遣のスキームが別物で，長期専門家がいきなり地方の検察庁や裁
判所からベトナムやカンボジアなどに派遣される，などということがあったのですが，法
務本省や最高裁判所，そしてＪＩＣＡの理解と協力もあって，現在では少なくとも検察官
あるいは裁判官出身のＪＩＣＡ長期専門家はまずＩＣＤで研鑽を積んだ後に現地に派遣さ
れるという慣行がおおむね確立しました。さらには，長期専門家経験者がＩＣＤに部長や
副部長，あるいは教官として配属されるようにもなり，これがＩＣＤ自体の能力向上に一
役買っています。また，近年では新任の教官に対する2週間の研修も行っており，ＩＣＤ
自身の能力強化への努力は続いております。また，本誌をはじめとする各種の資料の積み
重ねそれ自体もＩＣＤメンバーにとっては自己研鑽に非常に役立つものとなっており，こ
れがＩＣＤの組織能力の強化にも寄与しているといえるかもしれません。

その一方で，気をつけなければならないのは，組織的な物事のやりかたがスタンダード
化することによる組織構成員の能力の低下です。今のところ，なんとかこれは避けられて
いるとは思うのですが，どうもある組織において業務の手法がある程度固まってくると，
各個人はすでに形成されているやりかたを安易になぞるだけの業務遂行に陥りやすく，そ
こに「前例踏襲」というお化けが出るような気がするのです。これが蔓延し始めますと，
所属職員は目の前の仕事だけをこなすことに終始して，業務を行う理由やその背景，問題
点の見極めやその原因の探求がおろそかになり，それを行う能力を徐々に失うように思い
ます。誕生したばかりの頃のＩＣＤは試行錯誤の連続で，業務の手法もその都度考えなけ
ればならなかったので，このようなリスクは低かったのですが，2０年が経過した今，そ
ろそろこのような点についても十分な注意を払いながら組織運営をしていかないと，業務
がマンネリ化したり，硬直化したりして，刻々と変化する支援対象国の新たなニーズに十
分に応えることのできない組織になってしまいかねないと思われるのです。このような観
点からは，今回のコロナ禍，そしてミャンマーのクーデターは，それまでの業務遂行の手
法について大きな変化を否が応でももたらしたばかりでなく，我が国の法整備支援の在り
方を問い直すきっかけにもなっており，ＩＣＤにとっては業務の硬直化を防ぐ方向での大
きな刺激になったといえなくもないのかなと思います。

コロナ禍の下においても，これだけの業務遂行が求められているわけですから，終息後
には，活動のボリュームが一気に上がることが想定されます。また，中・長期的に見て，
開発途上国における法整備支援のニーズは増大しこそすれ，縮減するとは到底考えられま
せん。そして，ダイナミックに変化する国際社会と開発途上国の状況により，ＩＣＤには
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より一層の能力向上が求められることとなります。そうなると，ＩＣＤの業務の硬直化や
組織能力の低下は，ＩＣＤのみならず，我が国の法整備支援事業への国際的な信頼を損な
うことにつながりかねません。ＩＣＤとしては，これまでに積み重ねてきたノウハウをフ
ルに活かしつつも，先例や「常識」にとらわれることなく，我が国の法整備支援の根底に
ある考え方を堅持しながら，ＩＣＤがその草創期に持っていた，試行錯誤を恐れない気持
ちを今後も持ち続けたいと思います。
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メッセージ：２０周年に寄せて

国際協力部２０周年に寄せて

元大阪高等検察庁検事長，初代国際協力部長　
弁護士　

尾　崎　道　明

2００1年，21世紀の始まりとともに発足したＩＣＤでの約2年間にわたる勤務経験
は，印象に残る出来事に満ちた，貴重な思い出である。
長年，検察実務のほか立法や解釈を含めた刑事法実務に明け暮れてきた私にとって，ア
ジア諸国を中心とした国々への法整備支援活動は，全く新しい課題であり，それまでの発
想や仕事のやりかたを根本的に変えることが必要だった。幸い，熱意と研究心に溢れた，
それぞれ個性豊かな教官や国際専門官に恵まれ，ともに議論し，プロジェクト・サイクル・
マネジメントに関する研修にも参加するなどして，支援プログラムの企画・実施・評価の
方法を学び，あるべき支援の形を模索する毎日だった。大阪及びその周辺で活躍される方々
を始めとして弁護士，学者，通訳者等の方々から様々な力強い協力をいただいたことも，
感謝の念とともに懐かしく思い出す。
いかにして効果的な支援を実施し，対象国の人々自身によるその国の法の整備に貢献し
ていくのか，これは，法整備支援活動の永遠の課題であろう。書かれた法の整備から，こ
れを実際に適用していくための制度と人材の整備育成へ，さらに，司法制度の公正な運営
と国民のこれへのアクセスの保障へ，課題は次々と積み重なっていく。法の支配は，これ
らを目指す不断の活動によって支えられ，進むものであろう。
私自身の印象深い経験としては，2００2年1０月1５，1６日の両日，プノンペンで
開催された民法・民事訴訟法案の完成に伴う現地セミナーに参加し，起草作業に参加した
カンボジアの方々の発表に感銘を受けたこと，その出張の際，王立司法学院の Kim 

Sathavy校長から支援を切望され，法律家の人材養成への支援の意義とその重要性を改め
て認識したことが思い浮かぶ。
このように考えながらＩＣＤの現在の陣容を見ると，発足後2０年を経ての，その充実
ぶりに驚く一方，司法制度を担う人材の育成等をも視野に入れれば，まだまだ拡充の余地
があるのではないかとの思いを深くする。
これに関連して，ＩＣＤの活動に限らず，我が国全体として，法整備支援活動の輪が広
がっていることは，本当にうれしい。私は，現在，ある法律事務所に在籍しているが，そ
こにも名古屋大学に留学中のアジア諸国の学生がインターンとしてやって来る。私も，刑
事法を中心として，各インターンの質問に応じる形で講義を行っており，これら将来の若
き法律家と接して，その新鮮でまっすぐな感覚と探究心にうたれることが少なくない。彼
らの前途が実り多いことを祈らずにはいられない。さらに，事務所所属の海外弁護士の一
人は，上記大学の日本法教育プログラムを修了したウズベキスタン人であり，現在タシケ
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ントで活躍している。また，最近，相当数の大学で法整備支援活動に関する各種プログラ
ムが実施され，法整備支援の現場への研修旅行も行われていることを知り，改めてその広
がりに感銘を受けた。ＩＣＤが，これらの様々な活動の結節点，すなわち，情報の集約と
交換，各活動の調整と連携，より効果的な支援の研究，諸外国への発信等の場として，ま
すます重要な役割を果たしていくことを期待している。
今後とも，ＩＣＤの教官及び国際専門官の多方面にわたる一層の活躍により，我が国の
法整備支援活動がさらに発展し，各国における法の支配の進展に寄与して，人々の豊かで
平和な生活の支えとなることを心から祈り，この稿を終えることとしたい。
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法整備支援の素晴らしさ－ＩＣＤ創設２０周年に寄せて

元ベトナム長期派遣専門家　
法務省大臣官房政策立案総括審議官　

竹　内　　　努

私は，おおむね平成12年から平成1４年までの間，ベトナム法整備支援の専門家とし
てハノイに赴任しておりました。当時は我が国法整備支援の黎明期で，裁判官出身の専門
家としては初めての長期派遣でした。法整備支援は，当時から「顔の見える」国際協力と
して注目されていましたが，現地の支援活動に「先が見える」かというと，まったくの暗
中模索でした。しかし，それがやりがいであり，自分にとって刺激でもありました。試行
錯誤の中，できる限りベトナム政府の支援ニーズや社会，文化を把握しようと努め，また
その前提として我が国の法制度やその歴史を勉強し直したりしました。そして，何よりベ
トナム社会に溶け込もうと一生懸命でした。ベトナム語を習い，食事も美味しくいただき
ましたし，よくテニスの試合にも出させて頂きました。
一昨年から法務省で勤務しています。京都コングレスの開催とあいまって司法外交推進
の気運が高く，私もハノイ出張の機会を得ました。ベトナム司法省の若手職員で日越プロ
ジェクトに関与していたゴック氏とは1８年振りの再会を果たしました。赴任当時はサッ
カーなどして一緒に遊んでいましたが，ゴック氏は現在司法省次官となっており，時を経
て日越司法関係者の代表として再会できたことを本当に嬉しく思います。そして，このよ
うな人と人との関係が続いていくことが，法整備支援の本当の素晴らしさなのだろうと改
めて実感します。
派遣から帰国後は，法科大学院の教員や司法研修所の教官として法整備支援に熱い関心
を寄せる多くの学生や司法修習生と接し，本当に頼もしく思っています。我が国司法関係
者の新しい活躍の場として，これからの法整備支援が，そして，その中核としてのＩＣＤ
が発展されることを，切に願っております。
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日本国法務省法務総合研究所国際協力部 

創設２０周年記念特別出版に寄せて

ベトナム社会主義共和国司法省顧問，元同省次官　
ディン・チュン・トゥン

ベトナムと日本の法・司法領域での協力関係は，1９９３年～1９９４年に始まり３０
年近く経過する間，絶え間なく強化され，深く実質的に発展し，素晴らしい成果を得るこ
とができました。日本の技術援助のおかげで，特に国際協力機構（ＪＩＣＡ）の後援によ
る各プロジェクトの枠組みの中で，ベトナムの司法省および関連の各省，部門は，日本の
専門家の貴重な知識，経験を選択的に取り入れ，創造的に利用して，政府および各管轄機
関が国会に多くの重要な法典，法律を提出するための助言を行いました。その中には，民
法典，民事訴訟法，刑法典，刑事訴訟法，民事判決執行法，企業破産法，国家賠償責任法
などがあります。ベトナムの法・司法幹部職員の能力，専門レベルも向上しました。これ
らの協力の成果は，ベトナムの経済社会の発展，人民の人民による人民のための社会主義
法治国家建設の過程における全体的な達成に少なからず貢献しました。2０2０年に，
法・司法領域でのベトナムと日本の緊密な信頼関係は，二国の法務・司法省の初めての協
力協定が結ばれ，ＪＩＣＡの2０21年～2０2５年段階のプロジェクトが正式に承認さ
れたことにより，新たな発展を記しました。
上記の越日法・司法協力の達成には，常に日本の法務省法務総合研究所国際協力部（Ｉ
ＣＤ）の実際的かつ効果的な手引き，貢献がありました。ＩＣＤは，2００1年の設立か
ら今日まで，協力の要としての役割を担い，常に主体的にベトナムの司法省と各法・司法
機関と連携し，ベトナムのパートナーに対する日本での教育研修の直接的な運営とベトナ
ムでのプロジェクトのチーフアドバイザー，専門家の選考，日本の専門家グループのベト
ナム訪問，経験共有の運営におけるＪＩＣＡとの連携，法・司法分野の経験，知識の交流，
勉強のために日本を訪問した司法省指導グループ，省調査チームのレセプション主宰を通
して，ＪＩＣＡの各プロジェクトの良好な実施展開のために積極的な援助を行いました。
ＩＣＤの創設2０周年の折に，ＩＣＤの皆様，幹部職員，職員の方々に，全体的には日
本国法務省の方々に，謹んで心からの感謝とお祝いの言葉をお届けしたいと思います。
ＩＣＤが，全体的には日本国法務省が，日々発展し，さらなる成功を収め，引き続き有
効な懸け橋の役割を果たし，ＪＩＣＡの2０21年～2０2５年段階のプロジェクトおよ
び二国の法務・司法省の協力協定の良好な実施展開を促進し，二国間の法・司法協力関係
を新たな高みに引き上げ，ベトナムと日本の「アジアにおける平和と繁栄のための戦略的
パートナーシップ」関係の促進に貢献されることを願います。
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特別寄稿

法整備支援と国際協力部の周辺で 

～「今は昔」のＩＣＤ物語～

元国際協力部長　
公証人　山　下　輝　年

序

2０21年４月1日、国際協力部は創設から2０周年を迎えました｡ 現代の日本人にな
ぞらえれば成年に達したことになります｡ 喜ばしい限りで、大いに祝杯をあげたいところ
ですが、ふと考えると、現在、国際協力部で法整備支援に従事している人にとって、2０
年前のことは何も知らないに等しいのでしょう｡ 二十歳の成人と仮定すると、1０年前で
すら小学校中学年のことになり、その記憶の正確性は怪しいのと同じです。ましてや自分
以外の社会の出来事など書物や資料の上での文字情報に過ぎません。もっとも、歴史でい
えば ｢正史｣ の類いとしては役立つでしょう｡ しかし、実際には、その裏側や周辺で起き
たことのほうが興味を引くでしょうし、私の個人的な想い出と思い入れとして書き残して
おきます｡

法総研は後発組

法務省は1９９４年のベトナム司法高官一行を招聘したことをもって、今の法整備支援
の始まりと広報します。一方でＪＩＣＡ1によるベトナム支援開始（武藤司郎弁護士派遣）
が1９９６年末と紹介されます。その後、カンボジア支援が本格化するのが1９９９年末
です｡ これでは法務省が早くから関与していたと誤解されるかもしれません。しかし、
1９９４年は法務省官房秘書課による招聘であり、国内外の研修を所管する法務総合研究
所（法総研）ではなく、民商事法を所管する民事局でもないのです｡ 誰も食指が動かない
ので官房秘書課が自ら動いた、これが実際のところです｡
既に1９９2年頃から森嶌昭夫名古屋大学名誉教授（以下「森嶌教授」）が個人的にベ
トナム民法改正支援に携わり、名古屋大学はアジアからの留学生を積極的に受け入れ、日
本弁護士連合会もカンボジア司法支援として力を注いでいました。森嶌教授曰く、ベトナ
ムのロック司法長官2は日本側協力を期待していたが（以前に外交辞令とはいえ期待させ
る言動があったのでしょう）、音沙汰がないと不満を述べたとのことです。森嶌教授から
日本国の責任を問われ、法務省も重い腰を動かしたのです。それは次の出来事で分かりま
す。
1９９５年４月、私は国連アジア極東犯罪防止研修所（ＵＮＡＦＥＩ）検察教官として
赴任し初めて国際協力業務に携わりますが、その年の７月、ＵＮＡＦＥＩ初の2国間研修

1  独立行政法人国際協力機構（当時の名称：国際協力事業団）Japan International Cooperation Agency
2  これまで「司法大臣」としていますが、国王がいるわけでもないので「長官」と表記することにしました。
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（中国刑事司法４機関の高官対象）で主任教官となりました。この中国刑事司法研修は、
アジア刑政財団（ＡＣＰＦ）3独自の財源でＵＮＡＦＥＩと共催し、招聘手続から研修内容
まで全てＪＩＣＡの関与なしで実施したものです。そこに法総研の専門官（前田幸保氏・
民事局出身）がＵＮＡＦＥＩ方式を学ぶということで、研修、関係機関視察、そして時間
外の接遇まで、まさに密着取材のように全期間帯同しました。新米教官の何が参考になる
のか、内心疑問でしたが。
そして、翌1９９６年３月から４月にかけて、財団法人国際民商事法センター（ＩＣＣ
ＬＣ）4が設立されたのです。ヒラ教官の私から見て「点」であったものが、法務省と法総
研の一部では「線」となっていたわけです。ＪＩＣＡ枠組みのＵＮＡＦＥＩ研修を支援す
るＡＣＰＦの関係も情報収集し、ＩＣＣＬＣはこの形に倣って設立されたのでしょう。設
立を働きかけたのは法務省関係者ですが5、実際には住友商事の理解と協力がなくては始ま
らず、やはり民間の力頼みであったのです。
当時の法総研は、ＩＣＣＬＣと民商事法分野の国際協力業務に力を入れていましたが、
ＡＣＰＦに対してはそうでもなかったため、ＡＣＰＦ敷田稔理事長（当時）は憤慨したと
後に漏れ聞きました。そのため、関係者間では、法整備支援やＩＣＣＬＣが刑事法分野に
関わることは機微に触れるものだったのです。ＩＣＣＬＣの名称に「民商事法」が入って
いることは、これと無関係ではないでしょう。ところで、ＩＣＣＬＣの設立趣意書や定款
には「法整備支援」という言葉・用語が存在しないことに気付いているでしょうか。これ
は、ＩＣＣＬＣ誕生が、いわば法整備支援の前史でもあることを表しており、経緯（歴史）
を読み解く鍵は、こんなところに転がっているという典型です。

法総研の立ち位置

ＩＣＣＬＣ設立後も、法総研には民商事法の国際協力を所管する部署はなく、国際協力
部ができるまで、総務企画部に部付教官1名（多いときで３名）を配置し、企画課員数名
が事務を兼務する態勢で切り盛りしていました。検察出身が主体であり陣容も小さく、教
材作りを着々と進めるほか、研修の企画運営を行うことになるのです。ベトナム支援は、
森嶌名誉教授を始めとする民法研究者、判事と弁護士、1９９９年から始まるカンボジア
支援は、竹下守夫名誉教授を始めとする民事訴訟法研究者、判事、弁護士、法務省民事局
付の協力を得て進めていました。それぞれの国内支援委員会は、民法関係はＩＣＣＬＣの
事務所で行われていましたが、民訴関係は時間外（土日でも）に法務省の一室で行われて
いたのには驚きました。その開け閉めには職員が出てこなければならず、法務省秘書課の
理解と協力がなければできないことだからです。
法総研は一歩引いて企画・運営というか、いわば裏方的な役回りでした。確かに、研修
運営という意味では組織的対応ができますが、その点を上手く利用したのが森嶌教授であ

3  英語名は“Asia Crime Prevention Foundation”中国刑事司法研修はＵＮＡＦＥＩ・法総研にとって国別研修の嚆矢とい
える。
4  英語名は“International Civil and Commercial Law Center”
5  法務省法務総合研究所国際協力部報（ＩＣＤ　ＮＥＷＳ）第７号巻頭インタビュー「伊藤正会長に聞く」1３頁。
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り、ＪＩＣＡのほかに法務省を巻き込むことで組織としての継続性を確保し、「研修で訪
日」という旨味を支援受入国に提供できるという目算であったに違いありません。その役
回りは法総研の法整備支援担当者としても十分に理解していたのは、いうまでもありませ
ん。
ところが法務省内部も思惑のズレが生じたこともありました。時期を同じくして、大阪
中之島合同庁舎の新築計画が進んでおり、この敷地には、法務省の国連関連機関（つまり
ＵＮＡＦＥＩ）が分室を設けると説明して獲得した経緯にあったのです。ＪＩＣＡの汚職
防止研修の要請もなされ、刑事分野のためＵＮＡＦＥＩ所管のはずでしたが、先の機微に
触れる問題など知ってか知らずか拒否され、法総研の小さな陣容で担当することになった
のです。折しも省庁再編の時期であり、新部創設には、既存の部との区別が要求される世
界です。省庁再編直前の2０００年になり、ようやくＵＮＡＦＥＩ（当時は北田幹直所長）
の所管となったのです。

法整備支援連絡会の主催争い？

第1回法整備支援連絡会が開催されたのが2０００年1月12日、法務省地下の大会議
室です。主催者は法務省ですが、実質的には法総研総務企画部です。今や違和感なく受け
止める人がいるかも知れませんが、ＪＩＣＡの立場でみると、ベトナム支援はＯＤＡ予算
で実施しており、法務省・法総研は、そのプロジェクトの一部である「研修委託先」にす
ぎません。ＪＩＣＡ主催ならともかく、研修委託先が「法整備支援連絡会」と銘打って主
催するのは釈然としない感情を抱いたに違いありません。法務省・法総研にしてみれば、
これから本腰を入れるのだから遠慮する必要はないという感覚であり、関連機関の情報交
換を行うのは不可欠でもあり、国際協力部創設への実績づくりにもなるわけです。
さて、第2回法整備支援連絡会は、2０００年1０月11日、ＪＩＣＡの国際協力総合
研修所（市ヶ谷）で行われました。主催者はＪＩＣＡで、法務省側は共催者という立場で
す。同じ2０００年に2回開催されていることに疑問を感じる方は鋭いといえるでしょう。
理由は、ＪＩＣＡ担当者（当時）の「法整備支援はＪＩＣＡプロジェクトである」という
プライドゆえというのが当たらずとも遠からずです。実際、全てＪＩＣＡ担当者が取り仕
切り、我々はその段取りに載るだけで良かったのです。そのプライドを強く感じたもので
す。その意識と気概は貴重かつ重要であり、関係者一同、快く協力したわけです。同じ年
に2回開催と述べましたが、日本式で言えば、年度が違うため、表向きは矛盾なく説明で
きる点も一役買ったというわけです。
そして、第３回は2００1年９月1３日、国際協力部創設後の初回ということで、法務
省・法総研（国際協力部）が主催し、ＪＩＣＡ共催です。場所は、法務省浦安総合センター
です。新部ができたとはいえ大阪に移転するのは11月であったからでした。
第４回から、法務省主催・ＪＩＣＡ共催で、年明けに開催されるようになりましたが、
ＪＩＣＡ担当者も代替わりとなったからか、あるいはＪＩＣＡとしても研修委託先であっ
て主催してくれるならそれも良いと考えるようになったのかは定かではありません。しか
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し、現在の国際協力部職員が「法整備支援連絡会の主催者は法務省」と当然のように思う
としたら、それは違い、一方で、内心忸怩たる思いをしている人もいるかも知れませんし、
皆の協力の上で可能となっているという意識を持つことも必要であるといいたいのです。

国際協力部誕生の裏側で

国際協力部が誕生したのは、省庁再編の時期です。多すぎる省庁を整理し効率よくしよ
うというのが原点ですから、関係者の努力は大変なものでした。法総研総務企画部の担当
部門は陣容が小さいのに、実績づくりが必要であり、要請があれば何でも引き受け、むし
ろ積極的に業務を拡大していったのです。
使えるものは可能な限り利用しました。その典型例が、2００1年６月に出される「司
法制度改革審議会意見書」です。日本型ロースクール制度や裁判員裁判制度を始め、様々
な改革が述べられていますが、それだけではありません。法整備支援のことが取り上げら
れています。これは、その前年から、法整備支援について是非とも盛り込んでもらいたい
ということで、法総研幹部が法務省関係者とともに、その意義と重要性を説いて回った活
動があったからこそでもあります。
ところで、省庁再編では、新部を作るなら自助努力（スクラップ・アンド・ビルド）を
求められ、何かを潰さなければなりません。その対象になったのが、法総研の研究第二部
です。今は「研究部」が存在するだけですが、かつては研究一部と研究二部があり、研究
二部長は、歴代矯正出身のポストでした。国際協力部長は、検察出身であることは当然視
されており、教官も検察出身が中心で民事局（法務局関係）が一人でした。専門官も他部
の定員や配置を削減して集めることになります。法務省全体のバックアップを受けて国際
協力部が創設されたといえばそのとおりですが、削減対象の立場から眺めると、検察出身
が増殖する一方で、他の部が迷惑を受けているわけです。そうであるからこそ、国際協力
部が意義ある働きをしなければ、削減された部と職員に対して申し開きができない状態で
した。

相手の立場を考える

「相手の立場」というと、法整備支援では、支援対象国のことを思い浮かべるかも知れ
ません。しかし、ここでは国内の協力者間における「相手」であり、極論すれば自分以外
の人のことを指します。
どの分野でもそうですが、新しいことを始めるときは、周囲を含めて皆の気運が盛り上
がり、陰に陽に支えてくれます。しかし、一旦、所管部署ができると、周辺の関心は潮が
引くように失せていきます。それまでは二つ返事で受けてくれたものが、「それはお宅の
部の仕事ですよね。うちが関与する必要性をペーパーにしてください。検討はそれからで
す」となるからです。人事異動もあり、担当者が変わると、ますますその傾向が強くなっ
ていくものです。当然といえば当然ですが、人間の感情としては、「難色を示された」「協
力的ではない」と感じることになり、溜息をつくことになります。
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法整備支援は、法務省の政務三役（大臣・副大臣・政務官）や法務省幹部から関心を持っ
てみられますし、与野党を問わず様々な代議士から時に注目を浴びます。そうなると、他
部局の担当者は過去の経緯など知らないため、所管部署つまり法総研国際協力部に情報を
求めてくることになります。このようなことが数年周期で起き、関心を持ってくれるのは
ありがたいものの、また別な意味で溜息が出ることになるわけです。
これらのことを経験すると、他から依頼されたときは、四の五の言わずに前向きに返事
しようという姿勢で臨むことになります。卑近な例でいえば、現地専門家から報告や要望
が来た場合、日本国内で業務に追われていると、つい専門家への対応を放置しがちです。
現地専門家から見れば、既に報告や要望を伝えているのに、国内の反応が鈍いと感じるこ
とになります。国内は国内で種々の業務があるのですが、現地専門家はその業務に専念し
ているので、日時が経過するほど苛立つことになり、それが微妙なしこりとなって残って
いきます。すぐにメールで返信する、感想を述べるというだけでも安心します。無反応だ
と不安になります。可能な限り、国内の業務よりも優先して対応するという心がけが必要
になるのです。もちろん、この場合は、逆も真であり、互いに相手の立場を思いやること
が必要となるわけです。
ある現地専門家からは、民商事法の支援であるから検事出身は役に立たず、裁判官を長
期専門家にすべきだと言われたこともありました。最高裁判所は法務省の要請がなければ
法整備支援に人材を派遣しない仕組みなのですが、そのようなことを知らずに発言するの
も、自分の立場からしか物事を見ないことによるものです。もちろん、そのように見られ
ていることもまた理解できますので、そのようなことを言われないように自己研鑽に励む
ことになったと思っています。
その後に、裁判所から派遣される現地専門家や国際協力部教官が増えていったのは、そ
れを交渉した法務省関係者と最高裁判所の理解と協力があればこその成果です。

プレゼンスを示すには

後発組の法総研・国際協力部としては、発信によりプレゼンスを示す必要がありました。
試みたことは三つです。
一つは、ＩＣＤ　ＮＥＷＳの定期刊行です。しかも2か月に1回で年６回発行する。当
時の陣容（現在の半分以下）にとっては大変な作業です。しかし、この頻度で発行するこ
とにより、受け取る側では「また来た」という感覚になりますので、そう思ってもらうた
めにこそ、このペースを守り続けました。単なる研修実施報告ではなく中身のあるものを
目指しました。
二つ目は、関係団体から講義やセミナー参加の案内があれば、必ず出席するし、何か協
力要請があれば、積極的に引き受ける。こうすることによって、公的機関のイメージとし
て定着している消極的姿勢を拭い去ることに努めるのです。
三つ目は、そのようなセミナー等に参加したら、参加した教官は必ず1回はコメントや
質問をして発言するようにしていました。国際会議におけるジョークに「如何にしてイン
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ド人の発言を少なくするか」「如何にして日本人に発言させるか」という二大課題がある
と言われます。日本人の傾向としては、出席だけして発言しないことがよくあります。し
かし、国際舞台では発言して初めて「ああ、あの人が出席している」と認知されます。外
国の参加者で発言している人が立派な質問をしているかというとそうでもないのです。英
語での発言はハードルが高いのですが、国内のセミナーなら日本語ですから、「国際協力
部の○○です」と言ってから質問やコメントをすることが、一番の認知度・プレゼンスの
向上に繋がります。

試練を乗り越えて

私自身は、国際協力部の初代教官であり、2０1０年８月には国際協力部長として大阪
中之島合同庁舎に赴任しました。翌2０11年４月は創部1０周年になるため、その記念
になるような行事を企画していたところでした。ところが、2０11年３月11日、東日
本大震災が起き、当然のことながら行事は中止となりました。その際には、ベトナムを始
めとする支援対象国から、お見舞いメッセージが寄せられ、募金までなされ、感謝しきり
でした。このような体験をしているからこそ、ネパール大地震のときなど、有志で募金を
集めたものです。
それでも2０1６年のことです。国連加盟６０周年であり、ＩＣＣＬＣ設立から2０周
年であることから、私は退官後でしたが、国際協力部1５周年として有志に声をかけて、
参加者の負担で2０1６年11月12日「集い」を実施しました。これは良い思い出となっ
ております。
そして、この度の2０周年は、新型コロナ感染拡大に見舞われており、なかなか試練が
続くという感じになります。
今や、法務大臣は「司法外交」という呼称で、国際協力に積極的であり、法務省にも官
房国際課ができています。一方で、法整備支援の司令塔云々という言い方も一定周期で話
題になります。法務省・法総研・国際協力部の活動が期待されているのでしょう。法整備
支援は、関係者の協力で成り立っていることから、他への配慮を常に意識していくことで、
支援対象国はもちろん、国内関係者とともに歩んでいけるものと思います。
いつものとおり、私家版の国際協力５原則「汗出せ、知恵出せ、お金出せ、笑顔を出し
て心出せ」を記して、郷愁に近い「今は昔」の話を終えますが、最後に、これからの法整
備支援関係者にとっても支えになるであろう国会答弁がありますので、ここに記しておき
ます。それは2０1３年４月３日衆議院法務委員会での谷垣法務大臣（当時）の答弁です
（かなり最後のほう〔番号０９３〕にあります）。https://kokkai.ndl.go.jp/#/detail?minId=118
305206X00620130403&current=8

○谷垣国務大臣　法整備支援について、法務省では、東アジアを中心とする諸国に対して、
これは法務省だけでやっているわけじゃなしに、当然、外務省、最高裁あるいは日弁連、
それからＪＩＣＡ、こういったところと協力しながら、対象国の実情やニーズなんかも
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踏まえながら、特に基本法令の起草と、それから、法令を起草したというだけじゃやは
りなかなかうまく機能しませんで、運用方法、さらに言えば人材養成、そういうところ
まで見込んだ法制度支援が必要だ、そういう基本的スタンスでやっているわけでござい
ます。それで、先ほどちょっと触れましたが、ベトナム、カンボジア等では既にその成
果も出てきている。
ちょっと話が脱線しますが、今の麻生副総理は外務大臣もおやりになって、俺はいろ
いろなことをやってきたけれども、感謝されるのはおまえのところがやったあれだぜ、
法整備支援だぜと、ちょっと議事録に残るとこういう言葉遣いはいいかどうかわかりま
せんが、だから、おまえ、勲一等やるならああいうやつらにやれよと、ちょっとここは
脱線し過ぎたことで、そういうことをおっしゃっていただきますが、それだけの成果は
上がっていると思います。
法の支配をそれぞれの国に浸透させながら、そして、必ずしも日本法を押しつけると
いうわけじゃありません。向こうのニーズを聞き取りながらつくっていく。そして、結
果的に、それが日本の法制度と親和性があるものであれば、日本の関係者にとっても、
このアウトバウンドのいろいろな投資をしていく上でも、非常に、先の見通しもできる
し、やりやすいということがあると思います。
ですから、今後とも、こういう仕組みをつくって、こういう仕組みをさらに推し進め
ていきたいと思っているところでございます。

 （以上）
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ＩＣＤ創設２０周年特集

ＩＣＤの軌跡と今

前国際協力部副部長（現大阪地方検察庁検事）　
伊　藤　浩　之

１．はじめに

国際協力部（ＩＣＤ）は，2０21年，部の創設2０年を迎えることができました。
これも関係者の皆様の御指導，御協力があったからこそであり，改めて御礼申し上げま
す。これまでの2０年間には，様々なことがありましたが，先輩方の地道な努力の積み
重ねにより，多くの国々の方々と信頼関係を構築し，活動に広がりをみせ，期待される
役割も大きくなってきているように思います。ＩＣＤの活動については，機関誌ＩＣＤ　
ＮＥＷＳにおいて，その都度，記録し，紹介してまいりました。そのほかにも，多くの
先達による記事があり，また，法整備支援については，例えば，独立行政法人国際協力
機構（ＪＩＣＡ）による「世界を変える日本式『法づくり』」といった書籍にもまとめ
られています。本号においても，2０周年を記念して，多くの方々から2０年を振り返
る記事をいただいています。従って，ここで改めて詳細を記すものではありませんが，
2度にわたってＩＣＤにて勤務する機会を得た小職において，2０年の間のＩＣＤの変
化を少しばかり記しておきたいと思います1。

２．ＩＣＤのはじまり

まず，ＩＣＤの創設についてですが，これについては，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ創刊号等を
ご覧いただくことができましたら幸いです。創設当初（2００1年４月）は，東京・霞ヶ
関の法務総合研究所にあったＩＣＤですが，半年後に，大阪・中之島に中之島合同庁舎
が完成したのを機に，ＩＣＤも大阪に移転しました。以来，2０1７年1０月に東京・
昭島に移転するまで，約1６年間にわたり，ＩＣＤの事業は，大阪をベースに行われて
きました。

３．大阪時代

大阪のＩＣＤは，中之島合同庁舎（大阪高等検察庁や大阪地方検察庁と同じ庁舎）の
４階に，部長室，教官室（個室），専門官室（大部屋），セミナールーム，図書室等があ
り，2階にもセミナールームがあったほか，国際会議室も備えていました。最近では，
ＩＣＤ内で大阪時代を知るのは，部長や副部長などほんのわずかになりましたが，ＪＩ

1  法務総合研究所による法整備支援については，赤根智子国際刑事裁判所判事（元法務総合研究所長，元国際協力部長）
による「法整備支援の現状と課題」（法の支配：2０1６年1８1号）に詳しく書かれており，2０1６年頃までにつ
いては，こちらをご覧いただけますと幸いです。なお，小職のＩＣＤ勤務は，2０1０年４月から2０11年７月まで
の間（その後３年間ラオス駐在）と，2０1６年1月から2０21年３月までの間であり，この期間のことが中心とな
ることをご容赦ください。
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ＣＡの部会あるいはアドバイザリーグループの会合（テレビ会議）などがあるときには，
関西の先生方にＩＣＤにお越しいただき，東京のＪＩＣＡ本部や現地ＪＩＣＡ事務所な
どと接続して会合を行っていました。
昭島の国際法務総合センターは，アジ研（ＵＮＡＦＥＩ）と一緒になったこともあり，
使用するスペースが広くなっており，これと比較すると，大阪のＩＣＤは，こぢんまり
とした環境であったと思います。４階の一画には教官室が並んでおり，個室でしたが，
教官室のドアは通常開いており，教官や専門官が気軽に行き来をして，そこかしこで話
し声や笑い声がしていました。また，部長室と専門官室との間にあるほんのわずかなス
ペースに小さなソファーが置かれており，コーヒーなどを入れに来た職員同士がちょっ
とした情報交換，意見交換を始め，気づくと４，５人が集まっているようなことがしば
しばありました（なお，余談ですが，中之島の庁舎は空調が整っているはずなのに，４
階の執務室は，冬の寒さが大変厳しく，空調では，足元からの寒さが耐えられないほど
であったことが印象に残っています。）。
大阪にＩＣＤがあったことは，もちろん，東京と離れている故の不便さなどがありま
したが，一方で，場所は大阪の梅田の近くであり，アクセスは良く，買い物や食事をす
る場所も多くあって，研修等で来日する研修員や会合等に来ていただく先生方にはそれ
なりに評判は良かったと思います。来日した研修員の方々との懇親会も付近の居酒屋を
始め，さまざまな場所で行い，交流を深めました。国際民商事法センター（ＩＣＣＬＣ）
の御協力で，研修期間の土日に，研修員を観光に案内していましたが，人気の京都や奈
良へ行くことはもとより，時には，須磨に海水浴に行くなどして，息抜きをしつつ，日
本滞在を楽しんでもらいました。
なお，ＩＣＤの執務室等があった中之島合同庁舎の４階は，現在，大阪地方検察庁が
使用するスペースとなっています。

４．ＩＣＤの体制

さて，ＩＣＤの体制について目を向けると，創設当時は，部長のほか，教官５名，専
門官９名でした。その後，業務が増大し，教官が長期専門家として派遣される対象国も
増えるに伴い，ＩＣＤの人数も増えていきました。ＩＣＤの教官は，長期専門家派遣等
の事情により流動的ですが，現在は，部長，副部長，教官約1０名といった体制になっ
ています。専門官室は，組織の変更があり，アジ研と共通の国際事務部門となっていま
す。
人数以外にも，体制における変化として，裁判官出身教官の増員を挙げることができ
ます。ＩＣＤには，裁判所から法務省に出向してＩＣＤの業務を行う裁判官出身の教官
がいますが，それまで1人だった教官が，2０1３年（平成2５年）度から2名に増員
されました。各国の裁判所との間で協力する案件や調停等裁判官としての経験が有益な
業務は多く，支援対象国が増える中，裁判官教官の関与する場面が多くなり，最高裁判
所に御協力いただきました。現在も，裁判官出身の教官には，多くの国を横断的に担当
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してもらい，大変活躍してもらっています。また，2０21年５月から，弁護士の方1
名にも非常勤職員として，ＩＣＤに加わってもらうことになりました。支援のニーズが
多様化，専門化する中で，様々なバックグラウンドや専門性を持つ人材が協力して，よ
り効果的な支援を実施できればと考えています。
一方，ＪＩＣＡの長期専門家としての派遣も行われてきました。法務省からの派遣は，
2０００年（平成12年）からですが，当初，ベトナムに検事と裁判官出身（派遣時は
検事）の長期専門家が派遣されたのを皮切りに，その後，ラオス，カンボジアへと派遣
国が増加し，派遣される人数も増えていきました。これまで法務省からは，ベトナムに
2３人，ラオスに８人，カンボジアに1３人，ミャンマーに４人，インドネシアに５人
の長期専門家が派遣されており，合計で５３名になります。最近では，多い時には，ベ
トナム，カンボジア，ラオス，ミャンマー，インドネシアに合計９名程度，法務省から
派遣されて活動するようになりました。法務省から派遣される長期専門家は，検事，あ
るいは，裁判官出身で検事に転官して派遣される方が中心ですが，かつて，保護観察官
で派遣された長期専門家もいますし，最近でも，法務省民事局出身者（元ＩＣＤ教官）
が，長期専門家として派遣されています。今では，こうした長期専門家として海外で法
整備支援を行いたいと考えて，ＩＣＤへの異動を希望する若手検事もいます。

５．各国との協力関係

⑴　各国との協力関係については，これまで，何度か活動状況を概観したＩＣＤ　ＮＥ
ＷＳの記事があります。例えば，2００４年７月のＩＣＤ　ＮＥＷＳ1６号において，
特集「各国法整備支援の状況」として，ベトナム，カンボジア，ラオス，インドネシ
ア，ウズベキスタン及びモンゴルに対する支援の状況が，ＩＣＤ教官やＪＩＣＡ専門
家等によって書かれています。また，2００８年12月のＩＣＤ　ＮＥＷＳ３７号に
おいても，特集「各国法整備支援の状況」として，ベトナム，カンボジア，中国，イ
ンドネシアについて紹介しています。各国との協力については，本号の特集記事にお
いても，多くの方々に寄稿していただきました。
当初，ベトナムから始まった協力関係ですが，カンボジアやラオスに広がり，ウズ
ベキスタンやインドネシアなどに対する支援も比較的早い段階から行われてきまし
た。わが国に対する法整備支援の要請の高まりを受けて，2００1年にＩＣＤが創設
されました。その後も支援対象国は増え，中国，東ティモール，ネパール，ミャンマー
等に対する支援が始まりました。比較的新しい支援対象国としては，南アジアのバン
グラデシュやスリランカを挙げることができます。
⑵　こうした支援の中心的な活動は，ＪＩＣＡによるプロジェクトを始めとする支援の
スキームですが，プロジェクト等の支援には一定の期間があります。この点，ＩＣＤ
の協力は，小規模なものですが，比較的柔軟に行うことができ，プロジェクトが終了
した国の機関，関係者との間で，さまざまな形で協力関係を維持し，それがその後プ
ロジェクトの再開につながったこともありました。ラオスに関して，最初のＪＩＣＡ
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プロジェクト終了後，2００８年から2００９年にかけて，名古屋大学と協力し，同
大学に留学しているラオスからの留学生（公務員）を交えてのシミュレーションワー
クショップを実施し，その後，2０1０年からの新しいＪＩＣＡプロジェクトにつな
がっていったことがあります。また，インドネシアに関しても，ＪＩＣＡプロジェク
ト終了後の2０1０年から2０1５年まで，ＩＣＤにおいて，インドネシア最高裁判
所との間で独自に人材育成に関する協力等を行いました。こうした協力は，2０1５
年からのインドネシアでの新プロジェクトに有益であったと思います。一定の期間で
の目標達成が重要なことは確かですが，それだけではない継続的な支援，人的交流が
日本の法整備支援の良さの一つであり，相手国から評価されているといえると思いま
す。ＩＣＤの重要な役割の一つは，ＪＩＣＡプロジェクトや本邦研修等への協力です
が，こうした役割も重要な活動の柱になっていると思います。それは，単にプロジェ
クトとプロジェクトとの間をつなぐばかりではなく，新規に支援対象となる可能性の
ある国を含めて，新たなニーズを調査・把握し，支援の幅を広げたり，本格的な支援
につなげていったりする場面でも同様であり，引き続き，そうした役割を果たしてい
くことを期待しています。
⑶　さて，支援対象国が増えるに伴い，関係者を日本に招いて実施する本邦研修の回数
も増えていきました。現在は，コロナ禍のために来日しての研修が実施できていませ
んが，それ以前は，ＪＩＣＡの本邦研修（ＩＣＤが委託を受けて実施するもの）と法
務総合研究所が招へいする共同研究を合わせると，年に2０回以上の研修・共同研究
を実施していました。本邦研修を実施する支援対象国の増加のみならず，一国のプロ
ジェクトにおいて，実施機関が複数あったり，活動ごとのワーキンググループがあっ
たりして，一つの国で年に３～４回の研修等が予定されることもあります。一時は，
ＩＣＤのキャパシティ等を勘案して，受け入れる本邦研修の数を絞らなければならな
いときもありました。本邦研修は，参加する研修員にとっては貴重な機会であり，そ
の期待は大きいものですし，多くのことを学んでいこうとする彼らの熱意は大変なも
のです。また，現地での活動を促進するものとして，長期専門家からもその効果が期
待されている機会だと思います。こうした本邦研修は，ＩＣＤの人員だけでできるこ
とではなく，外部の有識者，専門家の方々の御協力を得て，実施してきました。ＩＣ
Ｄ創設以降では，累計約22０回，参加人数は，2，０００名を超えます（なお，Ｉ
ＣＤ創設前にも，法務省として実施していました。）。このように本邦研修等を実施し
てこられたのも，研究者，法律実務家，企業，国・地方公共団体その他多くの関係者
の方々が，お忙しい中，講義や訪問の依頼を受け入れてくださり，御協力いただいた
からにほかなりません。本当に感謝申し上げます。なお，最近ではあまり知られてい
ませんが，当初は，マルチでの研修（複数国から研修員が参加して行う研修）を実施
していた時期もありました（国際民商事法研修・2００７年まで）。また，2００８
年から2０1３年にかけて実施した中央アジア法制研究では，ウズベキスタン，キル
ギス，カザフスタン，タジキスタンの４か国が参加しており，地域的な枠組みで実施
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していました。
⑷　とはいえ，ＩＣＤの活動は，2国間での協力関係が中心です。こうした2国間の協
力関係において，最近，積極的に行っているのが「協力覚書」（Memorandum of 

Cooperation）の締結です。2０1８年12月に，法務総合研究所とラオス国立司法研
修所（National Institute of Justice／ＮＩＪ）との間で締結したのを皮切りに，
2０1９年７月に，ウズベキスタン最高検察庁アカデミー，2０2０年1月にカンボ
ジア・王立司法学院（Royal Academy for Judicial Professions／ＲＡＪＰ）との間で，
それぞれＭＯＣを締結しました。
こうしたＭＯＣという形式をとる以前から，日韓でのパートナーシップ共同研究や
ベトナム最高人民検察院との間の交換プログラム（日越司法制度共同研究）といった
二国間協力関係を構築してきたのですが，ＭＯＣ締結という形を希望する相手国・機
関が多くあり，また，日本の法務省も司法外交を施策として積極的に推進しており，
ＭＯＣ締結を協力関係の発展に役立てています。こうしたＭＯＣは，必ずしも何らか
の支援を約束するものではなく，対等な関係で，友好・協力関係を発展させようとす
るものですが，一方で，さまざまな知見が求められているところであり，相手機関の
ニーズに合わせて，ラオス・ＮＩＪとの間では，刑法に関するセミナーを実施し，ウ
ズベキスタン・最高検アカデミーとの間では，犯罪白書作成を支援し，カンボジア・
ＲＡＪＰとの間では，民事法に関する協力を行っています。
なお，ＩＣＤの活動が拡大傾向にあるのは，相手国からの要望というのもあります
が，国の施策とも無関係ではありません。2００９年に策定された「法制度整備支援
に関する基本方針」（2０1３年に改訂）は，法制度整備支援を行う上で未だに重要
な指針ですし，その後，政府の重要施策である「経済財政運営と改革の基本方針」（い
わゆる骨太の方針）においても，「法制度整備支援」の推進が盛り込まれるようになり，
法制度整備支援事業の意義，重要性が認識され，高まってきています。

６．その他継続的な活動

そのほかにも，ＩＣＤは，ＪＩＣＡやＩＣＣＬＣなど関係機関の皆様とともに，さま
ざまな活動を継続してきました。
法整備支援に関わる関係者が一堂に会する場として開催している法整備支援連絡会
は，2０００年に第1回を開催し，毎年多くの方々に御参加いただきながら，2０21
年６月に第22回を迎えています。
ＩＣＤ　ＮＥＷＳも，2００2年1月に創刊号を発刊して以来，継続して刊行してい
ます。活動を記録し，資料として残すことはもとより，最近は，外国法制の動向，研究
成果を発信する場としても活用していただいています。亡くなられた横田洋三先生も，
以前，ＩＣＤ　ＮＥＷＳをお届けした際，「大変良いものだから大学などでも使ったら
よいし，周りにも薦めておく」ということをおっしゃってくださり，私自身，大変励ま
されたことを覚えています。ＩＣＤ　ＮＥＷＳは，印刷は外部業者ですが，企画，執筆
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依頼，原稿のチェック等は，ＩＣＤの職員が行っており，日本語版を年４回，英語版を
年1回，スケジュール通りに発刊することは，実は，結構大変な作業です。担当教官，
専門官を中心に，職員が分担して進めていますが，特に，担当する専門官はよく頑張っ
てくれていますので，あえて記しておきたいと思います。
また，ＩＣＣＬＣに御協力いただきながら実施している日韓パートナーシップ共同研
究（当初は，「パートナーシップ共同研修」）は，1９９９年から継続的に実施しており，
既に2０回を迎えてなお続いています。同じくアジア・太平洋法制研究会についても，
関西を活動の拠点として，テーマごとに３年程度の研究会を実施してきており，現在，
第1０回の研究会を行っているところです。

７．人材育成

もう一つ，法務省・ＩＣＤが力を入れて取り組んでいることとして，法整備支援に携
わる人材の育成があります。
若い人たちに広く法整備支援に関心を持ってもらうために企画されたのが，2００９
年に始まったシンポジウム（私たちの法整備支援～ともに考えよう！法の世界の国際協
力）であり，以後，多少形を変えつつも，名古屋大学，慶應義塾大学等と協力・連携し
ながら，今も実施しています（ＩＣＤは，主に，シンポジウム「法整備支援へのいざな
い」を企画・実施）。そのほかにも，大学等と協力して，法整備支援に関する講義を積
極的に行っていますし，インターンシップ等として，司法修習生，大学院生，大学生を
受け入れています。
内部的には，法務・検察職員を対象に，2００９年（平成21年）から，国際協力人
材育成研修を実施しており，法整備支援が実施されている国を訪れるなどして，支援の
現場を直接見聞きした職員が，その後，ＩＣＤに所属し，法整備支援に携わるケースが
増えてきています。実際，この研修を受けた研修員から1３名がＩＣＤ教官になってい
ます。
もちろん，ＩＣＤ職員は，公務員として，人事異動は避けられないのですが，一度法
整備支援に携わった職員が，検察等の現場に戻った後に，再び法整備支援を始めとする
国際協力業務に関わるケースも増えてきています。

８．まとめ

私自身が把握していることは，ＩＣＤ2０年の歴史のごく一部でしかなく，より長い
期間関わっていただいた方々がたくさんいらっしゃいます。そうした皆様の御理解・御
協力により，1年1年を積み重ねて，ＩＣＤは，2０歳を迎えることができました。こ
れからも，みなさまのご支援をいただきながら，相手国の人々のためにできることを着
実にやっていくことが大事だと思っています。引き続き，どうぞよろしくお願い申し上
げます。
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ベトナム支援について 

～概説記事～

国際協力部教官　
河　野　龍　三

１　はじめに

これまでＩＣＤ　ＮＥＷＳには，ベトナム社会主義共和国（以下「ベトナム」という。）
に対する法整備支援に関して多くの記事を掲載してきた。国際協力部ウェブサイトにお
いては，2００2年1月の創刊号から2０21年３月の第８６号まで1００を超える記
事を検索可能である1。ベトナムは日本による法整備支援の初めての相手国であるが，
1９９６年以降，現行も含めて大きく７つのＪＩＣＡ（前国際協力事業団，現国際協力
機構）のプロジェクト活動が実施され，合計３８名の長期派遣専門家が派遣され2，プロ
ジェクト開始前の1９９４年から数えて６５回の本邦研修が実施された。
本号では当部創設2０周年という節目に際し，支援の歴史の長い３か国について概説
記事を掲載することとした。本稿の意見にわたる部分は私見であり，当部の見解でない
ことはもとより，紙幅や筆者の能力の制限からおよそ概略的な内容にとどまることをご
容赦いただきたく，各項目の詳細については脚注に示した文献を参照されたい。また，
本年３月発行のＩＣＤ　ＮＥＷＳ英語版にも，ベトナム支援を振り返る記事が掲載され
ている3。

２　プロジェクト開始前

ベトナムが1９８６年にドイモイ政策を採用し，市場経済化を目指す過程で1９９2
年に日本に支援を求めたこと，名古屋大学の森嶌昭夫教授（当時，現名誉教授）の助言
を経て民法が起草・制定されたこと4，1９９４年1０月には法務省官房秘書課によって
第1回本邦研修が実施されたことなどが知られているが，いずれも国際協力部創設前の
出来事であり，本稿では詳細を割愛する5。

３　法整備支援プロジェクト

⑴　フェーズ1
ＪＩＣＡのＯＤＡ（政府開発援助）予算による技術協力プロジェクトとしての法整

1  http://www.moj.go.jp/housouken/houso_houkoku_vietnam.html。初代国際協力部長の尾崎道明氏の時代の創刊号からバッ
クナンバーが全て公開されている（2００５年度までは隔月，2００６年度以降は年４回の発行）。また，多くの関係
者のご協力の下，ベトナムの主要法令の和訳がなされ，「ベトナム六法」として収録されている。
2  内訳は，検察官11名，裁判官11名，弁護士1０名，法務省1名，業務調整５名である。
3  ７９頁以下の「A QUARTER OF A CENTURY WITH VIETNAM」。
4  ベトナム初の民法典であり，1９９５年民法と呼ばれる。
5  プロジェクト開始前の状況については，本号の山下輝年氏（元国際協力部長，2０1０～2０12年）の特別寄稿の
ほか，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第2７号（2００６年６月）1６頁以下掲載の森嶌昭夫教授の第７回法整備支援連絡会の基調
講演，同第2０号（2００５年３月）1３頁以下の本江威憙氏の伊藤正ＩＣＣＬＣ特別顧問・前会長の追悼記事等を参
照。
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備支援は1９９６年12月に開始し，1９９９年11月まで，「法整備支援プロジェ
クト」のフェーズ1が行われた。法令起草支援等を目標に，司法省をカウンターパー
ト機関として，初代長期派遣専門家である武藤司郎弁護士が同省に派遣された。現地
における活動としては，武藤専門家や短期派遣専門家による現地セミナー，社会調査
等が行われ6，本邦研修は主に日本の民事法をテーマとして年2回程度実施された7。
なお，プロジェクト開始当初の司法大臣は故グエン・ディン・ロック氏，司法省国
際協力局長は後の司法大臣ハー・フン・クオン氏，民法を所管する民事経済法局の局
長は後の同省次官ディン・チュン・トゥン氏であり，現職の司法大臣レー・タイン・
ロン氏は，同省の職員であった。
⑵　フェーズ2

1９９９年12月から2００３年３月まで8，同プロジェクトのフェーズ2が行われ
た。法令の起草のみならず，それを執行する法制度の構築及び運用主体である法曹人
材の育成を目標に，1９９５年民法の改正も視野に，司法省，最高人民裁判所（ＳＰ
Ｃ）及び最高人民検察院（ＳＰＰ）を対象に実施された。長期派遣専門家は，検察官，
弁護士，業務調整専門家に加え，2０００年1０月からは裁判官出身として初めて竹
内努専門家9が派遣され，４名体制となった。本邦研修では，カウンターパート機関
の拡大に伴い，民法改正に関するもののほか，民事訴訟法，司法制度や刑事手続など
が取り扱われた。
また，2００1年より，法務省とＳＰＰとの間では年1回，相互に職員を派遣して
日本セッション及びベトナムセッションを開催し，両国の刑事司法制度について共同
研究を実施している10。
⑶　フェーズ３
ア　プロジェクト活動の概要

３か月間の経過期間をおいて，2００３年７月から後継のフェーズ３が開始され，
延長を経て2００７年３月まで行われた11。同フェーズでは，法律を運用する人材
の育成が重要であるとの共通認識の下，ベトナム政府の要請により，既存の３機関
に加えて，ベトナム国家大学ハノイ校がカウンターパートとされ，法令起草支援と
人材育成支援を二本柱とするプロジェクトが組成された。長期派遣専門家は，検察
官，裁判官，弁護士，業務調整専門家の４名体制であった。本邦研修のテーマは，
プロジェクト目標を反映し，法曹養成制度や法曹実務教育に関するものが追加され

6  武藤専門家の活動状況については，本号の座談会記事のほか，同氏の「ベトナム司法省駐在体験記」（信山社，
2００2年３月）に詳しい。
7  国際協力部創設前後の本邦研修の実施状況については，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第５号（2００2年９月）12５頁以下の
山下輝年氏の記事を参照。
8  当初，2００2年11月までの予定であったが，日本の年度末まで延長された。
9  現法務省大臣官房政策立案総括審議官。
10  「ＳＰＰ交換プログラム」と呼ばれる取組みであり，2０1６年からはＵＮＡＦＥＩ（国連アジア極東犯罪防止研修所）
において企画・実施されている（詳細は，ウェブサイト https://www.unafei.or.jp/activities/vietnam1_list.html参照）。また，
それまで国際協力部によって実施されてきたＳＰＰの検察官等に対する本邦研修については，2０1４年以降，ＪＩＣ
Ａプロジェクトの一環としてＵＮＡＦＥＩによって行われている。
11  フェーズ３の活動状況の詳細については，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第1６号（2００４年７月）４頁以下の丸山毅氏の記事，
ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第３７号（2００８年12月）６頁以下の森永太郎（現国際協力部長）の記事を参照。
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た。
イ　プロジェクト活動の成果
ア　法令起草支援

フェーズ３は，一連の「法整備支援プロジェクト」の成果が多く認められた時
期でもあった。1９９３年よりＳＰＣによって起草作業が行われていた民事訴訟
法と，フェーズ３からアジア開発銀行による起草支援を引き継いだ改正破産法が
いずれも2００４年６月に成立した12。全面改正への方針転換に伴いフェーズ2
から持ち越されていた改正民法も，2００５年６月に成立し，2００６年1月よ
り施行された13。他方，不動産登記法，担保取引登録令，判決執行法，国家賠償
責任法については，政府・国会レベルでの意見対立等が原因でいずれも最終草案
の起草に至らず，次期プロジェクトに引き継がれることとなった。

イ　人材育成支援
まず，司法省管轄下の法律家養成機関である国家司法学院を対象とした活動で

は，裁判官，検察官及び弁護士の法曹三者の任官前教育に共通科目を一部導入し
た新カリキュラムを策定し，民法等の４つの教科書を作成した14。
また，ＳＰＰとの関係では，2００６年に「刑事検察官マニュアル第Ⅰ巻（公
訴権の行使及び捜査活動の検察及び刑事第一審公判の検察）」が完成し，検察官
に配布された15。ＳＰＣの要請を受け，判決書の標準化及び判例制度研究に関す
る活動も行われ，2００７年には「ベトナムにおける判例の発展に関する越日共
同研究」と題する研究報告書が作成された16。一方，「判決書作成マニュアル」は，
最終案がＳＰＣに提出されたが，指導部の決裁を得られず製本に至らなかった。
さらに，ベトナム国家大学ハノイ校との関係では，フェーズ2時代に長期派遣
専門家がボランティア的に実施していた日本法に関する課外授業を正式なプロ
ジェクト活動に組み込み，2００４年９月には日本法講座が開講した17。

ウ　共産党中央執行委員会政治局第４８号決議及び第４９号決議
2００５年には，ベトナム共産党において，法・司法制度改革に関する中長期的

な国家戦略を定める中央執行委員会政治局第４８号決議及び第４９号決議（以下

12  民事訴訟法は，従前の国会常任委員会令を法律に格上げしたものである（詳細は，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第21号（2００５
年５月）５頁以下の特集「ベトナム民事訴訟法制定」を参照）。他方，破産法は，1９９３年に制定された旧法を全面
改正したものだが，やはり企業向けのものであり，ＷＴＯ加盟準備のために整備された側面があるとされる（前掲・注
11のＩＣＤ　ＮＥＷＳ第３７号1０頁参照）。
13  2００５年民法は，契約自由の原則を正面から認めたと評価され，例えば，不法行為責任における加害者の過失責任
の推定規定の削除など，日本側の意見が取り入れられたものが存在する（ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第2７号（2００６年６月）
21頁以下掲載の野村豊弘教授の第７回法整備支援連絡会講演を参照）。他方，権利外観法理の規定の導入は見送られた。
14  2００７年より実施予定であった新カリキュラムは，そのまま実施されることはなかった。教育内容に不満を持った
裁判所及び検察院が自前の養成機関による従前の任官前教育を復活させたことなどが原因とされる（前掲・注11のＩ
ＣＤ　ＮＥＷＳ第３７号12頁参照）。
15  発行部数は８千冊，ベトナム語版及び英語版。
16  2０1５年12月に導入された判例制度については，注５1参照。判決・判例に関する活動については，各国のドナー
活動による相乗効果があったと指摘されており興味深い（前掲・注11のＩＣＤ　ＮＥＷＳ第３７号1３～1４頁参
照）。ベトナム関連のドナー事情については，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第８４号（2０2０年９月）６頁以下の枝川充志氏の
記事を参照されたい。
17  前掲・注11のＩＣＤ　ＮＥＷＳ第３７号1４頁参照。
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「４８号決議」，「４９号決議」という。）が採択された18。次期案件以降，４８号決
議及び４９号決議に沿う形でプロジェクトが実施されることとなり，後述のとおり，
現行プロジェクトもこれらの実施状況に基づいて組成されているため，ベトナム支
援の歴史において極めて重要な決議である19。

４　法・司法制度改革支援プロジェクト

⑴　フェーズ1
2００７年４月からは，新たに「法・司法制度改革支援プロジェクト」のフェーズ
1が４年間の計画で開始された。同プロジェクトは，４８号決議及び４９号決議によ
り指摘された立法分野や法曹三者の実務遂行能力における課題，特に中央の司法機関
と地方レベルとの格差を前提に，ベトナム全土における裁判・執行実務の公平かつ一
貫性を持った運用を最終目標とし，①パイロット地区であるバクニン省における地方
司法機関及び法曹の裁判実務能力の改善20，②同パイロット地区での活動の知識・経
験を活かした中央の司法機関による地方に対する監督体制の改善，③裁判・執行実務
改善のための法令の策定，④法曹養成に必要な研修の改善などを目的とした21。
カウンターパート機関は，司法省，ＳＰＣ，ＳＰＰ及びベトナム弁護士連合会（Ｖ
ＢＦ）22であり，長期派遣専門家は，同じく４名体制であった。本邦研修は，国家賠
償責任法や改正刑事訴訟法の起草に関するもののほか，裁判実務改善及び判例情報等
の提供をテーマとして行われた。
フェーズ1の成果としては，2００９年９月，実に３年８か月を経て判決書作成マ
ニュアルが承認され，その後，裁判官に配布された23。2０1０年には，上訴や監督
審の検察等に関する「刑事検察官マニュアル第Ⅱ巻」が完成した24。また，国家司法
学院の関係では，執行官マニュアル等が作成された。法令起草支援においては，民事
判決執行法の成立25，国家賠償責任法の成立26，行政訴訟法の成立27，民事訴訟法の改

18  ４８号決議（法制度整備戦略）及び４９号決議（司法改革戦略）については，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第2８号（2００６
年９月）４頁以下の伊藤文規氏の記事に日本語訳が添付されている。
19  ４８号決議及び４９号決議は，フェーズ2におけるＪＩＣＡを含む海外ドナーの支援による調査結果を踏まえたもの
であるが，ベトナム自身が法・司法制度の課題を抽出・分析した点に大きな意義があるとされ，あまりに斬新なもので
あったがゆえ，当初は非公開とされていた（前掲・注11のＩＣＤ　ＮＥＷＳ第３７号７～８頁参照）。
20  バクニン省級裁判所における公判手続については，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第３４号（2００８年３月）12３頁以下の中
島朋宏氏の記事を参照。
21  ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第３４号（2００８年３月）112頁以下の亀卦川健一氏の記事を参照。同記事には，創刊号以降
のベトナム関係記事の一覧表が添付されている。
22  ＶＢＦは，2００９年５月に設立。フェーズ1では，ＶＢＦの設立準備段階から支援を行った。
23  発行部数は５千冊，日本語版をＪＩＣＡウェブサイトにて公開。詳細については，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第４５号（2０1０
年12月）1５1頁以下の井関正裕氏の記事を参照。
24  パート1「公訴権の行使及び控訴審の検察」，パート2「公訴権の行使及び監督審の検察」，パート３「公訴権の行使
及び再審の検察」，パート４「刑事裁判の執行の検察」，パート５「暫定留置，勾留，懲役刑の受刑者の管理及び観察に
対する検察」から構成される。発行部数は９千冊，日本語版をＪＩＣＡウェブサイトにて公開。
25  民事判決執行法は，2００８年11月成立，2００９年７月施行（ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第４2号（2０1０年３月）
1０1頁以下の宮﨑朋紀氏の記事を参照）。2０1４年に条項を修正，補充する改正がなされている。
26  国家賠償責任法は，2００９年６月成立，2０1０年1月施行（ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第４2号（2０1０年３月）
1４８頁以下の伊藤文規氏の記事を参照）。2０1７年に改正法が成立している。
27  行政訴訟法は，2０1０年12月成立，2０11年７月施行（ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第４８号（2０11年９月）1５４
頁以下の多々良周作氏の記事を参照）。
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正28等が挙げられる29。
⑵　フェーズ2

2０11年４月から2０1５年３月までの４年間は，後継のフェーズ2が実施され
た。カウンターパート機関，長期派遣専門家の体制に変更はなく，地方の実務上の課
題を抽出してそれを中央の司法機関が分析し，地方への指導・監督を通じて全国的な
実務改善や法令起草に役立てるという手法も同様であり，新たにハイフォン市人民検
察院が他機関との共同活動や法律実務家の養成のための特定エリアに指定された30。
本邦研修は，民事関連法の改正支援や刑事司法制度改革に関するテーマで行われた。
フェーズ2の成果としては，司法省において，改正民法草案作成のためのワーキン
グセッション等の実施，民事判決執行法に関する執務参考資料等の作成，国家賠償責
任法を運用するための通達の策定等が，ＳＰＣにおいて，判決書作成マニュアルのレ
ビューセミナーの実施，バクニン省人民裁判所によるワークショップ等を踏まえた刑
事裁判手続マニュアル等の作成，民事訴訟法改正に向けたセミナー等の実施，破産法
の改正31等が，ＳＰＰにおいて，刑事訴訟法改正に向けたセミナー等の実施，ハイフォ
ン市人民検察院における実務改善を通じたＳＰＰの指導能力強化等の活動等が，ＶＢ
Ｆにおいて，全国的な定款の改定作業，改正刑事訴訟法の「弁護」の章の起草等が認
められる32。
加えて，2０1３年11月には新しい憲法が成立したため33，多くの法令を改正す

る必要性が生じたことも特筆すべき事情といえる。2０1５年1０月から同年11月
にかけての国会では，民法34，民事訴訟法35，刑事訴訟法36，行政訴訟法という基本法典
の改正法が成立しており37，いずれもフェーズ2の活動が結実したものと評価できる。

５　２０２０年を目標とする法・司法改革支援プロジェクト

⑴　プロジェクトの形成過程
2０1５年４月1日から開始し，2０2０年12月３1日に完了した「2０2０年

28  改正民事訴訟法は，2０11年３月成立，2０12年1月施行（ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第５2号（2０12年９月）４８
頁以下の多々良周作氏の記事を参照）。
29  その他，フェーズ1の成果の詳細については，ＪＩＣＡの終了時評価（評価調査結果要約表）を参照されたい（ＪＩ
ＣＡウェブサイトの「事業評価案件検索」で検索できる。）。
30  ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第５７号（2０1３年11月）1０４頁以下の西岡剛氏の記事，同第６４号（2０1５年９月）５
頁以下の川西一氏の記事を参照。
31  改正破産法は2０1４年６月に成立，2０1５年1月から施行された。改正の経緯等は，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第６1号
（2０1４年12月）1０５頁以下の古庄順氏の記事を参照。
32  フェーズ2の成果の詳細については，ＪＩＣＡの終了時評価も参照。
33  2０1３年憲法の日本語訳はベトナム六法に収録。1９９2年憲法及び2００1年改正については，ＩＣＤ　ＮＥＷ
Ｓ第５2号（2０12年９月）1８頁以下の西岡剛氏の記事を参照。
34  2０1５年民法については，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第６７号（2０1６年６月）2５頁以下の松本剛氏の記事及び同第
７４号（2０1８年３月）４1頁以下の塚原正典氏の記事等を参照。日本側の意見を取り入れ，表見代理類似の規定が
導入された。他方で，不法行為責任における加害者の故意過失に関する文言が記載されていないなど，新たな論点があ
る。
35  2０1５年民事訴訟法については，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第６８号（2０1６年９月）４３頁以下の酒井直樹氏の記事を
参照。
36  2０1５年刑事訴訟法については，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第７９号（2０1９年６月）４３頁以下の松尾宣宏氏の記事を
参照。
37  同時期に成立した2０1５年刑法については，プロジェクトとして直接の支援対象としていない（ＩＣＤ　ＮＥＷＳ
第８０号（2０1９年９月）６頁以下の松尾宣宏氏の記事を参照）。
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を目標とする法・司法改革支援プロジェクト」（以下「前プロジェクト」という。）38は，
延長期間も含めて５年９か月間にわたって実施された。当初は，従前の流れを引き継
いだフェーズ３のような活動が想定されていたが，具体的な案件形成作業において，
カウンターパート機関の所管を超えた立法過程における問題や，法規範文書（日本で
いう広義の法令に相当）相互間の不整合，運用の不統一といった課題を解消するため，
より上位の機関をカウンターパートに加え，全省庁横断的な法令審査能力の強化を図
ることとされた。また，４８号決議及び４９号決議の目標年である2０2０年をそれ
までの支援の集大成の年と位置づけ，2０21年以降の日越関係を対等かつより強固
なものにすることも確認された39。
⑵　プロジェクト活動の概要

実施期間は当初，2０2０年３月までの５年間を予定しており，カウンターパート
機関は，司法省，ＳＰＣ，ＳＰＰ，ＶＢＦに首相府（ＯＯＧ）40を加えた５機関，長
期派遣専門家も検察官2名，裁判官1名，弁護士1名，業務調整専門家1名の５名体
制に，それぞれ拡大された。2０1９年1０月以降は，検察官が1名減って従来の４
名体制に戻った。また，国内支援機関であるアドバイザリーグループ（ＡＧ）として，
「裁判実務改善研究会」も活動していた41。
プロジェクト目標としては，従来からの個別法令の整備，民事・刑事実務の改善等

に加え，法令相互間の不整合の抑制・是正，統一的な運用・適用が正面から掲げられ
たが，法令の不整合といってもその原因は複数存在し42，それらが省庁をまたぐ場合
もありうる。しかも，司法省だけでも複数部局が対象となることから43，ＰＤＭ上の
プロジェクト活動は多岐にわたっていた。さらに，ベトナムの立法過程を規律する法
規範文書発行法について，下位規則を含めて制度及びその運用実態を把握・理解する
ことも求められていた44。
本邦研修は，このような広範なプロジェクト活動の内容を受け，法令の整合性確

38  英語名は，「The Project for Harmonized, Practical Legislation and Uniform Application of Law Targeting Year 2020」であり，
頭文字の略称「ＰＨＡＰ　ＬＵＡＴ」はベトナム語の「Pháp Luật（法令）」を意味する。ＪＩＣＡと全カウンターパー
ト機関との合意議事録（Ｒ／Ｄ）の締結日は，2０1５年2月３日付けである。
39  プロジェクト形成過程の詳細については，前掲・注３０のＩＣＤ　ＮＥＷＳ第６４号５頁以下の川西一氏の記事を参
照。
40  首相府（Office of Government）は，司法省とともに，法規範文書に関して事前審査，事後審査及び整備・運用状況の
監督権限を有している（ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第６７号（2０1６年６月）1５1頁以下の松尾宣宏氏の記事を参照）。
41  当時の委員長は，元東京高等裁判所部総括判事の村上敬一氏である。
42  ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第６４号（2０1５年９月）３８頁以下の松本剛氏の記事を参照。
43  改訂前のＰＤＭでは，司法省だけで窓口部局の国際協力局（ＩＣＤ）以外に，国際法局（ＩＬＤ），国家賠償局（Ｓ
ＣＤ），民事経済法局（ＣＥＤ），国家担保取引登録局（ＮＲＡＳＴ），民事判決執行総局（ＣＪＥＤ），法整備総務局（Ｇ
ＡＬＤ），法規範文書事後検査局（ＢＰＲ），行政違反処理管理・法令施行監視局（ＢＬＥＭ）が対象機関であった。改
訂後には，個別法令関連のＣＥＤ，ＮＲＡＳＴ，ＣＪＥＤと，法令の整合性関連のＧＡＬＤ（法規範文書発行法を所管），
ＢＰＲ（発行済の通達以下の法規範文書の検査を担当），ＢＬＥＭ（施行された法規範文書全てについて施行状況を監督）
の６部局になった。
44  2００８年法，2０1５年法については，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第６４号（2０1５年９月）2４頁以下の渡部吉俊氏の
記事を参照。なお，2０2０年には「法規範文書発行法の条項を修正，補充する法律」（６３／2０2０／ＱＨ1４）
が成立している。
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保45のほか，調停46，判例制度や刑事争訟原則47，担保取引まで，幅広いテーマで実施さ
れた。
⑶　ＰＤＭの改訂及び期間の延長等

前プロジェクトは，2０1８年1月の中間レビューにおいて，ＰＤＭの表現が曖昧
ゆえに目標や成果が拡大解釈され，活動の取捨選択が困難で場当たり的な活動に陥っ
ていることが指摘された。そこで，2０1９年1月にはＰＤＭが改訂された48。また，
2０1７年度にはＪＩＣＡの予算が逼迫する問題49が生じ，予定どおりの活動が困難
となったことなどから，2０1９年11月，プロジェクト期間の延長が合意された。
加えて，2０2０年以降，新型コロナウイルス感染症の影響により，人の集合や移
動，カウンターパート機関との往来が断続的に制約されており，長期派遣専門家につ
いても一時帰国を余儀なくされ，再赴任の際にも隔離措置を義務づけられるなどした。
これら，プロジェクト活動に影響を与えた事情が存在したものの，前プロジェクト
においては，カウンターパート機関との次期案件の交渉と並行して，ＰＤＭに定めら
れた活動を遂行し，2０2０年12月の最後の合同調整委員会（ＪＣＣ）においてプ
ロジェクトの終了報告がなされた。
⑷　プロジェクト活動の成果

前プロジェクトについては，カウンターパート機関も多く，活動領域が広範囲であっ
たことから，多くの成果を指摘することが可能である。詳細については，今後公表さ
れるであろうＪＩＣＡの報告書を確認する必要があるが，その一部を示せば次のとお
りである。
ア　法規範文書の整合性確保及び統一的運用・適用（改訂ＰＤＭのサブ・プロジェク
ト1関係）
・2０2０年改正法規範文書発行法の制定，法規範文書制定手続に関する2０2０
年政府議定1５４号（改正）の制定
・法令施行状況監視に関する2０2０年政府議定３2号（改正）の制定
イ　民事関連法及び民事・刑事実務の基盤整備の促進（同サブ・プロジェクト2関係）
・契約法，財産権保護に関する首相への提案書作成，義務履行担保に係る2０21
年21号政府議定の制定50

・民事判決執行法の施行細則である2０2０年３３号政府議定（改正）の制定，
45  法令の整合性確保をテーマとした本邦研修については，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第７８号（2０1９年３月）９０頁以下の
小谷ゆかり氏の記事を参照。
46  調停をテーマとした本邦研修については，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第７６号（2０1８年９月）1７1頁以下の鈴木一子氏
の記事を参照。
47  争訟原則をテーマとした本邦研修については，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第７2号（2０1７年９月）1７０頁以下の梅本友
美氏の記事，同第８1号（2０1９年12月）1３1頁以下の鈴木一子氏の記事を参照。
48  改訂前後のＰＤＭの比較については，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第７８号（2０1９年３月）５頁以下の塚部貴子氏の記事を
参照。
49  詳細は，2０1８年12月３日付けの独立行政法人国際協力機構予算執行管理強化に関する諮問委員会の最終報告書
を参照。
50  司法省の関係では，国家担保取引登録局（ＮＲＡＳＴ）が主管する財産登記関係の支援も行っていたが，特に不動産
登記については土地を所管する天然資源環境省（ＭＯＮＲＥ）との所管の問題もあり，今後の課題とされている。ＩＣ
Ｄ　ＮＥＷＳ第６９号（2０1６年12月）７４頁以下の松尾弘教授の記事，同第７2号（2０1７年９月）５８頁以
下の川西一氏の記事等を参照。
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2０1９年判例選定等に関するＳＰＣ裁判官評議会０４号議決（改正）の制
定51，2０2０年調停対話法の制定等
・刑事検察官マニュアルの改訂
・弁護士職務倫理規程の改正52

・ＳＰＣ，ＳＰＰ及びＶＢＦによる刑事争訟原則に関する共同活動の報告書の作
成53

これらのほかにも，ベトナム側の要請に応じて，多様なテーマについて現地セミ
ナーが多数行われた54。
ウ　各カウンターパート機関による2０21年以降に実施すべき活動の特定・分析
（同サブ・プロジェクト３関係）
各カウンターパート機関における４８号決議及び４９号決議に基づく2０2０年
までの法・司法改革の総括及び課題等に関する報告書が作成された。また，それら
に基づく実質的な活動は現行プロジェクトに発展的に継承されている。

⑸　日越関係の展望
2０2０年1０月1９日，菅義偉内閣総理大臣が訪越し，グエン・スアン・フック
首相（当時，現国家主席）と首脳会談を実施した。その際，両首相立会いの下，山田
滝雄駐ベトナム日本国大使とレー・タイン・ロン司法大臣との間で，日本の法務省と
ベトナム司法省との協力覚書（ＭＯＣ）が交換された。
また，同年12月1０日，新規プロジェクト（2０21年1月開始の現行プロジェ
クトのこと）のローンチング・セレモニーがハノイで開催された。日本の上川陽子法
務大臣が記念式典にオンラインで参加し，ロン司法大臣とともにスピーチを行った。
このように，日越関係は３０年近い法整備支援活動を経て強固に，かつ対等になっ
ており，今後は，ポスト・プロジェクトを見据えながら新たな協力関係を構築してい
く段階にある。

６　法整備・執行の質及び効率性向上プロジェクト

現行プロジェクトである「法整備・執行の質及び効率性向上プロジェクト」55は，
2０21年1月1日から2０2５年12月３1日まで，５年間の計画で開始された。
本稿では，紙幅の制限から概要の紹介のみ行う。カウンターパート機関は共産党中央
内政委員会（ＣＩＡＣ）56を加えて合計６機関に増え，長期派遣専門家は，検察官出身
のチーフアドバイザー，弁護士の専門家，法務省民事局出身の専門家，業務調整専門家

51  判例制度の導入については，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第７３号（2０1７年12月）2９頁以下の酒井直樹氏及び鎌田咲子
氏の記事を参照。2０21年５月時点で４３件の民事・刑事等の判決・決定が，判例として選定・公開されている。
52  ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第８３号（2０2０年６月）1４頁以下の枝川充志氏の記事を参照。
53  ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第８６号（2０21年３月）６頁以下の長橋正憲氏の記事を参照。争訟原則の導入による弁護人の
位置づけの変化については，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第８1号（2０1９年12月）1３頁以下の枝川充志氏の記事がある。
54  例えば，2０1９年８月には，新設された家庭・未成年者法廷に関する専門的知見を提供する現地セミナーを，国際
協力部教官も参加して実施した。
55  英語名は，「Enhancing the Quality and Efficiency of Developing and Implementing Laws in Vietnam」である。
56  Central Internal Affairs Committee。共産党中央執行委員会に対して内政・汚職防止・司法改革に関する助言等を行うた
めの専門業務機関。
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の４名体制である。プロジェクト目標は，「法・司法改革の促進と国家の国際競争力の
強化に寄与するため，ベトナムの法規範文書制度の質及びその効果的な執行が国際標準
に照らして向上する」ことである。プロジェクト活動の大きな特徴は，第1段階として，
ベトナムの法・司法制度改革戦略（４８号決議及び４９号決議）やこれまでの日本の支
援の成果を踏まえて，法規範文書の不統一，法執行の非効率等を改善するための重要課
題を1年程度で特定し，第2段階として，課題解決のために設置されたワーキンググルー
プ（ＷＧ）が，ハイレベルを巻き込みながら具体的な解決策を検討・提案するという，
2段階スキームを採用していることである。また，これらの活動を通じて，日越の法・
司法機関の幅広い連携の促進も図ることとされており，前述した未来志向の日越関係が
意識されているものといえる。
いずれにせよ，ベトナム側が自国の法・司法制度の課題を自ら抽出・選定し，その解
決策についてカウンターパート機関が議論を主導するという，他国の支援では見られな
いチャレンジングな取組みである。国際協力部としても前例にとらわれることなく，で
きる限りの協力をしていきたい。

７　おわりに

先日，ベトナム司法省から国際協力部長宛てに，創設2０周年を祝うレターが送られ
てきた。差出人は，かつての司法省職員，現在の同省国際協力局長のグエン・フー・ヒュ
エン氏である。当部の部長は，長期派遣専門家として2００４年から2００７年までベ
トナムに派遣されていたため，2人は当時からのパートナーである。日越間の人と人と
のつながり，国と国との信頼関係が，法整備支援を通じてますます発展していくことを
祈念している。
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【特別企画】 

ベトナム・オンライン座談会 

～２０年で変わったこと，変わらないこと～

　　　　　武藤司郎弁護士　　　　　　　左：枝川充志専門家，右：横幕孝介専門家

【目次】

Ⅰ　初代長期派遣専門家の体験談…………………………………………………………34
Ⅱ　これまでの法整備支援を振り返って…………………………………………………36
Ⅲ　人材育成の観点…………………………………………………………………………40
Ⅳ　長期派遣専門家の役割…………………………………………………………………42
Ⅴ　今後の展望………………………………………………………………………………44
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【参加者】※敬称略

○武藤司郎
弁護士（1９９４年登録）。
西村あさひ法律事務所ハノイオフィス・カウンセル。
2０12年からハノイに駐在。ベトナム日本商工会法務小委員会委員長として，
2０1５年の投資法の改正や，官民連携パートナーシップ法（通称ＰＰＰ法）の制定
等ベトナムの重要法案の改正・制定に貢献し，現在は，日越共同イニシアティブの投
資法・企業法，土地法のワーキングチームのリーダーとしても活動。
日本政府によるベトナム法整備支援の初代長期派遣専門家として，1９９６年12月
から2０００年４月までベトナム司法省に派遣される。
○横幕孝介
検事（2００1年任官）。
元法務省法務総合研究所国際協力部（ＩＣＤ）教官，2０1６年2月から2０1８年
３月まで長期派遣専門家。チーフアドバイザーとしてインドネシアに派遣。
2０1９年12月から長期派遣専門家チーフアドバイザーとしてベトナム派遣中。
○枝川充志
弁護士（2００８年登録）。
国際協力事業団（当時，現国際協力機構（ＪＩＣＡ））退職，法律事務所勤務を経て，
ＪＩＣＡ国際協力専門員（法整備支援）。
2０1８年４月から長期派遣専門家としてベトナム派遣中。

【司会】

○河野龍三
検事（2０1０年任官）。
ベトナム担当のＩＣＤ教官。

※本座談会は，2０21年３月2９日にオンラインで実施されたものです。
※写真は，本座談会時に撮影されたものではありません。
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○河野　皆様，本日はお忙しい中，お集ま
りいただきまして，誠にありがとうござ
います。ＩＣＤは，今年で創設2０周年
を迎えました。ＩＣＤ　ＮＥＷＳ　６月
号において特集を組んでおりますが，支
援の歴史が最も長いベトナムに関して
は，特別企画として，初代長期専門家で
いらっしゃる武藤司郎弁護士，現在の長
期専門家である横幕検事，枝川弁護士の
お三方で，オンライン形式による座談会
を開催したいと思います。

Ⅰ	 初代長期派遣専門家の体験談

○河野　まず，武藤先生に，ベトナム赴任
当時の体験談を伺いたいと思います。ベ
トナムは，日本政府が初めて正式に法整
備支援を開始した相手国です。その初代
の長期専門家ですから，色々とご苦労が
あったのではないでしょうか。

○武藤　1９９６年当時は，ドイモイ政策
がようやく軌道に乗った頃でしたが，ノ
イバイ空港の建物はまだバラックのよう
な作りで，ロシア製の車やたくさんの自
転車が走っていました。執務室は司法省
内にあったのですが，2国間の援助プロ
グラムの外国人専門家が司法省内にオ
フィスを持つということに対して，当時
のベトナム政府が警戒をしており，その
ため，赴任当初は，司法省側から「週2
日しか司法省のオフィスには来ないでく
れ。」と言われていました。すでにＵＮ
ＤＰからアメリカ人の弁護士が司法省に
派遣されて，司法省内にオフィスを構え
ていたのですが，日本専門家のように，
2国間の援助プロジェクトで省内に外人
専門家が常駐することを許すと，ドイツ

やカナダ，スエーデンなど，すでに司法
省に対して援助プロジェクトを実施して
いる他の援助国からの同様の要請を受け
ることをおそれていたようです。
これは，後の話ですが，ホーチミンに
社会調査に行ったときに，ベトナム政府
の役人に対して反感をもっている人々が
なお多い南部ということで，私が農村部
に行ったときには，私服の公安を護衛に
付けてくれたり，ハノイの郊外では，調
査チームの学生が，韓国系の投資家が開
発許可を取ったゴルフ場の予定地となっ
ていた村に調査に入ったところ，土地の
明け渡しに反対している村人らにスパイ
と間違われて監禁されてしまい，その身
柄を受け取りにゆくことがあったりし
た，そんな時代でした。
しかし，日本でのキャリアを捨てて海
の物とも山のものとも知れないベトナム
に来たのですし，土地登記や担保の政令
など，民法の施行規則の制定への支援も
早速実施しなければなりません。他方，
ベトナムの私法に関する文献は全然な
く，既存の法令の実務がまるでわからな
いので，それをヒアリング調査で調べる
必要もありました。また，民訴法，破産
法，独禁法など，日本から短期専門家を
招へいする多くのセミナーのアレンジも
しなければならず，業務はたくさんあり
ました。
そのため，当初は週2日の出勤を守り，
司法省に行かないときは，商業省や中央
銀行や裁判所など，法律関係の別の官庁
に行って情報の収集をしたりしていたの
ですが，そうすると，今度は，司法省か
ら，お前は司法省派遣の専門家なのだか
ら，他の官庁に行くひまがあったら，司
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法省内で民法に関するセミナーでもやれ
と言われて，むしろ私の囲い込みに回る
ようになり，「週に2日のみの出勤」と
いう話は，いつのまにか消えてなくなり
ました。

○河野　ベトナムに派遣されて，一番よ
かったと思うことは何ですか。

○武藤　「人」というアセットを得られた
ことですね。

当時のカウンターパート機関，司法省
の国際協力局長は，後に司法大臣となる
ハー・フン・クオンさんでした。奥様の
グエン・ティ・ビック・バンさんも司法
省の経済法を専門とする幹部で，ご自宅
にお邪魔したり，ご夫妻と2人のお嬢さ
んをうちに呼んで私の妻の手料理を振る
舞ったり，日本ご出張の際には，拙宅や
所属事務所を訪問していただくなど，家
族ぐるみの付き合いをさせてもらいまし
た。私が2０12年から2０1３年には，
この奥様が設立されたＡＰＡＣという法
律事務所に出向し，奥様とは再び一緒に
仕事をし，出向終了後も，所属事務所の
提携先の法律事務所として，政府からラ

イセンスを取得する案件や，訴訟・紛争
案件などで，引き続き一緒に仕事をさせ
てもらっています。もう2０年来のお付
き合いです。
民法のメイン・ドラフター，ディン・
チュン・トゥンさんも，私が知り合いに
なれたベトナム人の1人です。彼は，後
に司法省次官になり，現在は顧問という
要職に就いていますが，今でも交流があ
ります。
ベトナム人は，日本人より優れたもの
を持っています。それは，「人生の本当
の幸せは，個人が豊かになり，友達や家
族と楽しく過ごすことだ。」という哲学
を皆がもっていることです。ベトナム人
は，日本人のように滅私奉公で，サービ
ス残業を続けたり，過労死しても会社や
役所のために働くことはしません。私が
お付き合いをしてきたベトナムの高官達
はみな勤勉で優秀で，その方達とよく一
緒に山や海に旅行に行ったり，お酒を酌
み交わしたりしましたが，皆さん，仕事
が忙しいながらも，個人の生活をエン
ジョイすることも上手で，仕事と家族と
個人の生活のバランスを取ることがうま
いのです。ベトナムに来て改めて，幸せ
な人生とは何なのかということを再認識
した次第です。

○枝川　現在，対ベトナム法整備支援に携
わっている主な開発援助機関というと，
ＥＵ，ＫＯＩＣＡ（韓国国際協力団），
ＧＩＺ（ドイツ国際協力公社），ＵＮ関
係機関となりますが，武藤先生が赴任さ
れていた当時は，どのような機関が協力
を行っていましたか。

○武藤　ＵＮＤＰ（国連開発計画），ＣＩ
ＤＡ（カナダ国際開発庁），ＧＴＺ（ド
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イツ技術協力公社，ＧＩＺの前身），Ｓ
ＩＤＡ（スウェーデン国際開発協力庁）
など，日本と同じく，司法省内で一室を
借りて活動をしていました。ＵＮＤＰの
長期専門家でアメリカ人の弁護士である
ジョン・ベントレーは私の赴任以前から
現地にいましたが，彼とも家族ぐるみの
付き合いでした。

Ⅱ	 これまでの法整備支援を振り返っ

て

○河野　今回の座談会のメイン・テーマに
移りたいと思います。武藤先生は現在も
法律家として現地でご活躍ですが，2０
年前と現在でベトナムの法制度が変わっ
たこと，変わらないことは何でしょうか。
変わった点からお伺いします。

○武藤　まず，民法が良くなりました。民
法に関する支援は私がいた当時からやっ
ています。これまで2回の改正があり，
2０1５年改正では，念願の表見代理の
規定が新たに導入されましたし，動産や
債権の担保については，司法省に担保登
録局が設置され，中央集中型の電子担保
登録制度が作られて，債務者の名称で検
索をすると司法省のウェブサイトから動
産や債権担保の設定状況がすぐにわかる
ようになり，対象の個人や企業の信用状
況について，デスク上でも簡易に調査が
できるようになりました。民訴法も
2０1５年に大改正され，以前は書証は
原本のみが証拠として認められ，コピー
には証拠能力が認められなかったのです
が，それが証拠として許容されるように
なったことも大きいです。破産法も，私
の司法省赴任当時は，複数の役所の代表

者からなる管財委員会の設置が義務づけ
られていて，処理に何年もかかるという
ことで，破産の申立て件数が総計でも数
十件と極端に少なく，使い勝手が悪かっ
たのですが，弁護士や会計士等の専門家
が管財人となる制度が導入されて，手続
が改正され，相当破産の申立ても増え，
処理の時間も短縮されました。その他に
も，当時は，政令など，公布即施行となっ
ていて，おまけに違反には罰則が付いて
いたりしていて，それを遵守することが
不可能というような実務上の混乱を招い
ていましたが，法規範文書発行法が制定
されて，不十分ながらも経過期間が定め
られるようになりました。９０年代は企
業の設立は，実質上，東インド会社の特
許制度のような状況だったのですが，
2００５年の企業法により準則主義に近
くなり，企業の設立は飛躍的に容易にな
りました。また，2００５年の投資法の
制定により，外国投資家が原則的に別扱
いされていた内外投資家の峻別がなくな
り，投資は許可ではなく登録制度になっ
て，投資の規模に応じて当局の審査が軽
減されるなど，全般的に見て，法制度は
1９９０年代より明らかによくなってい
ます。現地の日本企業も，そのように感
じているはずです。これら多くの法制度
が改善されたことは，法整備支援の目に
見える成果だと思います。
しかし，忘れてはいけないのは，日越
間の人的信頼関係です。カウンターパー
トだった職員が政府の幹部になってい
き，今でも家族ぐるみの付き合いができ
る。これまで，多くの長期専門家が派遣
されたことと思いますが，1人1人がベ
トナム側と着実に信頼関係を構築してき
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たことも，大きな成果ではないでしょう
か。

○河野　次に，変わっていないこと，現在
の課題と言ってもよいと思いますが，い
かがでしょうか。

○武藤　そうですね，民法などの基礎法の
規定は，一般性，抽象性が不可避的に高
いというところがあるので，日本などの
先進国でも曖昧なところがあるのが避け
られず，それを，判例や権威ある教科書・
コンメンタールなどで補完して，解釈の
統一や予見可能性を担保していると思い
ますが，ベトナムの場合は，判例の公開
が始まったばかりで集積がなく，公開さ
れた判例の質も今ひとつで，大規模投資
案件や商取引に役立つような判例がほぼ
ないとか，権威ある教科書・コンメン
タールが存在していないという大きな課
題があります。例えば，離婚や土地売買
といった生活に密着した行為について
は，近時最高人民裁判所が公開しはじめ
た判例がある程度はありますが，特に外
国投資家が依拠したいような民事・商事
の取引や大型プロジェクトの契約紛争に
関する判例は少なく，まだそれに関する
判例はほとんど集積されていません。ま
た，民法や商法や，民事訴訟法，刑事訴
訟法などの基礎法について，判決を裁判
官や，有権解釈をする政府の役人が依拠
できるような法律の教科書やコンメン
タールのようなものが存在しません。例
えば，ある工業団地内の開発業者が団地
内に自家発電施設を有していて，それが
過失によって火災事故を起こして，電気
を購入した団地内の入居企業や，そこに
働く労働者や，近隣住民に損害を生じさ
せた場合の損害賠償の範囲について，民

法と商法のどちらが適用されるのか，損
害は直接損害だけなのか間接損害も含む
のか，提訴したのが個人の場合と企業の
場合でどうなるのかというきわめて基礎
的な問題などについても，まだ曖昧なの
です。
また，法改正が頻繁になされる弊害と
して，企業がこれまで合法に操業してき
た地位が，法令が改正されてそれが施行
されると同時に違法になってしまうとい
う問題があります。例えば，以前は適法
に定款資本の６０％を保有できていたの
に，法改正により５０％を超えてはいけ
ないとなった場合，経過規定があったと
しても1０％のみ売るのは容易ではな
く，過半数を取れないならそもそも投資
をしなかった場合があるわけです。
この点，投資法には，法令の変更から
の投資インセンティブの保護の規定はあ
りますが，外国投資家がある企業の定款
資本の６０％を保有しているというステ
イタスは，別にインセンティブでもなん
でもない「合法な地位」なのですが，こ
れは投資法上の法令の変更からの保護の
対象にならないので，投資法上は守られ
ないのです。
また，新法制定時の混乱という問題も
引き続きあります。2０1９年に投資法
が改正され，今年1月から施行されてい
るのですが，施行する政省令がまだでき
ていないため，投資の登録や買収の許可
をする地方の投資計画局が，ガイダンス
文書がないと主張して，買収申請が止
まったり，以前には求められなかった文
書を求めてきたりしている状態です。
他に，商業賄賂の問題があります。ベ
トナムでは，それぞれの法律の制度趣旨



38

を考えない傾向があり，公務員と民間人
による贈収賄をほぼパラレルに規定して
しまっているために，商業賄賂が過重に
処罰される可能性があるという問題があ
ります。民間人の賄賂を規制する趣旨は，
公務の廉潔性ではなく，賄賂を支払うこ
とによって競争法上不正な地位を得るこ
との禁止という不正競争の防止です。そ
のために，海外では通常に行われている
コーポレート・エンターテイメントが，
ベトナムでは，商業賄賂の規制の対象に
なってしまうのではないのかという懸念
がでてきてしまうのです。

○河野　いくつか挙げていただきました
が，先生が特に注目されているものはご
ざいますか。

○武藤　最近，ベトナムにおいて火力やＬ
ＮＧの発電所等の大型インフラ案件を開
発中の商社の方々に会ってお話をする機
会が多いのですが，近時制定されたＰＰ
Ｐ法に関する懸念の声を聞きます。私は，
ベトナム日本商工会法務小委員会委員長
を務めている関係で，法案段階からＰＰ
Ｐ法に深く関与してきました。当初の案
では，ＰＰＰ契約の準拠法を全てベトナ
ム法とするという規定が存在したのです
が，現地法には解釈上不透明な点が多い
ため，案件に外国金融機関による十分な
融資がつくのかといった不安が表明され
ていたのです。私が計画投資省にその意
見を伝えたところ，この問題は同省では
解決できない問題なので，国会に行って
陳情してくださいと言われたので，ベト
ナム日本商工会の幹部の方々と一緒に陳
情のため国会議事堂に乗り込んでゆきま
した。そして，その場でＰＰＰ法案の実
質的な責任者である国会の経済委員会副

委員長にお会いして，彼に対し，「ベト
ナム法にはまだ不明確な点が多いので，
このままでは外国金融機関がベトナムの
ＰＰＰプロジェクトをファイナンスする
ことを躊躇し，その結果，外資の民間企
業が，ベトナムにおいて，発電所などの
大規模インフラプロジェクトを組成でき
なくなってしまうので，外国法を適用す
る余地を残して欲しい。」と訴えました。
その経済委員会の副委員長は，東ドイツ
で博士号を取得した道路の技術者であっ
た人で，ＰＰＰ案件の実情もよく理解し
ていたためか，その問題点をすぐにわ
かってくれて，ベトナム法の適用の例外
を作るよう，ベトナム法の準拠法を強く
主張している司法省や，国会のスタン
ディングコミッティーを説得すると述べ
てくれました。結局，ベトナム法をＰＰ
Ｐ契約の準拠法とするというその規定は
残ったのですが，外国法を準拠法にでき
る例外が辛くも作られたのです。但し，
この例外にも，「ベトナム法が規定しな
い範囲で」，かつ「ベトナムの根本原則
に反しない限り」という留保がついてい
ます。特に，ベトナムには民法という全
てに適用される一般法がありますので，
実際，ベトナム法が規定しない範囲があ
るのかという疑問はありますし，ベトナ
ムの根本原則は，ベトナムの裁判所が
public policyに関する国際通例とはかけ
離れた拡大解釈をしていて，ベトナムの
省令などの下位法令の規定もそれにあた
ると判断するなど，裁判所による運用に
も問題があります。そのような訳で，こ
れからは，ベトナムの民法や商法の解釈
の透明性の問題が，大規模な発電事業や
道路建設事業に対して民間が投資をする



ICD NEWS　第87号（2021.6） 39

際など，実務上も益々クローズアップさ
れると想定しています。

○河野　現在の長期専門家のお二人にも，
ベトナム法制度の課題についてお聞きし
たいと思います。前プロジェクトでは，
法令の整合性確保や統一的運用を目標に
していました。支援の成果や課題につい
てお話しいただけますか？

○横幕　2０1５年４月から2０2０年
12月まで行われた前プロジェクトで
は，法令の整合性確保や統一的運用・適
用に関する業務を所管する部局として，
新たに司法省内の法整備総務局（ＧＡＬ
Ｄ），法規範文書事後検査局（ＢＰＲ），
行政違反処理管理・法令施行監視局（Ｂ
ＬＥＭ）の３部局を対象に，法令の整合
性の向上に関する活動を実施しました。
法令の整合性の確保や統一的運用・適用
の制度整備は，それ自体，非常に大きな
テーマであり，わずか数年でその全体が
解決できるというものでは到底ありませ
んが，その中でも，法規範文書発行法の
改正における課題の洗い出し作業や，法
令の事後検査業務に関する留意点の周知
を繰り返し行うことを通じて，着実に問
題のある法令が減りつつあることは，成
果の一つと言えると思います。
他方，課題としては，法令の不整合を
含め，既存の制度がうまく機能しない根
本的な原因がどこにあるのかということ
についての突き詰めた検討に至らないま
ま，生じた問題の対処を現場で繰り返し
ているようにも思われるところです。例
えば，事後検査によって問題のある法令
に対処することにも意味はありますが，
仮に，本来事前のチェックで防ぐことの
できる点が漏れているのだとすれば，そ

の点を放置したまま事後検査を繰り返す
ことの限界は目に見えています。カウン
ターパートの人たちと話してみても，事
後検査による対応の社会的コストの方が
高くつくという問題意識は感じているよ
うですし，そうした点にまで踏み込んだ
議論ができれば，よりよい改善につなが
るようにも思えます。もちろん，現場の
部局は与えられた業務を誠実に遂行する
責任がありますので，こうした議論をど
こまでできるのかについては，現場の部
局のみでは対応が困難なことも出てくる
と思いますが，その点で，どのようにし
て上のレベルに働きかけていくかも，今
後のプロジェクトにおける課題になると
思います。

○枝川　横幕専門家が指摘されたことに加
えて，法令の整合性に関連する課題とし
ては，そもそも何をもって不整合と評価
するのか，という問題の所在の特定の点
から混乱があるように思えます。また，
例えば一般法・特別法という法原則から
矛盾なく整合的に説明できそうな法律の
適用関係についても，法原則の理解と関
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連して，時に矛盾していると評価される
ことがあります。加えて立法実態をみる
と，縦割りの弊害と関連し，各省庁は所
管ごとにいわば「単行法」を作っている
とも言ってよく，法原則の理解のみなら
ず，こうした立法実態もまた問題を複雑
化させているように思えます。
このことは例えば，2０1５年民法に
「地上権」（2６７条以下）の規定が入っ
たのですが，天然資源環境省が所管する
「土地法」及び関連政令に「地上権」の
案内がないため適用できない，という議
論に典型的に現れているように思えます。

○武藤　前プロジェクトでは，司法省内だ
けでも，複数の部局を相手にしていたこ
とは，初めて知りました。横幕さん，大
変でしたね。法令の整合性を確保するた
めには事前審査が重要でありますが，ベ
トナムでは法令が毎年大量に発効されて
いるので，司法省のみでこれらの法令を
一からすべて直すということは不可能だ
と思いますので，まずは各官庁の法令の
ドラフトのクオリティを上げないとどう
しようもないでしょう。各省庁のドラフ
ターへの法学教育が不可欠です。
枝川さんのおっしゃった，縦割りの弊
害は確かにあります。例えば，民法は司
法省，商法は商工省の所管ですが，商法
は，販売・プロモーション・販売代理等
の商工省の所管する活動に適用されます
が，商法が適用される商行為のように思
われる建設契約など，売買に関しない行
為には商法の適用がないのです。日本で
は，商人・商行為一般に商法が適用され
るのと異なります。ベトナムでも一般
法・特別法の考え方はありますが，具体
的事案では単行法の考え方が出てきて，

省庁間の関係に影響を受けるため，適用
法を決めるのが難しいのです。単行法を
各省庁が縦割りで所管するという社会主
義的な考え方が，まだ残っていると思い
ます。

Ⅲ	 人材育成の観点

○河野　ここで，少し視点を変えて，人材
育成についてお話を聞いてみたいと思い
ます。武藤先生がいらっしゃったフェー
ズ2当時も，法曹人材の育成促進がプロ
ジェクト活動の成果として掲げられてい
ました。2０年が経って法律家の能力に
変化は見られるでしょうか？

○武藤　政府のドラフターの起草能力はあ
る程度，改善されていると思います。以
前は，例えば，企業の新規設立の場合の
みを想定して定款資本の何％までの外資
比率を認めると規定している一方，既存
の企業を買収する場合の規定がないた
め，買収の場合にどのようになるのか不
明で，その点当局に問いあわせると，思
考停止状況に陥ってしまうとか，投資法
が外国投資家や外国投資企業の定義をお
いているのに，各規制官庁が，その管轄
する事業に関する政令や省令をドラフト
した際，投資法の定義に合わない独自の
外国投資家や外国投資企業の規定をおい
てしまうというように，問題のある政令，
省令が多かったのですが，最近は，新設
と買収の場合を書き分けるようになるな
ど，法令の質は以前に比べると，だいぶ
よくなっています。
一方で，弁護士，特に若手弁護士の能
力には課題があります。彼らに起案をさ
せると，法律の適用，つまり，事案への
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当てはめができない者が多いのです。法
令はいろいろ調べて盛りだくさんに書い
てくれるのですが，そこからいきなり結
論になって，その法令をどのように本件
の事例に適用したら，その結論になるの
かを書かないのです。ハノイ法科大学で
も，私の友人の国際法学科の学科長が，
イギリスに行って，ＩＬＡＣという英米
法上の法律メモの書き方の基本を学ん
で，それを自分の学科の学生達に教えた
のですが，彼女のＩＬＡＣの指導を受け
た学生達はこの点優秀ですが，そうでな
い学生は法令の当てはめが全然だめとい
う状況にあって，彼女に言わせると，そ
もそもハノイ法科大学でも，先生自体が
これができていないので，その指導を受
けた学生ができるはずがないとのことで
す。これは，私の所属事務所のみならず，
他の日系の法律事務所でベトナムに進出
した法律事務所もこの点でベトナム人弁
護士の指導に相当苦労をしているようで
す。
もう1つ，裁判官の判決書の起案能力
にも改善の余地があると思います。ベト
ナムで公開されている裁判例を見ると結
論しか書いておらず，法令をどのように
具体的な事例に適用したのかという一番
肝心な法令の具体的な適用の部分が書か
れていない判例が多いのです。そのため，
他の事例にも適用できるような法令の適
用の具体例を抽出できないという問題が
あります。

○枝川　弁護士に関連して，プロジェクト
活動ではベトナム弁護士連合会（ＶＢ
Ｆ）もカウンターパートの一つになって
います。そこでは主にＶＢＦの組織能力
の向上という観点から，定款や職務倫理

規程の改訂に対する助言等を行ってお
り，弁護士能力向上に直結する活動は限
られています。
ベトナムの弁護士は，2０1３年憲法
に「弁護士」という言葉が盛り込まれ，
2０1５年刑訴法には「弁護人」に関す
る独立した章が設けられる等して，その
地位向上が図られてきており，人数もこ
の1０年で３倍近くの約1万４０００人
にまで増えました。しかし，能力向上と
いう点では，武藤先生が指摘されるよう
な法学教育や，実務家になってからの研
修機会の有無・研修のあり方も含め，ま
だまだ課題があるように思えます。

○横幕　法曹人材の育成という意味では，
前プロジェクトで実施した争訟原則に関
する最高人民裁判所（ＳＰＣ），最高人
民検察院（ＳＰＰ），ＶＢＦの共同活動は，
少人数の法曹三者が，共通の課題につい
ての議論を通じて活動を進める形をとっ
た点において画期的だったと思います。
近時は，ベトナム側からの幅広い法分野
の専門的なニーズに対応するため，日本
側の知見を共有するセミナー形式が多く
なっていました。セミナー形式は，一度
に多数の関係者に対して効率的なイン
プットすることが可能な手法として，こ
うした活動が必要，有益であった段階も
あったと思います。他方，現在のベトナ
ムは，そうした過程を経て，概ね法令が
整備された段階に至っており，今後は，
それを前提に，ベトナム側が自ら，課題
に対する根本的な課題を究明し，その解
決策を見出していくべき段階に至ってい
るようにも思います。新しいプロジェク
トで予定されているワーキンググループ
活動は，各カウンターパートが抱える主



42

要な課題に対する継続的かつ掘り下げた
議論を通じて，原因の分析や解決策の検
討を行っていくことを想定しています
が，そうした作業自体が，ベトナム側の
人材育成に資することになるのではない
かと思います。実際，カウンターパート
の中でも，前プロジェクトで共同活動に
参加したＳＰＣ，ＳＰＰ，ＶＢＦは，比
較的ワーキンググループ活動の考え方に
対する理解を示しているように感じられ
ますが，今後，実際の活動を進める中で
少しずつそうした理解が他のカウンター
パートにも広がり，ワーキンググループ
がうまく機能していくことを期待したい
ところです。

○枝川　武藤先生が言及された判例につい
てですが，ベトナムでは，2０1５年
12月から判例制度が導入され，本座談
会までに４３の判例が選定・公開されて
います。通常の判決・決定も，例外を除
き，2０1７年７月から公開されていま
す。いずれもＳＰＣのホームページから
ダウンロード可能となっています。
こうした中，現在，裁判官出身のＩＣ
Ｄ教官やプロジェクト事務所のスタッフ
（ハノイ法科大学日本法教育研究セン
ター卒業生）の協力を得ながら，選定判
例のいくつかを集中的に読み，その特徴
をつかむべくオンライン勉強会を行って
います。事実の整理の仕方に始まり，法
律の解釈・適用をどのように行っている
のか，何をもって判例とし，実務ではど
のように先例として活用されうるのかな
ど，特徴や疑問等を集積しているところ
です。

Ⅳ	 長期派遣専門家の役割

○河野　本日は，初代と現在の長期派遣専
門家が一堂に会していらっしゃいます。
せっかくの機会ですので，長期専門家を
テーマにしてお三方にフリートークをし
ていただこうと思います。武藤先生から
お願いできますでしょうか？

○武藤　私の頃は，長期専門家は1人でし
たし，カウンターパートも司法省だけで
した。現在は状況がまったく違うので，
求められる能力も違うと思いますが，法
律の知識と調査能力に加え，カウンター
パートとの信頼関係は重要だと思います。
赴任した初日，ＪＩＣＡベトナム事務
所の所長から2つのことを言われまし
た。1つは，「長期専門家はベトナム側
について仲良くするのが仕事。とにかく，
カウンターパートとけんかしちゃいけな
い。」ということ。もう1つは，「浮気を
しちゃダメ。」，つまり，何をするにして
も必ずカウンターパートの司法省を通し
てやれということでした。当時ベトナム
側は，この日本人は何をしてくれるんだ
ろうと，私のことを引き気味に見ていま
した。だから，業務だけでなく，家族ぐ
るみで付き合って，相手の心理をマッ
サージしながら少しずつ自分のプレゼン
スを高めていきました。

○横幕　我々は，先輩方が築かれた信頼関
係がある中で派遣されていますので，幸
いにして，冒頭に伺った武藤先生のよう
な苦労はしないで赴任することができ，
本当にありがたく思います。他方，お話
にあったように，カウンターパートの数
が増え，扱う分野も広くなるなどの変化
はありますが，長期専門家に求められる
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役割の本質的な部分は今も変わらないと
思っています。
最近は，コロナの影響でオンライン・
ミーティングが多くなりました。当たり
前のようにオンラインでのやり取りが可
能な今，考え方によっては，インフラ整
備とは異なり，法整備支援は現地にいな
くてもできるのではないかと思う人が現
れてもおかしくない状況にあると言える
かもしれません。しかし，法制度整備の
協力とは，相手国にとっては，外国人に
対して統治の根幹に関わる自国の弱みを
見せるか否か，それに関する相手の意見
を受け入れるか否か，仮に受け入れると
してもどのように取り入れるのかとい
う，自分の国の形を変えてしまうかもし
れない次元の悩みを伴う営みでもありま
す。そうした領域の問題に関わる上では，
やはり現地で人が直接触れ合い，相手と
の信頼関係を深め，維持するという素地
があることは不可欠だと思うのです。日
本の協力の在り方として専門家がわざわ
ざ現地に派遣されていることの意味も，
究極的にはそこにあるようにも思いま
す。もちろん，日本の知見が最終的に先

方に受け入れられるかどうかはまた別の
問題ですが，オールジャパンで提供する
日本の知見について，まず先方に真剣に
耳を傾けてもらえるような素地を作るこ
と，そのような役割は武藤先生のときと
変わっていないような気がします。

○武藤　やっぱりオンラインではダメ，と
いうのは，我々弁護士の業務でも経験が
ありますね。例えば，ジョイント・ベン
チャーのＭ＆Ａをやるとき，日本企業側
は現地職員とフェイス・トゥ・フェイス
のやりとりをしないと，重要なディシ
ジョン・メイキングはできないものです。

○枝川　カウンターパートとのコミュニ
ケーションという点で，武藤先生はベト
ナム語をどのように勉強されたのでしょ
うか。和訳や英訳を介していると理解に
齟齬があると思えるときがあり，ベトナ
ム語を直接理解しないといけない場面が
あるのでお伺いしたいです。

○武藤　私の場合，1９９３年の修習生で
あった頃から，日越法律家協会に属して
いる日本人弁護士の紹介を得て，日本や
ベトナムで開催されていたベトナム投資
法や民法のセミナーに参加していまし
た。どうせベトナムを訪問するなら，ベ
トナム語が出来た方が楽しいと思い，週
1回，日本に帰化していたベトナム人の
先生についてベトナム語を勉強してお
り，赴任時点である程度の基礎はありま
した。赴任後は，後にハノイ法科大学の
国際法の教授となったベトナム人弁護士
に1年間，ほぼ毎日，ベトナム語の法令
ドラフトを英訳したものを題材にしてベ
トナム法令の読み方を教わっていました。
当時，法令の英訳はほとんどなく，司
法省から提示されたドラフトの内容をす
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ぐに理解して，それに対してどのように
日本側がアドバイスをするかを決めない
と，法案はアドバイスをする間もなく，
すぐに法令になってしまう状況だったた
め，英訳や和訳をしている時間がなかっ
たので，必要に迫られてベトナム語の法
令を読む勉強をやっていたのです。

○枝川　2０年前と比べて情報量が圧倒的
に豊富になっている点でも我々は恵まれ
ているように思えます。現地法令も民間
の検索サイトで容易に入手できるように
なっています。カウンターパート機関の
日々の動向もＨＰ（越語）にいち早くアッ
プされるので，グーグル英訳機能を使え
ばその動向を把握できるようになってい
ます。
ところで，武藤先生はお酒で苦労され
たことはありますか？こちらにいると，
歓迎の意が込められているのかわかりま
せんが，かなり度数の強いウオッカ等を
飲む機会が多いですよね。

○武藤　幸いというか，酒は強い方です。
大学生の頃，無茶な飲み方をしたもので
すが，まさか弁護士になってから役立つ
とは思っていませんでした。ただし，酒
を飲んだときは注意してください。中国
の人も，酔ったときの行動でその人を品
定めすると言いますから。

Ⅴ	 今後の展望

○河野　お話は尽きないのですが，そろそ
ろ，最後のテーマに移りたいと思います。
ベトナムに対する法整備支援における今
後の展望，ＩＣＤに対する期待などをお
聞かせいただけますでしょうか。武藤先
生からお願いいたします。

○武藤　先日の党大会でチョン書記長が再
任され，日越関係の基本は変わらないと
見ています。先ほど申し上げたとおり，
まだまだベトナムの法制度には課題があ
りますので，形態はともかく，日本によ
る支援は継続すべきでしょう。
ベトナムは原発の建設を国会で否決し
ましたが，昔は冷蔵庫やクーラーを使わ
なかった庶民も皆これを使うようになっ
てきましたし，工場団地も次々と建設さ
れていて，更には，今後大気汚染対策で
バイクや自動車が電気バイクや電気自動
車になったりすると，今後，電力不足に
なることが予想されています。ＬＰＧ関
連施設や発電所を建設するため，民間投
資家による大規模投資が必要なのです
が，ＰＰＰ法の成立により，原則，準拠
法がベトナム法になってしまいました。
私も国会まで行って陳情したのですが，
通常業務のかたわらだったこともあり，
留保付きの例外規定を入れさせるのが
やっとでした。
外国金融機関から大規模インフラ投資
に必要な多額の融資を引き出すために
は，民法など基本法令の解釈の透明性が
不可欠で，そのためには公式な解釈を示
すテキストブックや，裁判所の判例が必
要です。インフラはすべての産業の土台
であり，産業はその上に乗っかっていま
す。インフラ整備のニーズが大きいのに，
それを促進するはずのＰＰＰ法が逆に足
かせになるのでは本末転倒です。
そこで，ＩＣＤ，法務省など日本政府
にお願いしたいのは，民法，商法などの
基礎法のテキストブックの作成支援や，
判決の起案能力向上支援です。ベトナム
では，法学の教授が書いたようなテキス
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トやコンメンタールでは法源性がまった
く認められないので，これに法源性を与
えるには，テキストブックは，司法省，
ＳＰＣ，ＳＰＰの３機関合同の解釈本の
ようなものが理想です。
これと関連して，外国仲裁判断の執行
承認の裁判や国内仲裁判断に対する異議
申立ての裁判において問題となる，ベト
ナム法の根本原則や，手続き違反の解釈
に関して，ＳＰＣがこの解釈を統一する
ために，司法省とＳＰＰとの合同規則を
策定中ですが，ベトナムの裁判所がこれ
らの解釈を濫用することによって，外国
からよく批判を受けるベトナムの裁判所
の外国仲裁判断の不承認や，国内仲裁判
断の破棄を合理化するという点の支援も
期待したいです。この点は，ＰＰＰ契約
において外国法を適用する場合の要件と
もかかわりがあります。
また，ベトナムの企業法における企業
の分割や合弁法制の規定が簡易すぎて実
務上使えず，資産譲渡に頼っているため，
手続きが煩瑣であるという問題がありま
す。企業法の改正に対する体系的な支援
も期待したいです。これは，企業法本体
の規定の詳細化のみならず，企業登録・
登記の政令，省令の改正まで実施しない
と，実務上動かないという特性があり，
ヘビーな案件です。私が司法試験に受
かったときには，日本でも，会社法の規
定に企業分割の規定がなく，試験問題に
も，営業譲渡でこれを代替するというよ
うな問題が出ていましたが，これが日本
の会社法に取り入れられたのは，私が弁
護士になった後の話です。ベトナム日本
商工会の法務小委員会の活動では，個別
の問題にコメントはできますが，企業法

の体系的な改正になると，通常業務のか
たわらでできるようなものではありませ
ん。
更には，刑法の中の贈収賄の規定で，
商業賄賂の合理化についても，法令の趣
旨論からの再構成を支援するというよう
な支援も期待したいです。
あと，日越共同イニシアティブの土地
法のワーキングチームで問題となってい
る不動産登記の改善，電子化による一般
公開化の問題でも日本の支援が欲しいと
ころです。この問題は，私が司法省に赴
任したときにも扱っていましたが，日本
の制度を紹介するということにととどま
り，不動産登記のシステムの構築の問題
には踏み込めませんでした。不動産の登
記制度の構築とその実施は，土地法など
の法令の制定・改正のみならず，不動産
登記のシステムの構築ができないと実現
しないという特性があるのですが，最近
は，日本の企業もベトナムの不動産登記
の電子化システムの構築に興味を示して
いるので，日本の法整備支援と日本の企
業による不動産登記の電子化システム構
築ビジネスを合体させた支援ができれ
ば，より有益な支援が出来るのではない
かと思う次第です。
日本には，これまでの支援の枠組みと
いう強みがありますので，大いに期待し
たいです。

○枝川　武藤先生がおっしゃったように，
日越関係は今後も続くと思います。あく
まで個人的見解ですが，過去行ってきた
協力の内容・結果が，ベトナムが
2００５年から行ってきた法司法改革に
おける未達成課題との関連でどうなって
いるかの検証が必要なように思えます。



46

たとえば2００９年に発行された「判決
書作成マニュアル」などはそうした対象
の一つでしょう。
また中長期的には，たとえば2０2０
年1０月1９日に司法省と日本の法務省
との間で交換された協力覚書を活用する
等して，カウンターパート機関間同士の
恒常的な協力を定着・拡大させるととも
に，協力課題やカウンターパート機関を
より絞った形でＪＩＣＡプロジェクトを
機動的に活用するなど，新たな枠組みで
の取組みが考えられるように思えます。
僭越ですが，ＩＣＤはそのどちらにも関
与できる立場ではないかと思います。

○横幕　法令の整合性をはじめ，法制度整
備をめぐる課題は一朝一夕に解決できる
ものではなく，今後も，ベトナム側のニー
ズがなくなることはないでしょうし，ベ
トナムの法・司法制度の環境が向上して
いくことは，ベトナムのみならず，日本
を含む諸外国にも裨益することであると
思います。また，世界が大きく動いてい
る中，武藤先生のおっしゃっていた法制
度整備支援を通じて培われる「人のア
セット」の重要性は，国と国との関係づ
くりの上でも，今後高まることはあって
も低下することはないと思いますし，そ
うしたアセットは，長い時間をかけて向
き合う営みがあるからこそ蓄積され得る
ものであると思います。一方，枝川専門
家も指摘されたように，新しいプロジェ
クトでは，過去の日本の支援の成果をど
のように有効に活用していくかという視

点も重要になってくると考えています。
そのための準備として，現在，プロジェ
クトでは，過去約2５年の活動によって
プロジェクト内に蓄積されてきた資料の
整理を進めているところです。併せて，
プロジェクトオフィスのスタッフを増員
するなどして，更なる情報入手手段の拡
充に努めているほか，先ほど話に出たよ
うに，現地専門家とＩＣＤ教官らとの勉
強会にスタッフにも積極的に参加しても
らうことを通じて，スタッフを育成する
ことも目指しています。実際，スタッフ
にとっても，ＩＣＤ教官らとのやり取り
は刺激になっているようです。こうした
やり取りが気軽に可能となった今，ＩＣ
Ｄ教官が現地でのプロジェクト活動に関
与できる機会は，これまで以上に増えて
くるものと思いますし，プロジェクトと
しても，それを念頭に置いた新しい活動
の在り方を考えていく必要があると思っ
ています。こうした試みも含めて，プロ
ジェクトとしては，2年目以降のワーキ
ンググループ活動の開始に向けて，現地
で対応可能な体制を整えることにも注力
していきたいと考えています。

○河野　皆様のお話を拝聴し，教官として
あらためて，法整備支援の意義，ＩＣＤ
が今後果たすべき責任を認識することが
できました。本日は，お忙しい中をお集
まりいただき，誠にありがとうございま
した。これにて，お開きとさせていただ
きたいと存じます。
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カンボジア法制度整備支援の歩み

国際協力部教官　
伊　藤　みずき

第１　はじめに

カンボジアでは，1９７５年から1９７９年までのポル・ポト政権下における知識
人の粛正により，政権崩壊後まで生き延びた法律家は十人にも満たなかったと言われ
ている。その後も内戦が1９９1年まで続き，長い紛争と混乱により，国内の法・司
法制度は破壊され，深刻な法曹人材不足の状態にあった。1９９０年代から，カンボ
ジアの復興・再建に向けた取組がなされる中で，日本の法制度支援は開始された。
法務省法務総合研究所国際協力部（以下「当部」という。）は，2００1年の創設
以来，2０年にわたってカンボジアの法制度整備支援に関わってきた。本稿では，当
部創設2０周年の節目に，これまでのカンボジアの法制度整備支援を振り返ることと
したい。
限られた紙面の都合上，2０年以上にわたる法制度整備支援の歴史について詳細を
記述することは叶わず，当部が協力したＪＩＣＡ（独立行政法人国際協力機構）のプ
ロジェクトを中心に，その概要を紹介するに留まるが，ご容赦いただければ幸いであ
る。
なお，本文中意見にわたる部分は，筆者の私見である。

第２　カンボジア法制度整備支援プロジェクトの概要

1　法制度整備プロジェクト（フェーズ1～３／1９９９年３月～2０12年３月）
⑴　フェーズ1（1９９９年３月～2００３年３月）

1９９６年から，ＪＩＣＡ（独立行政法人国際協力機構）による支援の枠組みで，
法務省は，日弁連，最高裁と合同でカンボジアにおける法・司法分野の研修を開始
し，その後，カンボジア政府の要請を受け，1９９９年に司法省をカウンターパー
トとする法制度整備プロジェクトが開始された。
同プロジェクトのフェーズ1では，民法及び民事訴訟法の起草とともに，司法・
立法分野の人材育成を行った。
カンボジアにおける民法及び民事訴訟法の起草に当たっては，カンボジアにおい
て起草をすることができる人材が不足していたために，日本側に設置された民法作
業部会及び民事訴訟法作業部会1がそれぞれ第一次ドラフトを作成したが，その起
草プロセスは，日本側が起草した法案を一方的にカンボジア側に引き渡すというよ

1  民法作業部会の部会長は森嶌昭夫名古屋大学名誉教授，民事訴訟法作業部会の部会長は故・竹下守夫一橋大学名誉教
授であり，両名は，カンボジア政府より勲章を授与された。森嶌教授がカンボジアのスグム司法大臣（当時）から支援
を依頼された後に法制度整備支援プロジェクトが開始された経緯や，起草作業等の詳細はＩＣＤ　ＮＥＷＳ第７号「カ
ンボディア民法・民事訴訟法起草支援，その画期的な成果」（2００３年1月）参照。
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うなものではなく，まさにカンボジア側と日本側の「共同作業」であった。
すなわち，作業部会が起草した第一次ドラフトについて，カンボジア側は本邦研
修やワークショップ等を通じてドラフトについて理解した上で議論を重ね，カンボ
ジアの現状等について日本側に情報を提供するとともにコメントを提供し，それと
並行して，長期派遣専門家とクメール語の法律用語を検討して確定する作業を行っ
た。そして，作業部会は，カンボジア側のコメントを踏まえ，最終ドラフトを作成
してカンボジア側と検討し，法案を完成させ，2００３年３月に司法省に引き渡さ
れた。
当時他国のドナーが行っていた起草支援は，ドナー側が起草した法案をカンボジ
ア側に引き渡すという方法で行われるのが通常であり，それと異なる「共同作業」
による日本の起草支援の方法に対しては，起草開始当初，カンボジア国内において
懐疑的・批判的な見方もあったが，最終的には，カンボジア側の理解を深めながら
起草を進めるというプロセスの有効性について，カンボジア政府内でも認識される
ようになり，高く評価された2。
当部の創立は，フェーズ1開始後の2００1年４月であり，それ以後，カンボジ
アの起草担当者等を日本に招へいして実施する本邦研修等に協力した3。

⑵　フェーズ2（2００４年４月～2００８年４月）
フェーズ1終了の1年後に開始したフェーズ2においては，①民法・民事訴訟法

案の立法化支援，②両法案の関連法令整備，③立法に関わる人材を中心とする能力
育成を柱とする活動が行われた。
立法化支援については，カンボジア司法省が閣僚評議会立法化委員会，省庁間会
合，国民議会及び上院の審議において法案内容を説明して議論を主導し，カンボジ
ア側において対応することが難しい場合には日本側がサポートするという形で行わ
れた。
立法過程において，アジア開発銀行（ＡＤＢ）等の支援を受けて起草された土地
法及び担保取引法に起草中の民法草案の規定と抵触する規定が含まれていたことか
ら，カンボジア政府内だけではなく，他の支援機関との調整が必要となった。カン
ボジア側の要請を受けて日本側がＡＤＢと協議を実施するなどし，その調整には多
大な労力を要した4。
民事訴訟法は，2００６年７月に公布，2００７年７月に適用が開始され，民法
は，2００７年12月に公布され，フェーズ３開始後の2０11年12月に適用が
開始された5。フェーズ1が開始してから，民事訴訟法は約８年，民法は約12年を

2  2００７年1月に実施された第８回法整備支援連絡会におけるアン・ヴォン・ワッタナ司法大臣による基調講演参照
（ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第３1号（2００７年６月）９～1４頁）。
3  例えば，フェーズ1の終了直前である2００３年３月には，立法過程の審議等に対応することが予定されていた司法
省の担当者等の能力向上を目的とした本邦研修が実施された（ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第11号（2００３年９月）「カンボ
ジア研修（2００３年３月）における新たな試み」参照）。
4  詳細については，ＪＩＣＡ「カンボジアにおける法整備支援の軌跡　―民法・民事訴訟法等起草支援の経緯と方法論
―」（坂野一生氏の調査結果を取りまとめたプロジェクト研究）３９頁～４３頁参照。
5  カンボジア憲法第９３条1項では，国王の審署により公布された法律は，原則としてプノンペン市においては国王の
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経て適用が開始されたことになる。
フェーズ2において起草された民法及び民事訴訟法の関連法令としては，執行官
法，人事訴訟法，民事過料手続法，民事非訴訟事件手続法，裁判寄託省令案及び民
法の適用に関する法律等が挙げられ，人事訴訟法，民事過料手続法，民事非訴訟事
件手続法，裁判寄託省令及び民法の適用に関する法律についてはフェーズ2の期間
中ないしフェーズ３開始後に成立した。
また，司法関係者の民法及び民事訴訟法に対する理解を深めるために，民法逐条
解説，民事訴訟法要説及び法令用語集等が作成され，これらは，裁判官等司法関係
者に広く配布された。
⑶　フェーズ３（2００８年４月～2０12年３月）

2００８年から開始されたフェーズ３においては，民法及び民事訴訟法の関連法
令の起草・立法化を支援するとともに，司法省が民法・民事訴訟法及び関連法令に
関する知識を司法関係者に普及し，他省庁所管の関連法令との調整を適切に行える
ようになることを目指した活動が実施された。
フェーズ３からは，カンボジア側が自立的に起草・立法作業を行えるようになる
ことを重視し，それまで日本側を中心として行ってきた起草作業の軸足をカンボジ
ア側に移すという体制の変更がなされ，フェーズ1から起草作業を担当していた司
法省次官等の監督下で司法省の職員が中心となって起草作業を担い，若手人材の育
成も図られた。
これは，フェーズ1から引き続いてフェーズ2においても立法作業を担当してい
た司法省の中核的メンバーの知識と能力の向上は目覚ましく，それ故，そのような
一部の限られた優秀な人材に業務が集中し，プロジェクト活動に支障が生じるとい
う問題があり，若手人材の育成の重要性が意識されたことによるもので，大きな転
換であったといえる。
フェーズ３においては，そのような新たな体制の下，カンボジア側が主体的に作
業を行い，民事訴訟法関連の不動産登記共同省令（司法省と国土管理都市計画建設
省（以下「国土省」という。）との共同省令），裁判官の填補に関する司法省令，手
数料及び訴額算定基準に関する改正省令等が起草され，発令された。
また，民事関連法の普及のための現地におけるセミナーについては，従前は長期
派遣専門家が講義を担当していたが，カンボジア側のプロジェクト活動のメンバー
が講師を務め，セミナーが実施されるようになった。

審署の日から1０日後に，その他の地域においては審署の日から2０日後に，自動的に施行されることになっていると
ころ，付属法令の整備等に必要な準備期間を設けるため，公布とは別に「適用」という概念を作り出して，適用までの
期間に，それぞれ民法及び民事訴訟法に必要な関連法令の整備がなされた。
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2　裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ1～2／2００５年
11月～2０12年３月）
前記の法制度整備プロジェクトフェーズ2及び３と並行して，裁判官・検察官養成
校（Royal School of Judges and Prosecutors，以下「ＲＳＪＰ」という。）が，裁判官・
検察官養成のために必要な民法及び民事訴訟法に関する教育を実施できるようになる
ことを目的とするプロジェクトが実施された。日本が起草・立法化支援を行ってきた
民法及び民事訴訟法が適切に運用されるためには，法曹人材を育成することが不可欠
であることから，裁判官・検察官を養成する教育機関であるＲＳＪＰの教育を改善す
る支援が行われることとなった。
⑴　フェーズ1（2００５年11月～2００８年３月）

ＲＳＪＰは，司法改革を重要課題としたカンボジア政府が2００2年に設置を決
定し，その後，十分な教育が実施できる体制が整わないまま，2００３年に開校し
た。
調査団による調査が実施された上，当部の教官が短期専門家として派遣されるな
どし，プロジェクトの支援内容が策定され，ＲＳＪＰにおける民事分野（当時起草・
立法化支援を行っていた民法及び民事訴訟法）の教育を改善するためのプロジェク
トが実施されることとなった6。
同プロジェクトのフェーズ1から，当部の教官7が長期派遣専門家として現地に

派遣された。それ以降現在に至るまで，当部から，継続的に長期派遣専門家として
教官をカンボジアに派遣している。
フェーズ1の活動の柱は，①民法・民事訴訟法についての教育内容改善のための
組織体制の構築，②教育カリキュラムの策定，③教材の整備，④教官の能力向上で
あった。
ＲＳＪＰの校長や教官をメンバーとするワーキンググループが組織され，教育カ
リキュラムの策定や教材の整備等が進められたが，裁判官等の本来業務を行いなが
ら，法制度整備プロジェクトの起草担当でもあった教官らが極めて多忙となったこ
とから，活動に支障が生じることとなった。そこで，計画では予定されていなかっ
た，若手人材による「教官候補生」（将来ＲＳＪＰで教鞭を執る候補となる者）のワー
キンググループや模擬記録作成グループを新たに組織し，教材作成や教官のサポー
トをする体制を組み，活動を進めるとともに若手人材の育成を行った。
教材として，民事第一審手続マニュアル8，民法レジュメ，事例演習，模擬記録等
が作成され，ＲＳＪＰの講義で活用された。

6  短期専門家として派遣された当部三澤あずみ教官（当時）の調査内容及び本邦での研修におけるＲＳＪＰとの協議内
容等については，ＩＣＤＮＥＷＳ第1８号（2００４年11月）「～国際研修～カンボジアにおける裁判官・検察官養
成の動向とその支援」にまとめられている。
7  柴田紀子現法務省大臣官房国際課長。長期派遣専門家としての活動内容の詳細は，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第３５号
（2００８年６月），「カンボジアの法の夜明け－キムセンへの手紙」（『法律のひろば』2００９年４月～2０1４年８
月，ぎょうせい）参照。
8  マニュアルのほか，当部教官が民事訴訟第一審手続における弁論準備手続や尋問等を実演したＤＶＤも作成され，動
画はＪＩＣＡ－ＮＥＴライブラリで視聴可能である。
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フェーズ1でのワーキンググループ活動や講義等を通じて，教官の民法及び民事
訴訟法に関する知識・能力は更に向上し，プロジェクト開始前は両法の知識を有し
ていなかった教官候補生は，ワーキンググループ活動やセミナー，本邦研修等を通
じ，その知識・能力を飛躍的に向上させた。
⑵　フェーズ2（2００８年４月～2０12年３月）

ＲＳＪＰにおける民事分野の教育が持続的に実施されるようになることを目指
し，フェーズ2においては，①組織的に学校運営（教官確保・カリキュラム策定）
を行うノウハウが蓄積されること，②教材作成・改訂のノウハウが教官に蓄積され
ること，③民事の継続教育（現役裁判官・検察官に対する教育）が行われることを
柱とする活動が行われた。
フェーズ2のいずれの活動においても，教官候補生が積極的に参加し，ＲＳＪＰ
における教育体制が改善され，その活動を通じて教官候補生の育成がされた。すな
わち，教官候補生も参加する教官ミーティングが組織されて組織的に学校運営をす
る体制が作られ，教官候補生が講義を担当するようになったり，教官候補生が主体
となって模擬裁判を単独で実施できるようになったりするなど，ＲＳＪＰの自立性
が向上した。
また，ワーキンググループ活動等を通じて，「不動産仮差押マニュアル」，「不動
産強制競売マニュアル」，「代替執行・間接強制マニュアル」，「保全頻出質問集」等
が作成され，本邦研修9において，フェーズ1で作成された民事第一審手続マニュ
アルの改訂作業が行われるなどした。
フェーズ2の期間中，現職裁判官・検察官に対する継続教育は，教官候補生を講
師として活用し，2００８年度及び2００９年度に実施されるに至った。ただし，
2０1０年度からはカンボジアにおける財政的制約等で実施されず，プロジェクト
開始当初に予定した体制を維持する難しさも見られた。

３　カンボジア弁護士会司法支援（2００1年７月～2００2年７月，2００2年９月
～2００５年８月，2００７年６月～2０1０年６月）
日本弁護士連合会（以下「日弁連」という。）は，前記第2・1⑴記載のとおり，
1９９６年からＪＩＣＡによる支援の枠組みで実施された研修に講師を派遣するなど
して，法務省等とともに協力を行ってきた。
2００1年７月から1年間，ＪＩＣＡと日弁連との共同事業として，カンボジア弁
護士会司法支援を実施し，民事訴訟における弁護士実務に関する現地セミナーの開催
や，法律扶助制度の構築に向けた提案などが行われた。
2００2年から３年間は，同様にＪＩＣＡとの共同事業としてカンボジア弁護士会
司法支援プロジェクトが実施され，2００2年に開校した弁護士養成校の設立及び運

9  裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクトのフェーズ1及び2においては，当部が協力して合計1０回の本邦
研修が実施され，教官候補生の育成に貢献した。
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営の支援，弁護士に対する教育，ジェンダーに関わる弁護士の教育等が実施された。
2００７年から３年間は，ＪＩＣＡのプロジェクトとして，カンボジア弁護士会支
援が実施され，弁護士会及び弁護士養成校の弁護士に対する民事教育改善を目標とし
て，弁護士養成校の運営の支援，同校における教材作成や教員の育成，弁護士会によ
る弁護士に対する教育の改善，弁護士会による民事実務改善のための体制の構築等の
支援が行われた。
同プロジェクトで実施された民事実務改善ガイドブック作成の活動では，長期派遣
専門家が，ワーキンググループメンバーである現地の弁護士にガイドブックの内容の
前提となる民事法の基礎や要件事実等の知識を共有した上，メンバーとガイドブック
を作成し，さらに，メンバー自身がガイドブックを普及するセミナーが実施された。
この当時のメンバーであったイブ・ポリー弁護士及びテップ・ボパル弁護士は，後述
する民法・民事訴訟法普及プロジェクトや民法・民事訴訟法運用改善プロジェクトに
おいてもワーキンググループのメンバーとなっており，「Contribution of Law」という
自主的な勉強会を立ち上げてカンボジアの大学生や弁護士に民法等の知識を普及する
活動を行っており，プロジェクトの効果が広く波及している好例である10。

４　民法・民事訴訟法普及プロジェクト（フェーズ４・2０12年４月～2０1７年３
月）
⑴　2０12年から５年間，「民法・民事訴訟法普及プロジェクト」が前記第2・1
の法制度整備プロジェクトの後継案件（フェーズ４）として実施された。
2０12年まで実施された前フェーズの支援により，民法及び民事訴訟法が整備
され，それらを適切に運用する能力を有する人材の育成が最重要課題であったこと
から，このプロジェクトは，司法省，王立司法学院11（Royal Academy for Judicial 

Professions（ＲＡＪＰ）），カンボジア弁護士会，カンボジア王立法律経済大学（Royal 

University of Law and Economics（ＲＵＬＥ））の各４機関の中核人材が，民事法に
対する理解を深めて能力を向上させ，その知識を普及することができるようになる
ことを目指して実施された。
活動の柱は，①各４機関のメンバーのワーキンググループ活動を通じた民法・民
事訴訟法の体系的な理解を促進し，それぞれ各機関において講師を担える人材を育
成すること，②全４機関合同でその成果を発表・共有するワーキンググループ活動
を通じて知識を共有し，講師としての能力を向上させること，③司法省の関連法令
に関する照会・起草・運用対応能力の向上を支援すること，④不動産登記省令の起
草及び普及の支援であった。
⑵　前記①に関する活動として，４機関ごとに組織されたワーキンググループにおい

10  この活動については，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第７６号（2０1８年９月）「カンボジアの司法～ Contribution of Law～」
参照。
11  現在は司法省の管轄下にある法律専門家を養成する機関であり，裁判官・検察官養成校，書記官養成校，執行官養成
校，公証人養成校で構成される。
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て，長期派遣専門家によるメンバーに対しての民法及び民事訴訟法に関する講義や，
民法の教科書や民法及び民事訴訟法のＱ＆Ａ集等の教材作成の支援を行うなどし
て，メンバーの民事法に対する理解が深められた。
それと共に，民法及び民事訴訟法に関するテーマを設定して４機関ごとにセミ
ナーを開催し，メンバーが講師を務め，民事法の普及が行われた。
前記②の活動により，４機関合同の会合の場で各メンバーがそれぞれ発表・質疑
応答を行って活発に議論をし，民事法に対する理解や解釈を共有することで，前記
①の活動と併せて中核人材の能力向上に貢献した。
また，当部が協力し，メンバーの民法に対する理解を深め，実践的な運用をする
能力の向上を目指して実施された本邦研修等を通じて，要件事実を意識した事件類
型ごとの訴状や判決書等の書式作成が行われた12。この活動は，後述の現行プロジェ
クトに引き継がれることとなる。

⑶　このフェーズ４においては，前フェーズから起草支援が続けられていた民法関連
の不動産登記共同省令13，法人登記省令，夫婦財産契約登記に関する省令等の起草
支援を行い，発令された。
不動産登記共同省令の起草作業は，長期派遣専門家がワーキンググループのメン
バーに前提知識を共有した上，メンバーが起草し，長期派遣専門家と共に1条ずつ
検討する方法で進められた。
不動産登記共同省令が発令した後は，登記簿及び登記申請書の書式作成の支援や，
不動産登記共同省令の普及セミナーの実施が行われた。

５　民法・民事訴訟法改善プロジェクト（フェーズ５・2０1７年４月～2０22年
1０月終了予定14）
⑴　法制度整備プロジェクトのフェーズ５として位置付けられる現行プロジェクト
は，実務において，民法及び民事訴訟法が適切に運用されるための基盤を整備する
ことを目指し，司法省をカウンターパートとし，①民事重要法令の起草，②各種書
式例の整備及び普及，③判決公開の手続きの整備及び判決の公開という３つの活動
が柱となっている。
⑵　民事重要法令として，不動産登記規定，供託及び寄託に関する法律，執行官法，
夫婦財産契約登記の手数料に関する共同省令の起草を行い，供託及び寄託に関する
法律については2０2０年３月に，執行官法については2０21年1月に，それぞ
れ起草を完了して司法省に引き渡し，夫婦財産契約登記の手数料に関する共同省令
（司法省と経済財務省による共同省令）については，2０2０年９月に発令した。

12  本邦研修の実施状況の詳細は，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第６2号（2０1５年３月），同第６３号（2０1５年６月），同第
６５号（2０1５年12月），同第６７号（2０1６年６月）参照。
13  不動産登記共同省令の起草・普及支援の詳細は，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第５９号（2０1４年６月），同第６０号（2０1４
年９月），同第６４号（2０1５年９月），同第６５号（2０1５年12月）参照。
14  当初の終了予定時期は2０22年３月であったが，新型コロナウィルス感染拡大の影響による活動の遅延を主な理由
として，2０22年1０月まで延長された。
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不動産登記規定の起草は，これまでのプロジェクトで不動産登記共同省令の起
草・発令を支援してきたところ，整合性のとれた法律として整理する必要性が高い
ことから，現行プロジェクトにおいて起草支援がされることとなった。
毎週実施する不動産登記規定に関するワーキンググループ会合（主なメンバーは，
司法省である。）や，当部も協力する現地でのワークショップ等を通じて，長期派
遣専門家がカンボジア側と1条ずつ検討を進め，共同で起草作業を行っている。
起草作業は，民法学者，弁護士等の先生方や当部の教官が委員を務めるアドバイ
ザリーグループ会合で，起草中の規定やその前提となる法律上の問題点について検
討した結果を踏まえて進められている。
プロジェクト開始当初は，不動産登記法の起草を予定していたが，プロジェクト
開始後，国土省と司法省との協議の結果，不動産登記規定は，国土省が所管する土
地法の改正法案に組み入れられる予定となり，まずは司法省において規定案の起草
をして司法省案を作成し，その後で国土省との協議を実施し，最終的に起草を完了
する予定であり，2０21年５月現在，司法省案の起草作業が進行中である。
⑶　書式例に関する活動については，毎週実施するワーキンググループ会合（メンバー
は，裁判官，検察官，弁護士，大学教授，司法省職員である。）で，事例類型ごと
に訴状，答弁書，準備書面，判決書等の書式例を作成し，順次カンボジア司法省の
ウェブサイト15で公開している。
また，カンボジアの全裁判官を対象とするセミナーを開催し，長期派遣専門家が
講師を務め，作成した書式例やその前提となる民法及び民事訴訟法の基礎や適用の
仕方について解説し，書式例の普及を行っている。
⑷　判決書公開に関する活動については，全国の裁判所から民事判決を収集し，毎週
実施するワーキンググループでその判決内容を分析した上，前記書式例に関するセ
ミナーと同時に全裁判官を対象とするセミナーを実施し，長期派遣専門家が講師を
務め，判決分析結果を共有し，誤解しやすい点や判決の改善点などについて解説し
ている。
セミナーの対象を全裁判官とするのは，現行プロジェクトにおいて始まった試み
であり，カンボジア側の要望を受けて，一部に偏ることなく全ての裁判官の能力を
底上げすることを目指したもので，毎回の出席率は高く，好評を得ている。
民法及び民事訴訟法に関する十分な知識を有する人材が未だ不足しており，カン
ボジア側の人材が全てのセミナーの講師を担当するのは現実的ではないのが現状で
あるが，カンボジアの自立発展の観点から，2０21年７月以降に実施する前記書
式例に関するセミナー及び判決書公開に関するセミナーでは，ワーキンググループ
のメンバーが講師を一部担当する予定である。

15  http://www.moj.gov.kh/kh/sample-civil-documents　2０21年４月現在，事例1（貸金返還請求事件），事例2（売買契
約に基づく所有権全部移転登記手続請求事件）及び事例３（契約解除に基づく所有権移転抹消登記手続請求事件）の書
式例が公開されており，離婚等請求事件等の他の事例についても今後公開される予定である。
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同セミナーで扱った事例の事件類型の判決を公開の対象とするという方針の下，
サブワーキンググループ会合において，公開する判決のマスキング事項や置換え用
語等に関するルールを策定し，判決書のマスキング作業を実施し，公開のための作
業を行っている。
2０2０年12月，カンボジア司法省のウェブサイト16で判決書の公開が開始さ
れ，2０21年５月現在，４４件の判決が公開されており，今後も順次公開される
予定である。
カンボジアでは，未だ国民の司法に対する信頼が低いと言わざるを得ない状況で
あるが，判決が公開され，司法の透明性を確保することは，その信頼を向上させる
ために極めて重要な意味を持つ。また，判例研究が行われず，法理論や法学が発達
しないことが，カンボジアにおいて十分に法律を理解して適切に運用することので
きる法曹人材が不足していることの原因の一つであると思われるから，現行プロ
ジェクトで判決の公開が開始されたことは，将来のカンボジアの法理論や法学の発
展，法曹人材の育成にとっても，大きなインパクトを与えるものである。
⑸　2０1９年2月及び2０2０年2月に，書式例作成及び判決書公開の活動に関す
る本邦研修，不動産登記規定起草の活動に関する本邦研修をそれぞれ実施したが，
その後，新型コロナウィルス感染拡大により，本邦研修は実施できていない。
長期派遣専門家も一時退避を余儀なくされ，予定していたセミナー等の活動を実
施できないことがあったものの，オンラインでワーキンググループ等の活動を継続
し，当部からもオンラインで現地のワークショップ等の活動に参加するなどして協
力している。

６　当部における最近の活動について
⑴　長期派遣専門家からの提案を受けて，2０2０年度に，民法及び民事訴訟法の起
草を担当した中心メンバーであったヒー・ソピア氏及び起草当時の長期派遣専門家
であり現司法省アドバイザーの坂野一生氏らに調査を委託し，長期派遣専門家の協
力の下，カンボジアの民事訴訟法起草時の議論をクメール語で記録化する取組を
行った。
起草時の議論を参照することは，法の趣旨の理解や解釈のために極めて重要であ
るから，これまでに参照できる記録が残されていなかったカンボジアにとって，こ
れが有用な資料となることは間違いない。
今後，民法の起草時の議論についても記録化するための調査を委託することを予
定している。
⑵　2０1７年度以降，当部は，日弁連がカンボジア弁護士会と協力し，現地の弁護
士を対象として実施しているセミナー17において，教官が講師を務めるなどして協

16  http://www.moj.gov.kh/kh/actual-civil-judgments
17  これまで，「遺産分割」，「離婚・夫婦共有財産制」，「強制執行」，「民事保全」がテーマとなった。2０1９年度には
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力を続けている。
⑶　法務省法務総合研究所は，2０2０年1月，ＲＡＪＰ（王立司法学院）との間で，
法・司法分野における協力を目的とする協力覚書を締結した18。
新型コロナウィルス感染拡大の影響を受け，同年３月に予定していた現地でのセ
ミナーは延期されたが，オンライン会議システムを活用して今後の協力に向けてＲ
ＡＪＰ側との協議を継続し，現在のＲＡＪＰにおける民事教育の課題を調査するな
どしている。
ＲＡＪＰの傘下にある裁判官・検察官養成校（ＲＳＪＰ）は，本来予定されてい
る現役の裁判官・検察官に対する継続教育が実施できていないのが現状であり，現
在実施している裁判官・検察官の卵に対する新規教育においても，講義内容が統一
されていないなど，多くの課題を抱えているようであり，効果的な支援の在り方を
検討していきたい。
また，現在，現行ＪＩＣＡプロジェクトの終了後の次期プロジェクトに関して，
カンボジア側と協議をしながら計画の策定が進められているところであり，裁判官
等の法曹育成の課題や支援策の分析・検討について，当部のＲＡＪＰとの活動を活
かし，協力していきたい。

第３　おわりに

これまで見てきたように，日本は，民法及び民事訴訟法等の重要法令の起草ととも
に，それらの法令を適切に運用する人材の育成を2０年以上にわたって支援してきた。
民法及び民事訴訟法の適用から1０年以上が経過した現時点においても，カンボジ
アの裁判官等法律家の両法に対する理解は未だ十分とは言えず，法律家の育成には，
前述の裁判官・検察官養成校における教育の問題等，多くの課題が残されている。
筆者を含め，コロナ禍の昨年度以降に当部に着任した教官は，一度も現地との行き
来ができず，カンボジアの空気を直接肌で感じることも，カンボジアの方々と直接会
うこともできないままである。
しかし，従前と比較してオンラインでの活動が飛躍的に活発化しており，日本にい
ながら現地での活動に参加しやすくなるという利点もある。
例えば現地でのワーキンググループ活動等にオンラインで参加できるようになり，
カンボジアのワーキンググループメンバーの議論を直接（画面越しではあるが）見聞
きすることを通じて，現地で直面している課題を理解することも容易になると思われ
る。
パンデミックの一刻も早い収束を願いながら，積極的に現地の活動に参加し，カン
ボジアの方々に寄り添いながら支援に関与していきたい。

貸金返還請求事件を題材とするセミナーを実施予定であったが，新型コロナウィルス感染拡大の影響で延期された。
18  ＭＯＣ締結の経緯等については，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第８３号（2０2０年６月）「カンボジア王立司法学院と法務総
合研究所の協力覚書締結について」参照。
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カンボジア法制度整備支援における多様な課題～備忘も兼ねて

カンボジア司法省アドバイザー　
坂　野　一　生1

１．はじめに

カンボジアに対する日本の法制度整備支援は，およそ2年の準備期間を経て，1９９９
年に本格的に開始した。当初のプロジェクトは，国際協力事業団（現在の国際協力機構。
以下「ＪＩＣＡ」。）の重要政策中枢支援の枠組みに位置付けられ，３年で民法及び民事訴
訟法の草案を起草することをその内容としていたが，実際には，両草案は2００３年３月
にカンボジア司法省案として完成し，民事訴訟法は2００６年に，民法は2００７年に国
会を通過し，それぞれ2００７年，2０11年に適用が開始された。日本による支援は，
両法の起草，立法支援から運用支援，付属法令の整備，人材育成にその軸を移し，現在に
至っている。
フランスの保護領時代にある程度整備され2，1９５３年の独立後も基本的にそれが継承
された法制度が1９７５年の民主カンプチア政権樹立とともに全面的には破壊されたとい
うカンボジアの特異な歴史的事情から，民事の実体法及び手続法の基本法である民法及び
民事訴訟法の起草支援は，一部の分野3を除き，既存の法令に基づいてそれらを集約，改
正する形で法典化することはできず，一から起草を行うことが求められた。このことから，
ただでさえカバーする範囲の広い両法の起草及び適用の前提となる従前の法制度・司法制
度，インフラストラクチャー等が欠けていることも多く，そのことを考慮した上で起草を
行う必要があった。ときには，それらが欠けていることが認識できず，またはそれらが存
在するというカンボジア側からの情報が誤っていることもあり，現在に至るまで成立した
両法の一部の規定が適用できない状態も生じている。また，必要な制度等が漸次整備され
ていくであろうという期待に基づいて起草したものの，整備が期待どおりに進んでいない
という例も存在する。同じことは，制度面だけではなく，法律実務，裁判実務等に携わる
者，法令に基づいて行政事務を行うべき公務員，さらには私的セクターや国民一般の法令
に対する理解についても言える。
上記の問題は，必ずしも起草時に顕在化するとは限らず，立法過程における議論の過程
で，または適用が開始された後になって明らかになるものも多い。本稿では，現在までに
明らかになっている問題のうち，今後の支援にあたって参考事例となりうるものをいくつ
1  カンボジア司法省アドバイザー。1９９８年から2０1０年までカンボジア法整備支援プロジェクトにＪＩＣＡ長期
派遣専門家等として従事，2０1４年から2０1６年までミャンマー法整備支援プロジェクトにＪＩＣＡ長期派遣専門
家として従事。
2  民事法分野では，1９2０年の民法・民事訴訟法典（Code civil et de procédure civile Cambodgiens）が民法及び民事訴
訟法に分離され，クメール語化されたものが，若干の改正を経て1９７５年まで効力を有していた。
3  起草が開始された時点において，民事実体法については，契約及び不法行為に関し，契約及び契約外責任に関する政
令－法第３８号（1９８８年），親族に関し，婚姻家族法（1９８９年），不動産物権に関しては，土地法（1９９2年）
が存在していた。手続法については，民事判決の執行に関する法律（1９９2年）及び訴訟費用に関する法律（1９９３
年）が存在していたが，判決手続については，いくつかの司法省の通達があるのみで，民事訴訟は，刑事訴訟法（1９９３
年）の定める刑事訴訟手続に準じて行われていた。



58

か取り上げる。

２．関連制度の不備等によるもの

⑴　一般後見登記
カンボジア民法は，日本における成年後見・保佐制度と同様の一般後見・保佐の制
度を定める。民法適用以前は，1９７５年以前にフランス類似の裁判所の宣告による
禁治産の制度があった4ものの，それらの制度が廃止された1９７５年以降は，後見・
保佐に関する法令は存在せず，したがって，登記の制度も存在しなかった。一方，身
分登録に関しては，民法起草開始直後の2０００年に内務省起草による身分登録に関
する政令第1０３号が発令され，出生，婚姻，死亡についてそれぞれ帳簿が作成され
る方式での身分登録制度が正式に発足したが，1９８９年婚姻家族法に規定されてい
た親権剥奪（ただし，未成年後見の制度については規定なし）の登録についても何ら
手当がされておらず，したがって，一般後見・保佐についての登録を解釈または実務
の運用で可能とする手掛かりもなく，民法適用開始後は，一般被後見人及び被保佐人
の利益を保護し，取引の安全を図る観点から何らかの手当が必要な状態が続いている。
本稿執筆時点において，内務省を中心として，上記政令に基づく身分登録，それと
は別個に存在する居所単位の住民登録，個人の身分登録等を統合する制度の構築を目
的とする「身分登録，身分証明及び人口動態統計に関する法律」の草案の起草作業が
行われており，親権の停止・剥奪及び未成年後見についての登録制度は，同法草案に
規定があるものの，一般後見及び保佐についての登録は，日本において禁治産制度が
成年後見制度に移行するにあたって戸籍への記載から独立の登記簿への記載に変更さ
れたのと同様の理由で，身分登録簿への記載は行わない方針であり，それにともない，
一般後見及び保佐登記（民事非訴訟事件手続法第４６条第３項及び第４７条第３項の
定める保全処分の登記を含む）の制度を別途設けることが必要となったが，現時点で
は，司法省においてそのような制度を設ける動きはない。したがって，現状では，あ
る者が成年後見人または保佐人であること及びある者が成年被後見人または被保佐人
であることは，裁判所の後見開始または保佐開始の決定の謄本と確定証明書によって
証明することができるものの，ある者が成年後見または保佐に服していないことを証
明する手段がない。

⑵　法人登記
カンボジア民法は，第2編第2章に法人に関する章を設け，非営利法人について規
定する。法人の設立は，登記を要件とし（民法第４９条），法人登記に関する事務に
ついては，民法の適用に関する法律第1８条が司法省の所管と定め，同法第1９条及
び第2５条で，登記の詳細を司法省令に委任する。これに基づき，司法省内では

4  1９2０年民法では，第４４７条から第４７６条までの規定が禁治産者その他財産管理の必要な者について定めてい
る。



ICD NEWS　第87号（2021.6） 59

2００９年からＪＩＣＡプロジェクトの支援を受けて法人登記に関する省令の起草を
開始したものの，2０００年代前半から内務省において結社及び非政府組織に関する
法律の起草作業が進められ，2０1５年に成立した同法は，結果的に非政府組織のみ
ならず一般の非営利の結社にも適用されることとなり，登録を法人格取得の要件とし
て定めるに至った。
結社及び非政府組織に関する法律では，構成員の利益に資することを目的として３
人以上の者により設立され，非営利の活動を行う団体を内国結社，公共の利益に資す
ることを目的として３人以上のカンボジア人により設立され，非営利の活動（資金及
び役務の提供）を行う団体を内国非政府組織と定義し，また公共の利益に資すること
を目的として外国において合法的に設立された団体を外国結社及び非政府組織と定義
している（同法第４条。したがって，外国結社と外国非政府組織の区別が明らかでは
ない）。また，内国の結社及び非政府組織については内務省への登録，外国の結社及
び非政府組織については本国における登記・登録等を証明した上で外務国際協力省に
登録することが求められている（同法第６条及び第12条）。
同法においては，民法第11０条が定める公益を目的とする財団法人については，
内務省への登録が可能かどうか条文の文言上必ずしも明らかではなく，もとより同法
と民法の法人に関する規定の適用関係が明らかではない。また，外国人がカンボジア
国内において設立した社団についても，内務省における実務では登録を受け付けてい
ないようであり5，司法省令による法人登記の制度がない中で，各国の商工会やカンボ
ジア日本人会等の同国人会が法人格を取得できないという不都合が生じている。

⑶　送達
カンボジア民事訴訟法は，手続保障の重要な手段である送達の実施機関を，郵便局
員，執行官及び書記官としている（民事訴訟法第2４６条）。このうち，郵便局員に
よる送達については，2００７年の送達報告書に関する司法省及び郵便電信省の共同
省令第５５号により，書留郵便によるとされている（同共同省令第1条）。民事訴訟
法起草時には，カンボジアにおける郵便制度が制度としては存在するものの，実際の
運用に問題があるという点について認識されてはいたが，将来的には運用が改善され
る見込みであり，その場合には，送達の実施は主として郵便局員が行うことが費用の
面でも合理的であるという判断から，上記のような規定が設けられるに至った。さら
に，民事訴訟制定後，適用開始までに必要な措置を定める省令の起草及び民法の適用
に関する法律における確定日付に関する規定の起草にあたり，郵便電信省への聞取り
調査を行い，その調査において，書留郵便が機能するとの回答を得たことから，郵便
局員による送達が困難である状態が続く場合についての時限的な措置も設けられな

5  2０2０年1０月に内務省において結社及び非政府組織の登録の責任者であるブン・ホン長官に行った聞き取り結果
による。なお，設立に必要な３名のうち一部が外国人である結社についての登録が行われているかどうかについては不
明。
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かったが，実際には，現在に至るまで書留制度は，ほとんど機能していない6。これは，
送達の制度自体ではなく，その前提となる郵便制度の不備が原因であり，それゆえに
本来は補充的に定められた執行官及び書記官による送達の実施の運用に過度な負担が
かかり，ときには当事者の手続保障を揺るがすような違背も起きているという7。

３．法の制度設計に関するもの

⑴　合意による所有権移転における効力要件主義の採用
カンボジア民法は，第1３３条で意思主義による物権変動の原則を定め，第1３４
条で不動産については登記を物権変動の対抗要件とした上で，第1３５条において，
合意による所有権移転については，登記が効力要件であるとの例外を定める。この例
外を定めるに至った経緯8については，本稿の目的から外れるため特に触れぬが，当
初の起草者の意図であった登記を物権変動全般についての対抗要件とする制度とは異
なる規定となったために，民法及び民事訴訟法にとどまらず，様々な法令に影響を及
ぼしている。
その中でも大きなものが，現在も起草作業が続く不動産登記に関する規定である。
民法における不動産物権の登記を可能にし，民事訴訟法の定める強制執行及び保全処
分の手続を実現するために，これまでに，司法省及び国土管理都市計画建設省の共同
省令として，民事訴訟法関連の不動産登記手続に関する共同省令第５９号が2０11
年に，民法関連の不動産登記手続に関する共同省令第３０号が2０1３年に発令され
たものの，これらは，将来的に不動産登記に関する包括的な法律ができるまでの暫定
的な規定という位置づけであるため，現在進行形で起草が行われている。
その中で問題となっている規定の一例が，一般承継人による登記申請である。起草
中の不動産登記に関する規定では，日本の不動産登記法第６2条（「登記権利者，登
記義務者又は登記名義人が権利に関する登記の申請人となることができる場合におい
て，当該登記権利者，登記義務者又は登記名義人について相続その他の一般承継があっ
たときは，相続人その他の一般承継人は，当該権利に関する登記を申請することがで
きる。」）類似の定めを設ける予定にしているが，この規定は実際の権利変動がすでに
生じたものの，登記にその権利変動がまだ反映されていない間に，権利に関する登記
の申請人となるべき者について相続等があった場合を想定した規定であり，カンボジ
アでは，民法第1３３条及び第1３４条の原則による物権変動については，日本法と
同じルールが妥当するものの，合意による所有権移転の場合には，登記を備えなけれ

6  内山淳「カンボジアの司法～民事訴訟法（送達）～」（法務総合研究所国際協力部『ＩＣＤ　ＮＥＷＳ』第７2号，
2０1７年），独立行政法人国際協力機構『世界を変える日本式「法づくり」』（文芸春秋，2０1８年）1３６ページ
等参照。
7  2０2０年1０月に匿名を条件に筆者のインタビューに応じたカンボジア王国弁護士会所属のある弁護士によれば，
送達場所が特定されているにもかかわらず，裁判所からの通知を受けて書面を受け取りに出向くことが多く，また，送
達報告書が作成されないこともしばしばあるとのことであった。
8  民法第1３５条の例外を定めるに至った経緯については，新見育文「ＯＤＡ＝法整備支援の一班　ベトナムとカンボ
ジアでの経験（３５）」（『時の法令』1８５０号，2０1０年），坂野一生「カンボジア民法典と土地法」（香川孝三・
金子由芳編著『法整備支援論－制度構築の国際協力入門』ミネルヴァ書房，2００７年）等参照。
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ば移転の効力も生じない以上，例えば，不動産所有者である譲渡人が登記を譲受人に
移す前に相続が生じた場合においては，所有権は譲渡人である被相続人から相続人に
移転するため，相続人は，一般承継人として登記を申請するのではなく，相続登記を
行って自らに登記名義を移した後に登記義務者として申請することになる。
一方，民法関連の不動産登記手続に関する共同省令第３０号第11条では，「一般
承継が発生した場合には，一般承継人は，登記権利者または登記義務者として登記申
請をすることができる。」と定めており，合意による所有権移転の場合に，実体法上
の権利移転とは異なる登記手続（上述の例では，相続登記を経ない譲渡人から譲受人
への所有権移転登記）を認める趣旨とも解することができる（ただし，この場合，登
記名義人ではない相続人が登記義務者であることになる）反面，合意による所有権移
転以外の権利に関する登記について同条の適用をどのように理解すべきなのか必ずし
も明らかではない。

⑵　欠席判決
カンボジア民事訴訟法では，欠席判決の制度が設けられており，第2０1条第1項
は「原告が弁論準備手続の第1回期日に出頭しないときは，裁判所は，欠席判決によっ
て原告の請求を棄却しなければならない。」と定める。カンボジアの民事訴訟手続に
おいては，口頭弁論に先立ち，争点及び証拠の整理のために弁論準備手続を行うこと
が求められており，原告が弁論準備手続の第1回期日に出頭しないときは，口頭弁論
を経ずして，欠席判決により原告の請求が棄却されることになる。原告が弁論準備手
続の続行期日に出頭しないときは，裁判所は弁論準備手続を打ち切ることができ，ま
た，被告が弁論準備手続の第1回期日に出頭しないときには，弁論準備手続が打ち切
られて口頭弁論期日が指定される（第2００条第2項，第2０1条第1項）。したがっ
て，原告が弁論準備手続の第1回期日に出頭しないとき以外は，口頭弁論が必ず開か
れることになる。
一方，民事訴訟法第1９４条第1項は，「判決が確定した時は，終局的な確定力が
発生する。」と定めており，判決の確定力は，同条第2項が「口頭弁論の終結時にお
ける権利又は法律関係を確定する」として，確定力の基準時が口頭弁論終結時である
ことを明らかにしている。原告に対する欠席判決も判決の一種である以上，確定力が
認められると解すべきであるが，第2０1条第1項に基づく欠席判決では，口頭弁論
が開かれずに欠席判決が言い渡されるため，確定したときのその確定力の基準時がい
つであるかについて条文上明確な定めはなく，実務においても共通の理解がない9。

４．外的環境に関するもの

上述の課題は，いわば立法における目的の設定やそれを実現するための立法技術に関す

9  民法・民事訴訟法起草においてカンボジア側で中心的な役割を果たしたヒー・ソピア憲法院委員へのインタビューよ
り。同インタビューは，法務省委託研究の一環として2０2０年1月に行われた。
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るものと言うことができる。これに対して，立法目的が実現するか否か，法が正しく適用
されるか否かは，その法を取り巻く環境（運用する者の理解や態度を含む。）に大きく影
響される。
外的な環境の中でも非常に重要なものの一つが，法律に対する一般的な理解であろう。
カンボジアにおいては，現在の民法，民事訴訟法が成立する前の３０年あまりは，両法典
が存在せず，現在両法典が定める基本的な原則，概念，明文の定めはないものの，両法典
の基礎となっている原則，概念等が共通の理解として形成されない状態が続いた。したがっ
て，1９７５年以前にはあった概念や制度であっても，それらが断絶したために現在では
それらへの理解が欠けているもの，そして現在の民法または民事訴訟法において新たに導
入された概念や制度が多く存在する。そのため，新しい民法，民事訴訟法は理解しづらい，
外国語のようだという批判や意見をよく聞く10。そのような点があること自体は否定でき
ないが，法文の書き方及び読み方が確立していないこと，また理解の助けになる基本書や
参考文献が決定的に少ないことも理解が難しい原因ではないかと思われる11。
法律の理解不足が顕著に表れている一例が保全処分である12。決定の主文を見ても仮差

押えなのか仮処分なのかが明らかではないものや，そもそも被保全権利が何であるかが分
からないものも多く，原状回復が困難な満足的仮処分がなされている例も散見される。ま
た担保の提供についても，2００９年に裁判上の寄託に関する司法省令第９８号が発令さ
れたものの，充分に機能せず，無担保で保全決定がなされることも多い。
また，裁判所の汚職，法治の欠如の問題があることは，程度の差はあれ，カンボジア社
会では共通の認識となっている。裁判所に対する国民の信頼は高くなく13，詳細を明らか
にすることはできないが，行政による司法への介入もしばしば行われており，筆者も，行
政府から裁判所へ強制執行の停止を命ずる文書を過去に目撃したことがある。また，筆者
が勤務する司法省では，法律問題を抱える一般市民からの苦情を受け付けており14，法律
の一般的な解釈を超えて，個々の事件について裁判所に対して指示を出したり，意見を述
べたりすることが日常的に行われている。

10  コン・テイリ他「パネルディスカッション　カンボジア法教育支援：支援から共生へ」（『武蔵野法学』第７号，
2０1７年）６９ページ，独立行政法人国際協力機構・前掲注６，1３０ページ等参照。
11  個人的には，起草作業を行っていた当時の中心メンバーは，基礎となる知識に加え，日本側の作業部会との議論を頻
繁に行う機会があり，また逐条で規定を一言一句検討したために，両法典に関する理解が深まったのに対し，次世代に
ついては理解がなかなか進まないという印象が強い。起草の中心メンバーのほとんどがすでに司法省に残っていない中，
起草時の議論を記録として残すことが求められている。
12  前田優太「カンボジアにおける民事保全の実情」（法務総合研究所国際協力部『ＩＣＤ　ＮＥＷＳ』第７８号，
2０1９年）
13  Eng Netra, et al “Cambodiaʼs Young and Older Generation: Views on Generational Relations and Key Social and Political 
Issues,” Cambodia Development Resource Institute, 2019. p.23参照。2０1７年末から2０1８年初頭にかけて行われたサ
ンプル調査では，人々の公的な機関への信頼度ランキングは，①病院・学校，②地方行政，③裁判所・警察，④メディ
ア，⑤政治家の順であり，③の裁判所・警察を最も信頼すると回答した者の割合は全体12％であったとの記述がある
が，選択肢が限定的であり，恣意的とも思われるため，単純に12％の人々が裁判所・警察を信頼しているとは言い難
いと思われる。なお，2００４年に独立系シンクタンクである Economic Institute of Cambodiaが行った調査では，「あな
たは裁判所を信頼しますか」という問いに「いいえ」と答えた者の割合が1００％であった（ただし出典データは現在
入手不可能）。
14  現司法大臣は，2０2０年３月の就任直後から裁判所における未済件数を削減するキャンペーンを打ち出し，その一
環として，従前からの文書による苦情受付けに加えて，電話での苦情を受けるホットラインを設置し，同省ウェブサイ
トで公表した（現在ウェブサイト内の表示は削除），
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５．おわりに

近年，日本による法制度整備支援が「寄り添い型」であるという指摘をしばしば受ける
ようになった15。そのことを否定するつもりはないが，従前から存在し，または新たに生
じる問題や課題の解決に向けて協働してこその「寄り添い型」である。上でいくつかの例
を挙げたように，カンボジアにおける法制度整備支援においては，基本法の起草に始まり，
その立法化，運用，人材育成と活動が推移するにつれ，様々な問題や課題が顕在化してき
た16。他国における活動についても，程度の差こそあれ，同様であろう。それらの問題等
については，重要性や深刻度に応じて優先度を定めて対処する必要があるものの，多くの
場合，複数の問題が相互に関連し，それらにあわせて対処しなければ望ましい結果が出な
いばかりか，かえって問題が悪化したり，深刻化したりすることもあり得る。限られた期
間で成果を出すことを求められるプロジェクトの枠組みでは，その期間内に見える成果を
出すことが重視され，中長期的に対処すべき課題について有効な措置を講ずることが難し
いという事情はあろうが，さらに，それらの中長期的な対応は，本来的には，担当機関が
日常の業務として行うべきものだという点もある程度は理解できるが，カンボジアにおい
ては，民法及び民事訴訟法の起草を支援した経緯からも，両法及び関連法が適切に運用さ
れるために，関連周辺制度の整備，制度設計にかかる課題の解決，外的環境への働きかけ
等に関し，様々なスパンで必要な活動を具体化していくことこそが，「寄り添い型」の支
援ではないだろうか。

15  2０2０年1０月1４日付け日本経済新聞記事「日本，相手国に寄り添い法整備」。（https://www.nikkei.com/article/
DGKKZO64758220Y0A001C2TL3002/）
16  本稿では触れなかったが，他にも，カンボジア民法には，日本民法第９８条の公示による意思表示に関する規定に相
当する規定がない，完全養子縁組の出自を知る権利に関して，記録の保管と開示請求手続に関する細則が未整備である，
民事保全における処分禁止の仮処分についてなお不明な点がある等の課題が存在する。
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ラオス法整備支援のこれまで

国際協力部教官　
矢尾板　　　隼

１　支援の始まり

ラオス人民民主共和国（以下「ラオス」という。）に対する日本の法整備支援は，
1９９６年，当時のラオス司法大臣が来日した際，関係機関に支援を要請したことに端
を発する。
ラオスは，1９８６年，「新思考」（チンタナカーン・マイ）政策を導入し，それまで
の計画経済から市場経済へと移行するため，他国の支援を受けながら法令の起草や司法
分野の人材育成を開始した。日本は，当初の支援国には入っていなかったが，前記のと
おり支援の要請を受けたことから，1９９８年に支援が開始された。以降，日本は，現
在に至るまで途切れることなくラオスへの支援を継続している。

２　独立行政法人国際協力機構（以下「ＪＩＣＡ」という。）の枠組みによる支援

ラオスに対する法整備支援は，ＪＩＣＡによる技術協力という形で始まり，名古屋大
学及び法務省法務総合研究所が受託機関として，ラオス司法関係者を日本に招き，ある
いは，日本側関係者がラオスを訪れて短期間の研修を行っていた。
2００３年からはＪＩＣＡの技術協力プロジェクトが開始され，現在に至るまで以下
のプロジェクトが展開されている。
・法整備支援プロジェクト（2００３年５月～2００７年５月）
・法律人材育成強化プロジェクト・フェーズ1（以下「フェーズ1」などという。）
（2０1０年７月～2０1４年７月）
・法律人材育成強化プロジェクト・フェーズ2（以下「フェーズ2」などという。）
（2０1４年７月～2０1８年７月）
・法の支配発展促進プロジェクト（2０1８年７月～）
以下，簡単に各プロジェクトの概要・成果等についてご紹介したい。
⑴　法整備支援プロジェクト1（2００３年５月～2００７年５月）

このプロジェクトは，法律基礎文書の作成・活用や研修の実施を通じ，司法・立法
関係職員の法律基礎能力が向上することを目標として設定し，ラオス司法省，最高人
民裁判所，最高人民検察院をラオス側実施機関として実施された。
当初３年の予定で進められたが，1年延長され，更にプロジェクト期間終了後も
2００７年12月まで，成果物の普及活動が継続されたが，それまで法令集や基本的

1  詳細は，田中嘉寿子「ラオス法整備支援プロジェクトの実施概要とその成果について」（ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第３０号
2００７年３月号），松元秀亮「報告『ラオス法制度整備プロジェクトの成果物の普及活動の現状と課題』」（ＩＣＤ　
ＮＥＷＳ第３５号2００８年６月号）参照。
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な教科書，執務マニュアルがほとんどなかった状態から，このプロジェクト期間に，
法令集，法律辞書，民法教科書2，企業法注釈書，民事判決書マニュアル，検察官マニュ
アルといった重要な資料が多数作成された。
⑵　法律人材育成強化プロジェクト・フェーズ13（2０1０年７月～2０1４年７月）
前記⑴のプロジェクトの後，ラオスの法・司法分野，法律人材育成分野における現
状や課題を把握するための調査期間を経て4，2０1０年７月からこのプロジェクトが
開始された。
当プロジェクトでは，民法5・民事訴訟法・刑事訴訟法の理論と実務を体系的に分析

し，その分析結果を教育・研修・実務に活用するための基礎的能力を開発することを
目標とし，実施機関は前記３機関にラオス国立大学を加えた４機関とされた（以降，
「フェーズ2」，法の支配発展促進プロジェクトのいずれも実施機関はこの４機関と
されている。）。
具体的な活動としては，各実施機関からの参加者から構成されるワーキンググルー
プが，理論と実務を分析した結果をモデル教材としてまとめることにより，前記目標
を達成することが企図されたところ，当プロジェクト期間内に，民法Ｑ＆Ａ集，民事
訴訟法手続チャート，刑事訴訟法手続チャート，民法ハンドブック，民事訴訟法ハン
ドブック，刑事訴訟法ハンドブックが作成された6。
また，プロジェクト期間内である2０12年６月には，ラオスにおいて，民法典の
起草作業が開始されたが，民法の理論研究・教材開発の支援と切り離せない関係にあ
ることから，民法典起草についても全面的に支援が開始された。
⑶　法律人材育成強化プロジェクト・フェーズ27（2０1４年７月～2０1８年７月）
前記⑵の「フェーズ1」に対するラオス側の評価は高く，早い段階でプロジェクト
の継続を望む声が上がっていたことから，前記プロジェクト終了前に，正式な支援要
請が行われ，「フェーズ1」の終了後，途切れることなく「フェーズ2」のプロジェ
クトが開始された。
当プロジェクトでは，「フェーズ1」の成果である基礎的能力の向上を踏まえ，実
務の課題解決能力を向上させることが目標とされ，具体的には，
①　法令の起草（起草のための研究を含む。）
②　法令の運用・執行
③　法学教育，法曹養成研修，継続的実務研修

2  当時，ラオスには統一的な民法典が存在しなかったが，将来的な立法課題としては既に挙げられていた。そこで，起
草作業の基礎となるよう，比較法的観点も踏まえた民法の基礎理論を網羅するものとして作成された。
3  詳細は，渡部洋子「ラオス法律人材育成強化プロジェクト開始までの経緯及びプロジェクトの概要紹介」（ＩＣＤ　
ＮＥＷＳ第４４号2０1０年９月号）参照。
4  この間，ラオス法整備の課題や解決策を把握するため，名古屋大学法政国際教育協力研究センター（ＣＡＬＥ）と国
際協力部の共催によるワークショップも数次開催された。瀬戸裕之「ラオス人留学生の協力による法整備支援ワーク
ショップ」（ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第４４号2０1０年９月号）。
5  前記注2のとおり，民法典は存在しないため，財産法や契約法等，関連実定法を指す。
6  成果物については，中村憲一「ラオス法律人材育成強化プロジェクトフェーズ2が開始！－基礎能力向上から実務能
力向上へ－」（ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第６1号2０1４年12月号）参照。
7  詳細は，前記注６のＩＣＤ　ＮＥＷＳ参照。
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④　法令の普及・理解促進
の各能力向上を目標とし，民法典の起草，一定の対象法令に対する執務参考資料の作
成，これまでの成果である執務参考資料等の活用などが目指された。
「フェーズ2」では，経済紛争解決法ハンドブック，労働法ハンドブック，捜査段
階Ｑ＆Ａ集，模擬事件記録（刑事・民事）が作成されたほか，法学教育機関，法曹養
成等研修機関における教育・研修カリキュラムの見直しや改善が行われ，これら成果
物の普及セミナーや模擬講義なども実施された8。なお，民法典起草については，プロ
ジェクト期間中である2０1７年５月に一度国民議会で審議されたが，国民議会議員
や一般市民との対話が不足しているとして，再審議となった9。

⑷　法の支配発展促進プロジェクト10（2０1８年７月～）
前記各プロジェクトの経緯を踏まえ，「フェーズ2」の終了後引き続き開始された

のが，現行プロジェクトである。
現行プロジェクトでは，これまでのプロジェクトによりワーキンググループに参加
してきた中核メンバーが育んできた法令起草や執行・運用等の法的能力を更に高める
と共に，中核メンバーにとどまらず，より多くの法司法分野の人材にこれを共有して
いくことを目的とし，2０2３年７月までの予定で活動を行っている。
これまでのところ，長期にわたって支援を行ってきた民法典については2０1８年
12月に国会で承認され，2０2０年５月2７日に施行された。理論研究あるいは執
務の重要な参考となると思われる，民法のリサーチペーパー11については引き続き作
成中である。
また，刑事事件の執務マニュアルとなる，証拠法Ｑ＆Ａについても既に完成し，各
地での普及活動を終えている。
そのほか，現行プロジェクトでは，前記⑴法整備支援プロジェクトで作成された民
事判決書マニュアルの改訂，法学教育・法曹養成研修等改善に関する活動として事実
認定問題集（刑事・民事）の作成が進められているほか，刑法典の研究を今後実施す
る予定である。

３　国際協力部を中心とした近年の支援

ＪＩＣＡの枠組みによる支援と別に，国際協力部が中心となった支援も行っている。
2０1８年12月に，法務省法務総合研究所とラオス司法省国立司法研修所（National 

Institute of Justice，通称ＮＩＪ）との間で協力覚書（ＭＯＣ）が締結され，2０1９年
４月には，ＮＩＪにおいて，刑法の比較共同研究が実施された。
2０2０年は，新型コロナウイルス感染症の影響により渡航が困難となったことから

8  「フェーズ2」の成果物については，伊藤淳「ラオス『法の支配発展促進プロジェクト』が開始！～中核人材の育成
からより多くの人材の育成へ～」（ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第７６号2０1８年９月号）参照。
9  ラオス民法典成立までの経緯については，入江克典「ラオス民法典の立法過程」（ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第８４号
2０2０年９月号）参照。
10  プロジェクト開始の経緯は前記注８のＩＣＤ　ＮＥＷＳ参照。
11  民法典の条文の趣旨や背景等を明らかにした逐条解説書。
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セミナー等は実施できなかったが，2０21年３月，オンライン形式で刑法の共同研究
を行い，今後も定期的にオンライン形式での活動を継続する予定である。
また，ラオス首相府との関係で，2０2０年1月，首相府からの要請に基づき，法制
執務及び法教育をテーマとするセミナーも実施している。

４　「これまで」と「これから」12

筆者は，2０2０年７月に国際協力部教官に着任し，ラオスの支援を担当してからわ
ずか一年足らずである上，新型コロナウイルス感染症の影響により，まだ一度もラオス
を訪れたことすらない身であり，2０年以上にわたるラオス法整備支援の歴史を概観す
るなど甚だ僭越であるが，国際協力部の創設2０周年に際し，これまでの支援を簡単に
ご紹介させていただいた。
改めて，これまでの関係者の御尽力，成し遂げてきた大きな成果に，現担当教官とし
て深い敬意と感謝の意を表したい。
ラオス法整備支援においては，様々な教材，執務参考資料等を作成する中で，ラオス
側参加者と対話・議論を繰り返すことで参加者の能力向上を図るという，人材育成の観
点を非常に重視しており，このような支援のあり方は，ラオス側にも評価されてきたと
ころである。
法的能力の向上は，無論一朝一夕にできるものではなく，これまでの長い支援の成果
として，中核人材の能力が向上してきたものであるが，今後は，ＪＩＣＡの現行プロジェ
クトの目標のとおり，これをより多くの人材に共有していくことが課題となっている。
こうした課題に対しては，これまでと同様，短期間で成果を求められるようなもので
はないと思われるが，微力ながら筆者も力を尽くしていきたい。

12  意見にわたる部分はあくまで筆者個人の見解であり，法務省やＪＩＣＡ等の意見を代表するものではない。
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日本政府のラオス政府に対する法整備支援

ラオス人民民主共和国司法省国立司法研修所副所長　
ペッサマイ・サイモンクン

私は，ラオス国立司法研修所副所長のペッサマイ・サイモンクンと申します。私は日本
政府の奨学金を受け，ＪＩＣＡ及びＩＣＤ（法務省法務総合研究所国際協力部）を通じて，
2０2０年から2０22年までの2年間慶應大学の法学部修士課程に留学しています。
日本は，ＩＣＤ及びＪＩＣＡを通じて多くの分野での支援プロジェクトを，ラオスに対
して進めてくださっています。プロジェクトは，資金面のみならず，多くの分野の技術面
での支援，とりわけ司法分野での支援をしています。ラオスは開発途上国であり，法治国
家の建設を目指しているところです。ラオスはこれまで相当長い期間，日本政府からご支
援いただいております。日本政府は，ＩＣＤ及びＪＩＣＡのプロジェクトを通じ，法律の
解説書，問答集及び法律書等の作成支援のみならず，法律分野の人材育成，知識・能力向
上，様々な問題の分析，外国の経験への理解促進も含め，ラオスの発展のためにそれら知
見を活かすための支援も行ってくださっています。
私は2００５年第1フェーズよりＪＩＣＡのバックアップを受け，解説書作成グループ
の一員としてプロジェクトへの参加機会を得ました。私は，法司法研修所（司法省職員の
法律研修機関）の公務員になってから，その期間は司法分野における異なる部署の経験豊
富なメンバー，例えば，ラオス国立大学の法学部及び政治学部の教授陣，司法省，弁護士
会，最高人民検察院及び最高人民裁判所のメンバーと共にＩＣＤ，ＪＩＣＡプロジェクト，
日本の教員及び専門家の皆様から助けていただきながら，民法解説書の作成に携わること
ができ，とても誇らしくまた嬉しく感じたものです。
初期の活動はラオスの民法解説書の作成でした。この解説書作成においては，日本の教
員，専門家の皆様，ＩＣＤ職員及びラオスの専門家と共に研究し，また意見交換に相当な
時間を費やしました。そうして解説書が完成し，その普及及び利用のため，法律教育機関，
最高人民裁判所の研修所，最高人民検察院の研修所及び司法省に配布することができまし
た。しかし，解説書はその作成のみにとどまらず，同時にラオスの法律分野人材の育成及
びその知識能力向上を目指したものでもありました。不明瞭だった法律の諸問題について
国内で多くの関係部署と協議を重ね，それらの問題に対する外国の経験及び解決方法につ
いて見聞を広める目的で，日本へ見学にも行きました。関係する法律条文について，ラオ
スの専門家と日本の教員，専門家との間で意見交換を行い，同時に比較対象となる外国の
経験及び法律（例：日本，フランス，ドイツ及びタイの法律）についても学びました。研
究を通し，日本の教員の方々と経験を交換することで，教員の方々が取り上げ対話した日
本やその他の外国の経験について，メンバーはより明確に理解していきました。この他，
多くの組織が計画的に協力して業務を遂行する際の統一感，団結心を持った働き方，日本
の教員，専門家らの熟考された質問のつくり方，問題を研究し，その要点について追及す
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る教員，専門家らの熱心さ，勤勉さや献身の姿勢，規律正しさ，時間に対する正確さ，グ
ループメンバーの貢献，積極的な意見の表明，目標・期限に間に合わせる業務の進め方な
どを学びました。
プロジェクトは法律の解説書作成から始まり，日に日にその協力の度合いを強め，様々
な解説書作成にご支援いただいております。例として，民法事例問題集（2０12年），
民事訴訟法チャート（2０12年），民事訴訟法（2０12年），刑事訴訟法（2０12年），
刑事訴訟法チャート（2０1３年），契約内債務民法モデルハンドブック（2０1４年），
契約外債務民法モデルハンドブック（2０1４年），民事訴訟法モデルハンドブック
（2０1４年），刑事訴訟法モデルハンドブック（2０1５年），経済紛争解決法ハンドブッ
ク（2０1７年），改訂版・捜査に関するＱ＆Ａ集（2０1８年），労働法ハンドブック
（2０1８年），民事事件及び刑事事件の模擬記録作成（2０1８年）並びに2０1９年
のラオス法律史上初となる民法典の起草の支援をしていただきました。ラオス全国におけ
る民法典の普及活動は現在継続して実施されており，最高人民裁判所，最高人民検察院，
弁護士会，司法省，さらには郡や村の司法課，司法事務所等の関係諸機関に民法典が配布
されています。
これまでの支援は，様々なハンドブック，解説書の作成が主なものでした。新しいフェー
ズで，日本政府には，ラオス史上初の民法典の起草支援に注力していただき，また地方へ
の民法典普及活動の継続・拡大にもご協力いただき，さらには法律分野の修士課程の奨学
金も増やしていただいています。この他，国立司法研修所と日本国法務総合研究所は，
2０1８年12月６日に，司法分野の法律人材の訓練・育成等に関して協力することを目
的とした協力覚書（ＭＯＣ）に署名しました。プロジェクトは法律教育の様々なレベルを
区別し，同じ教科が重複しないようにするために法律教育のカリキュラム改善に意見を加
えることに注力し，教材（例：模擬事件記録）を授業に活用することを推奨しました。民
法から始まり，法律大学レベルでは基本的な法律知識を学生へ教授し，国立司法研修所は
引き続き裁判官，検察官及び弁護士の研修生の法律解釈能力を養成し，裁判所及び検察院
の継続トレーニングは職員のそれぞれの専門性を深めています。プロジェクトが司法分野
の人材育成及び開発に以前にも増して力を注いでいることがわかります。
国立司法研修所では，現在プロジェクトの支援により作られた様々なハンドブックを異
なるレベルの学生の授業に活用しています。例えば，民法事例問題集，民事訴訟ハンドブッ
ク，刑事訴訟ハンドブック及びその他の問題集などです。この他，民事及び刑事の模擬事
件記録を裁判官，検察官及び弁護士の職業訓練に活用しています。活動実施の成果として
本ＪＩＣＡプロジェクトの参加メンバーである教員に変化があり，授業において学生に経
験を伝える技術が蓄積され，学生の知識向上が見受けられました。
日本とラオスの連携協力が強固なものとなり，資金面の支援，より多くの分野の法律教
育の教科書，法律ハンドブック，法律問答集作成などの作成支援，同時に法律分野の人材
育成及び能力の強化に対する支援を日本政府に継続していただけることを私は切に希望し
ております。国立司法研修所は法律修士カリキュラムを設けているところです。将来の優
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秀な法律家育成に応えるために修士及び博士レベルの職員の強化が必要とされています。
日本政府から私が奨学金をいただく機会を得たように，法律分野の修士及び博士レベル，
つまり国立司法研修所の向上のために資金提供を継続支援いただくことが必要です。知
識・能力を備えた人材を育成，増加して法治国家の着実な建設に寄与し，国への奉仕に備
えるためであります。
この場を借りまして，機会，資金面のみならず，私が様々な知識・経験を得られるよう
にサポートしてくださった日本政府，日本国民の皆様及びＩＣＤ，日本法務省，各研究所，
ＪＩＣＡプロジェクト，日本の教員，専門家の皆様及びプロジェクトの全スタッフに感謝
を示し御礼申し上げます。私は得られた知識を心に刻み，また国家及び所属組織の建設発
展に貢献し，成果につながるよう活用していきます。
ありがとうございました。



ICD NEWS　第87号（2021.6） 71

過去から現在に至るまでの 

日本政府のラオスに対する司法分野の技術面支援

ラオス人民民主共和国中部高等人民検察院民事事件検討課課長　
ラッタナポーン・パパックディ

人材育成は，開発途上国・ラオスの社会経済発展にとって重要な課題であります。
党及び政府も，常にそれを基本的な課題としてとらえ，その解決にあたってきており，
法律分野人材及び裁判官の育成もその課題のうちの一つです。長期にわたって，司法分野
の人材育成は政府からの予算が割り当てられる以外に諸外国及び国際機関から多大な支援
を受けてきました。技術支援，専門家のサポート，交流訪問，見学，資金・物資面のサポー
トなどの形で行われる日本政府，ＪＩＣＡの支援もそのうちの一つです。
日本による法整備支援は長期に渡って実施され，ラオスの司法分野職員の専門的能力を
向上させるために支援を強化しています。それは司法分野人材の法律専門性を高めて育成
していくための支援を意味します。本プロジェクトは非常に優れたプロジェクトとして高
い生産性を発揮し，長期にわたって直接的及び間接的に様々な成果を上げていることを私
は目の当たりにし，触れることもできました。
直接的な成果とは，対象グループ内の職員つまり司法分野の諸機関からのメンバーに直
接働きかけるもので，彼らは，ラオスの多くの機関の専門家と日本の法律家との共同研究，
業務を通して理解を深め，専門性を高めています。特定のトピックを通して専門家である
教員から受ける訓練は，ある一定のレベルで法律を活用又は説明できるようにしてくれま
す。メンバーの中には上記訓練を経ることで自身が所属する分野または組織にて指導的立
場に昇格する者もいます。
間接的な成果とは，これまで作成されたハンドブックを活用しての普及活動，法律に関
する問題の説明会を通して地方の法律家の理解を促進することです。それは法律条文に対
する理解・解釈を中央と地方との間で統一し，また各地方で発生した問題がそれぞれ異
なった特徴を持っていることが分かり，それらが蓄積された経験として着実な進歩へとつ
ながっています。
その他，ラオスの法制度を社会経済状況と合致したものにし，またより良い国際社会と
のかかわりを構築するのに役立っています。ご存知のように，ラオスの民法典は，日本か
らの資金及び技術面の支援を受け，非常に長い期間をかけて起草されました。ラオスの法
律家と日本の専門家及び経験を備えた教員が研究を重ねた結果，ラオス初の民法典が出来
上がり，現在施行され，ラオスの法制度における大変重要な一歩，新しい顔となったので
す。民法典は，我が国を目標としている法治国家へ導くために，法律をより明瞭，整然と
させ，先進的なものにしました。すべては，本プロジェクト，つまり日本政府から技術面
及び資金面のご支援のおかげで，このようなご支援をいただかなかったら，成功すること
がありませんでした。
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支援を通し，私たちはフェーズごとにハンドブック作成という成果を目にしてきました。
民法及び刑法に関する問答集，民事訴訟及び刑事訴訟手続きチャート，並びに経済関連法
分野の各法律ハンドブックやその他多くの成果です。これら書籍は，大きい括りとしては
司法分野，また限定した括りとしては私たち人民検察院の職員，教師及び学生にとって最
良の成果であり，中央及び地方の人民検察院がそれらを実際の業務に活用することで知識
レベルを向上させ，技術的改善や法の執行を強化するよう促すのです。例えば，専門職員
の研修，技術的問題の説明，中央及び地方の職員同士がより多く交流するための実際の経
験の活用，実際の経験の取得ならびに検察職員の業務遂行の質及び法律との一致を保証す
るために残っている問題の解決などです。同時に法整備支援は私たちの人民検察院の人材
面を強化してくださっています。日本の支援プロジェクト内の小グループメンバーとして
研究に参加する職員は現在に至るまで日に日に多くなり，中には組織内での指導的立場と
なる職員もいます。例えば，最高人民検察院研修所ポーンペット・ウンケーオ氏，最高人
民検察院国際協力・計画局副局長カムペット・ソムウォラチット氏らです。諸氏は何年も
の長期間プロジェクトに携わってきているだけでなく，日本側から得た技術知識を自らの
責務として組織内部の授業，トレーニングを通して後輩の検察職員らに伝えています。
私は2０1４年（法律人材育成強化プロジェクト）より現在（法の支配発展促進プロジェ
クト）まで日本の支援プロジェクトに参加する機会を得まして，本プロジェクトが多くの
方法（研究，意見交換会，普及）を通して司法分野の職員らを等しくサポートしてくださっ
ているのを目にしています。各フェーズで法律に関する何らかのトピックを選び，それを
研究し，司法分野職員の専門性の根拠となるハンドブックを作成することは合理的であり，
各フェーズで発生した問題に対応したものとなります。私は，民法経済及び民法論グルー
プに参加し，経済紛争解決法，労働法及び（現在作成中の）判決書作成に関するハンドブッ
クの作成に携わったことで，それら法律に対する理解を深められ，また，それらトピック
と関連のある日本の法律についても学ぶ機会を持つことができました。様々なトピックに
関して日本での研修を受ける機会をいただき，私の知る世界もより広いものとなりました。
この他，グループの中で司法分野の専門家たちと共に働くことで，私は法律ハンドブック
の作成における知識及び技術をより多く得られ，順序立てて法的問題を説明できるように
もなりました。これらはすべてラオスの専門家及び日本の専門家，教員の中で働くことに
より身についたものであり，問題の観察，法的問題の区別及び分析，仕事の進め方に多く
の角度を持てるようになり，自身の業務の中でそれら経験を活用できるようになりました。
私自身も，中部高等人民検察院民事事件検討課課長として，課内職員のトレーニングを行
う，文書を作成する，また中部地方諸県の人民検察院専門職員らと会議を行う際にプロジェ
クトで得た経験及び作成された様々なハンドブックを活用しています。すべてのハンド
ブックは中央及び地方にとっての良き拠り所となっています。
我が国は開発途上国であり，とりわけ司法分野において，優秀な人材を必要としており
ます。現状では職員の専門性強化のために教科書，ハンドブック，研修，法律の普及が必
要とされています。ラオスを法治国家へと建設していく戦略目標を達成するためには，司
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法分野の人材面の知識・能力向上と同時に様々な法律が相互に合致するように改善及び制
定していく必要があります。また，今後も日本が，これまで述べてきた形の援助を続けて
くださることを期待します。
これまでの成果だけでなく，人材育成における問題・課題も同時にあります。例えば，
司法分野に対する政府予算の制限はセクター開発事業の問題及び障害となっています。改
正及び新設された法律に対する法律専門職員の理解度の低さ，中央と地方での法執行に差
異があることも問題です。そこで外国，とりわけ日本から良き経験を吸収することで，ラ
オスの社会経済状況に合致させ，改善し，利用するため，現在及び今後の系統的継続的な
人材育成が大いに必要となっています。
したがって，私は，司法分野の職員育成のために日本の法整備支援が継続され，これま
で以上に多くの形で行われていくことを希望しています。今後もこのような形での支援が
継続されることを望みます。なぜなら，様々な法律の改善及び制定には知識，能力のある
職員ならびに助言できる経験豊富な専門家が必要であるためです。法律の改善以上に，法
律又はその条文，とりわけ民法典及び刑法典の教科書，解説書の作成も必須であり，現在
の課題です。新しく制定された多くの条文は法律家の理解不足を招き，十分には執行され
ないかもしれません。法律の解説書又はハンドブックの作成と同様に，普及事業も，司法
分野の人材強化，中央と地方での理解の統一化，各分野の法律が制定された内容通りに執
行されることを保証する上での重要な要素となります。
最後に日本政府，ＪＩＣＡプロジェクト，法の支配発展促進プロジェクト並びにラオス
の司法分野人材の育成，専門性の向上に協力していただいた日本の専門家及び教員の皆様
に御礼申し上げます。現在，私は，民法グループのメンバーとして慶応大学に留学させて
いただき，自身を高めるチャンスもいただきました。ありがとうございました。
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インドネシアに対する法整備支援　法的整合性の向上を目指して

国際協力部教官　
庄　地　美菜子

第１　はじめに

2０1５年12月に開始したインドネシアに対する現行プロジェクト「ビジネス環
境改善のための知的財産権保護・法的整合性向上プロジェクト」は，2０21年９月
末で終了し，同年1０月からは，新規プロジェクトが開始する。現行プロジェクトは，
ＪＩＣＡが日本の特許庁との協力の下で1９９５年から行ってきた支援であるインド
ネシア法務人権省知的財産総局への支援の土台の上に，インドネシア最高裁判所とイ
ンドネシア法務人権省法規総局（以下「法規総局」という。）を新たに支援の対象と
して加え，インドネシアの知的財産権の保護・執行強化及び法令の整合性向上を図る
ことを目的として行われてきたものであるが，本稿は，そのうち法規総局に対するこ
れまでの支援の成果や今後の展望について，関係者に行ったインタビュー結果を紹介
しつつ報告するものである。

第２　法制執務Ｑ＆Ａ（中央編）について

現行プロジェクトの大きな成果の一つとして，2０2０年12月に法規総局とＪＩ
ＣＡとの共同出版で発刊された法制執務Ｑ＆Ａ中央編がある。これは，全５章より成っ
ており（第1章：法令の定義，原則，種類及び内容，第2章：法令の制定，第３章：
法令の周知，国民の参加及び翻訳，第４章：法令審査，第５章：法令策定技術），知
財分野に限られず，およそ法令一般について，その制定過程における論点等が，網羅
的にＱ＆Ａ方式でまとめられたものである。
この本の意義について，当初から編纂作業に携わっている法規総局事務局協力課ト
リ・ワヒュニンシー・マスダル課長は以下のように述べる。
「この本は，法令の起草・審査の業務を行うドラフター1のみならず，政府機関や

地方自治体等の担当者も利用していると聞いています。この本の一番素晴らしいとこ
ろは，これまで見解が分かれており運用がバラバラだった論点について，統一された
見解が示されていることです。各機関の法制を担当している人は，何か問題があると，
まず，この本を参照します。共通見解は何かということが明らかにされているという
ことが，この本のポイントです。編纂の際には，ドラフター間の認識が異なっている
点について，認識を揃え，一本化して調整する作業が最も大変な点ではありましたが，
この本ができたことによって，共通の認識を持てるようになったということは，問題
になっているインドネシアにおける法令間の不整合の解消に非常に役に立つと思いま

1  インドネシアでは，法令の起草・審査の業務は，ドラフターと呼ばれる，法務人権省が行う試験に合格し，資格を有
する専門の職員が行う。また，法務人権省法規総局は法令間の矛盾を調整する役割も担っている。
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す。この本の利用者にアンケート調査を行ったところ，実務に即しており，理論的説
明に加えて具体例が示されているところが使いやすい，これまで不十分であった立法
の技術的側面についても手厚くフォローされている，との回答が多くありました。」
また，今後について，トリ・ワヒュニンシー・マスダル課長は，「法制執務Ｑ＆Ａ
中央編の発刊後，法案作成技術に関する新しい大統領令が発出されたり，雇用喪失に
関する法律によって，複数の法律を一つの法律で改正するという例も出てきたりして
いる。これらの新しいものについても取り入れ，法制執務Ｑ＆Ａ中央編を今後改訂し，
より良いものにしていくつもりです。」と意気込みを語っている。
法制執務Ｑ＆Ａ中央編の完成の立役者である検察官出身の長期専門家・廣田桂氏
は，完成に至るまでの苦労について以下のように語る。
「私の着任した2０1８年３月当初は，偉い人が出席できないとそもそも会議を開
催できない，会議のセッティングをして通訳の手配までしていても，インドネシア側
から，会議の当日，直前になってキャンセルされる，といったことが続き，なかなか
思うように編纂作業が進みませんでした。おっとりしていて緩やかなところがインド
ネシアの文化の良いところでもあるのですが，これでは，プロジェクト期間内に法制
執務Ｑ＆Ａを完成させることはできない，とさすがに焦りました。」
この点に関し，業務調整担当の長期専門家・間澤友紀子氏も当時を振り返ってこう
語る。
「まともに会議が開催できないことが何度か続き，廣田チーフが，インドネシア側
に一度，真剣に話をしました。それ以降，予定どおりに会議が開催され，インドネシ
ア側も時間どおりに出席するようになり，現在に至るまで，精力的な活動が続いてい
ます。インドネシア側としても大きな意識の変化があったのだと思います。」
廣田専門家は，この完成した法制執務Ｑ＆Ａ中央編について，こう述べる。
「インドネシア人の性質から，最初からパーフェクトなものを目指していたらいつ
まで経っても完成させることはできないと思いました。とりあえず，今後改訂がある
ことを前提にまずは基本となるものを作ろう，ということを出発点に，皆で協力して
作り上げました。この本には，まだまだ内容において改良を重ねていく必要がある箇
所が沢山ありますが，まずは基本となるものを作り上げたところに，大きな意義があ
ると思っています。」
現在は，法制執務Ｑ＆Ａ条例編の編纂作業が行われている。新型コロナウイルスの
蔓延により，地方での調査や直接顔を合わせての意見交換が制限される中，困難は多
いが，精力的に編纂作業が続けられている。

第３　インドネシアにおける法令間の不整合その他の問題について

そもそも問題となっているインドネシアにおける法令間の不整合の原因はどのよう
な点にあるのだろうか。この点について廣田専門家は，以下のように分析する。
「まず，各法令で定めるべき事項が曖昧な上，法律事項に関して言うと，一般的・
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抽象的な委任があれば下位法令で定めることが可能であり，また，そもそも法律の委
任なくしても法律事項を下位法令で定めるということが現実として行われていること
が大きな問題だと思っています。さらに，法改正の際に引き続き効力を有する法令と
法改正によって効力を失う法令の判別が極めて不明確なことも混乱を引き起こす一因
となっていると思います。加えて，インドネシアでは，日本のように溶け込み方式で
法律を公表することも，その時点で効力を有する法令をまとめた六法全書のようなも
のもなく，法令データベースもあまり機能していないので，現在効力を有する法令を
調査する手段に乏しく，このことも法令間の整合性審査を難しくさせる要因の一つと
なっており，結果として法令の不整合を生み出す原因の一つとなっているのではない
でしょうか。」
加えて，法令の起草や整合性の審査を担当する有資格者であるドラフターの能力向
上も急務であると，廣田専門家は話す。
京都大学大石眞名誉教授2には，現プロジェクト開始時から，本邦研修や現地セミ

ナーにおいて，日本の立法過程や法の形式の種類と階層性，体系性等について，講義
を重ねていただき，御知見を提供いただいている。
大石名誉教授は，法案起草者の能力向上について以下のように語る。
「基礎的な法学の考え方，法律の読み方，というのは，一朝一夕で身につくもので
はない。その国の法学の基礎教育の在り方や，歴史とも大きく関わるものである。そ
のような背景事情もある中で，法案起草者の能力向上をいかに推し進めていくかとい
うのは大変大きな課題である。ただ，インドネシア政府の法案起草者を育成したいと
いう強い意気込みは感じられるし，また研修に参加する研修員のレベルは，年々，確
実に向上してきていると思う。プロジェクト開始当初は，こちらの問題意識と噛み合
わない質問も少なくはなかったが，年々，的を射た鋭い質問も増えてきていると実感
している。少なくとも中央の起草者のレベルは向上し，層は厚くなってきているので
はないか。」
また，地方自治に関する支援特有の難しさとして，大石名誉教授は以下のように述
べる。
「各地方それぞれの特色，慣習があり，どのレベルまで統一的な国法で踏み込むべ
きかという悩みはもともとあるし，支援内容が各地方の実情にどれだけ即しているか
という検証も難しく，悩ましいところだ。また，中央と地方の起草者の能力の格差と
いう問題もある。これに関しては，中央の人材を地方都市に出向させる制度など，シ
ステムの中で人材育成ができるような仕組みを作ることが大事であると考える。」
その上で，今後もインドネシアに対する法整備支援に携わることについて，以下の
とおり述べる。
「インドネシアの人には南国特有の柔和さというか親しみやすさがあり，私の故郷

2  法学者。京都大学名誉教授。専門は憲法学，議会法，憲法史等。大学で教鞭を執る傍ら，政府の各種審議会の委員等
を歴任。現在は，法制審議会の委員を務めている。
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の宮崎にも通じるところがあるようにすら思う。毎回の研修では，本当に沢山の質問
が寄せられ，熱心に吸収したいという意気込みを感じている。日本も明治の時代に志
をもった多くの人たちが欧米諸国の法律を懸命に学んだからこそ，今日の法制度の礎
が築かれたと言っても良い。私自身，憲法史という立場からその時代のことをかなり
調べたが，法学者としてアジアの国の国づくりのお手伝いができることは大変意義の
あることと考えているし，やり甲斐も感じている。インドネシアの法整備に何らかの
形で貢献できればこんなに嬉しいことはない。」

第４　今後について

2０21年1０月からは新規プロジェクトが開始し，研修等の充実を通じて，中央，
地方の法案起草者の能力向上を目的とした活動がさらに推し進められる。今後につい
て廣田専門家は語る。
「新型コロナウイルス蔓延の影響で，現在活動は大きく制限されているが，今後ワ
クチンが普及していけば，また，地方の調査をしたり，皆で集まって協議したりする
こともすぐにできるようになるでしょう。これまで築き上げた協力関係の下，さらに
活動を発展させていきたい。」

（左下：トリ・ワヒュニンシー・マスダル課長　右中央：廣田桂専門家 

右下：間澤友紀子専門家　右上：山田寛子専門官　左上：筆者）
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（大石眞名誉教授と筆者）
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インドネシア最高裁に関する法整備支援のこれまでとこれから 

～ＩＣＤ創設２０周年記念：タクディル・ラフマディ最高裁准長官， 

松川充康判事へのスペシャルインタビュー～

国際協力部教官　
黒　木　宏　太

第１　はじめに

インドネシア最高裁に関する法整備支援の経過は，これまでのＩＣＤＮＥＷＳの記
事に詳しいが1，簡潔にまとめると，次のとおりである。
2００2年　　　　　　　　　　　　　ＪＩＣＡ枠組みによる交流開始
2００７年３月～2００９年３月　　　「和解プロジェクト」2

2０1５年12月～2０21年９月　　「知財プロジェクト」3

ベトナム，カンボジア等の他国への法整備支援との違いは，上記2つのプロジェク
トは別のテーマを扱うものであること，両プロジェクトの間に約６年超の空白の期間
が存在することである。このうち，「和解プロジェクト」については，その後の経過
も含めて，草野芳郎先生によるＩＣＤＮＥＷＳの記事4に詳しいが，これまで，イン
ドネシア最高裁に関する法整備支援の経過を通観した記事はないように思われる。
そこで，ＩＣＤ創設2０周年を記念して，インドネシア最高裁に関する法整備支援
を通観できる記事を執筆することとした。
まず，両プロジェクトに関わられ，支援の経過を一番良く知る方として，インドネ
シアのタクディル・ラフマディ最高裁准長官にインタビューに応じていただいた。イ
ンドネシアの最高裁判事のインタビューを記事にさせていただけるのは今回が初めて
のことであると思われ，大変貴重なものである。
次に，両プロジェクトの間の空白の期間に，国際協力部教官としてインドネシアを
担当されていた，大阪高裁の松川充康判事にインタビューに応じていただいた。国際
協力部教官として法整備支援に携わるほか，裁判官に戻られた後も，日本の大谷剛彦
最高裁判事がインドネシアを訪問された際にアテンドをされるなどしており，広い観
点から，法・司法分野での国際協力についてお話いただいた。
本号は特集号であり，紙面に限りがあるため，2つのインタビュー全文は次号

1  インドネシアへの法整備支援の経過は，横幕孝介「インドネシア新プロジェクトがスタート～ビジネス環境改善のた
めの知的財産権保護・法的整合性向上プロジェクト～」ＩＣＤＮＥＷＳ第６７号（2０1６年６月号）５1頁以下（http://
www.moj.go.jp/content/001187311.pdf）も参照されたい。
2  正式名称は「インドネシア和解・調停制度強化支援プロジェクト」
3  正式名称は「ビジネス環境改善のための知的財産権保護・法的整合性向上プロジェクト」。なお，プロジェクトの期
間について，2０2０年12月2０日までとされていたところ，新型コロナウイルス感染症の影響等により，2０21
年９月末までと延長合意された。
4  草野芳郎「インドネシア和解・調停制度強化支援プロジェクトの思い出とその後のソフトな法整備支援」ＩＣＤＮＥ
ＷＳ第６８号（2０1６年９月号）７５頁以下（http://www.moj.go.jp/content/001206693.pdf）。
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（2０21年９月号）に掲載予定である。
本稿では，それらのインタビュー記事の紹介文として，長期専門家のコメントとと
もに，これまでの両国の関係を振り返る。

インドネシア最高裁判所

第２　日本側からみたインドネシア

インドネシアは，日本の約５倍の面積（約1８９．０８万平方キロメートル）で，
約1３５００の島々からなる世界最大の島国である。人口は約2．５５億人（2０1５
年）で，中国，インド，アメリカに次いで世界４位の人口である。宗教は，イスラム
教が約８７％，キリスト教約1０％等であり，世界最大のイスラム人口を有するが，
イスラム教は国教ではない5。
ＡＳＥＡＮの人口，ＧＤＰ，面積の４割を占める地域の大国である6。ＡＳＥＡＮの

大国を持つ一方で，南国としての良さもあり，奥行きの深い国でもある。現地で働く
長期専門家にとって，インドネシアの魅力はどのようなところにあるのだろうか。
業務調整担当の長期専門家・間澤友紀子氏はいう。「インドネシアの魅力は人々の
温かさです。ゴム時間と言われる程，時間にルーズだと言われており（最高裁はタク
ディル判事が時間に正確な方なので，最高裁の方々はオンタイムです），物事がスムー

5  インドネシアの特徴は，外務省ＨＰ（https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/indonesia/kankei.html）を参照。
6  日・インドネシア外相会談（令和３年３月2９日）においても，茂木大臣より，インドネシアがこのような地域の大
国であることに言及された上，日本の戦略的パートナーである旨が述べられている。https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/
release/press4_009031.html
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スに進まない等の問題があっても，業務調整員にとって，インドネシアは人気の高い
国です。今回，1年ぶりにインドネシアに戻ってきましたが，優しく受け入れてくれ
ました。インドネシアは多様な文化があり，バリ島以外にも魅力的な観光地も沢山あ
ります。タクディル判事の生まれ故郷のスマトラ島は，「世界一美味しい食べ物に選
ばれたルンダン」で有名なパダン料理発祥の地で独自の伝統文化もあるお勧めの観光
地の一つです。」
また，裁判官出身の長期専門家・細井直彰氏はいう。「ジャカルタは大都市で活気
に溢れていますし，インドネシアの人々は陽気で優しいです。人種の多様性の影響も
あるのか，外国人を抵抗なく受け入れる素地があるように思います。買い物や飲食を
する機会に差別的な雰囲気を感じることは全くありません。こちらが日本人だと分か
ると喜んでくれる人もいて，そうした際に，インドネシアが親日国であることを実感
します。」
松川充康判事はいう。「人口規模が大きく，経済成長も著しい上，ＡＳＥＡＮの盟
主という立場にもある国です。」「日本にとって一番地理的に近いイスラム教徒の多い
国という側面も大事なことだと思う。」「インドネシアと日本は，宗教的な違いという
ところを超えて通じる面があるのかもしれないですね。」

第３　インドネシア側からみた日本

「彼らはあちこち地上を旅したことがないのか。そうすれば，悟る心も聞く耳も備
わっただろうに。まことに，目が盲目ではなくて，胸の中の心が盲目なのである。」 

〈22巡礼の章　４６節〉
これは，コーランの一節であるが，イスラム教徒に旅することを求めるものである。
このように宗教戒律の中に旅が含まれているのは，人々が他人（他民族）の経験から
学ぶためであるということである。ここでいう旅は，観光旅行に限らず，ビジネス，
外交，留学その他である。旅の中で見たこと，聞いたこと，そして感じたことには，
価値ある教訓が含まれているのである。そして，コーランは，旅の中で，思考力と聴
覚並びに五感の全てを活用することを求めており，彼らは，1回の旅からでも，訪れ
た国の習慣や生活様式などから，多くの教訓を得ている。このことは，本邦研修の研
究員の一人であったインドネシア最高裁判事のリフヤル・カバー博士が，同国の雑誌
で日本についての所感について，格調の高い文章で述べられている7。
タクディル・ラフマディ准長官は，日本の印象について次のように述べる。「イン
ドネシア人と日本人には，文化面などで様々な差異があると思いますが，インドネシ
ア人は日本のことを良く知っています。まず，一生懸命働くということ，それから，
先進的であること，経済的にも非常に強いと言うことなど，様々なことを知っていま
す。」「日本は，第二次世界大戦で敗戦したとはいえ，それを乗り越えて，素晴らしい

7  インドネシア最高裁判事のリフヤル・カバー博士の「日本人から学ぶ」ＩＣＤＮＥＷＳ12号（2００３年11月号）
1９８頁以下（http://www.moj.go.jp/content/000010281.pdf）で，全文お読みいただける。
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国を作っていった。その裏側には，やはり，多大なる努力があったと思います。そう
でなければ，今インドネシアの道を埋め尽くしている，トヨタ，ホンダ，日産，スズ
キ等の車はなかったと思う。それはもう努力のたまものだと思っております。」「日本
を初めて訪問したとき，非常に嬉しかったです。自分のルーツである日本に行けて大
きな感動をしましたし，非常に感慨深かったです。」

第４　今後の法整備支援について

タクディル・ラフマディ准長官は，次のように述べる。「和解プロジェクトについ
ては，インドネシア側から非常に高い評価を受けているし，非常に感謝されていま
す。」「日本から学んだインスピレーションは非常に大きく，そこから得たインスピレー
ションは今もなお生きていると思います。」「今後の課題は大きく４つあります。」「判
決の安定性や統一性，司法サービスの電子化・現代化，現在もプロジェクトにしてい
る知的財産権の分野，そして，オンラインメディエーションです。」
細井直彰氏はいう。「知財プロジェクトでは，裁判官向けの研修の整備・実施と，
判決集等の執務参考資料の作成に注力してきました。今後もこうした取組を続けてい
く予定ですが，タクディル准長官もおっしゃるように，判決の安定性や統一性をいか
にして高めていくかというのが一つの重要なポイントになると思います。」「幸いにし
て，知財プロジェクトに携わる専門家とインドネシア最高裁関係者との間で良好な関
係を築くことができています。これは先々代及び先代の専門家の尽力のお陰ですし，
私としても，プロジェクトに関わる裁判官らとの共同作業等を通じて関係を構築し，
維持することを第一に考えてプロジェクトを運営してきました。知財プロジェクトに
よる支援活動はその名称どおり基本的に知的財産権の分野に限られていますが，将来
的に支援の対象をそれ以外の分野にも広げていくことを考えるのであれば，インドネ
シア最高裁との良好な関係を保ちながら，支援のニーズを適切に汲み取っていくこと
が重要だと思います。」
松川充康判事は，（インドネシアに限らず）法整備支援について，次のようにいう。
「法整備支援は成果が短期で明確には出にくいだけに，なかなか重要性を上手く理解
してもらいにくいところがあります。」「また，今後，法整備支援というステージから，
より対等な交流のステージへと移行する国も出てくると思いますが，そういうポスト
法整備支援の枠組みも，持続性を持つ形でうまく形成していけるといいですね。漠と
した言い方になってしまいますが，アジアの国々同士の社会的・経済的距離感がもっ
と近づいていくであろう中，国境を越えてのルールのあり方はどうあるべきか，その
中で日本ならではの役割は何なのか，法整備支援は，そんな大きな問いかけの中にあ
るのかもしれません。」
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2０1９年６月　スラバヤにおけるジョイントセミナーでの写真
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ミャンマーに対する法整備支援の概要

前国際協力部教官（現東京地方検察庁立川支部検事）　
村　田　邦　行

１　はじめに

本稿は，法務省法務総合研究所国際協力部（以下，「国際協力部」といいます。）創設
2０年の特集記事の一つとして，国際協力部在籍中1にミャンマー担当教官であった本
職より，同国に対するこれまでの法整備支援活動を紹介するものです。
もっとも，ミャンマーに対する法整備支援については，過去のＩＣＤＮＥＷＳ等にお
いて，多くの方々が執筆，紹介されておりますので2，詳細はこれらに譲り，本稿ではそ
の概要を紹介するにとどめます。
本稿中，意見にわたる部分は，本職の私見です。

２　経緯等

ミャンマーにおける2０11年３月の民政移管を契機として，同国に対する法整備支
援の開始に向けた動きが始まりました。
国際協力部は，2０12年以降，現地調査のほか，慶應義塾大学や独立行政法人国際
協力機構（ＪＩＣＡ）等の関係機関と協力して，ミャンマー連邦最高裁判所長官，ミャ
ンマー連邦法務長官らを我が国に招へいするなどし，ＪＩＣＡが行う法整備支援プロ
ジェクトの実現に向けた活動を行いました。
このような予備的な活動を経て，2０1３年11月2０日から連邦法務長官府との間
で，2０1４年1月７日から連邦最高裁判所との間で，両機関をカウンターパート（プ
ロジェクトの相手方機関）とする「ＪＩＣＡ法整備支援プロジェクト（フェーズ1）」
が開始しました。フェーズ1は，所定の延長手続を経て，2０1８年５月３1日まで実
施されました。
2０1８年６月1日からは，フェーズ1に引き続いて，「ＪＩＣＡ法・司法制度整備
支援プロジェクト（フェーズ2）」が開始しました。フェーズ2は，所定の延長手続を
経て，その期間は2０2３年５月３1日までとなっています。
以下では，フェーズ1及びフェーズ2を「本プロジェクト」と総称します。

３　活動内容

本プロジェクトは，主に検察官及び弁護士出身の長期派遣専門家各1名3，業務調整に

1  2０1９年４月から2０21年３月まで。
2  ＩＣＤＮＥＷＳの原稿は，国際協力部のホームページからご覧いただけます。
3  2０1９年４月から2０21年３月まで，裁判官出身の長期派遣専門家1名も本プロジェクトの活動に従事していま
した。
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係る長期派遣専門家1名の体制で4，ミャンマーにおける法の支配の確立やこれによる持
続的な経済成長の促進等を目的として，これまでに，カウンターパートである連邦法務
長官府及び連邦最高裁判所とともに，経済関連法分野を中心とした法整備，迅速かつ適
切な紛争解決を図る司法制度の構築，法・司法分野の人材育成に資する様々な活動を
行ってきました。
具体的には，会社法や倒産法等の起草支援，知的財産に係る裁判手続規則の起草支援
とこれを通じての知的財産に係る裁判制度構築支援，調停制度の構築に向けた支援と
いった「法案起草支援」「制度構築支援」や，カウンターパート職員等を対象とした執
務参考資料の作成といった「業務改善支援」，新任裁判官・検察官向けの研修教材に係
る作成支援といった「人材育成支援」を行ってきました。
各分野での支援活動では，長期派遣専門家とカウンターパート職員が継続的にミー
ティングを開催するなどしたほか，我が国の法律専門家を現地に招いてのセミナーや
ワークショップを開催するなどして5，我が国の知見の提供，共有が図られてきました。
2０2０年は新型コロナウイルス感染症が世界的に猛威を振るいましたが，この影響
により現地での活動に制約が生じてからも，長期派遣専門家を中心にウェブ会議システ
ムを積極的かつ有効に活用し，上記の継続的なミーティングのほか，知的財産6や調停7

の分野に関するオンラインセミナーを開催するなどして，支援活動が行われてきました。
国際協力部は，これまで，主に，所属教官の長期派遣専門家としての派遣，現地セミ
ナーでのプレゼンテーション，本邦研修の企画運営などの形で，本プロジェクトに全面
的に協力してきました。
本稿執筆時（2０21年５月）までに行った本邦研修は，合計1８回であり，テーマ
は以下のとおりです8。

第1回（2０1４年５月）　　　法・司法制度一般
第2回（2０1４年11月）　　研修制度
第３回（2０1５年３月）　　　立法過程
第４回（2０1５年６月）　　　会社法
第５回（2０1５年11月）　　研修制度
第６回（2０1６年2月）　　　知的財産に係る裁判制度等

4  長期派遣専門家は，本来，現地のプロジェクト事務所に常駐して活動していますが，新型コロナウイルス感染症の影
響により，2０2０年４月に一時避難帰国して以降，日本で活動を行っています。
5  例えば，本職は，在職中，知的財産分野の活動に関し，アドバイザリーグループ（ＡＧ）のメンバーである明治大学
法科大学院教授の熊谷健一先生，弁護士の三村良一先生（元裁判官）及び弁護士の小野寺良文先生がミャンマー現地に
出張して講師等を務めた，商標法の裁判手続規則の起草に関するセミナーに参加する機会を得ました（2０1９年６月）。
6  例えば，弁理士の黒瀬雅志先生を講師とする，商標法のエンフォースメントに関するオンラインセミナーが2０2０
年８月に開催されました。なお，同セミナーの内容に関しては，「ミャンマー：商標法に関するオンラインセミナーに
ついて」（ＩＣＤＮＥＷＳ第８５号・2０2０年12月号）において，下道良太前国際協力部教官（現東京地方裁判所
判事補）及び本職が紹介しております。
7  中京大学教授の稲葉一人先生（元裁判官）を講師とする，調停人養成に関するオンラインセミナーが2０21年1月
に開催されました。
8  各研修の概要については，ＩＣＤＮＥＷＳに原稿が掲載されているものがあるほか，国際協力部のホームページに掲
載されているフォトニュースでもご覧いただけます。
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第７回（2０1６年６月）　　　倒産法
第８回（2０1６年11月）　　調停・民事訴訟
第９回（2０1７年2月）　　　倒産法
第1０回（2０1７年６月）　　ビジネス関連法
第11回（2０1７年11月）　知的財産に係る裁判制度等
第12回（2０1８年３月）　　新しいタイプの証拠
第1３回（2０1８年７月）　　新しい契約類型，裁判外紛争解決手続
第1４回（2０1８年11月）　法曹の人材育成，研修制度
第1５回（2０1９年３月）　　法的紛争の予防及び解決と国の関与
第1６回（2０1９年７月）　　立法過程
第1７回（2０1９年1０月）　調停
第1８回（2０2０年３月）　　知的財産に係る裁判制度等9

以上をご覧になってお分かりのように，本プロジェクトの支援対象分野は多岐にわ
たっています。
本プロジェクトのＰＤＭ10では，支援対象とする法令を具体的に挙げるなどしていま
せん。これは，対象法令等を敢えて具体的に掲げないことにより，法案起草や法の運用
等を担うカウンターパートの時々の要望に応じて，柔軟に支援活動が行えるようにする
ことを企図したものであり，本プロジェクトの特徴の一つと思われます。
実際，本プロジェクトでは，このようなＰＤＭの特徴を活かし，これまでに，先ほど
紹介したような多岐にわたる分野において支援活動を行い，カウンターパートのニーズ
に応えてきました。
支援活動による近時の成果としては，ミャンマー国内の下級裁判所の一部における民
事調停制度の試験運用（パイロットプログラム）の開始11とその拡大，連邦法務長官府
の契約審査担当部門の職員を対象とした契約審査ガイドラインの作成，主に裁判官を対
象とした経済関係法に関する執務参考資料（ケーススタディブック）の作成，主に裁判
官を対象としたミャンマー商標法に関する執務参考資料の作成などが挙げられます。

４　国際協力部におけるその他の活動

法務省では，国際協力部において，ミャンマーの土地関連法制やその運用実態に関す
る共同研究や調査を行ってきました。
本活動は，ミャンマーにおいて，今後，土地の登録等に関する法制度の整備，改善が
必要になると見込まれることから，同制度に関するミャンマーの現状や課題，必要とな
る支援内容を把握するとともに，我が国の知見を提供，共有することを目的として行っ

9  新型コロナウイルス感染症の拡大等のため，途中で打ち切りとなりました。
10  Project Design Matrix（プロジェクト・デザイン・マトリクス：プロジェクトの概要表）の略。
11  パイロットプログラムの開始経緯等の詳細については，中島朋子（元ミャンマー長期派遣専門家・弁護士）「ミャンマー
における裁判所主導の民事調停制度の導入について」（ＩＣＤＮＥＷＳ第７９号・2０1９年６月号）をご覧ください。
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てきたものです。
共同研究に関しては，これまでに，2０1７年８月，2０1９年1月，同年11月，
2０2０年12月の４回，実施しています12。最初の３回は，ミャンマーにおいて土地
登録等を所管する建設省，農業畜産灌漑省，ヤンゴン市開発委員会等の職員を研究員と
して我が国に招へいして実施し，直近の1回は，新型コロナウイルス感染症の影響を受
け，我が国への招へいができなかったため，同職員らがミャンマーから参加し，国際協
力部教官らが日本から参加するオンライン形式で実施しました。
調査に関しては，森・濱田松本法律事務所（2０1７年度）や，日本土地家屋調査士
会連合会（2０1８年度及び2０1９年度）に調査を委託する形で実施しました13。

５　おわりに

2０21年2月1日以降，ミャンマー情勢は一変し，本プロジェクトをはじめとする
法整備支援活動も不透明な状況が続く中，本職は，国際協力部から異動となりました。
ミャンマーに対する法整備支援に携わった者の一人として，この状況が1日も早く改
善されることを祈念しています。

以　上

12  各共同研究の概要については，国際協力部のホームページに掲載されているフォトニュースでご覧いただけます。
13  各調査に係る報告書は，国際協力部のホームページからご覧いただけます。
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国際協力部のネパール法整備支援活動を振り返って

前国際協力部教官（現東京地方裁判所判事補）　
下　道　良　太1

第１　はじめに

このたび，国際協力部が創設2０周年を迎え，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ本号において，各支援
対象国における活動を振り返ることになりました。ネパールについては，僭越ながら，ネ
パールの法整備支援に携わったのが国際協力部に在籍した2０1９年４月から2０21年
３月までの2年間である「若輩者」の当職が担当いたします。この2年の間，ＣＯＶＩＤ
－1９の影響により，法整備支援活動の形式は大きく変わりましたが，ネパールも例外で
はありません。当職が経験したこの「変容」も含めて，国際協力部が関与したネパールに
おける12年余りの支援活動を振り返ることといたします。

第２　ネパールでの法整備支援の開始～基本法の起草支援

1　ネパール（ネパール連邦民主共和国）は，1９９６年から1０年以上にわたって内
戦状態にありましたが，2００６年に包括的和平合意が成立し，2００７年に制定さ
れた暫定憲法の下，2００８年５月に発足した制憲議会において，王政が廃止され，
連邦民主共和制への移行が宣言されました。その後，民主的な共和制国家の建設に向
けて立法作業が進められましたが，その中でも，民事及び刑事の実体法及び手続法を
包含する「ムルキ・アイン法典2」（Muluki Ain）を，民主主義，自由経済，科学技術の
進展等の新たな変化に順応し，かつ，国際的な標準にも対応した個別の法律に解体し
て再構築することが，大きな課題となっていました。民法及び民事訴訟法の民事2法
並びに刑法，量刑法及び刑事訴訟法の刑事３法が再構築されることになり，民事2法
については民事法改革改善タスクフォース3が，刑事３法については刑事法改革改善
タスクフォース4が，それぞれ起草を担当することになりました5。
独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）は，ネパール司法省から要請を受けて，こ
れらのうち民法の起草支援を開始しました。国別研修「民法及び関連法セミナー」
（2００９年４月～2０12年３月），国別研修「民法解説書」（同年４月～2０1３
年３月），国別研修「民法関連法」（同年４月～2０1４年３月）がそれぞれ実施され，
本邦研修6や現地セミナーを開催して，新民法の草案起草支援や解説書の作成支援等
を行いました。その中で中心的な役割を果たしたのが，2００９年４月に民法学者等

1  2０21年４月1日より東京地方裁判所判事補
2  旧法典は1８５０年代に制定され，1９６３年の大改正により新法典が制定されました。
3  Civil Law Reform and Improvement Task Force
4  Criminal Law Reform and Improvement Task Force
5  長尾貴子「新たな民法の制定に向けて～ネパール法整備支援の現場から⑴～」（ＩＣＤ　ＮＥＷＳ６８号８７頁以降），
森永太郎「最近のネパール刑事法の動向～「量刑法」を中心に～」（ＩＣＤ　ＮＥＷＳ７７号1９2頁以降）
6  「本邦研修」は，相手国の実施機関職員等を日本に招いて行う研修のことです。
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を委員として設置された国内支援委員会「民法改正支援アドバイザリー・グループ7」
（ＡＧ）です。ＡＧの委員は，書面やテレビ会議システムでのやり取りによって，ネ
パール側が起草した草案や解説書に対してコメントや助言を行いました。また，
2０1０年からは，法整備支援アドバイザーとして，弁護士が現地に派遣されまし
た8。
国際協力部は，これらの活動の中で，本邦研修の企画，準備，実施に協力したり9，

教官が委員としてＡＧの会合に参加して意見を述べるなどして，民法起草等の支援活
動に携わりました。
2　民法以外の４法については，国連開発計画（ＵＮＤＰ）の Rule of Law and Human 

Rightsプロジェクトが支援を行いましたが，ＪＩＣＡや国際協力部は，この時期，民
法のみならず刑事法に関しても支援を行いました。
ネパール側から，主として日本の刑事司法制度の研究を内容とするＪＩＣＡの技術
協力案件への要請があり，2００９年７月，国際協力部教官も調査団に参加した民主
化支援プログラム協力準備調査10が行われ，ネパールでは刑事司法分野においても支
援のニーズが高いことが明らかになりました。ここでは，刑事法の法案の完成時期が
迫っていたことから，法案起草作業に対する支援を行うのではなく，新法施行のため
の法運用体制の強化等に関する支援を行うことが適当であるとの共通認識が得られま
したが，ネパールの刑事司法の改善において日本の知識，経験が役立つかどうかは未
知数でした11。そこで，日本の刑事訴訟制度に関するセミナーを実施し，ネパール側
に日本の制度について理解してもらうと同時に，日本の制度や知識，経験の中で，ネ
パール側から見て同国の刑事司法の改善強化に役立つ部分があるか検討してもらうこ
とを目的とする「刑事訴訟法比較セミナー」を，2００９年1０月及び2０1０年３
月に，カトマンズで実施しました12。また，同年７月には，ネパール側が日本の刑事
司法制度について詳細に学び，これを刑事３法の起草に役立てることを目的として，
ＪＩＣＡの国別研修「刑事司法制度及び刑事手続にかかる比較研究」の本邦研修が実
施されました。これは，カルヤン・シュレスタ最高裁判所判事13をはじめとする刑事
法改革改善タスクフォースの構成員を中心とする12名を日本に招いて行われたもの
であり，プログラムの多くの部分につき国連アジア極東犯罪防止研究所（ＵＮＡＦＥ
Ｉ）の協力を得て実施されました14。

7  設置当時の委員は，松尾弘慶應義塾大学大学院法務研究科教授（委員長），南方暁新潟大学教授，木原浩之亜細亜大
学准教授，森永太郎国際協力部教官（肩書は当時のもの）
8  平井克宗弁護士（2０1０年７月～2０1３年９月），社本洋典弁護士（2０1３年９月～2０1５年９月），長尾貴
子弁護士（2０1５年９月～2０1７年８月），石﨑明人弁護士（2０1７年８月～2０1９年８月）
9  2０1０年８月に実施された国別研修「民法及び関連法セミナー」の本邦研修について，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ４５号
1４７頁以降参照
10  この調査の結果については，独立行政法人国際協力機構公共政策部「ネパール連邦民主共和国　民主化支援プログラ
ム協力準備調査報告書」参照
11  森永太郎「ネパール刑事訴訟法比較セミナー」（ＩＣＤ　ＮＥＷＳ４2号５６頁以降）
12  ＩＣＤ　ＮＥＷＳ４2号５６頁以降及び同４３号1３９頁以降参照
13  シュレスタ判事は，2０1５年から最高裁判所長官を務められました。2０1０年1月に開催された「第11回法整
備支援連絡会」では，特別講演をしていただきました（ＩＣＤ　ＮＥＷＳ４３号1７頁以降）。
14  ＩＣＤ　ＮＥＷＳ４５号1３８頁以降参照
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刑事分野における支援活動は，刑事３法の法案が制憲議会に提出された2０11年
以降も継続されました。いずれ施行される３法を適切に運用する体制を整備する必要
があり，また，ネパールには，国民の司法に対する信頼を損なっている「不処罰」
（impunity）の問題や訴訟遅延の問題があるところ，これらを解消するため，裁判官，
検察官等の能力の向上と裁判所，検察庁の事件処理，事件管理の能力の強化を図る必
要があったからです。2０11年９月には，検事総長府15からの要請を受けて，ネパー
ルの幹部検察官2名を日本に招いて，日本の捜査，訴追の実務を体感してもらうとと
もに，日本側としてもネパールの検察の抱える問題点等に関する情報を得ることを目
的とする比較共同研究が実施されました16。同様の目的の共同研究は，2０12年７
月にも実施され，国家司法学院17のラガブ・ラル・バァイディヤ学院長及び検事総長
府の検事2名の計３名を日本に招いて，日本の刑事司法の実務や法曹養成制度につい
て学んでもらうとともに，日本側もネパールの刑事実務の現状及び法曹養成制度につ
いて情報を得ました。
この共同研究のフォーマットは，2０1３年以降はＵＮＡＦＥＩに移管され，「日
本・ネパール司法制度比較共同研究」として，毎年検察官，裁判官，警察官等を日本
に招いて実施されています。国際協力部は，ＵＮＡＦＥＩへの移管後も，講義を担当
するなどしてこの共同研究への協力を続けています18。
３　このようにして起草支援を行った民法等５法の法案は，2０11年2月に制憲議会
に提出されましたが，2０12年５月に同議会が任期切れにより解散されたため，制
定に向けたプロセスは一旦中断されました。その後，2０1３年11月の選挙を経て，
第2回制憲議会が招集され，一部修正を加えられた５法の法案が2０1４年12月に
同議会に提出されました。2０1５年の大地震19や政治的混乱による停滞はありまし
たが，2０1７年９月2４日に法案が可決され，同年1０月に大統領の承認を受けて，
ようやく「新５法」が成立し，2０1８年８月1７日に施行されました。成立した民
法は，ＡＧが作成を支援した草案から細部における変更はありますが，同草案をほぼ
踏襲した内容であり，ＡＧによる起草支援の結果が反映されたものといえます20。

15  Office of the Attorney General
16  ＩＣＤ　ＮＥＷＳ４９号12５頁以降参照
17  National Judicial Academy（ＮＪＡ）。裁判官，検察官，弁護士等に対する研修を行っているほか，研究活動も行って
おり，近年は，後述するとおり国際協力部と共にワークショップ等を実施しています。
18  2０1３年の共同研究については，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ５７号８４頁以降参照。各回のテーマは，2０1３年８月が「起
訴状の簡素化と科学捜査の活用」，2０1４年８月が「刑事手続の迅速化」，2０1６年３月が「より効果的な捜査手続
及び公判手続」，2０1７年３月が「起訴状の記載及び証拠の分析・評価」であり，2０1８年以降は，後述のとおり
2０1７年に制定された新しい刑事法における手続運用上の諸問題を扱っています。
19  この地震により法整備支援活動も大きな影響を受けました。本稿では詳しく触れませんが，ＩＣＤ　ＮＥＷＳでは，
高橋邦夫「ネパール大地震から考えたこと」（６４号1頁以降），内山淳「ネパール連邦民主共和国における大地震－そ
のとき現地では－」（同号1８2頁以降），冨田さとこ「報道等に見るゴルカ地震からの復興状況について（ネパール）」
（７2号９７頁以降）で詳細に説明されています。
20  以上の民法をはじめとする新５法の制定経過については，南方暁・木原浩之・松尾弘「ネパールにおける現行民事法
の現状と今後の立法動向」（法務省法務総合研究所国際協力部調査委託）［http://www.moj.go.jp/content/000111943.pdf］，
石﨑明人「ネパール新民法，遂に成立！」（ＩＣＤ　ＮＥＷＳ７３号８０頁以降），同「ネパール新民法の概要」（同
７７号1５６頁以降），前掲５長尾「新たな民法の制定に向けて～ネパール法整備支援の現場から⑴～」などを参照し
ました。
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第３　ＪＩＣＡプロジェクトの開始～裁判所の事件管理及び調停への支援

1　ＪＩＣＡは，前記のとおり民法起草支援を中心とする活動を行っていましたが，こ
れ以外にも，ネパールにおいて，日本の支援が必要であり，かつ，効果的な支援を行
うことができる分野の調査を進めており，その結果，裁判所の事件管理21及び司法調
停が支援の対象として浮かび上がりました。
2０12年６月に実施された調査によれば，ネパールの裁判所では，1年間当たり
に受理した事件に対するその年の終局事件の割合は４０％強にとどまり，結審に３年
以上を要する事件の割合が全体の４０％に上っていて，訴訟遅延が深刻な問題となっ
ていました。この問題に対し，ネパール最高裁判所は，カレンダーシステムの導入，
ガイドラインの作成等の事件管理改革や，全ての裁判所への調停センターの設置等の
司法調停制度の改善など，積極的な取組みを行っていました。他方，日本においては，
民事訴訟では弁論準備手続をはじめとする争点整理手続の導入や計画審理の取組みが
されており，刑事訴訟でも，公判前整理手続が導入されたところであって，これらの
経験はネパールの事件管理制度の改革に生かすことができると考えられました。また，
司法調停についても，日本では長年にわたる裁判所における調停の歴史があり，各地
の裁判所で調停委員に対する研修について様々な工夫がされていました。以上を踏ま
え，ネパールの裁判所が抱える問題に対する効果的な支援が考えられる分野として，
事件管理（民事・刑事）及び司法調停が選定されました。
まず，2０12年４月から2０1３年３月にかけて，国別研修「ケースマネージメ
ントセミナー」が実施され，国際協力部は，2０12年９月の本邦研修に協力しまし
た。そして，2０1３年３月，国際協力部教官も調査団員として参加した詳細計画策
定調査が実施され，最高裁判所をはじめとする関係機関との協議により，プロジェク
トの概要がまとまりました22。
以上の経緯を経て，2０1３年９月，ＪＩＣＡの「迅速かつ公平な紛争解決のため
の裁判所能力強化プロジェクト」が開始されました。同プロジェクトは，ネパール最
高裁判所を実施機関とし，事件管理制度の改善や司法調停による紛争解決の促進を通
じて，裁判所の効率的な紛争解決機能の向上を図り，それによって迅速かつ公平な紛
争解決の実現に寄与することを目標とするものです。ネパール側には，民事事件管理，
刑事事件管理及び司法調停の三つのテーマについてワーキング・グループが設置され
ました。他方，日本からは，長期専門家として弁護士及び業務調整員が現地に派遣さ
れ23，また，いずれも元裁判官である𠮷野孝義大阪大学大学院教授及び稲葉一人中京

21  ここで言う「事件管理」は，事件記録の受理及び管理等のみならず，裁判官による訴訟指揮等広く訴訟運営の在り方
全般を指すものです。
22  以上のＪＩＣＡプロジェクト開始に至る経緯については，三浦康子「ネパール裁判所プロジェクト（事件管理及び司
法調停）のご紹介～同プロジェクト詳細計画策定調査の出張報告を兼ねて」（ＩＣＤ　ＮＥＷＳ５７号５０頁以降）を
参照しました。
23  石田真人弁護士（2０1３年９月～2０1５年９月），社本洋典弁護士（2０1３年９月～2０1５年９月），冨田さ
とこ弁護士（2０1５年９月～2０1８年2月），長尾貴子弁護士（2０1５年９月～2０1７年８月），石井克美業務
調整員（2０1３年９月～2０1５年９月），吉川泰紀業務調整員（2０1５年９月～2０1７年３月），富田倫史業務
調整員（2０1７年４月～2０1８年３月）（前掲８の法整備支援アドバイザーと重複あり）
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大学法科大学院教授がアドバイザリー・グループ委員を務められ，事件管理及び調停
についての活動をサポートされました。このような体制の下，ネパール国内での研修，
本邦研修，事件管理及び調停に関するテキスト，マニュアル等の作成，調停センター
の建設，広報・普及などの活動が行われました。
2　このプロジェクトに関して，国際協力部は，主に本邦研修の企画，準備，実施を担
うという形で協力を行いました。合計６回実施された本邦研修の概要は，以下のとお
りです24。
⑴　第1回本邦研修

日程：2０1３年12月1０日～2０日（移動日を除く。以下同じ。）
ネパール側参加者： 最高裁判所判事，高等裁判所25判事，地方裁判所判事，検事

総長府検事，弁護士（ネパール弁護士会長等）など2０名
内容： 民事裁判の迅速化，調停人に対するトレーニング等についての講義，最高

裁判所，東京高等裁判所，東京地方裁判所等への訪問，ネパール側参加者
の発表など

⑵　第2回本邦研修
日程：2０1４年９月1６日～2６日
ネパール側参加者： 最高裁判所判事，高等裁判所判事，地方裁判所判事，弁護士

など1０名
内容： 日本の調停の制度・実務，調停人の研修等についての講義，模擬調停，大

阪家庭裁判所，大阪簡易裁判所等への訪問など
⑶　第３回本邦研修

日程：2０1４年12月2日～12日
ネパール側参加者： 最高裁判所判事，高等裁判所判事，地方裁判所判事，高等検

察庁検事，弁護士など1４名
内容： 民事事件管理，刑事事件管理等についての講義，刑事模擬尋問，東京地方

裁判所，東京地方検察庁等への訪問，ネパール側参加者の発表など
⑷　第４回本邦研修

日程：2０1５年11月３０日～12月11日
ネパール側参加者： 最高裁判所判事，高等裁判所判事，地方裁判所判事，弁護士

など2０名
内容： 日本の民事訴訟手続，調停手続等についての講義，大阪地方裁判所，民間

総合調停センター，法テラス大阪等への訪問，ネパール側参加者の発表，
アドバイザリー・グループ委員との検討会など

24  各本邦研修の詳細については，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ５８号1５４頁以降（第1回），６1号1７2頁以降（第2回），
６2号８０頁以降（第３回），６６号５５頁以降（第４回），６９号1５９頁以降（第５回）及び７０号1５1頁以降（第
６回）で紹介されています。
25  本稿では，“Appellate Court”を「高等裁判所」と表記しました。



ICD NEWS　第87号（2021.6） 93

⑸　第５回本邦研修
日程：2０1６年７月1９日～2９日
ネパール側参加者： 最高裁判所判事，高等裁判所判事，地方裁判所判事など1５

名
内容： 民事事件管理，刑事事件管理，民事調停等についての講義，最高裁判所，

大阪地方裁判所，日本弁護士連合会，大阪大学等への訪問，ネパール側参
加者の発表など

⑹　第６回本邦研修
日程：2０1６年11月2８日～12月９日
ネパール側参加者： 最高裁判所判事，高等裁判所判事，地方裁判所判事，地方検

察庁検事，弁護士など1３名
内容： 日本の調停制度，民事事件管理，刑事事件管理，検察庁の検務事務等につ

いての講義，最高裁判所，大阪地方裁判所，日本弁護士連合会等への訪問，
ネパール側参加者の発表など

３　このプロジェクトは，当初は2０1７年３月までの予定でしたが，2回にわたって
延長され，2０1８年３月に終了しました。同年2月にカトマンズで実施された「ラッ
プアップ・セミナー」では，プロジェクトの振返りが行われ，その成果が確認されま
した。プロジェクトの成果物としては，事件管理に関しては，事件管理ガイドライン，
同ガイドラインのトレーニングマニュアルなど，調停に関しては，調停 Basic Concept 

Note，研修講師用教材，基礎研修副読本などがあり，その他，モデル地方裁判所にプ
レハブの調停センターを建設するなど物的支援も行われました。

第４　新５法成立～運用・普及支援へ

1　前記で説明したとおり，ムルキ・アインから独立した「新５法」（民法，民事訴訟法，
刑法，量刑法及び刑事訴訟法）は，2０1７年1０月に成立し，2０1８年８月に施
行されました26。新しい法律に関する支援は，その成立・施行により終了するのでは
なく，運用を担う人材の育成や関連する法令，制度の構築，法曹や一般市民への普及
などを手助けするという形で，むしろ施行後に本格化すると言っても過言ではないと
思います。
国際協力部は，新５法の施行直前の2０1８年５月及び８月に，ネパール最高裁判
所の要請を受けて，最高裁判所及び国家司法学院との共催により，刑事法関係の現地
ワークショップを実施しました。施行後1年を経ても，新５法の運用・普及支援に対
するネパール側の要望は根強く，国際協力部は，2０1９年８月には，最高裁判所と
の共催により，民法や刑事法に関する現地ワークショップを行うとともに，最高裁判
所法曹協会27がＪＩＣＡと共に開催するワークショップにも参加し，同年12月にも，

26  新民法の概要については，前掲2０石﨑「ネパール新民法の概要」参照
27  Supreme Court Bar Association。最高裁判所に対応する弁護士の単位会
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民法をテーマとする現地ワークショップを実施しました。これらのワークショップで
は，民法については，旧法時代にはなかった契約類型や物権の種類，新しく導入され
た不法行為法28や国際私法を取り上げ，刑事法についても，保護観察・仮釈放，公判
前整理手続といった新法で新たに導入された制度29に関連するテーマを中心的に扱っ
て，ネパールの実務家が新法に対する理解を深めるのを手助けすることを目指しまし
た。また，「法律のプロ」だけを相手とするのではなく，2０1９年12月のネパー
ル出張時には，National Law Collegeにおいて，不法行為の事件を題材とした模擬裁
判を実施し，同大学の学生らに，不法行為の事例や民事訴訟手続を体感してもらう試
みも行いました30。
各ワークショップの概要は，以下のとおりです。

⑴　2０1８年５月のワークショップ
共　催：最高裁判所，国家司法学院，国際協力部
ネパール側参加機関：各裁判所，検事総長府，警察，刑務所，司法省，内務省等
テーマ：量刑，社会内処遇

⑵　2０1８年８月のワークショップ31

共　催：最高裁判所，国家司法学院，国際協力部
ネパール側参加機関：各裁判所，検事総長府，警察等
テーマ：令状，公判前整理手続

⑶　2０1９年８月のワークショップ32

ア　共　催：最高裁判所法曹協会，ＪＩＣＡ
　ネパール側参加機関：各裁判所，各弁護士会，司法省，大学等
　テーマ：契約法，不法行為法，国際私法
イ　共　催：最高裁判所，国際協力部
　ネパール側参加機関：各裁判所
　テーマ：契約法，不法行為法，公判前整理手続

⑷　2０1９年12月のワークショップ33

共　催：最高裁判所，国家司法学院，国際協力部
ネパール側参加機関：各裁判所
テーマ：財産法，不法行為法，国際私法

2　ＪＩＣＡは，新５法が成立した後も，個別専門家案件により新民法の普及を支援す
る活動を続けています。新民法の成立前から現地で活動を行っていた石﨑明人専門家
（2０1７年８月～2０1９年８月派遣）や民法の起草を支援したＡＧ委員の松尾教

28  新しく導入された不法行為法については，ＡＧ委員である木原浩之教授が，「ネパール不法行為法の誕生」（ＩＣＤ　
ＮＥＷＳ８６号５４頁以降）にて解説されています。
29  新しい量刑法については，前掲５森永「最近のネパール刑事法の動向～「量刑法」を中心に～」参照
30  ＩＣＤ　ＮＥＷＳ８2号９６頁以降参照
31  ＩＣＤ　ＮＥＷＳ７６号1６８頁以降参照
32  ＩＣＤ　ＮＥＷＳ８1号11０頁以降参照
33  ＩＣＤ　ＮＥＷＳ８2号９６頁以降参照
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授，南方教授及び木原教授を中心に，現地セミナー，民法の内容を一般市民に分かり
やすく解説するリーフレットの作成，民法の概説書の作成などを行い，国際協力部も
これらの活動に協力しています。石﨑専門家が2０1９年８月に帰国した後，ＣＯＶ
ＩＤ－1９の感染拡大等により現地に専門家を派遣できない状況が続いていました
が，2０21年３月に後任の磯井美葉弁護士34が派遣され，今後民法普及のための活
動が加速していくものと思われます。
３　ＵＮＡＦＥＩに移管された前記の刑事制度比較の共同研究は，新５法成立後も毎年
実施されています。新５法成立後は，新法における手続運用上の諸問題をテーマとし，
起訴猶予，公判前整理手続，量刑，保護観察・仮釈放等を取り上げ，検事総長府，最
高裁判所，国家司法学院及び警察から参加者を日本に招いて，講義，発表，見学等か
ら成るプログラムを行っています。国際協力部のネパール担当教官も，ＵＮＡＦＥＩ
の調査・準備のための現地出張に参加したり，講義を担当するなどして，この共同研
究に協力しています。

第５　「ウィズ・コロナ」の時代～オンラインの活用

1　2０2０年は，まさに「コロナ」一色の年となり，国際協力部のネパール支援活動
も多大な影響を受けました。ネパールへ渡航することができなくなり，現地で行って
いたワークショップ等の活動を実施することが不可能になりました。しかしながら，
このパンデミックが収束するまで活動を中断すると，これまで継続的に行っていた活
動の成果が定着する機会を逃してしまうことになりかねません。そこで，ネパール最
高裁判所や国家司法学院の担当者と協議し，これまで現地で行っていたものと同様の
テーマのセミナーをオンラインで実施することになりました。心配していたネパール
側の通信の問題は，セミナーの運営に支障が生ずるほどのものではなく，オンライン
ツールの習熟についても，ネパール側は頻繁にオンラインで会議，研修等を行ってい
るとのことで，全く問題がなく，オンラインでも臆することなく活発な議論が行われ
ました。チャット機能を用いて質問を受け付けたり，ブレイクアウトルーム機能を用
いて少人数のグループでのディスカッションを行ったりするなど，オンラインツール
の機能を活用してより効果的なセミナーを行うことができるよう試行錯誤をしている
ところです。
この「オンラインセミナー」は，本稿執筆時点で，2０2０年12月及び2０21
年３月の2回行われており，2０21年度も継続して実施される予定です。既に実施
されたセミナーの概要は，次のとおりです。
⑴　第1回オンラインセミナー35

実施日：2０2０年12月2日
共　催：最高裁判所，国家司法学院，国際協力部

34  モンゴルやカンボジアの長期専門家を経験され，2０2０年３月までＪＩＣＡ国際協力専門員
35  ＩＣＤ　ＮＥＷＳ８６号1５1頁以降参照
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ネパール側参加機関：各裁判所
テーマ：不法行為法，国際私法，公判前整理手続

⑵　第2回オンラインセミナー
実施日：2０21年３月1６日
共　催：最高裁判所，国家司法学院，国際協力部
ネパール側参加機関：各裁判所
テーマ：不法行為法，国際私法，過失の判断手法（刑事）

2　前記1のセミナー以外の活動も，オンラインを活用して継続しています。ＪＩＣＡ
の民法普及支援活動は，リーフレットの作成に協力していただいているネパールの学
生とのミーティングやＡＧの会合をオンラインで行い，また，ＵＮＡＦＥＩの刑事制
度比較の共同研究は，2０21年2月にオンラインで実施されました36。
３　本稿執筆時点で，ＣＯＶＩＤ－1９はいまだ収束に向かっているとは言い難い状況
です。従前のようにネパールと日本を行き来して活動できるようになるのがいつにな
るか全く見通しは立っておらず，当分の間は，オンラインでの活動を続ける以外の選
択肢はありません。また，物理的な移動にかかる時間と費用を節約できる，ネパール
各地から参加できる上参加者の数に事実上制限がないなどといったオンラインのメ
リットを考えれば，ＣＯＶＩＤ－1９が収束したからといって，オンラインの活動を
全て止めてしまうことは合理的ではないでしょう。したがって，「アフター・コロナ」
においてもオンラインでの活動が一定程度は継続されることを想定して，オンライン
セミナー等の経験値を蓄積していくことが重要であると思います。

第６　おわりに

以上，駆け足ではありますが，国際協力部のネパール支援活動を振り返りました。
こうして振り返ってみると，ネパール支援活動の歴史は，法案の起草から成立・施行
後の運用・普及支援に至るまで，新５法をめぐる歴史と密接に連動していることが分
かります。新５法は，2０1８年８月の施行からわずか2年半余りを経過したばかり
であり，今まさに，ネパールの法曹の方々の実務の積み重ねによって発展していこう
としているところですが，この発展の過程において，今後も国際協力部が何らかの手
助けをしていくことができれば，幸いに思います。
12年以上にわたるネパール支援活動のうち，当職が関わったのは直近の2年間だ
けですが，過去の活動の足跡をたどると，その土台となっているのは，日本の知見，
経験から学びたいというネパール側の強い意欲と，それに何とか応えようとする日本
側の真剣な姿勢であると感じました。言うまでもなく，ネパールに対する支援活動は，
国際協力部が単独で行っているものではなく，ＪＩＣＡの各案件で現地に派遣された
専門家の方々，ＡＧ委員の先生方，本部及び現地事務所のＪＩＣＡ職員の方々，その

36  2０21年は，起訴猶予，量刑及び保護観察・仮釈放を取り上げました。
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他多くの関係者の熱意と努力の上に成り立っているものです。国際協力部は，このよ
うな支援体制の一員として，今後も，ネパールの人たちとの間で良好な関係を築きな
がら，その熱意に対し真摯に取り組んで，ネパールの新しい時代の法制度を築き上げ
るために貢献していきたいと考えています。
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東ティモールに対する法制度整備支援活動を振り返って

国際協力部教官　
川　野　麻衣子

１　はじめに

東ティモール民主共和国（以下「東ティモール」という。）は，インドネシアの南東
にあるティモール島の東側に位置する国で，2００2年に独立を回復した比較的新しい
国である。独立回復後，国際機関や各国の力も借りながら国づくりを進めており，法分
野については，2０11年に策定された「東ティモール司法分野戦略計画2０11－
2０３０」（以下「戦略計画」という。）に基づいて法制度の整備や人材の育成等様々な
取組が進められている。
本稿では，ＩＣＤ創設2０周年という節目に当たり，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ英語版
（2０1９年３月）に掲載された東ティモール司法省法律諮問立法局のヴィタル局長の
論文1から，東ティモールの法制度の現状及び課題をご紹介するとともに，東ティモー
ルに対する当部の法制度整備支援活動について簡単に振り返ることとしたい。なお，本
稿中，意見部分は，当職の私見である。

２　東ティモールの法制度の現状と課題

⑴　東ティモールの歴史的経緯
東ティモールは，1６世紀から長くポルトガルの植民地となっており，第二次世界

大戦中には一時日本が占領していたこともあったが，大戦後には，再びポルトガルが
支配を回復している。1９７５年に一度独立が宣言されたものの，その翌年に今度は
隣国のインドネシアに併合された。
1９９９年８月には，インドネシアからの独立を問う住民投票が行われたが，その
わずか９日後に，国内の反乱軍等による暴動が発生し，同年1０月からは国連東ティ
モール暫定行政機構（ＵＮＴＡＥＴ）により統治されることとなった。その後，
2００2年５月2０日にようやく独立を回復したが，独立回復後も，2００６年に内
紛が起こるなど不安定な状況が続いていたところ，現在では治安も安定している2。

⑵　法制度の現状と課題
憲法は2００2年に制憲議会により制定され，刑法は2００９年に，民法は

2０11年にそれぞれ成立し，その他様々な法令が既に制定されている3が，ヴィタ
ル局長からは，法制度について次のような課題が挙げられている。

1  Nelinho Vital“Legal Assessment and Challenges of the Judicial Reform in Timor-Leste”ＩＣＤ　ＮＥＷＳ　英語版（2０1９
年３月）pp.31-38
2  外務省ホームページ。https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/easttimor/kankei.html（最終閲覧日：2０21年５月９日）
3  東ティモールでは，国民議会と政府が立法の権限を有する（憲法９５条及び11５条）。
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まず，歴史的な背景から，東ティモールの憲法及び法令は，ポルトガル法を基礎と
しており，現在でも有効なＵＮＴＡＥＴの規則やインドネシアの法律もあって，法制
度が複雑であり，法令の理解や分析が困難となっている4ということである。
また，制定された法令が必ずしも東ティモールの実情を反映していないという問題
もある。人材不足により，特に独立回復直後に起案された法令は他国の法令を「コピー
＆ペースト」することが通例となっていた。また，法令の起草作業に携わった者がほ
とんど外国人だったことから，東ティモールの人々や文化といった社会学的な観点が
考慮されなかったことも問題となっている。つまり，多数の法令が，起草者が思い描
いていたようには執行されておらず，慣習に反するために適用できないものさえある。
例えば，民法はカトリック婚，慣習婚及び民事婚について規定しているが，その他の
宗教に基づく婚姻が存在するにもかかわらず，そのような婚姻についての規定が置か
れていない5。
さらに，東ティモールにおける法制度の発展の大きな障壁の一つとして，言語の問

題がある。法の分野で使用されている言語はポルトガル語であるにもかかわらず，ポ
ルトガル語を使用できる者はごく限られている6。そのため，法令の起草について，海
外，特にポルトガル語を使用するポルトガル，カーボベルデ，アンゴラなどの専門家
に頼らざるを得ない。ほぼ全ての国民がポルトガル語の十分な知識を持っていないこ
とで，国民が法令の起草作業に参加できないという問題もあり，言語が，法の起草者
と国民とのギャップを作り出している7。
これらの課題を踏まえ，ヴィタル局長は，東ティモール人自身によって，法制度に

関わるすべてのことを決定し，実行し，評価するという法制度の「ティモール化」が
行われるべきであると述べている8。

⑶ 法制度改革の現状
上記のような問題を背景に，2０11年には，司法省が作成した戦略計画が東ティ
モール政府により承認された。この計画は，法・司法分野の組織改善，改革及び法的
枠組，人材開発，インフラ及び情報技術，司法アクセスの５分野について，現状を分
析して課題を洗い出し，その課題に対処するための短期・中期・長期の目標や行動計
画を定めるものとなっている9。
この戦略計画に沿って，2０1５年には，司法改革の調査と評価を主要な任務とす
る司法改革委員会（以下「委員会」という。）が設置された。委員会は，司法省と協

4  前掲1，p.31
5  同上，p.32
6  東ティモールの公用語は，憲法においてポルトガル語及びテトゥン語と定められているが，ポルトガル語を解する者
はごくわずかである。また，テトゥン語は口語中心の言語であることから，語彙に乏しく法律を起草するのに適さない
と言われている。森永太郎「東ティモール法案作成能力向上研修」ＩＣＤ　ＮＥＷＳ　第４2号 p.11，江藤美紀音「東
ティモール法整備支援・共同法制研究～自立へのささやかな挑戦～」ＩＣＤ　ＮＥＷＳ　第５３号 p.159参照。
7  前掲1，pp..32-33
8  同上，p.33
9  http://www.mj.gov.tl/files/JSSP_ENGLISH.pdf（最終閲覧日：2０21年５月９日）



100

力して，様々な法令の起草及び施行の過程や法令の内容についての評価を実施し，例
えば，刑法，刑事訴訟法，民法（婚姻法）等について，社会の実情に沿って改善すべ
き点が分析されたほか，法令の起草作業の標準化や法的文書のポルトガル語・テトゥ
ン語の2言語による作成を実施すべき旨の勧告等も行われた。この勧告を含む報告書
は，国民議会及び政府に承認されたが，フォローアップがないままとなっており，さ
らに委員会も2０1７年８月にその役目を終えてしまっている10。
また，2０1８年６月には，第８次連立政府が組閣され，司法改革・議会事務省が
設置された。同省は，法制度や司法を改善する政策に関して，評価等を行うことが任
務とされたが，こちらも2０2０年５月に廃止され，現在，法制度改革の業務は閣僚
会議長に引き継がれ，政府内の法制度改革の取組は司法省により行われている11よう
である。
このように，東ティモールの法制度改革は試行錯誤が続けられている最中であるが，
ヴィタル局長は，今後の課題として，法案起草作業や法令の適用に関する指針の策定，
法案の整合性を監視する組織の構築，法案起草者及び法律翻訳家の能力の強化等が必
要であると述べている12。

３　東ティモールに対する法制度整備支援活動

⑴　これまでの法制度整備支援活動
我が国では，東ティモールの要請に基づき，2００９年から，独立行政法人国際協
力機構（ＪＩＣＡ）の枠組みによる支援又は当部の独自支援により，司法省の職員等
を対象とする法制度整備支援を行ってきた。
上記のとおり，東ティモールの法令は，ポルトガル等の影響を受け，外国人のアド
バイザーが法令起草にも携わっていたことや，国連開発計画（ＵＮＤＰ）等の他ドナー
も法・司法分野の支援を既に実施していたこと等から，具体的な法案ごとに，日本の
法制度や法的な考え方等の情報を提供して議論することによって，司法省の職員等の
法案起草能力の向上を図ることを目標に活動を実施している。
具体的には，年に2回程度，当部の教官等を現地に派遣して，テーマとして取り上
げた法令案に関するセミナーを実施するほか，1年に1回，約一週間程度，司法省の
職員等を日本に招へいして本邦研修を実施してきた。
これまでに起草を支援した法案は，逃亡犯罪人引渡法，違法薬物取締法，少年法，
調停法，婚姻法，国籍法など多岐に渡り，逃亡犯罪人引渡法は，国際刑事司法協力法
（Cooperação Judiciária Internacional Penal）の一内容として2０11年に，違法薬物取
引取締法（Lei de Combate ao Tráfico Ilicito de Drogas）は，2０1７年にそれぞれ成立
している。

10  前掲1，pp..33-35
11  東ティモール政府ホームページ。http://timor-leste.gov.tl/?p=24880&n=1&lang=en（最終閲覧日：2０21年５月７日）
12  前掲1，pp..37-38



ICD NEWS　第87号（2021.6） 101

さらに，当部では，2０1８年度から，上記の活動に加え，法曹人材育成の観点か
ら，東ティモール法律司法研修所と協力し，裁判官や検察官，弁護士を対象とした司
法制度に関する現地セミナーを開始したほか，同じく2０1８年度から，国連極東ア
ジア犯罪防止研修所（ＵＮＡＦＥＩ）においても，司法省矯正社会復帰局に対する刑
務所の運営に関するセミナー等が実施されている。

⑵　最近の活動状況
2０1７年以降は，司法省からの要請に基づき，主に土地関連法を対象とした起草
支援を実施している。東ティモールの土地については，複雑な歴史的経緯から，伝統
的に使用してきたもの，ポルトガル植民地時代に使用を認められたもの，インドネシ
ア占領時代に使用を認められたもの，独立回復後に取得したもの等があり，所有権を
めぐって紛争が日常的に発生し，深刻な問題となっている。戦略計画においても，土
地関連法の整備が目指されており，2０1７年には，土地の所有権を確認するための
「不動産所有権の定義のための特別措置法」が施行されたが，土地の所有権を確認す
るに当たり，土地の現況の把握や土地に関する権利を公示するための制度等が必要で
あり，地籍調査に関する法律や不動産登記法等の制定が急がれている。
残念なことに，東ティモールでは，2０1８年以降，政局が混乱したことによって，
全ての法案が閣僚会議及び国民議会で審議されないという事態が生じていたが，
2０2０年に入って事態が改善し，現在は，過去に起案した法案の見直しも含め，土
地に関する様々な法令についての起草作業が加速している。
他方で，2０2０年度以降は新型コロナウイルス感染症の影響により，本邦研修等

オンラインセミナーの様子。画面右がヴィタル局長
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の従来の法制度整備支援活動が実施できていないが，昨年11月から，約1ヶ月に1
回，1～2日間のオンラインセミナーを実施して，日本側の知見を提供し，東ティモー
ルの法案についての協議を続けている。
ヴィタル局長が課題として述べていた法案の「ティモール化」が図られることを少
しでも目指すことができればと思い，例えば，法案と民法などの他の法令との整合性
について検討したり，法案施行後のイメージを持ってもらうために，日本や他国の法
律の運用状況を紹介したりして，法案についての協議を重ねている。

４　おわりに

今回は，紙幅の都合により，簡単なものとなってしまったが，東ティモールの法制度
の現状と課題及び当部における東ティモールに対する法制度整備支援活動についてご紹
介した。それぞれの活動の詳細については，ぜひ過去のＩＣＤ　ＮＥＷＳをご覧いただ
きたい。
なお，今回，過去の支援を振り返るためにＩＣＤ　ＮＥＷＳを読んでいたところ，司
法省では立法事実・立法目的に関する議論をしないまま法案起草作業に着手している13

との記述があった。しかし，先日のオンラインセミナーで取り上げたある法案では，司
法省の職員がどのような目的でどういう規定が必要なのかをきちんと把握し，自分たち
の言葉で説明しており，支援開始当初から比べると明らかに司法省職員の法案起草能力
は上がっているものと思われる。
また先日のオンラインセミナーで，司法省の職員から，「私たちの法案について私た
ちと同じ目線に立って，私たちと一緒に研究してくれることに大変感謝している。専門
家にアドバイスをいただく機会がなかなかないので，日本とのセミナーは貴重な機会で
ある。」という言葉をいただいた。当職は未だオンラインセミナーを数回担当したにす
ぎないが，これまでに支援を担当してこられた方々の着実な活動により，司法省との間
で確かな信頼関係が結ばれていることを強く感じた言葉であった。
今後も当面は，オンラインセミナーを続けていくことになると思われるが，オンライ
ンを活用できるようになったことから，従来に比べてセミナーの頻度も上がったので，
工夫を重ねながら，東ティモールの法制度がよりよいものとなるよう支援を続けていき
たい。
最後に，東ティモールにおいては，本年３月2９日から４月４日にかけて発生した豪
雨により洪水が発生し，死者や多数の行方不明者が発生しているほか，司法省を含む建
物等にも多くの被害が生じた。幸いカウンターパートの職員は無事であり，オンライン
セミナーも続けられているが，亡くなられた方のご冥福をお祈りするとともに，被災さ
れた方の一日も早い復興を祈念している。

13  森永太郎「東ティモール法案作成能力向上研修」ＩＣＤ　ＮＥＷＳ　第４2号 p.14



ICD NEWS　第87号（2021.6） 103

外国法制・実務

ウズベキスタンにおける最近の改革と新しい行政裁判所制度について 

RECENT REFORMS AND NEW ADMINISTRATIVE COURT SYSTEM 

IN UZBEKISTAN

タシケント国立法科大学准教授（行政法及び財務法務部門）法学博士　
ネマトフ・ジュラベック（Nematov Jurabek）

要約

ウズベキスタンでは，行政機関による個人的・規範的行為に対する司法保護が，引き続
き問題となっている。
これが問題となる主な理由の1つは，法的な思考と法的な慣行におけるソビエト式のア
イデアとパターンの継続的な普及である。
本稿では，行政分野の問題についての法的保護を発展させるなかで，このようなソビエ
ト式の遺産を乗り越える際の，管轄の問題を説明するとともに，この状況を改善するため
の戦略を分析する。この点で，ソビエト後の国々では，市民は，特定の行政行為に不服従
した後に課された行政罰に対して，前の行政行為について直接裁判所に対して上訴するの
ではなく，後に課された行政罰について上訴することが許されていると考えるのが極めて
一般的である。これが，ウズベキスタンの行政裁判の一環としての行政処罰の理解におけ
る誤解を変えることなく，行政裁判を発展させることが非常に難しい理由である。重要な
ことは，ウズベキスタンで行われている最近の改革は，行政処罰事件を含むことなく，行
政の正義を発展させる大きな希望を与えている。行政裁判が，伝統的なソビエトの行政処
罰事件から分離されつつあることは，ポストソビエト諸国の文脈において前向きな動きで
ある。関連して，本稿では，ウズベキスタンにおいて，今日の行政法改革，特に行政手続
法の実務での適用に関する分析を探求する。法改正はまだ法務，教義，法学教育によって
はまだ受け入れられていない。これに基づいて，ウズベキスタンにおける行政法の理論の
発展が重要であることを強調する必要がある。特に，行政法の分野における裁判所の決定
を絶えず分析することにより理論と裁判所の実務との関係を維持する必要性，行政裁判所
の決定を研究する事例研究に基づいて法務担当者を訓練することの重要性，行政実体法が
発展することの重要性，そして行政法の前向きな面についての新しい分野を発展させてい
くことである。

キーワード：�ソビエト式行政裁判，行政訴訟，行政手続，法学教育，行動戦略2０1７－
2０21，行政裁判所，管轄権，事件調査，原文に基づく実証主義，裁判官
による法律
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前書き

ウズベキスタンやその他のソビエト後の国々における行政行為に対する司法審査には，
共通の歴史がある。1９６０年代まで，それは主にソビエト政権によって拒否された。そ
の後，法律に大きな変更があったが，法的な慣行はあまり変わらなかった。1９７７年の
ソ連憲法と1９８７年の「市民の権利を侵害する役人による違法行為に対して裁判所に訴
える手続きについて」の法律は，行政行為に対する司法審査をソビエト法に導入する上で，
重要な役割を果たした。ソビエト連邦の崩壊後，行政行為に対する司法審査の分野におけ
る法的思考と実務は，多くのポストソビエト諸国やウズベキスタンにおいては，長い間実
質的に変化しておらず，裁判所へのアクセスと行政事件の法廷裁判における公正な手続き
へのアクセスについての権利の実現に問題を引き起こしている。しかし，シャフカット・
ミルジヨーエフ大統領が率いる新しい政権の下では，法制度と行政法に大きな改革がされ
た。まず，上記の変更の主な特徴について，説明する。

行政法の改革：継続性，変化，問題

ウズベキスタンの憲法や法律が，行政との関係で市民や民間の起業家のための権利と自
由を保証する。たとえば，ウズベキスタン憲法第４４条（1９９2年12月８日）は，行
政行為に対して裁判所に上訴する権利（裁判所にアクセスする権利）をすべての人に保証
している［1］。
ウズベキスタンは，行政裁判の分野で，法改正を導入しようとしている。通常の裁判所
でされた行政訴訟は，「人権と自由を侵害する行動や決定に対する裁判所での訴え」に関
する法律（以下，「1９９５年の控訴法」という。）［2］と改正前の民事訴訟法（以下，
ウズベキスタンの「元ＣＰＣ」という。）に基づいていた。
これらが採択された初期段階では，これらの法律の間には多くの類似点があった。
ウズベキスタンの1９９５年の控訴法は，1９８９年のソ連の控訴法と非常に類似した，
一般的な規則と内容を含む1０の条文で構成されている。個人が，例外なく，行政機関の
いかなる行動に対しても，裁判所に上訴することを認める一般条項があった。しかし，実
際には，多くの場合，裁判所に上訴することは非常に困難であった。たとえば，ウズベキ
スタンでは，規範的な法的行為（行政機関の規制行為）や行政機関の不作為は訴訟の対象
とはなり得ず，個人が侵害された権利の救済策を見つけるのは困難であった。
ウズベキスタンの法制度は，審査基準に関する詳細な規定を提供していなかった。した
がって，裁判所は，事実認定を検討し，法律の解釈と行政機関が到達した結論の解釈をす
る程度について，明確な理解を欠いている。常に，裁判所は，新しい事実を聴くことがで
き（de novo），裁判所の手続は訴訟や裁判に似ている。ウズベキスタンでは行政決定を下
すための行政手続規則がない限り，法廷での審理は，行政機関によって収集された事実に
限定されていなかった。
上述で分析された問題は主にソビエトの過去に根ざしている。しかし，問題があるだけ
でなく，変化への希望もある。
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ウズベキスタンの新大統領に選出されたシャフカット・ミルジヨーエフは，新ウズベキ
スタンの建設を開始し，戦略行動2０1７－2０21［３］に従っていくつかの行政法改
正を導入した。その結果，行政裁判所制度が導入され，行政改革の概念が採用された［４］。
2０1７年６月1日，ウズベキスタン共和国の大統領令は，カラカルパクスタン共和国
の行政裁判所，地域およびタシケント市，地区（市）行政裁判所の設立，ならびに司法委
員会の設立を提案し，また，ウズベキスタン共和国最高裁判所の行政問題に関する司法委
員会の設立も提案し，そこでは公法関係から生じる行政紛争や行政処罰の事件を裁定する
［５］。ウズベキスタン共和国の憲法［６］，ウズベキスタン共和国の裁判所に関する法律，
ウズベキスタン共和国の民事訴訟法および経済手続法［７］に関連する変更が加えられ，
行政裁判所の形成を規定した。
加えて，2０1８年の初めに，行政手続法（ＡＰＬという［８］）とウズベキスタン共
和国の行政訴訟法（ＣＡＬという［９］）が制定された［1０］。これは誇張することなく，
基本的に国際基準を満たしているものである。
行政裁判に関する改革も，近い将来，重要な改革の一つとなるだろう。大統領令（日付
2０2０年2月３日号ＵＰ－５９５３及び日付2０2０年７月2４日号ＵＰ－６０３４）
は，行政裁判所から行政処罰訴訟を廃止し，刑事裁判所へ移管することを発表した［11］。
2０21年2月８日ウズベキスタン憲法1０７条の改正，そして行政訴訟法典の
2０21年1月12日改正によって，第一審地区間行政裁判所全国1４（各地方一つずつ），
第二審地方行政裁判所全国1４（各地方，カラカルパクスタン，タシケント市一つずつ），
破棄審（最高裁判所行政裁判法廷）ができ，2０21年1月から行政処罰事件が刑事裁判
所へ移管された。
ソビエト時代以来，行政法の主要部分として行政処罰制度が定着してきた。しかし，欧
米諸国の視点から見ると，行政裁判は違法行為の処罰を中心とした制度ではなく，違法な
行政行為を廃止することであることが分かる。
今日でも，一部のウズベキスタンの学者は，行政処罰システムと行政裁判を同一視する
か，少なくとも行政処罰システムは行政法の一部であると主張している［12；1３；
1４］。
この点で，ソビエト後の国々では，市民は，特定の行政行為に不服従した後に課された
行政罰に対して，前の行政行為について直接裁判所に対して上訴するのではなく，後に課
された行政罰について上訴することが許されていると考えるのが極めて一般的である。こ
れが，ウズベキスタンの行政裁判の一環としての行政処罰の理解における誤解を変えずに
行政裁判を発展させることが非常に難しい理由である。重要なことは，ウズベキスタンで
行われている最近の改革は，行政処罰事件を含むことなく，行政裁判を発展させる大きな
希望を与えている。行政裁判が，伝統的なソビエトの行政処罰事件から分離されつつある
ことは，ポストソビエト諸国の文脈において前向きな動きである［1５］。
上記の改革と法改正は，ウズベキスタン共和国の行政法における大きな進歩の基礎を築
いた。行政法の発展に関する多くの科学的議論や提案は，まだ実際の実施を見ていない。



106

短期間で実施された法改正により，これらの待望のアイデアが実現した。しかし，関連法
の採用によっても，ウズベキスタン共和国における近代行政法の発展において，大きな突
破口を達成することは不可能であることを心に留めておく必要がある。法理，実務，教育
もこれらの変化を受け入れるべきである。
これが，行政手続法がある程度使用されている裁判実務からの分析である。

伝統的な法的思考による新しい行政法の認識

ソビエト後の司法慣行のための新しい法律としての行政手続法の適用は，今日における
最も実際的な法的問題の1つであると言える。調査によると，ウズベキスタンの新しく設
立された行政裁判所は，条件付きで言えば，３つの方法で，行政手続法を実務に適用して
いる。裁判所の最初のカテゴリーは“積極的に”適用している，2番目のカテゴリーは“慎
重に”適用している，そして３番目のカテゴリーは行政手続法の規範を“まったく適用し
ていない”。
最初のカテゴリー，裁判実務および関連する裁判所文書に行政手続法を積極的に適用す
る行政裁判所は，法の第1条，第４条，第５条，第９条，第2４条，第５９条，第６０条
を使用して決定を正当化した。
特に，知事の決定に対する検察官の抗議の再検討および取消しの過程において，知事が
利害関係者の参加を確保できなかったことは，聴聞へのアクセスの原則に関する法律第９
条に違反していることが指摘された。これは，今度は，利害関係者の権利の重大な違反で
あり，その結果，行政裁判所は，関連する決定が無効であると判断した。
第2のカテゴリーは，行政機関，行政法務活動など，行政手続法第４条の特定の概念を
参照することに限定されている。したがって，このような行政裁判所は，行政手続法の実
際の適用に慎重であると言える。実際，彼らは，行政手続法が裁判実務に適用できること
を否定することなく，限られた範囲で行政手続法を適用することを好む。
第３のカテゴリーの行政裁判所は，いくつかの理由で，裁判実務に行政手続法を適用す
ることを急いでいない
この結果は，Ｋ üｈｎの分析につながり，現在の問題の理由として経路依存性の概念に
重みを与える。ウズベキスタンでは，裁判所は依然として形式主義者であり，「裁判官は，
法文の明白な意味の議論を採用し，この法文からの一種の避けられない論理的推論として
彼らの分析を提示する。」ことは依然として真実である。その理由は，裁判官は法令（た
とえば，ウズベキスタン行政訴訟法第1５条）に拘束されており，制定された法律を遵守
しなければならないためである［1６］。裁判所は，裁判所にアクセスする権利の尊重を
確保し，憲法上の権利と自由を保証することとしての役割を考慮していない。言い換えれ
ば，ウズベキスタンの裁判所は，憲法上の権利と市民の自由を保護することを意識してい
ない。憲法と制定法によって提供される市民の権利と自由を保護するのは，裁判所の機能
ではなく，むしろ，検察院の機能であるかのようである。
この点で，Ｋ üｈｎは，社会主義法においてさえ，裁判官が作成した法律および裁判官



ICD NEWS　第87号（2021.6） 107

によって行われた補足的な解釈は，有害であるか，せいぜい疑わしいものとみなされたと
認められたと主張している［1７］。この問題の理由の1つは，法律専門家に関する十分
な知識の欠如，法科大学院での包括的かつ基礎的な研究の不足，法律の教科書と最新の判
例集の欠如，裁判所実務へのアクセスの制限，一般的な行政訴訟および行政法に関する法
的訓練の不十分さにある。
それにもかかわらず，ウズベキスタン政府がこれらの進行中の問題を意識していないと
読者に思わせるべきではない。政府は，近い将来の変化に希望を与えるいくつかの法改正
を導入しようとしている。政府は，これらの一連の問題をますます意識するようになった。
これに関連して，新しく選出されたミルジヨエーフ大統領による最近の法令は驚くべきこ
とではない。これらの法令は，法学教育のシステムをさらに改善し，分析的な法学教育の
新しい方法と事例研究を導入することを目的としている［1８］。

結論

本稿では，現代のウズベキスタンにおける行政訴訟の法的問題について説明した。結論
として，行政訴訟は依然として行政法の最も問題のある問題の1つであることに言及する
必要がある。また，手続規則を確立するだけでは，現代のウズベキスタンにおける行政訴
訟に関する問題を解決するのに十分ではないと結論付ける必要がある［1９］。
まず第一に，法学教育は，市民と法人の権利と自由を保護することを支持する方法で改
革されるべきである。法的な議論と法解釈に基づいた，分析的な判例法の研究にさらに重
点を置く必要がある。本稿の分析を通じて，法律の変更が，タイムリーで公正な司法への
アクセスを保証することが期待される。
現在のウズベキスタン政府は，その点で多くのことを行っている。行政法と政策の分野
では，多くの継続的な改革がある。ますます多くの法的保証が，事業活動に与えられてい
る。例えば，2０1８年1月に採択された行政手続法及び行政訴訟法典や，2０21年1
月から行政処罰事件審理が行政裁判所の管轄から刑事裁判所へ移管されたことは，ウズベ
キスタンの行政法の将来の発展に希望を与えている。
これに基づいて，ウズベキスタンにおける行政法の理論の発展が重要であることを強調
する必要がある。特に，行政法の分野における裁判所の決定を絶えず分析することにより
理論と裁判所の実務との関係を維持する必要性，行政裁判所の決定を研究する事例研究に
基づいて法務担当者を訓練することの重要性，行政実体法が発展することの重要性，そし
て行政法の前向きな面についての新しい分野を発展させていくことである［2０］。
その意味で，立法府や実務弁護士だけでなく，行政法学者も，分析的な法的思考，法的
議論，立法行為の解釈の精神で，理論の確立と発展，法科大学院生の教育に積極的に取り
組む必要がある。最後になるが，このプロセスにおける国際的なドナー組織とパートナー
大学の役割は非常に大きなものである。この点に関して，例えば，日本の法務省法務総合
研究所国際協力部とウズベキスタン司法省が共同で2０1９年から行政法分野で実務家向
けのマニュアルの作成活動を実施していることも特に強調しておきたい。共同比較研究の
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実施，教科書の発行，会議，ワークショップ，トレーニングの開催は，双方向型の対話を
促進し，全ての関係者を鼓舞し，最終的にはウズベキスタンでの司法アクセスの全体的な
改善と企業家活動の発展につながる可能性がある。
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はじめに

本稿はＩＣＤ　ＮＥＷＳ第８５号及び第８６号の続きである。本稿は，2０21年現在
のカンボジアの法令起草の仕組みがいかなるものかを分析した上で，法令起草の各段階に
おける相互の影響関係の全体像を描き出す。また，省庁の法律部局における法令の起草作
業から得られた筆者の経験上の懸念点とカンボジアの法令起草の制度を整理し，執筆する。
本稿が今後のカンボジアの司法改革と法整備支援国のための参考情報になれば幸いである。
カンボジアの特色の一つとして内閣提出法案の場合，内閣法律家評議会による事前審査
があることが挙げられる。憲法院も存在するが，違憲審査制については消極的主義を採っ
ており，委任立法に関する判決が存在しない1。しかし，実際には行政府への委任立法が多
数行われており，内閣法律家評議会において厳密に合憲性の検討がなされるかどうかが鍵
となっている。
また，起草者である議員においても，カンボジアの法制度及び法起草のノウハウの理解
を深めないと，カンボジアは委任立法に頼らざるを得ないという深刻な問題に陥っていく
ことが懸念される。
カンボジアでは，戦後数十年にわたって立法学及びその体系化の必要性が高いとされて
きたわけであるが，残念ながら，総合的かつ体系的な立法学としての研究成果は現れてい
ない。
1９９３年から2０1９年までに制定された法律は，５３７件あって，2０1８年には
1９，2０1９年には2６の法律が制定された2。2０2０年には正式なデータが出ていな
いが，新型コロナウイルス感染症の影響で制定された法律の数は減少すると思われる。こ
れまでのところ，これだけの数の法律が制定されてきたが，違憲ではないかと思われるも
のは少なくない。
本稿は，このような関心から，内閣法律家評議会による事前審査を中心に，カンボジア
の法令立案の手続きを巡って，如何なる問題を抱えているのかを検討する。
本稿の構成は，３章から成り，第1章はカンボジアの立法過程の概要，第2章は法令起
草のプロセス上の問題，第３章は法令の形式上の問題に着目する。

第１章　立法過程の概要

1．1．憲法上の重要な条文
カンボジア王国憲法によれば，カンボジアの立法制度は以下のとおりである。
まず，立法府には，国民議会と上院がある。国民議会及び上院は，立法権を持つ機
関であり，憲法及び施行された法律に定められた任務を遂行する機関である（第９０
条，第９９条）。また，上院議員，国民議会議員及び首相は，立法を発案する権利を

1  憲法院の公式ホームページ　https://ccc.gov.kh/を参照（最終アクセス日：2０21年４月2６日）。
2  ទីស្តីការគណៈរដ្ឋមន្ត្រី, របាយការណ៍សង្ខេបស្តីពីសមិទ្ធផលសំខាន់ៗ១ឆ្នា ំនៃការអនុវត្តយុទ្ធសាស្ត្រចតុកោណដំណាក់កាលទី៤របស់រាជរដ្ឋា ភិបា
លនៃព្រះរាជាណាចក្រកម្ពុជានីតិកាលទី៦នៃរដ្ឋសភាឆ្នា ំ២០១៨-២០១៩, ខែធ្នូ ឆ្នា ំ២០២០, ទំព័រ២០【内閣による作成，「カンボジア王
国政府成果報告書2０1８年－2０1９年」，出版日2０2０年12月，2０ページ】。
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有する（第９1条）。国民議会が採択した法律で，国の独立，主権及び領土保全の保
護の原則に反し，政治的団結あるいは国の行政に影響を及ぼすようなものは，無効と
され，憲法院がこの無効を決定する唯一の機関である（第９2条）。
国民議会が承認し，上院で完全に審議された法律で，国王が公布するために署名し
たものは，プノンペンにおいて，署名の1０日後，また全国において署名の2０日後
に効力を発する。しかし，緊急と明記された法律は，公布直後に全国で直ちに効力を
発する。国王が公布するために署名した法律は，官報に掲載し，全国に上記の日程に
間に合うように公示しなければならない（第９３条）。
また，閣僚評議会は，カンボジア王国の政府であり，一人の首相によって統率され，
副首相によって補佐し，上級大臣，国務大臣及び長官は，委員である（第11８条）
とされ，毎週全体の閣議あるいは調査検討閣議を主宰しなければならない。そして，
首相は，全体閣議の議長を務めなければならず，調査検討閣議の議長を副首相に委任
することができる。全ての閣議の議事録は，国王に送付しなければならない（第
12３条）とされている。
憲法院は，憲法の順守を擁護し，国民議会が採択し，かつ上院が完全に審議した憲
法及び法律を解釈する役割を有する（第1３６条）。国王，首相，国民議会議長，国
民議会議員の1０分の1，上院議長あるいは上院議員の４分の1は，国民議会が採択
した法律を公布の前に，憲法院に送って審査をしてもらうことができる（第1４０条）。
そして，いかなる法律も公布後，国王，上院議長，国民議会議長，首相，上院議員の
４分の1，国民議会議員1０分の1，あるいは裁判所がその法律の合憲性の審査を憲
法院に依頼することができる。国民は，国民議会議員あるいは国民議会議長，もしく
は上院議員あるいは上院議長を通じて，上記の条項に述べられたいかなる法律の違憲
性についても訴えることができる（第1４1条）。
憲法院によって憲法違反と判断された条項の規定は，公布あるいは施行されてはな
らない（第1４2条）。しかし，実態は憲法院が違憲の主張を軽視している。
なお，カンボジアの憲法上，委任立法について明確に規定した条文はない。その下
位の法令においても，委任立法の限界について何も規定していない。そのために，立
法府がどの範囲まで行政府に対する委任が許されるのか，全く基準がなく，それが大
問題だと思われる。カンボジアでは，市場経済を採用し（憲法第５６条），経済発展
を促進するために，外国からの投資を拡大しようとしている。そのため，国内におけ
る法制度整備の迅速化は欠かせない作業である。この作業に円滑に対応するためには，
高度の専門性を有する行政府に立法を委任することがやむを得ないと考えられる3。

3  委任立法について詳しく紹介している論文には，Khim Khemry「カンボジアにおける委任立法の憲法問題―ドイツと
の比較を中心に―」（名古屋大学修士学位論文，2０2０年）があり，ドイツとの比較研究も行い，国内の状況もよく
まとめている文献だと思われる。
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1．2．法律制定のプロセス
カンボジアでは，法律ができるまでには以下のプロセスがある4。なお，ここでは，
内閣が提出する法律の立案，成立及び公布までの過程を紹介することとし，立法府が
提出する法律案の立案は非常に少ないため，本稿の問題としては取り上げない。
ａ．ステップ1：所管の省庁

立法の契機としては，各省庁が抱える政策課題の解決のためのものが多く，その
他に事件・事故等の発生や過去の国会審議において示された要求事項などがある。
内閣が提出する法律案の原案の作成は，それを所管する各省庁において行われる。
省庁の担当部局が中心となって，有識者や技術メンバーから構成される審議会など
での議論を経つつ，省内他部局との調整を行い，法律案の第一次案を作成する。例
えば，建設法の場合，エンジニアと法律家による審議会が構成され，構造安全上の
建築エンジニアや火災安全上の電気設計エンジニアなど様々な専攻分野のエンジニ
アと公法又は私法に詳しい法律家がメンバーとなった。しかし，筆者の現場の経験
によれば，国の共通の難点は，エンジニアといった専門性が高い者が必要な場合で
も，あまり優秀な者がいないということである。給料の側面を考慮すれば，公務員
の給料は民間と比べると非常に低いため，優秀な者は公務員を選択しない。そのた
め，法令の起草に当たって，ＪＩＣＡなどの外国のアドバイスに頼ったりする傾向
が強い。
この第一次案を基に関係する省庁との意見調整等が行われる。さらに，審議会に
対する諮問又は公聴会における意見聴取等を必要とする場合には，これらの手続を
済ませる。なお，意見聴取は，手続きとして義務化されていないため，意見聴取会
を設けるケースは非常にまれである。また，緊急に必要となる法律の場合はもちろ
ん，既存の法律さえレビューしたり，関係者に話を聞いたりする時間はほとんどと
られておらず，政治的な選択が必要な制度を創設する場合には，担当の大臣と相談
しながら法律案を起草していく。
法律案提出の見通しがつくと，法律案の原案が出来上がる。

ｂ．ステップ2：法律家評議会と経済・社会・文化評議会
各省庁で作成された法律案は，内閣の法律家評議会5（以下，「ＣＯＪ」という。）

と経済・社会・文化評議会6（以下，「ＥＣＯＳＯＣＣ」という。）に持ち込まれ，同
時に審査を受ける。これを「技術的な審査」と呼ぶ。

4  カンボジアの法案起草について，詳しく紹介している文献には，Kai Hauerstein, Introduction to LEGISLATIVE 

DRAFTING References and Techniques, Konrad Adenauer Stiftung and Ministry of Justice Cambodia, 2016がある。
5  クメール語は，ក្រុមប្រឹក្សាអ្នកច្បាប់នៃទីស្តីការគណៈរដ្ឋមន្ត្រីである。英語は，Council of Jurists of the Council of Ministersであ
る。公式ホームページ　https://www.coj.gov.khを参照。内閣法律家評議会の歴史を概観すると，法律家評議会は，1９
９４年３月1０日に政令第1３号によって制定された。その後，2００４年７月2８日政令第３2号によって，改正さ
れた。法律家評議会は，内閣担当大臣の直接的な管理及び指導の下に置かれる。
6  クメール語は，ក្រុមប្រឹក្សាសេដ្ឋកិច្ច សង្គមកិច្ច និងវប្បធម៌である。英語は，Economic, Social and Cultural Councilである。公式
ホームページ　http://www.ecosocc.gov.khを参照。
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ＣＯＪは，法律案の形式及び内容の妥当性を検討する。ＣＯＪの主な業務は，法
律問題に関して首相に対し意見を述べる「意見事務」と，閣議に付される法律案，
政令案及び条約案を審査する「審査事務」に分類される7。法律案の審査は，本来そ
の法律案に係る所管省庁から出された首相宛ての閣議請議案の送付を受けてから開
始されるものであるが，閣議決定後に審査を開始したのでは十分な審査を行うのが
時間的に困難であることから，事務的には所管省庁の協議がまとまった時点の案に
ついて，いわば予備審査の形で審査が進められる方法が採られている。予備審査の
手順は，読会制が採られており，後述するが，ＣＯＪには４グループがあって，そ
のうちの担当グループのリーダーが当該省庁担当者から法律案の骨子，大綱，条文
配列等の構成や個々の条文の説明を受け，読会が進むにつれて細部を詰めていく。
ＣＯＪの審査では，具体的には，以下のようなことが確認される。
①法律として制定する必要性（既存の法令で解決できないのか，法律にするまで
もなく政省令や通知で解決できないのか）
②規制，手続き等について，憲法を頂点とする既存の法体系との整合性（所有権
や営業の自由等の基本的人権への過度の制限となっていないか，同種の法令と
のバランスはとれているか）
③表現の統一（用語の明確な定義付けがされているか）
④条文配列の論理的整序（論理的に条項が配置されているか）
⑤文章の正確さ（曖昧ではなく，一義的な解釈を可能とする表現振りがされてい
るか）
ＣＯＪは，以上の観点から審査を行うために，立法学の一分野である立法技術論，
かつ，政策についての言語的表現の付与たる条文化と当該法令内並びに憲法及び他
法令の整合性確保のための条文の体系的編成を巡る理論に関する知識が必要とな
る。しかし，実際の審議では，この理論に基づいた議論が慎重にできていない部分
がある。その評価について詳しくは第2章で述べる。
それに対し，ＥＣＯＳＯＣＣは，経済・社会・文化の観点から法律の妥当性を検
討する。しかし，実際の審議ではあまり実質的な経済・社会・文化の観点からの議
論をできず，形式的な議論が多いと思われる。
ｃ．ステップ３：各省協議

各省協議の機能としては，各種業界の利益の調整を図ることと法体系の整合性を
確保することである。そのため，法律を制定・改正・廃止する場合は，それが他の
法律のどの部分に形式的，実質的に波及するのかを見極める必要が生じるのである。
各省協議の流れとしては，説明会，質問，意見，決着となる。協議を受けた各省
庁は，当該法律案の内容は自省の所管行政に及んだり，影響を与えるものではない

7  法律家評議会の事務等については，2０2０年６月2４日に発令された第０６０2／６６1号「法律家評議会の組織
及び運営に関する王令」第2条及び2０2０年８月1４日に発令された第12９号「法律家評議会事務局の組織及び運
営に関する政令」参照。事務局は，法律家評議会の業務を補佐する。
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ことを確認するという基本姿勢を持って協議に臨む。省庁間に対立が生じた場合は，
重要度によって課長レベル，局長レベル，事務次官レベル，長官において調整会議
を行う。
各省協議は，内閣としての意思統一を図る機能を有している一方で，省庁間の権
限及び省益争いも見られる。それに加え，各省協議の争点として，技術の発達や新
たな産業分野が生まれることなどにより，その所管を巡って省庁が対立する場合が
ある。また，一つの分野であっても，視点を変えることで捉え方が異なる場合もあ
る。
筆者の経験によれば，法律の策定時ではないが，建設法の下にある二つ政令案が
例として挙げられる。
まず，「建設許可書に関する政令案」の各省協議の時に，内務省の代表として長
官（大臣の下のレベル）が参加したが，同政令の権限についてコメントはなかった。
しかし，数ヶ月後，内務省は国土省に正式なコメントレターを送付してきた。同政
令案にある許可書の権限条文についての修正提案のレターである。その理由は，現
在，内務省が地方レベルの公共サービスを実施しており，既存の法令に抵触してい
たためである。この点については，両省の長官レベルの議論を経て，両省の大臣レ
ベルの議論まであった。非常に長い協議だったが，結局国土省側は政令案を修正し
た。
次に，「建設業ライセンスに関する政令案」の各省協議の時に，鉱山エネルギー
省の代表は欠席したが，数ヶ月後に，鉱山エネルギー省が国土省に正式なコメント
レターを送付してきた。同政令案にある建設の電気ライセンス管理の権限条文を，
国土省ではなく鉱山エネルギー省にあるとするべきであるという修正提案のレター
であった。この議論もなかなか長いものだったが，国土省側が修正せず原案の通り
となった。
このような実態に対して，筆者は次の2点を指摘する。
第一に，各省協議があまり厳格でないような印象を受ける。各省協議の時に，ど
ういう代表が協議に参加するのかは，非常に大事なことである。各省に複数の長官
がいる中，法令案の担当とは違う長官が参加してもコメントできないものもある。
また，ある省について，代表が参加しなかったため，協議が終了したのにもかかわ
らず，修正を求めるものもあった。
第二に，省庁間の争いがある時に，省益ではなく国益を考えることが必要である。
また，非常に複雑なところであるが，各省協議において，既存法令と諸利益との調
整に強力なリーダーシップを発揮する主導的立場の確立が必要でもある。
ｄ．ステップ４：司法省の審査

カンボジアの司法省は，立法過程への関わりについて，法案の刑罰章に関して実
質的な審査を実施する。しかし，司法省が刑罰章のみ検討するだけでは，その罰の
妥当性を評価できるのかという懸念が関係者から主張されている。
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なお，司法省といえば，司法省の下には法律用語作成委員会があり8，本来，同委
員会は非常に重要な役割を果たすべきものであるのにも関わらず，現実には機能し
ておらず，これまでに成果を残していない。もともと，同委員会は，内閣の下に所
属していたが，2０1３年の総選挙の後，カンボジア王国政府の内閣における構造
改革が実施されたことによって9，前大臣（Ang Vongwathana氏）の時代，2０1４
年から司法省の下に所属することになった。同委員会の任務は，現在使用している
法律用語，新しい法律用語と外来語からの法律用語を全てまとめた用語集を作るこ
とである（法律用語制定担当博士委員会に関する政令第３条）。しかし，同委員会
の成果としては，2００７年に民法付録の用語集を作成したのみであり，その後，
同委員会の委員の交代があったが，各省庁が法令案を起草する際に，相談できるよ
うな場としては機能していない。同委員会の委員にインタビューしたところによれ
ば，現在会合を実施しているが，かつてから既存の法令は大陸法の国及びコモン・
ローの国からの法整備支援を受けたため，理解不足と人材不足も原因で適切な表現
を作るスピードが非常に遅いとのことである。
2０2０年３月３1日には，KOEUT Rith氏が新しい司法大臣として任命され，

同大臣が着任した後，2０2０年８月2８日に「司法省における司法及び法起草委
員会の設置及び実行に関する政令」が発令された。同政令第2条によれば，同委員
会の任務は司法省が起草する法令案に対して意見事務を行うこととされている。今
後，司法省の司法及び法起草委員会とＣＯＪとの関係がどうなるのか，注目される。

ｅ．ステップ５：意見検討上級評議会
続いて，意見検討上級評議会の審議を実施する。2０1８年の選挙後，同評議会

が設置された10。そのため，2０1９年からいくつかの法律については同評議会を
経る手続きが加えられた。しかし，現時点では，この段階は形式的な手続きだけと
なっている。また，同評議会は政治的な問題回避のために設置されたものであるの
で，いつ廃止されてもおかしくない。
ｆ．ステップ６：閣議

閣議は，首相と閣僚のほか，政務・事務の内閣官房副長官，ＣＯＪの委員が出席
し，毎週金曜日の定例閣議のほか，次年度予算案の決定等，重要な案件を急いで協
議するために開く臨時閣議，また召集の時間すらない緊急を要する場合に，内閣事
務官が各大臣を回って署名をもらう持ち回り閣議の類型がある。閣議では，閣僚か
ら特段の異議が出されなければ，順次閣議書に署名していくことで進行する。

8  អនុក្រឹត្យស្តីពីការបង្កើតគណៈកម្មការបណ្ឌិត្យសភាទទលួបន្ទុកអនុម័តពាក្យច្បាប់ លេខ២៦៦ អនក្រ.បក ចុះថ ង្ៃទី៣ ខែតុលា ឆ្នា ំ២០១៤【2
０1４年1０月３日第2６６号「法律用語制定担当博士委員会に関する政令」】
9  បទបញ្ជា ស្តីពីការអនុវត្តន៍ និងអនុក្រឹត្យ ផ្ទេរ និងសមាហរណកម្មការងាររបស់ស្ថា ប័នរដ្ឋមយួចំនួន លេខ០៥ បប ចុះថ ង្ៃទី៣១ ខែ តុលា 
ឆ្នា ំ២០១៣ 【2０1３年1０月３1日第５号「国家機構における作業移転に関する命令」】。
10  詳しく紹介している論文には，初鹿野直美「2０1８年のカンボジア　最大野党排除のままの総選挙実践と選挙後の
懐柔策」（アジア経済研究所地域研究センター，2０1９年）がある。
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なお，内閣提出法案の国会への提出を最終的に決定する閣議や閣議案件の事務的
な調整の場である事務次官等会議において，全会一致制が採用されているが，全体
閣議を経ずに審議される法律案もあるため，全会一致制が確実に採られていると言
えるかには疑問がある。
ｇ．ステップ７：国会の審査

国会の審議に入る前に，与党内の審議を経る。これは法令に定めがないため，非
公式の手続きと考えられる。この段階は，形式的な段階であり，この段階の意義は，
与党の中で批判的なコメントがあれば，それを与党内で共有できる機会となること
である。
国会における審議は，内閣提出の法律案がまず先に国民議会に提出されると，原
則として，その法律案の提出を受けた国民議会議長は，これを適当な委員会に付託
する。委員会における審議は，まず，法案所管大臣の法律案の提案理由説明から始
まり，審査に入る。審査は，主として法律案に対する質疑応答の形式で進められる。
委員会における質疑，討論が終局したときは，委員長が問題を宣告して，表決に付
する。委員会における法律案の審議が終了すれば，本会議に移行し，表決の手続が
行われる。
その後，内閣提出の法律案が上院に提出される。提出後，表決までの手続きは国

各省庁による原案作成
↓

ＣＯＪ＆ＥＣＯＳＯＣＣ審査
↓

各省協議
↓

司法省の審査：刑罰に関する章
↓

意見検討上級評議会
↓
閣議
↓

与党審査：インフォーマル
↓

国民議会委員会審査
↓

国民議会本会議可決
↓

上院委員会審査
↓

上院本会議可決
↓
公布

図1：内閣提出法案の流れ
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民議会と同様である。なお，要求があれば，事前に法律案の概要に関する説明セミ
ナーも実施される11が，法律案に関する詳細な情報を丁寧に説明するものではない
ので，国会側が持つ法律案に関する情報が不足しており，国会機能が制約されてい
るといった批判がある。しかし，国会は国民を代表する機関である以上，立法作業
のために自らの能力を強化しなければならないと思われる。国会は法律案の中に下
位の法令への白紙委任のような委任規定がないかを特に注意深く確認すべきなのに
もかかわらず，現状ではほぼ全ての法律案が簡単に国会を通ることができる状況と
なっている。
最後に，法律の公布は，公布のための閣議決定を経た上，官報に掲載することに
よって行われる。一般の理解に資するために官報に掲載されることとなっているが，
中には，官報に掲載されていない法律があったり，法律の付録が掲載されなかった
りする事例がある。

1．3．政省令の制定プロセス
ａ．政令のプロセス

まず，政令の起草は，行政府内での手続き（内閣提出法案の流れのうち，各省庁
における原案作成から閣議まで）を経るのみである。しかし，この手続きには問題
が二つあると思われる。第一に，省庁の中には第二のステップであるＣＯＪとＥＣ
ＯＳＯＣＣを経ずに，政令案の起草を進める省が少なくとも二つあり，内務省と経
済財政省である。なぜ，両評議会を経なくてもいいのかの正式な説明はない。筆者
としては，本音と建前の二つの理由があると考える。建前の理由は，内務省と経済
財政省には，速い作業が要求されることが挙げられる。本音の理由は，ＣＯＪの能
力が疑われることが指摘できる。なお，ＣＯＪの能力に関する分析は後述する。こ
のような手続きを経ないことについて首相も暗黙に了解している。
実際に問題になったのが，ＣＯＪを経ない政令案について，形式的にＣＯＪを経
た政令案と違った点があったことである。例を挙げると，政令の最後の部分に首相
の署名の下に，経済財政省の政令案は，「フン・セン」とのみ書く一方で，ＣＯＪ
を経た政令案は，名誉の職名も付けた「サムディアケアモハセナパッディチョ・フ
ンセン」と書くというものがある。
また，政令の起草の第二の問題点として，至急の場合に，閣議を経ない政令案が
許されることが挙げられる。
ｂ．省令のプロセス

次に，省令の起草は，省庁の中での手続きを経るのみである。しかし，その手続
きについては，次のような問題がある。第一に，ＣＯＪにコメントを求めないため，
省令が，法律や政令で定める原則に違反するものかどうか判断できないことである。
第二に，各省の起草者の法令の知識が同等ではなく，かつ，起草の専門家が足りな

11  2０1９年建設法案の審議では，議員に対する事前セミナーが実施された。
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いことである。前者に関しては，各省の法令部門を担当している職員の法令知識が
浅く，特に，法令担当職員や新しい職員に対して，民法や他の法令の普及が継続的
に実施されていない。したがって，法令を起草する現場の職員は，基礎的な法典を
よく理解していないまま，法令案を起草していくので，非常に危うい状況である。
後者に関しては，専門家が人数的に足りていないことと知識がアップデートされな
いことが指摘される。
実務の経験を踏まえると，省庁における意思決定プロセスは極めて複雑かつ多様
である。多くの場合，順次回覧決裁型を採用しており，大臣の採決を頼る傾向が強
い。
今後，国家のグランドデザインを描き，国民に対し痛みを分かち合うことの理解
を求めることができ，かつ，高度な法令立案能力を有した官僚を養成していくこと
が重要である。

第２章　法令起草のプロセス上の問題

ここで法令起草のプロセスについて二点の問題を指摘する。
1．1．委任立法の問題

第一の問題として，委任立法の問題について述べる
カンボジアでは，社会的に重大な問題が発生した事件や大きな事故，災害，感染症
が起きたことをきっかけに，それに対する法令の立案が行われることがある。こうし
た事件・事故・災害等の発生を契機とした立法については，マスコミの影響力，さら
には世論の影響力が強く働くため，早急に法律を制定することとなることが非常に多
い12。
しかし，その至急の対応の最大の問題は，委任立法の問題である。すなわち，法律

の中にとりあえず原則的な規定を置き，それ以外は政令に委任するということである。
この問題に関する原因の一つは，現場の起草者が，起草の時点で，今後制定される
政省令の内容は言うまでもなく，今後設置していく制度の全体像までも慎重に検討す
る時間が十分にないことである。
二つ目の原因は，前述したように，カンボジアにおける現行の法制度によれば，委
任の規定が存在してない。そのため，法律案を起草する時点で，どの程度の事項を書
くべきか，政省令に委任したい時にどの程度の事項を書くべきか，起草者が全く分か
らないことである。
以上の二つの原因によって，後で起草する政省令の内容は，起草者が都合のいいよ
うに，法律の原則を修正したり，違反したりすることがある。また，最悪の場合，制
定された法律が全く適用できないこともある。

12  新型コロナウイルス感染症を防止するために，カンボジアでは2０2０年に二件の法律を至急で制定した。それは，
国家非常事態宣言法及びコロナウイルス感染症及び他の感染病の拡大防止法である。
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以下図2に，建設法の立法過程にかかる期間を整理した例を挙げてみる。2０11
年から国土整備に関する政策において建設法の必要性について指摘がされていた。ま
た，カンボジアの経済を支える建設業も拡大されていたところ，2０1９年６月22
日にシアヌックビルで七階建てのビルの建設中に崩壊事故が発生し，国内と国外で大
ニュースになった（以下の図３参照）。その時点から，建設法案の起草作業が加速さ
れ，同年11月2日に制定された。
なお，法律案の提出，審議は世論の動向に大きな影響力を有し，マスコミの報道視

2０11年４月11日 国土整備に関する政策において建設法が必要性である旨の
指摘

2０1７年～ カンボジアの国土省が法案を起草
（日本の国土交通省から意見助言）

2０1９年６月22日
シアヌックビルにおいて，７階建てのビルの建設中に崩壊
事故発生（2８名死亡）
この事故を契機に，建設法案の起草作業が加速

2０1９年７月1６日 各省庁に法案を送付（事前に意見を求める）
2０1９年７月2３日と2４日 ＣＯＪ＆ＥＣＯＳＳＯＣ
2０1９年８月６日と７日 各省協議
2０1９年８月1６日午後と1９日終日 司法省（刑罰章のみ）審査
2０1９年８月1３日 意見検討上級評議会
2０1９年８月３０日 閣議
2０1９年９月2０日 議員に対する建設法案のセミナー
2０1９年９月2５日 国民議会委員会，約３時間審議（質疑応答，修正なし）
2０1９年1０月1日午後 与党内の会議
2０1９年1０月４日午前 国民議会本会議　可決
2０1９年1０月1９日 上院委員会，約３時間審議（質疑応答，修正なし）
2０1９年1０月1８日 上院本会議　可決
2０1９年11月2日 国王署名

図2：建設法の立法過程

崩壊前の映像 崩壊後の映像

図３：シアヌックビルの建物崩壊事故（2０1９年６月22日発生）
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線が大きく関わってくることになるが，実際報道される法律案とされない法律案があ
り，報道されない法律案については世論を十分に反映することができていないのでは
ないかと思われる。
1．2．内閣法律家評議会の問題

第二の問題として，ＣＯＪの問題について述べる。ＣＯＪを問題として挙げる理由
は，行政府における起草プロセスの中で，ＣＯＪの審査が一番実質的な段階だからで
ある。ＣＯＪが十分に機能しているかによって，法令案の質に影響を与える。ＣＯＪ
は，立法学における立法技術論に関しては中心的な機能を果たしているが，実務につ
いては機能が弱く，国の法的安定性のために機能しているとは到底言えない。以下に，
ＣＯＪの実務的な機能について，分析を試みる。
一つ目は，審査のための専門人材がいないことである。2０1８年11月12日に
発令された王令第12３７号によって，４５名の法律家評議会委員が任命された。法
律家評議会の委員長は，内閣担当大臣であり，評議会の内部は，４つのグループに分
けられる。グループ1は Sea Mao氏（弁護士），グループ2は Ly Chantola氏（弁護士
会会長），グループ３は Sok Pheng氏（弁護士），グループ４は Ang Vongwathana氏（旧
司法省大臣）がそれぞれリードする。
筆者が問題だと思うのは，各グループのリーダー及びそのメンバーが専門性に欠け
ていることである。実際に，建設法案の場合，国土整備・都市計画・建設省がＣＯＪ
に建設法案を送付した時，ＣＯＪ及びＥＣＯＳＯＣＣの審議を応援するために，内閣
に所属している一般業務調整総局及び開発・国土整備・都市計画・建設総局の職員も
審査の協力をした。なお，他の省庁から送付された法令案の場合には，内閣に専門の
総局がそれぞれ配置されているが，前述した開発・国土整備・都市計画・建設総局の
官僚の人材は，過去に国土整備・都市計画・建設省に努めた経験を有することが確認
できない。つまり，ＣＯＪ内に法令案に関する専門性を有する人材が必ずしも存在し
ないということである。そうなると，現状のニーズ等を把握できないまま，法令案に
対して実務的なコメントをすることとなり，大変困難なものであるといえる。建設分
野の場合は，非常に専門的な分野で，全体の制度及び各条文の理屈をまず理解するの
にも時間がかかるし，至急の状況での審査が適切にできないのは当然である。それ以
外に，財政分野，医療分野，デジタルに関する分野（2０2０年に制定されたカジノ
及びその他のオンラインギャンブル管理法など）についても，専門性のない者がコメ
ントしなければならない状況となっている。
二つ目は，ＣＯＪの委員の能力についてである。結論から先に述べると，ＣＯＪの
委員には緩い条件でなれるという専らの批判があり，重要な役割とは考えられていな
いようである。法的な枠組みでは，2０2０年６月2４日に発令された「法律家評議
会の設置及び実行に関する王令」（第０６０2／６６1王令）第４条により，法律家
評議会の委員になれる者は，法学部を卒業した者，かつ，５年以上の法律分野の経験
を有する者と定められている。実際のところ，例えば，優秀だと思われる委員が内務
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省に移動してしまったり（Lam Chea氏），他の機構の任期が切れるまで評議会に異動
できなかったりする（前司法大臣，Ang Vongvathana氏）というような運用になって
いる。
それから，法律家評議会の委員の多くは，弁護士，大学の教員などの他の仕事と両
立しながら，法律家評議会の職務に就いているため，集中的に法案を検討することが
難しく，真剣に検討に取り組まない面がある。また，研究者がいないため，委員の知
識が更新されないことと，知識を更新する必要性についての考えが甘い面も見受けら
れる。

第３章　法令の形式上の問題

1．1．内閣のガイドライン
内閣は，全省庁のために，2０1３年５月2９日に法律及びその他の法令案の起草
に関する形式と手続の原則実行に関する第３号通達（以下，「内閣のガイドライン」
という。）を発令した13。しかし，内容は，法令の書き方やフォントの形式を示すにと
どまり14，起草するために必要な指針が示されていない。
内閣のガイドラインには以下のような内容が書かれている。

法の支配を強化するために，各省庁が自身の管轄している分野において，懸

命に法律やその他の法令案を起草し，内閣の審議において，技術審議，各省

協議，最終審議及び内閣全体会議を経てから，立法府又は国王又は首相の決

定を求める。

これまで内閣に送付してきた法令案の多くが，統一されていないものと見受

けられたため，同通達を発出した。法律やその他の法令案が統一性を保つよ

うに，カンボジア王国政府は次のように法律やその他の法令案の起草に関す

る形式と手続きを示す。

各省庁は，自身の省庁の法律部門の法律やその他の法令案の起草を強化し，

他の部門と協力しなければならない。毎年，遅くとも１１月末までに，内閣

に自身の省庁の法律やその他の法令案の成果及び今後の計画予定を報告する

こと。上記の計画に基づき，毎年末に，法律やその他の法令案を内閣に提出

すること。

法律やその他の法令案の起草は，同通達の付録に従うものとする。

また，法令起草の形式や手続きの内容に関しては，以下のことが示されている。

13  クメール語は，សារាចរស្តីពីការអនុវត្តគោលការណ៍ណែនំាអំពីនីតិវិធីនិងវិធាននៃការតាក់តែងសេចក្តីព្រាងច្បាប់ និងលិខិតបទដ្ឋាន  
គតិយុត្តផ្សេងទ�ៀត លេខ០៣ ស.រ. ចុះថ ង្ៃទី២៩ ខែឧសភា ឆ្នា ំ២០១៣។である。
14  Kai Hauerstein, Introduction to LEGISLATIVE DRAFTING  References and Techniques, Konrad Adenauer Stiftung and 

Ministry of Justice Cambodia, 2016の付録で紹介がある。
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1．法律やその他の法令案の起草のプロセス
ａ．第一次のドラフト：法令案に使用する紙の色，連絡先，担当官僚，社会の問題，
経済の問題，予算の問題に関して，各省庁，都市・州レベルと民間セクターへの
相談を済ませる。
ｂ．第二次のドラフト：必要に応じて，再度，技術的な側面，社会，文化，政治的
な側面から検討する。

2．背景説明文の準備
ａ．提案理由説明書の形式
ｂ．要約文の形式
３．法律やその他の法令案の起草の形式
ａ．起草のルール：レターヘッド　の書き方，言葉の使い方等（なるべく明確な言
葉を使用すること，技術的な表現に関しては，Royal Academic of Cambodia（http://

rac.gov.kh/）又は National Council of Khmer Language（http://nckl.gov.kh/）に認容
された言葉に基づくこと）
ｂ．形式：法案の形式，法改正案の形式，立法府からの法提案の形式，王令の形式，
政令の形式，決定の形式，通達の形式，共同通達の形式，省令の形式，共同省令
の形式
ｃ．要約文

図４：内閣の官報部ホームページ

なお，図４は内閣官報部のホームページを示したものである。デジタル化されたこ
れまでの官報を確認することができるが，キーワードを利用した資料検索技術が機能
していない。筆者の経験からすると，政府による正式な法令検索ページがないことが，
既存の法令を確認するのに困難を生じさせている。これまでの法令に関する情報を形

資料検索資料の種類年
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として残すことには，大きな意味があるが，カンボジアではまだできていない。
1．2．経済財政省のガイドライン

経済財政省は，2０1８年に法起草のガイドラインを発出し，同省内において使用
しており，内閣のガイドラインをあまり参照していない。同ガイドラインは，経済財
政省の法令起草委員会によって作成された。同委員会15は，同省の省令によって，
2０1３年３月1５日に設置され，その後，2０1８年６月1３日に発出された「経
済財政省における法令起草委員会の設置及び実行に関する政令」によって，経済財政
省の中でも主に公共財政管理に関する改革プログラムの法令起草に対し意見事務を担
うことになっている。
経済財政省のガイドラインには，以下のようなことが記載されているが，これだけ
では，全く法令起草マニュアルにはならないと思われる。
1．基本的な選択について，法律には，勅令，政令，省令，決定，通達がある。
2．作成の原則：法律の上下関係を守らなければならないという原則及び整合性の
原則（同等レベルの場合，最新の法令の方が優先される）
３．ページ及び文字の形式
４．タイトルの書き方：明確に内容がカバーでき，短く，完全なものであるべき。
５．目的及び範囲の条文の書き方
６．罰則項の書き方：行政的な罰則，金銭的な罰則及び刑事的な罰則がある。行政
的な罰則と金銭的な罰則は省庁が実施できるものである。刑事的な罰則は司法省
と相談しなければならない。
７．経過規定の書き方
８．最終項の書き方

1．3．真のマニュアルの不在
結論から先に述べると，形式上の大きな問題は，統一のマニュアルが存在していな
いということである。上記のように，フォーマットに関しては，ある程度ガイドライ
ンに記載されている。しかし，内閣のガイドラインは通達として発出されたため，守
る努力をする必要があるだけであり，厳格には参考としない省庁がある。それに加え，
筆者の経験で，実際に法案を書いてみると，統一しきれていない点が多数あり，具体
的には以下のようなものがある。
第一に，「条文番号」を引用すべきか起草者の中で統一されていないことである。
例えば，民法では条文番号を引用している。しかし，建設法では条文番号を引用しな
い傾向があり，刑罰章に，条文番号を引用しているが，それ以外には全く条文番号を
引用していない。条文番号を引用しないほうがいい見解としては，もし条文番号を引
用すると，将来，当該法令が改正された場合に，他の関連の条文も改正しなければな

15  経済財政省の法令起草委員会の公式ホームページ　https://www.legalcouncilmef.com/kmを参照。これまでの成果品を
集めており，高い評価を受けている。経済財政省は，同委員会に対して，自主的に運営できるよう財政を支出している。
他の省庁と比べて，公務員の給料のほかに手当金があることが関係者へのインタビューで分かった。
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らなくなるということである。
第二に，法律と政令，省令の関係性がわからない場合がある。これは，委任立法に
関する議論になるが，これまで議論が乏しいため，法律事項と命令事項が混在してい
る。そうなると，行政機関は命令事項的な規制権限のみならず，事実上，法律事項的
な規制権限まで握っていることとなってしまう。さらに，政令と省令の関係も不明で
ある。
第三に，「号」の書き方の問題である。それは，複数の条件やものがある中で，二
者択一の条件なのか，両方の条件なのか，正確なマニュアルがないことである。また，
（1，2，３，…）の番号列で書くべきか，（－）で書くべきか，（កខគឃ．．．）のクメー
ル語文字で書くべきか，起草者が意味が分かっていないまま，法律の中で混在させて
いる状況である。例を挙げると，建設法第６７条は（－）を使用し，同法第６８条は
（1，2，３，…）の番号を使用し，同法第７1条は（កខគឃ．．．）を使用している。
第四に，「タイトル」の付け方も不明である。筆者の経験からの例を挙げてみると，
2０1９年11月に制定された建設法第３０条に「建設，修復又は解体許可書の発行，
一時停止及び剥奪に関する条件及び手続は，政令で定めるものとする」という規定が
ある。この条文は，法律が政令に委任を許可するものである。その後，2０2０年３
月に，国土整備・都市計画・建設省（以下，「担当省」という。）は「建設許可書に関
する政令案」をＣＯＪに送付した。
筆者がＣＯＪの審議に参加した時，2時間ほどタイトルの付け方に関して議論した。
ＣＯＪの見解は，タイトルの付け方をなるべく，指摘された憲法や法令の中にある条
文の内容をコピーし，法律や政令，省令のタイトルを書くことが望ましいというもの
である。つまり，「建設，修復又は解体許可書の発行，一時停止及び剥奪に関する条
件及び手続政令案」と変更すべきであることをＣＯＪは主張した。それに対して，担
当省は，タイトルが政令の全体をカバーできれば短い方がいいという説をとった。非
常に長い議論であったが，それぞれの見解の趣旨を要約すると次のようになる。ＣＯ
Ｊの趣旨としては，同政令には建設許可書とのみ書くと，修復と解体許可書の内容を
カバーしないため，別の政令を作成する必要があることを指摘した。一方で，担当省
の趣旨としては，タイトルが短い方が国民にとって覚えやすいこと，これまで環境省
も短いタイトルを付けたこと等を指摘した。結局は，担当省の短い方の案が採用され
た。なお，経済財政省のガイドラインも短いタイトルをつけるように示している。こ
のように，タイトルの付け方さえ，依然として統一されていない。
なお，上記の問題のほか，既存の法令と重複する内容を起草しても許されるか不明
であるし，スペースの入れ方も基準がまちまちであり，スペースの補助として「，」
の使い方も不統一である。それに加え，クメール語は日本語のような「及び」，「並び
に」の表現がなく，「និង（ａｎｄ）」のみを使う。また，「若しくは」，「又は」の表現
もなく，「ឬ（ｏｒ）」のみを使っている。そのため，読む際に，理解しにくく，解釈
もいろいろ出てくる。
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上記に挙げた点以外にも改善すべき点がある。要するに，カンボジアは法令の書き
方のマニュアルを至急に再整備すべきだと思われ，今後，書き方のマニュアルが作成
されることを期待している。

結び

以上のように，カンボジアにおける法令起草を巡って，如何なる問題を抱えているのか
をまとめ，主に，法令起草のプロセス上及び形式上の問題を取り上げ，検討した。それぞ
れの解決策としては，非常に大きな課題になると思われるが，今後の課題として提案する。
本稿で分かったことを要約すると，以下のことになる。
まず，プロセス上においては，①省庁に専門性と法起草のノウハウ・経験を有する人材
が非常に少ないこと，②ＣＯＪにも法令案に対してコメントをするための専門的な能力を
もつ人材が乏しいこと，③各省協議もあまり厳格でないこと，④司法省の刑罰章の審査を
信用できないこと，⑤意見検討上級評議会も形式だけで時間の無駄であること，⑥閣議に
ついても至急の場合は飛ばしてもいいこと，⑦国会でも全体として形式的で委任立法の問
題を意識せず進めていることが挙げられる。現行法では，委任立法に関する基準も存在し
ていないため，行政府が起草した時点でどの点を注意しておけばいいのか，不明である。
次に，形式上においては，現場が求めている法制執務が存在していないことで，起草す
るスタイルがまちまちである。内閣が出しているガイドラインは通達であるため，参考に
しない省庁もある。
総じていえば，カンボジアは，委任立法の基準作成，マニュアル作成，各省庁の法令起
草部局の担当者の能力強化，ＣＯＪの能力強化を中心として改善策を探るべきである。
現在のカンボジアの法律では，絶えず大きく進化している時代に対応できているとは言
い難い。柔軟に対応した新たな政策手法などの開発の検証も必要である。人材不足，制度
疲労，制度の破綻を起こす中で，カンボジア社会・経済・政治の「構造改革」が急務であ
る。そうした中で，議会制民主主義自体も含めた制度全般を見つめ直すため，「立法学」
の持つ意義は，今日ますます高まっていると思われる。また，民主主義の観点から，委任
立法のあり方の検討，さらには法を国民により近づけるため，用語，条文構造，法典編成
方式について，正確さと平易さの調和を検討する研究等が課題として挙げられる。
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ラオス最高裁判決の評釈①（民事事件）

ＪＩＣＡ長期派遣専門家　
鈴　木　一　子

◇本稿執筆に至った経緯◇

現在，ラオス最高人民裁判所のホームページ1には７件の最高裁判決が掲載されている
（ラオスの最高裁における審理は民訴法上「破棄審」と呼ばれる。本稿では破棄審を最高
裁と呼ぶこともある。）。内訳は民事事件2件，商事事件2件，家事事件1件，刑事事件2
件である2。私は2０2０年12月にこの存在に気付いた。従前，ラオスでは判決は一般公
開されて来なかったし，ベトナムのように最高裁が判例を指定する制度も無いので，この
７件にはどういう意味があるのか興味を持った。そこで，判決掲載の経緯を調査すると共
に判決内容を精査することにした。
その結果，ラオスでは2０12年に最高裁判決を紙の冊子にまとめたことがあり，現在，
ホームページ上で公開されているのはその冊子であることが分かった。ラオス最高裁は，
ＡＳＥＡＮの基準に合わせるため，今後，５年かけて判決を公開することを決定し3，７件
の判決をアップロードしたのはその準備の一環として，最近になって試しに公開してみた
ものであった4。
ラオスでは民事判決書の改善を目指して民事判決書マニュアルを改訂中であるが（私は
この活動を担当しています。），ラオス最高裁は，民事判決書マニュアルの改訂を判決公開
のための準備の一環と位置付けるようになった。要するに今後は「質の良い判決を公開し
たい」ということだ。
ちなみに人民裁判所法３条11号は「パペーニーサーン（「判例」と日本語訳されてき
た。）とは，法律が明確に規定していないところの刑事裁判の中のある問題に関する最高
人民裁判所の判決であり，法律が規定していないまたは法律で規定されているが明確では
ない処の民事，商業，労働，行政，家族ならびに少年事件であり，人民裁判所の各裁判所
がこの判例を拠り所として裁判を実施するためのものである。」と規定し，最高裁は「判
例について助言する」とされる（同法21条３号）。これらの意味するところは不明である。
今までラオスの実際の判決について詳細に分析した文献は無いと思われる5ので，７件

の判決を全て紹介しようと思った。詳細に見ていくと規定の内容等について私が理解して
いない部分もあるのだが，私が把握していないために不明なところは不明と明記し，分か
1  www.peoplecourt.gov.la　英語も選択できるが，英語用のサイトは充実していない。７件の最高裁判決はラオス語用の
ページからのみ読むことができる。
2  ラオスにおける訴訟事件の分類は，民事事件，商事事件，労働事件，行政事件，家事事件，少年事件（民事の少年事
件もある），刑事事件。なお，行政部は2０1７年人民裁判所法によって設立された（当初は行政裁判所を設立する議
論もされたようであるが，専門部の設立にとどまったようである。）。
3  下級審判決も公開するのか，公開の媒体は紙かウェブか，公開された判決の意味（特に重要な裁判例なのか），解説
は付すのか，英語等に翻訳するのか，などの詳細は未定とのこと。
4  ブンクワン最高裁副長官に対する聴取結果。
5  民事判決書の形式及び期日の様子は佐竹亮・鈴木一子「ラオス民事判決の改善（ラオス民事判決に関する調査）」Ｉ
ＣＤニュース2０1９年９月号の別紙参照。
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る範囲で記載する。本稿は民事事件について記載し，次回は商事及び家事事件，次々回は
刑事事件について記載する予定である。いずれの判決も一読して理解するのが難しいため，
事案を整理した判例評釈を作成し，判決原文は文末に添付する。いずれも筆者の私見に基
づく解説なので，誤りの指摘や異見は歓迎します，ご連絡下さい。

◇前提知識（上訴審の手続）

内容の解説に入る前に，ラオスの上訴審の手続について簡単に説明する。今回，紹介す
るのはいずれも2０1０年にされた判決であって，適用されるのは本稿執筆時の現行法で
ある2０12年改正民訴法ではなく2００４年改正民訴法（以下，「2０12年民訴法」，
「2００４年民訴法」などという。）である。しかし，2００４年民訴法と2０12年民
訴法で条文が変わった部分はあっても実務はそれほど変わっていないようなので，主に現
行法である2０12年民訴法に基づいて説明し，適宜，2００４年民訴法についても言及
する（以下の手続の説明において特に断りがなければ民訴法は2０12年民訴法の条文で
ある。）。
といっても，上訴審は現行規定上も運用上も不明確な部分が多く，整理されていない印
象を受ける6。裁判所によって運用が異なる可能性もある。そのため，以下は，条文の他に
私個人が今までの活動の中でラオス側の発言を聞いて解釈した内容であり，不正確な部分
があるかもしれない。

1　３審制＋再審
ラオスはかつて2審制だったが2００４年民訴法以降は３審制であり，最高裁（破

棄審）は最終審である。もっとも，再審開始のハードルが低いようであり，最高裁判
決が出されても再審が頻繁にあるため実際には確定しないことが問題になっているよ
うだ。再審は最高裁によってのみ審理される（民訴法３1３条４項）。

2　上訴の利益は考えない
上訴の利益の概念は無いようであり，全部勝訴した当事者も上訴することがしばし
ばあるそうだ（請求の拡張を求める場合か？）。この点について，ラオスの審理では
関連した紛争を職権的に一気に解決しており，厳密な訴訟物の概念が存在しないこと
が背景にあると思われる。もっとも，控訴審は一審が判断した点についてのみ判決で
きるとされ，当事者が控訴審になって新たな請求や主張を追加した場合は，控訴審は
事件を一審に差し戻す運用がされているようである（このような運用を明確に規定す
る条文は見当たらない7。同法2７2条2項参照）。

6  ラオスでは審級の構造等の上訴一般について理論的に詰められていない。そのため，証拠提出の期限や判断の範囲に
ついて歯止めがかけられず，上訴と差戻しが繰り返されて審理が長期化しているようである。審理の迅速化を目指して
最高裁は2０22年成立を目標に民訴法を改正中であり，私は改正支援も担当している。
7  なお，民訴法2６３条2項第2文は「当事者が第一審裁判所に対して訴えず，非訟を申し立てず又は反訴しなかった
問題については，控訴審裁判所は検討してもしなくてもよい。」と規定し，2７３条2項は「第一審裁判所が未だ審理，
判決していない問題又は当事者が控訴していない問題については，控訴審裁判所は控訴審として検討に付することがで
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３　破棄審は法律審ではない
破棄審は「最終の法律審」とされ（民訴法2８７条1項），「情報，証拠に基づく出
来事などは，控訴審裁判所が下した判決をもって最終的な判断とする。破棄審裁判所
は，取調べ及び尋問を改めてすることなく，事件記録に基づき法律に関してのみ判決
する」とされている（同法2９９条）。しかし，最高裁は明らかに事実認定を行って
いる上，法律上の判断に専念しているようには見えず，日本でいう法律審とはいえな
い。また，下級審も法律を解釈する。つまり，民訴法上の法律審とは何を意味するの
かよく分からない。
正確に言うと，ラオスでは裁判所に法律の解釈権はなく，国会が法律の解釈権を有
している。しかし，当然ながら，裁判官が法解釈をしないで事件について判断するこ
とは不可能である。そのため，事実上，裁判所は法解釈をしている。ラオス的には法
解釈に関する国家の公式見解は国会による，という理解なのだと思う。
控訴審判決及び破棄審判決には「事件内容の部」（日本でいう事案の概要）及び「判
断の部」（日本でいう判断）を記載するが，これらは第一審と同様のものとされてい
る（民訴法2７７条３項，同法３０1条３項）。このような条文の書きぶりと上訴の
利益を検討しないことを併せて考えると，上訴審は不服について判断するというより，
基本的に一審で現れた紛争について改めて判断しているように思える。不服の内容は
裁判所に争点を気付かせる程度の意味しか持たないのではないか。

４　破棄審の目的
上告（破棄申立て）制度の目的は明確ではない。2００４年の民訴法改正時は法令
の統一的解釈が上告制度の目的だったかもしれないが，破棄審が積極的に事実認定を
行っている以上，実際は当事者の救済制度になっているようだ8。

５　証拠提出の時的制限
証拠の提出9は控訴審の審理終結時まで可能である。民訴法2７2条は控訴審にお

きない。」と規定しており，2つの規定は矛盾するように見える。
 この点について，石岡修元長期派遣専門家は「起草者の意図としては，①当事者が第一審で訴えず，控訴審になって持
ち出した論点については検討してもしなくてもよく（2６３条2項第2文），②当事者が第一審で訴えたものの第一審
裁判所が判断しなかった論点については当然に控訴理由となり（2６３条2項第1文），③第一審に係属中の論点につ
いては，控訴審は検討することができない（2７３条2項）と言いたいのではないかと推測する。」と解している（石
岡修「ラオス民事訴訟法（2０12年改正）（2）」ＩＣＤニュース2０1８年12月号　2７３条の脚注５０４）

 しかし，立法者がこのような分類をしたとは考え難い。特に，「③第一審に係属中の論点」という分類は，上訴しても
一定の請求（論点？）は移審しないと考える意味だろうか。これは紛争の一回的解決を目指すラオスの司法の方向性と
合わない。私は，2６３条2項第2文と2７３条2項は，当事者が自ら請求又は主張していたので一審が判断した点と，
当事者は請求又は主張していないのに一審が職権的に取り上げた点を分けて規定したのではないかと考えている。つま
り，①第一審が判断した問題について控訴審は検討するのが原則だが（2７３条2項），②当事者自ら主張していなかっ
たものの一審が職権的に見つけて判断した点については，控訴審は判断してもしなくてもよい（2６３条2項第2文）。
これは裁判所による職権的判断を裁判所同士で覆し合うのを良しとしない趣旨に基づくのではないか。
8  最高裁の負担増が問題となっているようであるから，最高裁は破棄申立制度の目的について整理する必要があると思
う。
9  正確には民訴法は「情報，証拠」の提出について規定している（2７2条）。民訴法上，「情報，証拠」や「情報証拠」
という表現が散見されるが，いずれも「情報及び証拠」という意味だと思われる。「情報証拠」は実務でもよく聞く表
現であるが，何を意味するか私は理解していない。ラオスでいう「証拠」とは，日本と異なって，物や文書そのものを
指すのではなく，物や文書から得られた情報を意味するとされている（民訴法９６条）。しかし，「情報及び証拠を提出
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いて新たな証拠を提出する場合は当該証拠を一審において提出しなかった理由を書面
で提出しなければならない旨を規定している。同条は2０12年改正で新設されたも
のであり，趣旨は第一審の審理の充実を図る点にあると思われるが，実際には機能し
ておらず（実際に当該書面を提出させているかどうかも怪しい。），現在も五月雨式の
審理が常態化し，控訴審になって隠し玉の証拠が提出されることが多いようである。
また，証拠の提出責任は当事者になく裁判所が積極的に証拠の所在や評価について調
査しているのがラオス式である（民訴法1０2条によれば第一次的な証拠提出責任は
当事者にあり裁判所は補充的に調査する責任を負うように読めるが，実際には裁判所
が証拠を積極的に徹底的に探さないと国会や国民から非難されるようである。同条は
2０12年改正の際に当事者主義的な方向になるような意図で導入されたようだがう
まく機能していない。）。破棄審では新たな証拠提出はできないが，破棄審が職権的に
事実の調査をすることは可能のようである（同法2９９条2項）。実際に破棄審がど
れぐらい頻繁に職権的調査をしているかは不明である。

６　上訴審の構造
控訴審及び破棄審のいずれも原審の証拠（事件記録）を引き継いでいるから覆審で
はないといえる。
破棄審において原則的に新たな証拠提出はできないから基本的に事後審のようであ
る。もっとも，前述の通り破棄審は職権的に事実を調査できるので継続審の側面も持
つように思う。また，破棄審は原審の判断時に立ち戻って判断するというよりも，破
棄審の判決時における自らの心証と原審の心証を比較して自らの心証が勝つときに原
判決を変更するようであり，心証の取り方は継続審の色彩が強いと思う。
控訴審については，控訴審において新たな証拠が提出できることと，控訴審も破棄
審と同じく控訴審の判決時の心証を見ているようだから控訴審は継続審だと私は思う。
ラオス側は上訴審の構造について検討して来なかったようであり，ラオスにおいて
共通した理解はないようだ。

７　上訴審の判決
控訴審判決は①控訴を受理しない（日本でいう却下），②控訴棄却して一審判決を
全部承認する，③一審判決を変更して自判する10，④一審判決を破棄して差し戻す，
⑤いずれの裁判所にも差し戻して再検討させることなく一審判決を破棄する，⑥一審
判決の仮執行をする，のいずれかである（民訴法2７８条）。
破棄審判決は①破棄申立てを受理しない（日本でいう却下），②破棄申立てを棄却
して控訴審判決を全部承認する，③控訴審判決を下級審裁判所が確定した出来事に基

する」とはどういう意味か。「証拠」から独立した「情報」があるのか明確ではない。日本における弁論の全趣旨とい
う程度の意味かもしれない。
10  原審の取消し又は破棄をしなくても原審の判決を変更できると解釈されているようである。
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づきつつ法律面において変更して自判する，④控訴審判決を破棄して差し戻す，⑤い
ずれの裁判所にも差し戻して再検討させることなく控訴審判決を破棄する，のいずれ
かである（民訴法３０2条）。
上記のうち，「⑤いずれの裁判所にも差し戻さずに判決を破棄する場合」については，
ア当事者が承継人なくして死亡した場合，イ当事者たる法人が破産判決を受けた場合，
ウ原告に訴える権利がない場合，エ以前に判決が出ている場合，オ訴えの時効が完成
している場合にできる（民訴法2８０条。同法３０３条により破棄審に準用される。）。
これは，列挙事由を見ると日本の中断，却下，棄却事由が混在しているようであるが，
要するに上訴審が当該訴訟を終了させることを意味するようだ。ここでいう破棄（ロッ
プラーン）は，原判決破棄という意味ではなく，判決自体を消滅させる意味で使われ
ている気がする（ロップラーンは取消しの意味でも用いられる単語。）ので，同法
2８０条の中で「破棄」という言葉の意味が統一されていないように感じる。
また，上記③の通り，最高裁が自判できるのは法律問題についてのみで，事実認定
が間違っているとして認定を覆したいときは差し戻さなければならないようであり，
審理の長期化の一因となっているそうだ。これは，最高裁が積極的に事実認定を行っ
ているラオスの実情と民訴法が合っていないといえる。
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民事事件１（別紙１） 

２０１０年１月４日民事破棄審第０２号 

農地所有権を巡る紛争事件

事案の概要
被告の義母である原告が，本件土地（2ヘクタール）の管理使用権は原告が有するのに
被告が本件土地を無断で使用していたと主張して，土地の返還を求めて村落調停を申し立
てたところ，村長は本件土地を被告に与える決定をしたため，原告が本件土地の明渡しを
求めて訴えを提起した。
被告は，本件土地は1９９７年に被告の夫の祖父から許可を受けて開拓したもので，
1９９９年以降，本件土地は被告及び被告の夫の共有であると申告して土地税を払ってき
たのであり，被告に管理使用権があると主張している。

1審判決（ラオガーム郡裁判所）
原告に対し，本件土地を管理使用することを命じた（請求認容）。
被告が控訴。サラワン県検察院は，原告は本件土地の管理使用権が原告にあることを証
明していないから1審判決を変更するべきとの意見を述べた。

2審判決（サラワン県裁判所）
1審判決を全部変更し，被告に対し，本件土地を管理使用させることを命じた（控訴認
容）。
原告が破棄申立て。最高検察院は，2審判決は妥当であるとの意見を述べた。

判旨
原判決を全部承認（破棄申立棄却11）。
原告は，原告が本件土地の管理使用権を有していると裁判所に確信させるための証拠や
書類を持っていない。被告も，本件土地が原告のものであると認めていない。被告は本件
土地を1９９７年から開拓して継続的に管理使用してきたが，2００８年まで原告から返
還を請求されたことはなかった。仮に本件土地が原告の管理所有であったとしても原告は
既に管理使用権を失っているであろう。したがって，被告に本件土地の管理使用権を認め
た控訴審判決は適当である。

11  本来は破棄申立てを棄却した上で原判決を承認しなければならない（民訴法３０2条2号，2００４年民訴法では
11３条）が，破棄申立てを棄却した旨の記載がない。判決の脱漏に思えてしまう。別紙2の判決も同様である。



ICD NEWS　第87号（2021.6） 135

解説
1　審判対象

ラオスの裁判実務では訴訟物について厳密に検討されない。おそらく訴訟物という概
念が存在しない。特に本件のような不動産を巡る紛争の場合，登記名義の抹消又は移転
請求なのか，明渡請求なのか，審判対象を特定しないで審理することが多いようである。
そのため，判決書を読んでも何について判断したのか分からないことがある。本件土地
は，判決書を読む限り，被告が税金を支払う際に被告と夫の共有名義であると申告して
いるようであるが，登記されているか定かではない（登記せずに納税できるのか私は把
握していない。）。訴状には「法律に基づく解決をして下さるよう訴えを提起した」とし
か記載されていないので原告が何を求めたのか不明確である。しかし，一審も原審も本
件土地を管理使用することを主文で命じているので，登記名義ではなく土地明渡が審理
の対象であると言えるだろう。
原告が土地明渡請求をする根拠は土地使用権である。ラオスは社会主義国であり土地
の所有権は国家に所属するため，日本で所有権と表現されるものはラオスでは正確には
使用権である。もっとも，使用権は所有権と同じように売買の対象とされ活用されてお
り，通常は所有権と同じように考えて差し支えない。

2　本判決の意義
ラオスの民事訴訟では職権調査及び職権探知主義が採用されているが，当然ながらノ
ンリケットは生じる。そのため，厳密に研究されているわけではないものの，自然と立
証責任が考えられているようだ。
本判決は「原告は，原告が本件土地の管理使用権を有していると裁判所に確信させる
ための証拠や書類を持っていない」と述べており，「原告が所有権（使用権）を有する
こと」については原告が立証責任を負うと示した。
所有権の立証というと，いわゆる「もと所有」についての権利自白の問題が絡むが，
ラオスの裁判官が所有権の来歴についてどのように立証させているかは不明である。
また，本判決は「裁判所に確信させるための証拠」が必要である旨を述べており，立
証に「確信」が必要である旨を明らかにしている。しかし，私の感覚ではラオスの民事
訴訟における立証の程度は日本におけるそれよりもかなり低い。実際には，証拠の優越
又は主張の優越で決する場合が多いようである。そうすると「確信」という判示にどれ
だけ意味があるのかは不明である。

３　判決理由について
原告の請求を棄却するためには「原告が所有権について立証できなかった」と言いさ
えすれば済むにも関わらず，本判決は他に興味深いことを2点，判示している。
まず，原告が立証できなかった旨を説示した次に「被告も本件土地が原告のものであ
ると認めない。」と判示している点である。2０12年民事訴訟法1７８条は「原告と



136

被告が共に認めている問題については，当該問題が国家又は社会の利益及び法令に抵触
しない限り，裁判所は証拠を必要としない。」と規定しているが，本判決当時の
2００４年民事訴訟法には，当該自白に関する規定は存在しなかった。そうすると，被
告が原告所有を認めないことにどういう意味があるのだろうか。仮に本判決当時も明文
の規定が無いものの自白した場合は証明不要効が生じると考えられていたとすれば，当
然ながら，「被告は原告所有を認めない」と判示した次に「原告は立証できなかった」
という順番で記載するのが論理的である。しかし，本判決は「立証できなかった」の後
に「被告は原告所有を認めない」と続くのである。よく分からない判示である。
次に興味深い点は，「仮にこの土地が原告の所有であったとしても，原告は既に管理
利用権を失っているであろう」という判示である。とにかく最高裁が「仮に」の判断を
すること自体が面白い。
そして，本判決当時の所有権法４2条1項は「不動産については2０年間，動産につ
いては５年間，他人の資産を自分が所有者であるのと同様に善意で継続して占有した者
は，かかる資産に対する所有権者となることができる。こうした善意の占有は，公然，
継続かつ平穏に表れている必要がある。」と規定する。ちなみに2０2０年に施行され
た民法５1条は「取得時効とは，物を善意，公然，継続且つ平穏に，自己のものと同様
に占有し使用することによる，何人かの物に対する権利の取得事由であり，不動産の場
合は2０年間，動産の場合は５年間である。」と規定する（所有権法は民法施行に伴っ
て廃止された。）。
しかし，被告は1９９７年に本件土地を開拓し使用し始めたと主張しているのであっ
て，本判決の2０1０年1月４日時点で被告の占有は2０年を経過していない。そうす
ると，被告は被告の夫の祖父から本件土地の開拓の許可を受けたと主張しているから，
被告は当該祖父の占有を承継したと考えるほかない。もっとも，本判決には祖父の占有
開始時期について記載がない。だからこそ本判決は「仮に」と判断したのかもしれない
が，判断する以上は，必要な事実は記載すべきだと思う。

４　執行について
一審は被告に対して土地の「明渡し」を命じるのではなく原告に対し土地の「使用」
を命じているが興味深い。原判決も，控訴を認容したのだが請求を棄却するのではなく，
被告に対し本件土地を管理使用させることを命じた。このような自由な主文はラオスで
よく見られる。これは，ラオスでは当事者の申立てを要することなく全件が司法省の判
決執行部門に送付された上，執行官が広い裁量を持って執行時に和解のようなことをす
るため，債務名義の文言に気を遣う必要はないからこそ，できるのである。

以上のほか，形式面や内容に関する詳細な指摘は別紙1の脚注を参照して下さい。
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別紙1　民事判決1　※脚注は鈴木一子による。

ラオス人民民主共和国
平和，独立，民主主義，統一，繁栄

最高人民裁判所
民事合議体
破棄審 第０2号12／民事破棄審
 2０1０年1月４日付

12  判決番号。判決をする際に付される番号であり，脚注2の事件記録の番号とは異なる。
13  事件記録の番号。つまり，日本と異なり，事件を受け付けて記録を作成したときに記録ファイルに付される番号と判
決書に付される番号の2種類あるということ。
14  日本人に分かりやすいように「当事者」と翻訳されているが，実際の判決には「ラワーン」（betweenの意味）と記
載されている。意訳すれば「（次の当事者）の間に（事件が係属している）」ということだと思う。

破棄審判決

最高裁判所の民事合議体は以下の者から構成される：
タンサマイ・サームンティー様（女性）　裁判長
カムサイ・ジッタコーン様　　　　　　　陪席
カムパン・ブンパコム様　　　　　　　　陪席

ワッタナー・スリヤヴォン様（女性）　　書記官

2０1０年1月４日９時３０分，最高裁判所の法廷において，ラオガーム郡裁判所
2００８年８月５日付け第1９号13／民事第一審民事事件を審理するために開廷した。

当事者14

ヌーパット氏（女性），年齢６７歳，国籍：ラオス，職業：農家，住所：ノーンドア村，
ラオガーム郡，サワラン県：…………原告；

ケート氏（女性），年齢３2歳，国籍：ラオス，職業：農家，住所：オンベン村，ラオガー
ム郡，サラワン県：…………被告；
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事件名：農地所有権を巡る紛争

裁判所は

ラオス人民民主共和国として
2００３年改正の人民裁判所法に定める人民裁判所の権限及び任務に基
づき判決する。

事件内容15

2００８年６月1３日付け訴状及びヌーパット氏（女性，原告）の法廷における供述に
よれば，次の通り主張している：自分は161９９５年まではサラワン県ラオガーム郡オン
ヤイ村に住んでいて，争いとなっている面積2ヘクタールの土地を家計用の農地として使
用していた。1９９５年から自分はノーンドア村に引っ越した。当時，ソンチャイとケー
ト（女性）夫妻が自分から許可を受けることなく当該土地にやって来て開拓し始めた。そ
のため，自分は村役場に対して数回，申し入れたが，何も解決されなかった。2００８年
に自分がオンベン村の村役場に申し入れた際，オンベン村の村長は当該土地の管理使用権
をソンチャイとケート（女性）に付与する決定をした。そのため，自分は裁判所に対し，
法律に基づく解決をして下さるよう訴えを提起した。
2００８年８月４日付け答弁書及びケート氏（女性，被告）の法廷における供述によれ
ば，次の通り主張している：夫のソンチャイはシータット（祖父）と小さい頃から一緒に
住んでいた。1９９７年にソンチャイが自分と結婚する際，シータット（祖父）が私達に
対し，林だった土地をコーヒー畑にするように開拓を許可してくれた。当該土地は空き地
であり，その土地を占有して利用する者はいなかった。1９９９年９月７日になって自分
は土地税を納付するために当該土地の面積等を申告し，1９９９年９月７日付け及び
2０００年６月７日付けの土地面積の申告明細書においてソンチャイ及びケート（女性）
名義となっている。なお，当該土地の面積は1，０22㎡である。当該土地で農業をして
いる間，誰からの異議も全く無かった。しかし，2００８年になって夫のソンチャイが死
亡してから義理の母であるヌーペット（女性，原告）が当該土地を同人の物だと主張して
きたのである。その後，2つの村において両者が出席して調停をした。2つの村の役場の
人は，当該土地の管理権を自分と子供に付与することを決定した。

事件の進行過程17

ラオガーム郡裁判所が，原告及び被告が出席する中で下した第０３号／民事第一審
2００８年12月３1日付け判決は，次のとおり言い渡した：当該紛争土地の所有権を
ヌーパット（女性，原告）に管理及び活用させることを命じる。ケート（女性，被告）に

15  ラオス語でヌアーカディ。当事者の主張のまとめである。
16  当事者の主張をコピー＆ペーストする結果，「原告は」「被告は」ではなく「自分は」と記載されるのが現在のラオス
の判決の特徴である。
17  ラオス語でフープカディ。上訴審判決に特有の記載欄。
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対し，額18の2％を国家納税分として，資料のコピー費用等の1００，０００キープを負
担させる。
ラオガーム郡裁判所の2００９年1月12日付け事件受理明細書にて，ケート（女性，
被告）の第４４号／郡裁判所2００９年1月７日付け控訴申立予約書が確認できる。そし
て2００９年1月12日付け控訴申立書は次の内容を述べる：第０３号／民事・第一審
2００８年12月３1日付け判決書に対して不服を有する。それはラオガーム郡の裁判所
が法律及び事件の実際の事実に適していない判決をしたからである。従って控訴審裁判所
による再度の判断を求める。
サラワン県検察院による第０７号／サラワン県検察院2００９年３月３日付け控訴審意
見陳述書によれば，次のとおり述べる：ラオガーム郡裁判所がした第０３号／民事第一審
2００８年12月３1日付け判決書は，法律及び実際の事実に適していない判断である。
なぜなら，原告は，当該土地の所有権を原告が有していることを証明する書類を有してい
なかったからである。なお，土地税の申告明細書は他の土地の分であり，当該紛争土地の
分ではない。
サラワン県裁判所が原告及び被告の出席の下で行った第０９号／民事控訴審2００９年
３月2０日付け判決は，次のとおり命じている：ラオガーム郡裁判所がした第０３号／民
事・第一審2００８年12月３1日付け判決書を全部変更する。そして，紛争土地のコー
ヒー畑をケート（女性，被告）に管理及び活用させるという判断を新たに加えた。なお，
被告に対し，控訴申立手数料３０，０００キープ及びコピー等の費用５０，０００キープの
支払を命じる。原告に対し，資料のコピー代1００，０００キープを負担させる。
ラオガーム郡裁判所の第1３号／民事控訴審事件受理明細書においてヌーパット（女性，
原告）の2００９年４月21日付け破棄申立書を確認でき，次の通り述べている：第０９
号／民事控訴審2００９年３月2０日付け判決に対して不服がある。
最高検察院の2００９年３月2日付け意見陳述書・第０22号／最高検が提出された。

認定19

法廷において本件事件記録にある書類等を確認した。
事件記録にある証拠を評価した結果，次の通り判断する。
ヌーパット氏（女性）が作成した破棄審申立書が2００４年民事訴訟法1０８条所定の
期間内に提出されたため，事件を受理した。
ヌーパット氏（女性，原告）がサラワン県裁判所の控訴審判決に対して不服があるため，
最高検察院及び破棄審裁判所である最高裁判所に提出する破棄申立書を作成し，理由を次
の通り述べている：控訴審裁判所であるサラワン県裁判所の判決は法律に適しておらず整

18  この判決では何の金額か明確に記載されていないが，敗訴者が負担する税金は訴額の2％とされている（2００６年
裁判所費用法９条，同法1８条1号）。本件のような土地に関する紛争の場合の訴額の算定方法はよく分からない。
19  ラオス語でヴィニッサイ。判決理由が記載されている。判決理由の冒頭に当事者の主張がまとめられ，当事者の主張
欄（ヌアーカディ）及び事件の進行欄（フープカディ）と重複している。一審判決でも当事者の主張欄と理由の欄に重
複が見られ，ラオスの判決が読みにくい原因の1つとなっている。



140

合していないため，破棄審裁判所に再検討を求める。この主張を破棄審裁判所が検討した
結果，これは合理的でない主張であると判断した。なぜなら，原告はその紛争土地が原告
のものであることについて裁判所に法的な確信をさせるための証拠や書類を持っていない
からである。そして，被告も当該土地が原告所有であると認めていない。被告は被告自身
とソンチャイ氏（夫）が当該土地を1９９７年から開拓し，数年間，継続的に管理，活用
をしてきた部分だけ認めている20。これに関して原告からの返還請求などは全く無かった。
2００８年になって初めて原告は当該紛争土地が原告所有であると主張した。しかし，証
拠が無かった。仮にこの土地が原告の所有であったとしても，原告は既に管理利用権を失っ
ているであろう。従って，控訴審のサラワン県裁判所が被告に当該紛争土地の管理利用権
を付与する判決をしたのは法律に適していると判断する。従って破棄審裁判所は原告の破
棄申立ての通りに判断することはできない。
最高検察院が破棄審裁判所に対し「控訴審裁判所であるサラワン県裁判所の判決が法律
及び事件の実際の事実に適している」と意見陳述をしたことは法的に理由があると判断す
る。
上記に述べた理由から，控訴審であるサラワン県裁判所による2００９年３月2０日付
け判決書第０９－０９号／民事控訴審が法律及び事件の実際の事実に適していると判断し
たから，破棄審はその判決を全部維持する。
ヌーパット氏（女性，原告）が破棄申立人であるから，裁判費用に関する法律2４条に
基づき破棄申立の手数料を負担させる。
参照条文：2００４年民事訴訟法1０６条，1０８条，1０９条，11０条，111条
及び11３条。
参照条文：裁判費用に関する法律2４条。

これによって

破棄審及び法律上の最終審としてこの事件について，次のとおり判決する。
言渡し：原告の破棄申立書を全部破棄し，控訴審であるサラワン県裁判所による
2００９年３月2０日付け判決書第０９－０９号／民事控訴審を全部維持する。
ヌーパット氏（女性，原告）に破棄申立手数料４０，０００キープを負担させる。
本判決書は本日を持って効力が発生する。

　　　合議体の裁判長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　書記官
タンサマイ・サームンティー21　　　　　　　　　　　ワッタナー・スリヤヴォン

20  「被告が本件土地を開拓し活用してきたこと」を「被告が認めている」と表現するのは日本の裁判官からすると変な
日本語である。なぜなら当該事実は原告の主張を否認する理由又は占有正権原の主張であり，被告が認否する事実では
ないからである。この一文は，ラオスで証明責任が厳密に考えられていない証左であると思う。
21  原文は裁判長及び書記官の署名と押印がされている。
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民事事件２（別紙２） 

２０１０年１月１２日民事破棄審第１０号 

消費貸借契約事件

事案の概要
原告が，被告及び被告の夫に対し1４万バーツ（約４９万円）を月５％の利息で貸し付
けたが利息８か月分しか弁済を受けていないと主張して，元金及び利息の残額の支払を求
めて訴えを提起した。なお，被告は本件消費貸借契約のために被告の土地及び家に担保を
設定している。
被告は，原告の主張する元金と利息を認めている。なお，被告は，返済能力が無いため，
利息は弁済せずに，まず元金として３万バーツ（約1０万４０００円）を弁済し，元金の
残部は月1０００バーツ（約３５００円）の分割払いをさせて欲しい旨を述べている。

1審判決（サワンナケート県裁判所）
被告及び被告の夫に対し，元金1４万バーツ及び年1０％の利息の支払を命じた（一部
認容）。また，利息は2００７年５月から完済までの期間に付すが，利息額は元金を超え
てはならない旨と被告が弁済できない場合は担保を売却する旨を命じた。
被告が控訴。被告は控訴審になって，本件消費貸借契約は原告と訴外ソムジットとの間
でされたものであり，被告は借りていないと主張した。南部地域検察院は，1審判決は妥
当であるとの意見を述べた。

2審判決（南部地域裁判所）
1審判決を全部維持（控訴棄却）。
被告が破棄申立て。最高検察院は，2審判決は妥当であるとの意見を述べた。

判旨
原判決を全部承認（破棄申立棄却）。
被告及び被告の夫は，本件消費貸借契約は原告と訴外ソムジットとの間でされたもので
あり被告は借りていないと主張しているが，合理的でない。なぜなら，答弁書及び調停の
議事録によれば，被告及び被告の夫は被告が原告から借金したことを認めているからであ
る。また，被告及び被告の夫は土地及び家に担保を設定したと認められるから，被告及び
被告の夫に返済能力がない場合，原告が担保資産を売却し，弁済に充てることが妥当であ
る。したがって控訴審判決は適当である。
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解説
1　本判決の意義

本件は個人間における貸金返還請求及び利息請求という最も単純な類型の事件であ
る。しかも一審では契約について争いがなかった。本件で最も目を引くのは，利率に争
いがないにも関わらず，裁判所は約定よりも利率を下げて支払を命じ一部認容とした点
である。当事者から高利であるなどの主張が無くても裁判所が職権で利率を変更するこ
とがあることを示した最高裁判決といえる。
なお，被告は，控訴審になって，被告は借主ではなく実は訴外知人が借りたものであっ
たと主張した。本判決は，答弁書及び村落調停において被告は借主であることを認めて
いたことを理由にあっさり被告の主張を排斥しており，事実認定で大きな意義を持つ判
決ではない。
事実認定といえば，本件消費貸借契約及び利息契約の成立日が認定されていない。本
件においては控訴審から契約の当事者性が争われているし，適用法も検討する必要があ
るので（1９９０年契約内債務法か2００８年契約内外債務法か）契約日の認定は必要
である。端的な判決は奨励されるべきではあるが，さすがに事実を省略し過ぎていると
思う。
本判決は目新しい判断をしたものではなく最高裁判決としての重要度は低いといえる
が，日本の法律家にとっては，以下の点を含めてラオスの裁判実務が垣間見える興味深
い判決である。

2　利息について
本判決の参照条文を見ると，本判決に適用されたのは契約内債務法である。前記のと
おり，本件消費貸借契約及び利息の合意がされた日が認定されていないのは問題だが，
訴状は2００７年11月2９日付けであるから契約日はそれより昔なのは明らかで，契
約内債務法の適用は妥当である（契約内債務法は2００８年に成立した契約内外債務法
の施行によって廃止された22。）。
ラオスにおける利息の上限について，本稿執筆時点では，年率３６％である。
2０2０年に施行された民法４３1条は「銀行またはその他の金融機関以外の消費貸借
においては，利息の計算は年３６％を超えてはならない」と規定し，2０1８年に施行
された刑法2９８条は「関係機関からの許可を得ずに，貸金を事業として営み，貸金の
金利を年間３６％以上算定する者に対し，３か月から1年の自由剥奪刑又は自由剥奪し
ない再教育及び５００万から1０００万キープの罰金が科せられるものとする。」と規
定する。
本判決に適用される契約内債務法４６条５項から７項は，「銀行貸付の金利は，貸付

22  契約内外債務法の施行日は同法1０８条1項が「本法は，ラオス人民民主共和国の国家主席が布告のための国家主席
令を公布した後に効力を有する。」と規定しており，施行日を知るには過去の官報を調べて国家主席令の公布日を確認
する必要があるが，私は同主席令を見つけておらず，施行日は分からない。
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銀行の規制事項に合致したものでなければならない。」，「銀行以外の（者）23から貸付金
を借り入れる際に，金利の算定は銀行（貸付で課される金利）を上回るものとできるが，
その上げ幅は年間３パーセントを超えないものとする。」，「金銭を貸し付けるにあたり，
金利を元本に含めることは禁止され，金利は元本を上回るものとすることはできない。」
と規定する。当時の利息の上限を知るには当該条文で定める「銀行貸付の金利」を調べ
る必要があり，おそらく首相令等で定められていると予想されるが，私は把握していな
い。
本件において元金1４万バーツ，月５％（単利で考えれば年利６０％）の利息に争い
がない。しかし，裁判所は元金1４万バーツ，利息は年1０％にしている，これは，年
６０％の利率は契約内債務法４６条６項の「銀行貸付の金利より年３％を超えない」と
いう上限を超えているということだろう。
裁判所が利息の上限を超えた利率を無効にして新たな利率を定められる根拠はよく分
からない。

３　当事者について
本件の被告はケオウドーンさん1名である。しかし，原告は，被告及び訴外ワンディー
（被告の夫）が本件消費貸借契約を締結したと主張している。ここで「被告と被告の夫
が借りた」というのは連帯債務なのか保証債務なのか，どういう意味なのかは分からな
い。いずれにせよ被告だけでなく被告の夫も本件消費貸借契約に関係しているのである。
しかし，なぜか原告は被告（妻）だけを訴えた。
これに対し，一審は，被告だけでなく訴外ワンディ（被告の夫）に対しても弁済を命
じた。控訴審も本判決も，当事者が被告（妻）だけであることは気にしておらず，訴外
ワンディ（被告の夫）も債務を負うことを当然の前提にしている。
このような処理は日本の法律家からすれば違和感があるが，ラオスではよく見られる。
ラオスでは，当事者が誰か検討せずに訴外の者を名宛人にして判決をしたり，あるいは
「第三者」として訴訟に参加させて判決することは，頻繁にあるようである。第三者は
民訴法７５条以下に規定があり日本の独立当事者参加や補助参加に類似しているが，参
加要件はほとんど検討せずに参加が認められている。私からすれば単なる証人ではない
かと思う人も積極的に「第三者」として呼び出すことは多い。また，ラオスでは共同被
告をあまり考えないようである。共同被告となるべき者がいても被告は1人としてやは
り「第三者」として巻き込むことが多いようである。
当事者概念が曖昧なのは，ラオスの判決効が明確ではないことに由来すると思われる。
判決効らしきものは2０12年民訴法改正で新設され，民訴法３０９条1項は「確定し
た命令，決定，第一審判決及び上訴審判決は，あらゆる党組織，国家機関，ラオス建国
戦線，大衆組織，社会組織，企業及び全国民が尊重しなければならず，関係者及び機関

23  当該条文の「（者）」「（貸付で課される金利）」は分かりやすさのために翻訳者が追記した。
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は厳格に履行しなければならない。」と規定している。2０1７年人民裁判所法2項も「確
定した人民裁判所の判決文に対しては，各党組織機関，政府組織機関，建国戦線，大衆
組織機関，社会組織機関，企業ならびに各国民はこれを尊重しなければならない，個人
ならびに関係する機関は，憲法９８条の中で規定されているように厳格に実施しなけれ
ばならない。」と規定する。これら条文の意味は明確ではないが，判決に対世効がある
ようにも見える。
このように，当事者のみに判決の効力が及ぶという概念が薄いため，ラオスでは誰が
訴訟上の当事者か重要視されていない。本件のように当事者が誰か曖昧なことは多いし，
他にも例えば当事者能力の議論はないし，当事者と代理人の区別が付いていないことも
多い。
また，執行の段階では，判決の名宛人に限らず利害関係者も呼び出して和解のような
ことが行われるのが通常である。その際，訴外の者（本件では被告の夫）の資産に執行
しても問題視されることは無いのであろう。

４　担保について
担保の実体面について興味深いのは，「土地及び家の権利証を担保にして」などと判
示されている点である。これはラオスの実務を反映した表現である。ラオスでは権利と
は書面に付着しているもの，あるいは書面そのものと考える人が多い。2０2０年に施
行された民法では不動産に担保を設定することになっているのだが，民法が施行される
前の法律である2００５年施行の契約履行担保に関する法律24は，実体法上も権利証に
担保を設定することを前提にしているように読める25。
担保権実行の手続面については，私的実行のほか，司法手続による実行がある（契約
履行担保に関する法律３４条，2０11年６月2０日付け契約執行担保法の実施に関す
る首相令３４条，同法６2条）。民事事件1の解説「４」で述べた通り，日本と異なり，
判決の執行は当事者の申立て無しに自動的に行われるが，担保権実行の場合も日本と異
なり，担保権実行の申立手続は存在しない。日本風に言えば債務名義の取得と担保権実
行は一体となっており，債権者は本案の訴えを提起して判決の中で任意に履行されない
場合は担保を実行できる旨の判断を受け，任意の履行が無い場合は判決執行と同様の手
続に進む（前記首相令６６条2項）。
本判決は「被告及び被告の夫は土地及び家に担保を設定したと認められる」と事実認
定をした上で，「被告及び被告の夫に返済能力がない場合，2００５年に施行された契
約履行担保に関する法律３４条に基づいて原告が担保資産を売却し，弁済に充てること

24  民法６３０条３項は「この法典は，契約内外債務法，家族法，所有権法，相続法及び担保法並びにその他の法律の条
文で関係する民事の特徴を持つものに代える。」と規定するため，契約履行担保に関する法律は民法施行に伴って廃止
になるとも思われるが，一部の規定は効力が残るようである。
25  契約履行担保に関する法律2０条は「不動産に関わる担保は，債権者に対する債務返済やその他の義務履行に関する
保証で，例えば土地区画，家，工場といった債務者の不動産によって，または債務者の不動産に関する使用権によって，
債権者や指定当事者が保有している上記財産の所有権や使用権を証明した書類を設定することによって担保されるも
の。」と規定する。
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が妥当である。」と述べている。本件の担保に関する判示部分は，上記の司法手続に載
せるための説示だと思われる（主文に記載せずに理由に記載するので足りるのには驚く）。
本判決の通り，本案の中で担保権について判断するため，担保権については「債務者
が履行しない場合は」という条件付き判断にならざるを得ない。また，担保権実行につ
いて抗告や異議のような手続はなく，例えば担保権の不存在について本案で争うしかな
い。このような制度は，本案において担保に関する争点が加わってしまい，訴訟の遅延
につながると思う。なお，本案判決確定後に事情が変動した場合（例えば担保権が消滅
した場合）の規定は見当たらず，どのような手続になるのか私はよく分からない。おそ
らく執行段階でなされる和解の中で話し合いをして解決するのだろう，それが難しけれ
ば債務者が債務の消滅について更に訴えを提起するほかないと推測する。

以上のほか，形式面や内容に関する詳細な指摘は別紙1及び別紙2の脚注を参照して下
さい。
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別紙2　民事判決2　※脚注は鈴木一子による。

ラオス人民民主共和国
平和，独立，民主主義，統一，繁栄

最高人民裁判所
民事合議体
破棄審 第1０号／民事破棄審
 2０1０年1月12日付

破棄審判決

最高裁判所の民事合議体は以下の者から構成される：
カムパン・ブンパコム様　　　　　　　　裁判長
カムサイ・ジッタコーン様　　　　　　　陪席
ブンヘン・ピマニヴォン　　　　　　　　陪席

ワッタナー・スリヤヴォン様（女性）　　書記官

2０1０年1月12日８時３０分に，最高裁判所の法廷において，サワンナケート県の
2００８年３月12日付け第一審裁判所第12号／民事一審民事事件を審理するために開
廷した。

当事者

アーモン氏（女性），年齢３８歳，国籍：ラオス，職業：商売，住所：ポーサイ村，カ
イソーンポヴィハーン郡，サワンナケート県：……………原告。

ケオウドーン氏（女性），年齢４４歳及びワンディー氏，国籍：ラオス，職業：商売，
住所：ポーサイ村，カイソーンポヴィハーン郡，サワンナケート県：……………被告。
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事件名：消費貸借契約

裁判所は

ラオス人民民主共和国として
改正人民裁判所法に定める人民裁判所の権限及び任務に基づき，判決す
る。

事件内容

アーモン（女性，原告）の2００７年11月2９日付け訴状によれば，次のとおり主張
している：ワンディー氏及びケオウドーン（女性）夫妻は，自分から1４０，０００バー
ツ26を月５％の利息で借りている。なお，この借金のためにワンディー氏とケオウドーン
（女性）は土地及び家の権利証を担保にして土地及び家の権利証を自分に譲渡した。その
際，同人が元金及び利息を弁済した場合は土地及び家の権利証を同人に返還譲渡をする約
束をした。しかし，借金をしてからケオウドーン（女性）は自分に利息８か月分しか支払っ
ていない。具体的には，2００７年４月までしか返済しておらず，それ以降は全く返済し
ていない。従って，自分はワンディー氏及びケオウドーン（女性）に対して元金及び利息
を返済するよう求めて訴えを提起した。もし返済する能力がなければ，同人らにその土地
及び家の明渡しを求める。
ケオウドーン（女性）及びワンディー氏（被告ら）の2００８年３月３日付け答弁書及
び2００８年３月2６日付け調停の記録書によれば，次のとおり主張している：自分たち
は原告から1４０，０００バーツを月５％の利息で借りていることを認める。現在，自分
たちは元金３０，０００バーツを先に返済したい。元金の残部は月1０００バーツの分割
で返済したいが，利息については原告に返済する能力がない。

事件の進行過程

サワンナケート県裁判所が原告及び被告が出席する中で下した2００８年６月1３日付
け第０８－21号／民事・第一審判決書は次の通り：2００７年11月2９日付け訴状に
は一部相当性があると判断したため，ケオウドーン（女性）及びワンディー氏夫婦（被告）
には元金1４０，０００バーツ及び年1０％の利息の返済をアーモン（女性，原告）に対
して命じる。なお，利息の計算については2００７年５月から完済までの期間とするが，
利息額は元金を超えてはならない。被告が借金を返済することができなければ，担保資産
を売却して原告に弁済する。不足した場合は被告が完済するまで返済を続けてもらうが，
余った場合は被告に返還する。被告に対し，裁判の預入金1５０，０００キープを原告に
返還させ，国家納税７７０，０００キープを負担させる。
ワンディー氏とケオウドーン（女性）（被告ら）の2００８年６月2０日付け控訴申立

26  タイの通貨。ラオスの通貨はキープだが，ラオスではバーツで金額を指定することも多い。
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の予約明細第12号／サワンナケート裁判所が提出された。
サワンナケート県裁判所の2００８年７月７日付けで受理した受理番号第９1号／サワ
ンナケート裁判所ワンディー氏及びケオウドーン（女性）（被告ら）の2００８年６月
2４日付け控訴申立書によれば，判決に対して不服があり，次のとおり主張している：原
告が訴えを提起した借金については，実はソムジット氏及びヌアン（女性）（夫婦）が借
りたものであり，自分たちは単にソムジット氏を代理して原告からお金を借りただけであ
る。現在，自分もソムジット氏とヌアン（女性）に対し裁判所に訴え提起しているところ
である。そのため，まずソムジット氏とヌアン（女性）に返済してもらってから原告に返
済するので，原告にはもう少し待って欲しい。
控訴審の南部地域検察院の2００８年９月1６日付け意見陳述書第11５号／南部検察
院によれば，次のとおり述べている：サワンナケート県裁判所が第一審として下した
2００８年６月1３日付け第０８－21／民事第一審判決書は事件の事実及び法律に整合
している。
控訴審である南部地域裁判所が原告の欠席と被告らの出席の下で下した2００８年11
月1３日付け第８３号／民事控訴審判決書によれば，次のとおり言い渡している：サワン
ナケート県裁判所が第一審として下した2００８年６月1３日付け第０８－21／民事第
一審判決書を全面的に維持する。被告らには控訴申立書費用３０，０００キープを負担さ
せる。
アーモン（女性，原告）及びワンディー氏（被告）の2００９年３月５日付け控訴審判
決の承知に関する記録書が確認できた。
ワンディー氏とケオウドーン（女性）（被告ら）からの2００９年３月1０日付け破棄
申立書が提出された。
最高検察院の2００９年11月３０日付け意見陳述書第０７０号／最高検察院が提出さ
れた。

認定

法廷で本件の事件記録にある書類等を確認した。
事件記録にある証拠を評価した結果，次の通り判断する。
ケオウドーン（女性）とワンディー氏（被告ら）の破棄申立書が改正民訴法1０８条に
定めている期間内に提出されたため，検討するために受理した。
ケオウドーン（女性）とワンディー氏（被告ら）がアーモン（女性，原告）から借金し
たことについて，「実はアーモン（女性）及びソムジット氏との関係であり，自分はそこ
に参加しておらず，ソムジット氏が自分の土地権利証を借りて当該借金のために担保設定
していた。そして自分が既に返済した利息に関しては，なぜ裁判所はそれを触れていない
のか」と主張し，南部地域裁判所に法律に従って破棄判決をするように破棄申立したこと
を破棄審裁判所が検討した結果，これは合理的でないと判断する。なぜなら，答弁書及び
2００８年３月2６日付け調停の議事録によれば，被告らがアーモン（女性，原告）から
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借金したことを認めているからである。これは原告と被告には契約内債務上の関係27があ
ることを示している。そして，2００６年９月12日付け土地権利証の譲渡契約によれば，
被告らは今回の金銭貸借の担保設定として土地及び家の権利証を原告に譲渡するための書
類を作っていた。従って，契約内債務法４６条に基づいて，被告は原告に債務の返済義務
を有していると判断する。被告らが原告に返済する能力がなかった場合，契約履行の担保
に関する法律３４条に基づいて，原告がその担保資産を売却し，原告への返済に充てるこ
とが妥当である。
最高検察院が破棄審裁判所に対し，2００８年11月1３日付け控訴審の南部地域裁判
所の第８３号／民事控訴審判決書が法律及び事件の事実に適しているという意見陳述をし
たことは合理的な意見と判断する。
上記で述べた理由から，2００８年11月1３日付け控訴審の南部地域裁判所の第８３
号／民事控訴審判決書が法律及び事件の事実に適していると判断したため，当該判決を全
部維持する。
ケオウドーン（女性）とワンディー氏（被告ら）が破棄申立人のため，裁判費用に関す
る法律2４条に基づいて，破棄申立費用を負担させる。
参照条文：契約内債務法３６条，４６条。
参照条文：契約履行の担保に関する法律３４条。
参照条文：改正民事訴訟法281０６条，1０７条，1０８条，1０９条，11０条，

111条及び11３条。
参照条文：裁判費用に関する法律2４条。

これによって

最高裁判所の破棄審の民事合議体は破棄審及び法律上の最終審としてこの事件について
次のとおり，判決する。
言渡し：2００８年11月1３日付け控訴審の南部地域裁判所の第８３号／民事・控訴
審判決書を全部維持する。
ケオウドーン（女性）及びワンディー氏（被告ら）に破棄申立費用４０，０００キープ
を負担させる。
本判決書は本日を持って効力が発生する。

　合議体の裁判長　　　　　　　　　　　　　　　　　　書記官
カムパン・ブンパコム　　　　　　　　　　ワッタナー・スリヤヴォン（女性）

27  ラオスの判決書はよく「原告と被告には民事関係がある」などと記載する。これは単に「刑事ではなく民事の関係で
す」という意味のようであり，無益的記載事項である。
28  2００４年改正民訴法の意味。
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中国民法典の制定について（３）

前ＪＩＣＡ長期派遣専門家　
弁護士　白　出　博　之

［目　　次］

第１　はじめに

第２　中国民法典の全条文について

第一編　総則

第二編　物権　　　　　　　～以上まで第８５号

第三編　契約

第十九章　運送契約　　　～以上まで第８６号

第二十章　技術契約　　　～以下本号

第四編　人格権

第五編　婚姻家庭

［本　　文］

第２　中国民法典の全条文について

第三編　契約

第二分編　典型契約

第二十章　技術契約

第一節　一般規定

第８４３条【技術契約の定義】1

技術契約とは，当事者が技術開発，譲渡，許諾，コンサルティング又はサービスにつ
いて相互間の権利及び義務を確立するために締結する契約である。

第８４４条【技術契約締結における遵守原則】

技術契約の締結は，知的財産権の保護及び科学技術の進歩に資するものでなければな
らず，科学技術成果の研究開発，実用化，応用及び普及を促進するものでなければなら
ない。

第８４５条【技術契約の内容】

技術契約の内容は，一般にプロジェクトの名称，目的の内容，範囲及び要求，履行の
計画，場所及び方式，技術情報及び資料の秘密保持，技術成果の帰属及び収益の分配方
法，検収の基準及び方法，名詞及び専門用語の解釈等の条項を含む。
２　契約の履行に関する技術背景資料，フィージビリティ・スタディと技術評価報告，プ
ロジェクト任務書と計画書，技術標準，技術規範，原始設計と工業技術文書，及びその

1  本文中の条文見出しは，主として全国人大法工委民法室主任・黄薇主編『中華人民共和国民法典合同編解読（上，下）』
（中国法制出版社・２０２０年７月），同室・孫娜娜編『民法典新旧逐条対比』（中国検察出版社・２０２０年６月），
及び塚本宏明監修・村上幸隆編集『逐条解説中国契約法の実務』（中央経済社，２００４年１月）を参照したものである。
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他の技術書類は，当事者の約定に従って契約の組成部分とすることができる。
３　技術契約が専利2に関わる場合，発明創造の名称，専利出願人と専利権者，出願日，
出願番号，登録番号及び専利権の有効期限を明記しなければならない。

第８４６条【代金等の支払方式】

技術契約の代金，報酬又は使用料の支払方式は，当事者が約定し，一括計算一括払い，
又は一括計算分割払いを採用することができ，ロイヤルティ又はロイヤルティにイニ
シャルフィーを追加する方式を採用することもできる。
2　ロイヤルティに関する約定がある場合，製品価格，専利の実施及び技術秘密の使用後
に新たに増加した生産額，利益又は製品販売額の一定比率に従って計算することができ，
約定したその他の方式に従って計算することもできる。ロイヤルティの比率は固定比率，
逐年逓増比率又は逐年逓減比率を採用することができる。
３　ロイヤルティに関する約定がある場合，当事者は関係する会計帳簿の閲覧方法を約定
することができる。

第８４７条【職務上の技術成果の財産権帰属】

職務上の技術成果の使用権，譲渡権が法人又は非法人組織に属する場合，法人又は非
法人組織は当該職務上の技術成果について技術契約を締結することができる。法人又は
非法人組織が技術契約を締結し，職務上の技術成果を譲渡するときは，職務上の技術成
果の完成者は同等の条件により優先的に譲り受ける権利を有する。
2　職務上の技術成果とは，法人又は非法人組織の業務上の任務を執行し，又は主に法人
又は非法人組織の物資，技術に関する条件を利用して完成させた技術成果をいう。

第８４８条【非職務上の技術成果の財産権帰属】

非職務上の技術成果の使用権，譲渡権は，技術成果を完成させた個人に属し，技術成
果を完成させた個人は，当該非職務上の技術成果について技術契約を締結することがで
きる。

第８４９条【技術成果の人身権】

技術成果を完成させた個人は，関係する技術成果文書上に自己が技術成果の完成者で
ある旨を明記する権利及び栄誉証書，奨励を取得する権利を有する。

第８５０条【技術契約の無効】

違法に技術を独占し，又は他人の技術成果を侵害する技術契約は無効とする。

第二節　技術開発契約

第８５１条【技術開発契約の定義】

技術開発契約とは，当事者間で新技術，新製品，新工業技術，新品種又は新材料及び
そのシステムの研究開発について締結する契約をいう。
2　技術開発契約は，委託研究開発契約及び共同開発契約を含む。

2  専利には特許，実用新案，意匠が含まれる（中国専利法2条参照）。
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３　技術開発契約は，書面形式を採用しなければならない。
４　当事者間で実用価値を有する科学技術成果の転用実施について締結する契約は，技術
開発契約の関係規定を参照適用する。

第８５２条【技術開発契約委託者の義務】

委託開発契約の委託者は，約定に従って研究開発経費及び報酬を支払い，技術資料を
提供し，研究開発要求を提出し，協力事項を完成させ，研究開発成果を受け取らなけれ
ばならない。

第８５３条【技術開発契約研究開発者の義務】

委託開発契約の研究開発者は，約定に従って研究開発計画を制定及び実施し，研究開
発経費を合理的に使用し，期限までに研究開発業務を完成させ，研究開発成果を引き渡
し，関係する技術資料及び必要な技術指導を提供し，委託者による研究開発成果の把握
を助けなければならない。

第８５４条【委託開発契約当事者の違約責任】

委託開発契約の当事者は，約定に違反して研究開発作業を停滞，遅延又は失敗させた
場合，違約責任を負わなければならない。

第８５５条【共同開発契約当事者の義務】

共同開発契約の当事者は，約定に従って投資を行なわなければならず，これには技術
によって投資すること，役割分担に従って研究開発業務に参加すること，研究開発業務
に協力することを含む。

第８５６条【共同開発契約当事者の違約責任】

共同開発契約の当事者は，約定に違反して研究開発業務を停滞，遅延又は失敗させた
場合，違約責任を負わなければならない。

第８５７条【技術開発契約の解除】

技術開発契約の目的としての技術が既に他人により公開されたため，技術開発契約を
履行する意義がなくなった場合，当事者は契約を解除することができる。

第８５８条【技術開発契約のリスク責任分担】

技術開発契約の履行過程において，克服することができない技術的な困難が発生して
研究開発が失敗し又は一部が失敗した場合，当該危険は当事者の約定による。約定がな
い又は約定が不明確であり，本法第５1０条の規定によってもなお確定することができ
ない場合，危険は当事者が合理的に分担する。
2　当事者の一方は，前項の規定する研究開発を失敗し又は一部が失敗するおそれがある
ことを発見したときは，速やかに他方に通知し，適切な措置を講じて損害を低減させな
ければならない。速やかに通知せず，かつ適切な措置を講じることなく損害を拡大させ
た場合，拡大した損害について責任を負わなければならない。

第８５９条【委託開発契約による発明創造専利出願権の帰属等】

委託開発により完成した発明創造は，法律に別段の規定があり又は当事者に別段の約
定がある場合を除き，専利を出願する権利は研究開発者に属する。研究開発者が専利権
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を取得した場合，委託者は法に基づき当該専利を実施することができる。
2　研究開発者が専利出願権を譲渡する場合，委託者は同等の条件により優先的に譲り受
ける権利を有する。

第８６０条【共同開発契約による発明創造専利出願権の帰属等】

共同開発により完成した発明創造につき，専利を出願する権利は，共同開発の当事者
が共有する。当事者の一方がその共有する専利出願権を譲渡する場合，その他の各当事
者は，同等の条件により優先的に譲り受ける権利を有する。但し，当事者に別段の約定
がある場合を除く。
2　共同開発の当事者の一方がその共有する専利出願権の放棄を表明した場合，当事者に
別段の約定がある場合を除き，他方が単独で出願し又はその他の各当事者が共同で出願
することができる。出願人が専利権を取得した場合，専利出願権を放棄した一方は，当
該専利を無償で実施することができる。
３　共同開発の当事者の一方が専利出願に同意しない場合，他方又はその他の各当事者は，
専利を出願してはならない。

第８６１条【技術秘密成果の帰属等】

委託開発又は共同開発により完成した技術秘密成果の使用権，譲渡権及び収益の分配
方法は，当事者が約定する。約定がない又は約定が不明確であり，本法第５1０条の規
定によってもなお確定できない場合，同様の技術案が専利権を付与される前において，
当事者はいずれも使用，譲渡する権利を有する。但し，委託開発の研究開発者は，研究
開発成果を委託者に引き渡す前に，研究開発成果を第三者に譲渡してはならない。

第三節　技術譲渡契約と技術ライセンス契約

第８６２条【技術譲渡契約，技術ライセンス契約の定義】

技術譲渡契約は，合法的に技術を保有する権利者が，現有する特定の専利，専利出願，
技術秘密に関連する権利を他人に譲渡するために締結する契約である。
2　技術ライセンス契約は，合法的に技術を保有する権利者が，現有する特定の専利，技
術秘密に関する権利を他人が実施，使用することを許諾するために締結する契約である。
３　技術譲渡契約及び技術ライセンス契約において，技術実施のための専用設備，原材料
の提供，又は関係する技術コンサルティング，技術サービスの提供に関する約定は，契
約の組成部分に属する。

第８６３条【技術譲渡契約，技術ライセンス契約の種類，形式】

技術譲渡契約は，専利権譲渡，専利出願権譲渡，技術秘密譲渡等の契約を含む。
2　技術ライセンス契約は，専利実施許諾，技術秘密使用許諾等の契約を含む。
３　技術譲渡契約及び技術ライセンス契約は，書面形式を採用しなければならない。
第８６４条【技術譲渡契約，技術ライセンス契約の使用範囲】

技術譲渡契約及び技術ライセンス契約では，専利の実施又は技術秘密の使用の範囲を
約定することができる。但し，技術競争及び技術発展を制限してはならない。
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第８６５条【専利実施許諾契約の有効期限】

専利実施許諾契約は，当該専利権の存続期限内に限り有効である。専利権の有効期限
が満了し又は専利権が無効を宣告された場合，専利権者は当該専利について他人と専利
実施許諾契約を締結してはならない。

第８６６条【専利実施許諾契約の許諾者の義務】

専利実施許諾契約の許諾者は，約定に従って被許諾者が専利を実施することを許諾し
なければならず，専利の実施に関する技術資料を交付し，必要な技術指導を提供しなけ
ればならない。

第８６７条【専利実施許諾契約の被許諾者の義務】

専利実施許諾契約の被許諾者は，約定に従って専利を実施しなければならず，約定以
外の第三者による当該専利の実施を許諾してはならず，かつ約定に従って使用料を支払
わなければならない。

第８６８条【技術秘密譲渡契約の譲渡人と技術秘密使用許諾契約の許諾者の義務】

技術秘密譲渡契約の譲渡人と技術秘密使用許諾契約の許諾者は，約定に従って技術資
料を提供し，技術指導を行い，技術の実用性，信頼性を保証し，秘密保持義務を負わな
ければならない。
2　前項の規定する秘密保持義務は，許諾者による専利出願を制限しない。但し，当事者
に別段の約定がある場合を除く。

第８６９条【技術秘密譲渡契約の譲受人と技術秘密使用許諾契約の被許諾者の義務】

技術秘密譲渡契約の譲受人と技術秘密使用許諾契約の被許諾者は，約定に従って技術
を使用し，譲渡代金，使用料を支払い，秘密保持義務を負わなければならない。

第８７０条【技術譲渡契約の譲渡人と技術ライセンス契約の許諾者の保証義務】

技術譲渡契約の譲渡人と技術ライセンス契約の許諾者は，自己が提供した技術の合法
的な保有者であることを保証し，かつ提供した技術が完全で，誤りがなく，有効であり，
約定した目標を達成できることを保証しなければならない。

第８７１条【技術譲渡契約の譲受人と技術ライセンス契約の被許諾者の秘密保持義務】

技術譲渡契約の譲受人と技術ライセンス契約の被許諾者は，約定した範囲及び期限に
従って，譲渡人，許諾者が提供した技術中の未公開である秘密部分に対して秘密保持義
務を負わなければならない。

第８７２条【技術ライセンス契約の許諾者と技術譲渡契約の譲渡人の違約責任】

許諾者は約定に従って技術許諾を行わない場合，一部又は全部の使用料を返還し，か
つ違約責任を負わなければならない。専利の実施又は技術秘密の使用が約定した範囲を
超え，約定に違反して無断で第三者による当該専利の実施又は当該技術秘密の使用を許
諾した場合，違約行為を停止し違約責任を負わなければならない。約定した秘密保持義
務に違反した場合，違約責任を負わなければならない。
2　譲渡人の違約責任の負担については，前項の規定を参照適用する。
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第８７３条【技術ライセンス契約の被許諾者と技術譲渡契約の譲受人の違約責任】

被許諾者は約定に従って使用料を支払わない場合，使用料の不足分を支払い，かつ約
定に従って違約金を支払わなければならない。使用料の不足分を支払わず又は違約金を
支払わない場合，専利の実施又は技術秘密の使用を停止し，技術資料を返還し，違約責
任を負わなければならない。専利の実施又は技術秘密の使用が約定した範囲を超え，許
諾者の同意を得ずに無断で第三者による当該専利の実施又は当該技術秘密の使用を許諾
した場合，違約行為を停止し違約責任を負わなければならない。約定した秘密保持義務
に違反した場合，違約責任を負わなければならない。
2　譲受人の違約責任の負担については，前項の規定を参照適用する。
第８７４条【専利実施等による他人の合法的権益侵害】

譲受人又は被許諾者が約定に従って専利を実施し，技術秘密を使用して，他人の合法
的権益を侵害した場合，譲渡人又は許諾者が責任を負う。但し，当事者に別段の約定が
ある場合を除く。

第８７５条【後続改良による技術成果の享受方法】

当事者は，互恵の原則に従って，専利の実施，技術秘密の使用における後続改良によ
る技術成果の享受方法について契約中で約定することができる。約定がない又は約定が
不明確であり，本法第５1０条の規定によってもなお確定できない場合，当事者の一方
の後続改良による技術成果につき，その他の各当事者は享受する権利を有しない。

第８７６条【その他知的財産権の譲渡，許諾の参照適用】

集積回路配置図設計の専用権，植物新品種権，コンピュータソフトウェアの著作権等
その他の知的財産権の譲渡及び許諾には，本節の関係規定を参照適用する。

第８７７条【技術輸出入契約，専利，専利出願契約の法律適用】

法律，行政法規に技術輸出入契約又は専利，専利出願契約に関する別段の規定がある
場合，その規定に従う。

第四節　技術コンサルティング契約及び技術サービス提供契約

第８７８条【技術コンサルティング契約，技術サービス契約の定義】

技術コンサルティング契約は，当事者の一方が技術知識により相手方のために特定の
技術プロジェクトについてフィージビリティ・スタディ，技術予測，特別技術調査，分
析評価報告等を提供することについて締結する契約である。
2　技術サービス契約とは，当事者の一方が技術知識により相手方のために特定の技術問
題を解決することについて締結する契約をいい，請負契約及び建設工事契約を含まない。

第８７９条【技術コンサルティング契約委託者の義務】

技術コンサルティング契約の委託者は，約定に従ってコンサルティングを行う問題を
明らかにして，技術背景資料及び関連の技術資料を提供し，受託者の業務成果を受け取
り，報酬を支払わなければならない。
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第８８０条【技術コンサルティング契約受託者の義務】

技術コンサルティング契約の受託者は，約定した期限に従ってコンサルティング報告
を完成し又は問題に回答しなければならない。提出するコンサルティング報告は，約定
した要求レベルに達していなければならない。

第８８１条【技術コンサルティング契約当事者の違約責任】

技術コンサルティング契約の委託者は，約定に従って必要な資料の提供を行わず，業
務の進度及び品質に影響を及ぼし，業務成果を受け取らず又は期限を徒過して受け取っ
た場合，支払った報酬を取り戻してはならず，未払い分の報酬を支払わなければならな
い。
2　技術コンサルティング契約の受託者は，期限に従ってコンサルティング報告の提出を
行わず又は提出したコンサルティング報告が約定に適合しない場合，報酬の減額又は免
除等の違約責任を負わなければならない。
３　技術コンサルティング契約の委託者が約定した要求に適合する受託者のコンサルティ
ング報告及び意見に従って行った意思決定により発生した損害は，委託者が負担する。
但し，当事者に別段の約定がある場合を除く。

第８８２条【技術サービス契約委託者の義務】

技術サービス契約の委託者は，約定に従って仕事の条件を提供し，協力事項を完成さ
せ，仕事の成果を受け取り，かつ報酬を支払わなければならない。

第８８３条【技術サービス契約受託者の義務】

技術サービス契約の受託者は，約定に従ってサービス項目を完成させ，技術問題を解
決し，仕事の品質を保証し，技術問題を解決するための知識を伝授しなければならない。

第８８４条【技術サービス契約当事者の違約責任】

技術サービス契約の委託者は，契約上の義務を履行せず又は契約上の義務履行が約定
に適合せず，仕事の進度及び品質に影響を与え，業務成果を受け取らず又は期限を徒過
して受け取った場合，支払った報酬を取り戻してはならず，未払いの報酬を支払わなけ
ればならない。
2　技術サービス契約の受託者は，約定に従ってサービス業務を完成しない場合，報酬免
除等の違約責任を負わなければならない。

第８８５条【新たな技術成果の帰属】

技術コンサルティング契約，技術サービス契約の履行過程において，受託者が委託者
の提供した技術資料及び業務条件を利用して完成させた新たな技術成果は，受託者に属
する。委託者が受託者の業務成果を利用して完成させた新たな技術成果は，委託者に属
する。当事者に別段の約定がある場合，その約定に従う。

第８８６条【受託者契約履行による費用負担】

技術コンサルティング契約及び技術サービス契約において，受託者が仕事を正常に行
うための必要費用の負担に関する約定がない又は約定が不明確である場合，受託者が負
担する。
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第８８７条【技術仲立契約，技術研修契約の法律適用】

法律，行政法規に技術仲立契約，技術研修契約に関する別段の規定がある場合，その
規定に従う。

第二十一章　寄託契約

第８８８条【寄託契約の定義】

寄託契約［保管合同］とは，受寄者［保管人］が寄託者［寄存人］の引き渡した寄託
物［保管物］を保管し，かつ当該物を返還する契約をいう。
2　寄託者が受寄者の場所で商品購入，食事，宿泊等の活動を行い，物品を指定場所に預
けた場合，保管とみなす。但し，当事者に別段の約定があり又は別段の取引慣習がある
場合を除く。

第８８９条【保管料の支払い】

寄託者は，約定に従って受寄者に保管料を支払わなければならない。
2　当事者に保管料に関する約定がない又は約定が不明確であり，本法第５1０条の規定
によってもなお確定できない場合，無償寄託とみなす。

第８９０条【寄託契約の成立】

寄託契約は寄託物を引き渡したときに成立する。但し，当事者に別段の約定がある場
合を除く。

第８９１条【目的物の引渡しと預り証の交付】

寄託者が受寄者に寄託物を引き渡した場合，受寄者は，預り証を発行しなければなら
ない。但し，別段の取引慣習がある場合を除く。

第８９２条【保管の場所と方法】

受寄者は，寄託物を適切に保管しなければならない。
2　当事者は，保管場所又は方法を約定することができる。緊急の状況又は寄託者の利益
を擁護するためである場合を除き，無断で保管場所又は方法を変更してはならない。

第８９３条【寄託者の告知義務】

寄託者が引き渡した寄託物に瑕疵が存在し，又は寄託物の性質に基づいて特殊な保管
措置を講じる必要がある場合，寄託者は関係の状況を受寄者に告知しなければならない。
寄託者が告知せず，寄託物が損害を受けた場合，受寄者は賠償責任を負わない。受寄者
がこれにより損害を受けた場合，受寄者が知り又は知り得べきであるにもかかわらず補
救措置を講じない場合を除き，寄託者は賠償責任を負わなければならない。

第８９４条【受寄者自身による保管】

受寄者は，寄託物を第三者に保管させてはならない。但し，当事者に別段の約定があ
る場合を除く。
2　受寄者が前項の規定に違反して，寄託物を第三者に保管させ，寄託物に損害を与えた
場合，賠償責任を負わなければならない。
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第８９５条【寄託物の使用】

受寄者は，寄託物を使用し又は第三者に使用を許可してはならない。但し，当事者に
別段の約定がある場合を除く。

第８９６条【第三者が寄託物につき権利主張した場合】

第三者が寄託物について権利を主張する場合，法に基づき寄託物に対して保全又は執
行措置を講じる場合を除き，受寄者は，寄託者に寄託物を返還する義務を履行しなけれ
ばならない。
2　第三者が受寄者に対して訴訟を提起し又は寄託物の差押えを申請した場合，受寄者は
速やかに寄託者に通知しなければならない。

第８９７条【受寄者の損害賠償責任】

寄託期間内において，受寄者の保管が不適切であることにより寄託物が毀損，滅失し
た場合，受寄者は賠償責任を負わなければならない。但し，無償受寄者が自己に故意又
は重過失がないことを証明した場合，賠償責任を負わない。

第８９８条【貴重品に関する明告義務】

寄託者は，貨幣，有価証券又はその他貴重品の保管を委託する場合，受寄者に表明し
なければならず，受寄者が検収又は密封保存する。寄託者が表明せず，当該物品が毀損，
滅失した場合，受寄者は一般の物品として賠償することができる。

第８９９条【寄託物の受け取り】

寄託者は，いつでも寄託物の返還を受けることができる。
2　当事者に保管期限に関する約定がない又は約定が不明確である場合，受寄者は，寄託
物の受け取りを寄託者にいつでも請求することができる。保管期限に関する約定がある
場合，受寄者は，特別な事由がなければ寄託物の期限前の受け取りを寄託者に請求する
ことはできない。

第９００条【受寄者の返還義務】

保管期限が満了し又は寄託者が期限前に寄託物を受け取る場合，受寄者は原物及びそ
の果実を寄託者に返還しなければならない。

第９０１条【消費寄託】

受寄者が貨幣を保管する場合，同一の種類，数量の貨幣を返還することができる。そ
の他の代替可能物を保管する場合，約定に従って同一の種類，品質，数量の物品を返還
することができる。

第９０２条【保管料の支払】

有償の寄託契約において，寄託者は約定した期限に従って受寄者に保管料を支払わな
ければならない。
2　当事者に支払期限に関する約定がない又は約定が不明確であり，本法第５1０条の規
定によってもなお確定できない場合，寄託物の受取りと同時に支払わなければならない。

第９０３条【寄託物に対する留置権】

寄託者が約定に従った保管料又はその他の費用の支払わない場合，受寄者は寄託物に
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対して留置権を有する。但し，当事者に別段の約定がある場合を除く。

第二十二章　倉庫保管契約

第９０４条【倉庫保管契約の定義】

倉庫保管契約［仓储合同］とは，受寄者が寄託者の引き渡した倉庫寄託物を貯蔵保管
し，寄託者が倉庫保管費用を支払う契約をいう。

第９０５条【倉庫保管契約の成立】

倉庫保管契約は，受寄者及び寄託者の意思表示が合致したときに成立する。
第９０６条【危険物・変質しやすい物品の保管】

引火性，爆発性，有毒性，腐食性，放射性等の危険物又は変質しやすい物品を貯蔵保
管する場合，寄託者は当該物の性質について説明し，関係資料を提供しなければならな
い。
2　寄託者が前項の規定に違反した場合，受寄者は倉庫寄託物の受取りを拒絶することが
でき，相応する措置を講じて損害の発生を回避することもでき，これにより発生した費
用は寄託者が負担する。
３　受寄者は，引火性，爆発性，有毒性，腐食性，放射性等の危険物を貯蔵保管する場合，
相応する保管条件を具えなければならない。

第９０７条【受寄者の検収義務】

受寄者は，約定に従って入庫する倉庫寄託物に対して検収をしなければならない。受
寄者は，検収時に入庫する倉庫寄託物が約定に適合しないことを発見した場合は，寄託
者に速やかに通知しなければならない。受寄者が検収を行った後に，倉庫寄託物の品種，
数量，品質が約定に適合しない状況が発生した場合は，受寄者が賠償責任を負わなけれ
ばならない。

第９０８条【倉庫証券等の交付義務】

寄託者が倉庫寄託物を引き渡す場合，受寄者は，倉庫証券，入庫票等の証書を発行し
なければならない。

第９０９条【倉庫証券の記載事項】

受寄者は，倉庫証券上に署名又は捺印しなければならない。倉庫証券は，次に掲げる
事項を含む。
（一）寄託者の氏名又は名称及び住所
（二）倉庫寄託物の品種，数量，品質，包装及びその個数と記号
（三）倉庫寄託物の損耗基準
（四）貯蔵保管場所
（五）貯蔵保管期限
（六）倉庫保管費用
（七）倉庫寄託物について保険手続が既に行われている場合，その保険金額，期間及

び保険者の名称
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（八）必要事項記入者，記入交付地及び記入交付日
第９１０条【倉庫証券の譲渡】

倉庫証券とは，倉庫寄託物を引き取るための証書をいう。寄託者又は倉庫証券の保有
者は，倉庫証券上に裏書きし，受寄者の署名又は捺印を経て，倉庫寄託物を引き取る権
利を譲渡することができる。

第９１１条【倉庫寄託物の検査等】

受寄者は，寄託者又は倉庫証券の保有者の請求に基づいて，その倉庫寄託物の検査又
はサンプル採取に同意しなければならない。

第９１２条【変質・損壊の通知義務】

受寄者は，入庫する倉庫寄託物に変質又はその他損壊があることを発見した場合，寄
託者又は倉庫証券の保有者に速やかに通知しなければならない。

第９１３条【変質等を発見した場合の処理】

受寄者は，入庫する倉庫寄託物に変質又はその他損壊があり，その他倉庫寄託物の安
全及び正常な保管を脅かすことを発見した場合，必要な処置の実施を寄託者又は倉庫証
券保有者に催告しなければならない。緊急の状況により，受寄者は，必要な処置を行う
ことができる。但し，事後に寄託者又は倉庫証券保有者に当該状況を速やかに通知しな
ければならない。

第９１４条【貯蔵保管期限の約定がない場合】

当事者に貯蔵保管期限に関する約定がない又は約定が不明確である場合，寄託者又は
倉庫証券の保有者は，倉庫寄託物をいつでも引き取ることができ，受寄者も寄託者又は
倉庫証券の保有者に対して倉庫寄託物の引取りをいつでも請求することができる。但し，
必要な準備時間を与えなければならない。

第９１５条【貯蔵保管期限満了後の処理】

貯蔵保管期限が満了した場合，寄託者又は倉庫証券保有者は，倉庫証券，入庫票等に
基づいて倉庫寄託物を引き取らなければならない。寄託者又は倉庫証券保有者が期限を
過ぎてから引き取った場合，倉庫保管費用を追加しなければならない。引取りを繰り上
げた場合，倉庫保管費用を減額しない。

第９１６条【受寄者の供託権】

貯蔵保管期限が満了し，寄託者又は倉庫証券の保有者が倉庫寄託物を引き取らない場
合，受寄者は，合理的期間内の引取りを催告することができ，期間を過ぎても引き取ら
ない場合，受寄者は，倉庫寄託物を供託することができる。

第９１７条【受寄者の賠償責任】

貯蔵保管期限内に，受寄者の保管が不適切であることにより倉庫寄託物が毀損，滅失
した場合，受寄者は，賠償責任を負わなければならない。倉庫寄託物自体の自然的性質，
包装が約定に適合せず又は有効な貯蔵保管期限を過ぎたことにより倉庫寄託物が変質，
損壊した場合，受寄者は賠償責任を負わない。
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第９１８条【寄託契約規定の準用】

本章に規定がない場合，寄託契約の関係規定を適用する。

第二十三章　委任契約

第９１９条【委任契約の定義】

委任契約とは，委任者と受任者の約定により，受任者が委任者の事務を処理する契約
をいう。

第９２０条【委任権限】

委任者は，特別に一項目又は複数項目の事務処理を受任者に委託することができ，ま
とめて一切の事務処理を受任者に包括的に委託することもできる。

第９２１条【委任事務処理費用等】

委任者は，委任事務の処理費用を事前に支払わなければならない。受任者が委任事務
を処理するために立て替えた必要費用は，委任者が当該費用を償還し，併せて利息を支
払わなければならない。

第９２２条【受任者の指示に従った事務処理】

受任者は，委任者の指示に従って委任事務を処理しなければならない。委任者の指示
を変更する必要がある場合，委任者の同意を得なければならない。緊急の状況により，
委任者と連絡を取ることが困難である場合，受任者は，委任事務を適切に処理しなけれ
ばならない。但し，事後において当該状況を速やかに委任者に報告しなければならない。

第９２３条【受任者自らによる事務処理】

受任者は，委任事務を自ら処理しなければならない。委任者の同意を得て，受任者は，
復委任をすることができる。復委任が同意又は追認を得た場合，委任者は，委任事務に
ついて復委任された第三者に直接指示することができ，受任者は，第三者の選任及びそ
の第三者に対する指示についてのみ責任を負う。復委任が同意又は追認を得ていない場
合，受任者は，復委任された第三者の行為に対して責任を負わなければならない。但し，
緊急の状況下で受任者が委任者の利益を維持保護する必要から第三者に復委任する場合
を除く。

第９２４条【受任者の報告義務】

受任者は，委任者の要求に従って委任事務の処理状況を報告しなければならない。委
任契約が終了したときは，受任者は，委任事務の結果を報告しなければならない。

第９２５条【第三者が代理関係を知っている間接代理】

受任者が自己の名義により，委任者の授権範囲内で第三者と締結した契約について，
第三者が契約を締結する時点で受任者と委任者の間の代理関係を知っている場合，当該
契約は，委任者及び第三者を直接拘束する。但し，当該契約が受任者及び第三者のみ拘
束することを証明する証拠がある場合を除く。

第９２６条【委任者の介入権と第三者の選択権】

受任者が自己の名義により第三者と契約を締結する時点で，第三者が受任者と委任者
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の間の代理関係を知らない場合において，受任者が第三者の原因により委任者に対して
義務を履行しないときは，受任者は，委任者に対して第三者を開示しなければならず，
委任者は，これにより受任者の第三者に対する権利を行使することができる。但し，第
三者が受任者と契約を締結する時点で当該委任者を知っていたならば契約を締結しな
かった場合を除く。
2　受任者は，委任者の原因により第三者に対して義務を履行しない場合，第三者に対し
て委任者を開示しなければならず，第三者は，これにより受任者又は委任者のいずれか
を相手方として選択し，その権利を主張することができる。但し，第三者は，選定した
相手方を変更してはならない。
３　委任者が受任者の第三者に対する権利を行使した場合，第三者は，委任者に対し，そ
の受任者に対する抗弁を主張することができる。第三者が委任者をその相手方として選
択した場合，委任者は，その受任者に対する抗弁及び受任者の第三者に対する抗弁を第
三者に主張することができる。

第９２７条【受任者の財産引渡義務】

受任者は，委任事務の処理により取得した財産を，委任者に引き渡さなければならな
い。

第９２８条【委任者の報酬支払義務】

受任者が委任事務を完成した場合，委任者は，約定に従って報酬を支払わなければな
らない。
2　受任者の責めに帰することができない事由により，委任契約が解除され又は委任事務
が完成不能となった場合，委任者は，受任者に相応する報酬を支払わなければならない。
当事者に別段の約定がある場合，その約定に従う。

第９２９条【受任者が委任者に与えた損害の賠償責任】

有償の委任契約において，受任者の過失により委任者に損害を与えた場合，委任者は，
損害の賠償を請求することができる。無償の委任契約において，受任者の故意又は重過
失により委任者に損害を与えた場合，委任者は，損害の賠償を請求することができる。
2　受任者は，権限を越えて委任者に損害を与えた場合，損害を賠償しなければならない。
第９３０条【委任者の受任者に対する損害賠償責任】

受任者は，委任事務を処理するときに，自己の責めに帰することができない事由によ
り損害を受けたときは，損害の賠償を委任者に請求することができる。

第９３１条【受任者以外の第三者への委任】

委任者は，受任者の同意を得て，委任事務の処理を受任者以外の第三者に委任するこ
とができる。これにより受任者に損害を与えた場合，受任者は，損害賠償を委任者に請
求することができる。

第９３２条【共同受任】

二名以上の受任者が委任事務を共同で処理する場合，委任者に対して連帯して責任を
負う。
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第９３３条【委任契約の任意解除】

委任者又は受任者は，委任契約をいつでも解除することができる。契約の解除により
相手方に損害を与えた場合，当該当事者の責めに帰することができない場合を除き，無
償委任契約を解除した一方は，解除時期が不当であることによる直接損害を賠償しなけ
ればならず，有償委任契約を解除した一方は，相手方の直接損害及び契約の履行後に取
得できる利益を賠償しなければならない。

第９３４条【委任契約の終了事由】

委任者が死亡，終了し，又は受任者が死亡，民事行為能力を喪失，終了した場合，委
任契約は終了する。但し，当事者に別段の約定があり又は委任事務の性質に基づいて終
了すべきでない場合を除く。

第９３５条【委任契約終了後の委任者の継続処理】

委任者が死亡し又は破産宣告を受け，解散したことによる委任契約の終了が委任者の
利益を害する場合，委任者の相続人，遺産管理人又は清算人が委任事務を引き継ぐまで
の間，受任者は，委任事務処理を継続しなければならない。

第９３６条【受任者の死亡等】

受任者が死亡し，民事行為能力を喪失し又は破産宣告を受け，解散したことにより委
任契約が終了した場合，受任者の相続人，遺産管理人，法定代理人又は清算人は，速や
かに委任者に通知しなければならない。委任契約の終了により委任者の利益を害する場
合，委任者が善後処理をなすまでの間，受任者の相続人，遺産管理人，法定代理人，又
は清算人は，必要な措置を講じなければならない。

第二十四章　不動産管理サービス契約

第９３７条【不動産管理サービス契約の定義】

不動産管理サービス契約［物业服务合同］とは，不動産管理サービス事業者が不動産
管理サービス区域内で，建物及びその付属施設の維持，補修，環境衛生及び関連の秩序
維持等の不動産管理サービスを区分所有者のために提供し，区分所有者が不動産管理費
を支払う契約をいう。
2　不動産管理サービス事業者は，不動産管理サービス企業及びその他管理者を含む。
第９３８条【不動産管理サービス契約の内容】

不動産管理サービス契約の内容は，一般にサービス事項，サービスの品質，サービス
費用の基準及び受領の方法，修繕資金の使用，サービス用建物の管理と使用，サービス
提供期限，サービスの引継ぎ等に関する条項を含む。
2　不動産管理サービス事業者が公開で行った区分所有者に有益となるサービスの承諾
は，不動産管理サービス契約の組成部分とする。
３　不動産管理サービス契約は，書面形式を採用しなければならない。
第９３９条【不動産管理サービス契約の法的拘束力】

建設業者が法に基づき不動産管理サービス事業者と締結した前期不動産管理サービス
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契約，及び区分所有者委員会と区分所有者総会が法に基づき選出した不動産管理サービ
ス事業者と締結した不動産管理サービス契約は，区分所有者に対して法的拘束力を有す
る。

第９４０条【期限満了前に新たな契約が発効した場合】

建設業者が法に基づき不動産管理サービス事業者と締結した前期不動産管理サービス
契約で約定したサービス提供期限の満了前において，区分所有者委員会又は区分所有者
が新たな不動産管理サービス事業者と締結した不動産管理サービス契約が発効した場
合，前期不動産管理サービス契約は終了する。

第９４１条【専門サービス提供組織等に委託した場合の責任等】

不動産管理サービス事業者は，不動産管理サービス区域内の一部の特定の不動産管理
サービス事項を専門的なサービス提供組織又はその他第三者に委託した場合，当該部分
の特定の不動産管理サービスについて区分所有者に対して責任を負わなければならない。
2　不動産管理サービス事業者は，その提供すべき不動産管理サービスの全部を第三者に
再委託してはならず，又は不動産管理サービスの全部を分解した後に個別に第三者に再
委託してはならない。

第９４２条【不動産管理サービス事業者の主要義務】

不動産管理サービス事業者は，約定及び不動産使用の性質に従って，不動産管理サー
ビス区域内の区分所有者の共有部分に対して適切な維持，補修，清掃，緑化及び運営を
行い，不動産管理サービス区域内の基本的秩序を維持し，合理的措置を講じて区分所有
者の人身，財産の安全を保護しなければならない。
2　不動産管理サービス区域内における治安，環境保全，消防等に関する法律法規に違反
する行為に対して，不動産管理サービス事業者は，速やかに合理的措置を講じて制止し，
関連の行政管理部門に報告し，かつ処理に協力しなければならない。

第９４３条【不動産管理サービス事業者の公開・報告義務】

不動産管理サービス事業者は，定期的に，サービス事項，責任者，品質要求，サービ
ス費項目，サービス費の収受基準，履行状況，及び修繕資金の使用状況，区分所有者の
共有部分の運営と収益状況等について，合理的方法により区分所有者に公開し，かつ区
分所有者総会，区分所有者委員会に報告しなければならない。

第９４４条【不動産管理サービス事業者に対する報酬支払】

区分所有者は，約定に従って不動産管理サービス事業者に不動産管理費を支払わなけ
ればならない。不動産管理サービス事業者が約定及び関係規定に従ってサービスを既に
提供した場合，区分所有者は，関連の不動産管理サービスを受けていない，又は受ける
必要がないことを理由に不動産管理費の支払いを拒絶してはならない。
2　区分所有者が約定に違反して期限を徒過しても不動産管理費を支払わない場合，不動
産管理サービス事業者は，合理的期間内の支払いを区分所有者に催告することができる。
合理的期間を徒過してもなお支払わない場合，不動産管理サービス事業者は，訴訟を提
起し，又は仲裁を申し立てることができる。
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３　不動産管理サービス事業者は，電気，水道，熱，ガス等の供給を停止する方式で不動
産管理費の支払を督促してはならない。

第９４５条【区分所有者の事前告知・協力義務】

区分所有者は，建物の装飾，改修を行う場合，不動産管理サービス事業者に事前に告
知し，不動産管理サービス事業者が提示した合理的注意事項を遵守し，かつその行う必
要な現場検査に協力しなければならない。
2　区分所有者は，不動産の専有部分を譲渡，賃貸し，居住権を設定し又は法に基づき共
有部分の用途を変更する場合，速やかに不動産管理サービス事業者に関連の状況を告知
しなければならない。

第９４６条【不動産管理サービス契約の解除等】

区分所有者は，法定手続に従って不動産管理サービス事業者の解任を共同で決定した
場合，不動産管理サービス契約を解除することができる。解任を決定した場合，６０日
前までに書面で不動産管理サービス事業者に通知しなければならない。但し，契約に通
知期限に関する別段の約定がある場合を除く。
2　前項の規定により契約を解除し，不動産管理サービス事業者に損害を与えた場合，区
分所有者の責めに帰することができない事由を除いて，区分所有者は損害を賠償しなけ
ればならない。

第９４７条【不動産管理サービス契約の更新】

不動産管理サービス期限が満了する前に，区分所有者は，法に基づき任用の継続を共
同で決定した場合，契約期限が満了する前に原不動産管理サービス事業者と不動産管理
サービス契約を更新しなければならない。
2　不動産管理サービス期限が満了する前に，不動産管理サービス事業者は，任用の継続
に同意しない場合，契約期限が満了する９０日前までに書面で区分所有者又は区分所有
者委員会に通知しなければならない。但し，契約に通知期限に関する別段の約定がある
場合を除く。

第９４８条【不動産管理サービス契約の黙示更新】

不動産管理サービス期限が満了した後に，区分所有者が法に基づき不動産管理サービ
ス事業者の任用の継続又は新たな任用の決定を行わず，不動産管理サービス事業者が原
契約に従って不動産管理サービスの提供を継続する場合，原不動産管理サービス契約は
引き続き有効とする。但し，サービス提供期限は不定期とする。
2　当事者は，期限の定めのない不動産管理サービス契約をいつでも解除することができ
る。但し，６０日以前に書面で相手方に通知しなければならない。

第９４９条【契約終了後の引継業務等】

不動産管理サービス契約が終了した場合，原不動産管理サービス事業者は，約定期限
又は合理的期間内に不動産管理サービス区域から退出し，不動産管理サービス用建物，
関連施設，不動産管理サービスに必要な関連資料等を区分所有者委員会，自ら管理を行
うことを決定した区分所有者又はその指定した者に返還し，新たな不動産管理サービス
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事業者に協力して引継業務を行い，かつ不動産の使用及び管理状況を事実通りに告知し
なければならない。
2　原不動産管理サービス事業者は，前項の規定に違反した場合，不動産管理サービス契
約終了後の不動産管理費の支払いを区分所有者に請求してはならない。区分所有者に損
害を与えた場合，損害を賠償しなければならない。

第９５０条【契約終了後，新契約成立までの期間の関連事項】

不動産管理サービス契約の終了後，区分所有者又は区分所有者総会が選定した新たな
不動産管理サービス事業者又は自ら管理を行うことを決定した区分所有者が引き継ぐ前
において，原不動産管理サービス事業者は，不動産管理サービス事項の処理を継続しな
ければならず，かつ当該期間の不動産管理費の支払いを区分所有者に請求することがで
きる。

第二十五章　取次契約

第９５１条【取次契約の定義】

取次契約［行纪合同］とは，取次人が自己の名義により委託者のために取引活動に従
事し，委託者が報酬を支払う契約をいう。

第９５２条【取次人の費用負担】

取次人が取次事務の処理のために支出した費用は，取次人が負担する。但し，当事者
に別段の約定がある場合を除く。

第９５３条【取次人の保管義務】

取次人は，委託物を占有する場合，委託物を適切に保管しなければならない。
第９５４条【取次人の委託物処分義務】

目的物が取次人に引き渡される時点で瑕疵が存在し又は腐乱，変質しやすい場合，委
託者の同意を得て，取次人は，当該物を処分することができる。委託者と速やかに連絡
を取ることができない場合，取次人は，合理的に処分することができる。

第９５５条【指定価格による売買義務】

取次人は，委託者が指定した価格より安く売却し又は委託者が指定した価格より高く
購入する場合，委託者の同意を得なければならない。委託者の同意を得ずに，取次人が
その差額を補償する場合，当該売買は，委託者に対して効力を生じる。
2　取次人は，委託者が指定した価格より高く売却し又は委託者が指定した価格より安く
購入する場合，約定に従って報酬を増額することができる。約定がない又は約定が不明
確であり，本法第５1０条の規定によってもなお確定できない場合，当該利益は委託者
に属する。
３　価格に対して委託者の特別な指示がある場合，取次人は，当該指示に反して売却又は
購入してはならない。

第９５６条【取次人の介入権】

取次人は，市場定価がある商品を売却又は購入する場合，委託者に相反する意思表示
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がある場合を除き，自己が買主又は売主になることができる。
2　取次人に前項の規定する事由がある場合でも，なお報酬の支払いを委託者に請求する
ことができる。

第９５７条【委託者の受領・引取義務，取次人の供託権】

取次人が約定に従って委託物を購入した場合，委託者は，速やかに受領しなければな
らない。取次人の催告を受け，委託者が正当な理由なく受領を拒絶した場合，取次人は
法に基づき委託物を供託することができる。
2　委託物の売却が不能又は委託者が売却を撤回する場合に，取次人の催告を受け，委託
者が当該物を引き取らず又は処分しないとき，取次人は法に基づき委託物を供託するこ
とができる。

第９５８条【取次人の直接履行義務等】

取次人は第三者と契約を締結した場合，当該契約に対して直接権利を有し義務を負う。
2　第三者が義務を履行せず，委託者が損害を受けた場合，取次人は，賠償責任を負わな
ければならない。但し，取次人と委託者の間に別段の約定がある場合を除く。

第９５９条【取次人の報酬請求権・留置権】

取次人が委託事務を完成又は一部完成させた場合，委託者は，取次人に相応する報酬
を支払わなければならない。委託者が期限を過ぎても報酬を支払わない場合，取次人は，
委託物に対して留置権を有する。但し，当事者に別段の約定がある場合を除く。

第９６０条【委任契約規定の参照適用】

本章に規定がない場合，委任契約の関係規定を参照適用する。

第二十六章　仲立契約

第９６１条【仲立契約の定義】

仲立契約［中介合同］とは，仲立人が委託者に契約締結の機会を報告し又は契約締結
のための媒介サービスを提供し，委託者が報酬を支払う契約をいう。

第９６２条【仲立人の報告義務】

仲立人は契約締結に関する事項について委託者に事実通りに報告しなければならない。
2　仲立人は，契約締結に関する重要事実を故意に隠ぺいし又は虚偽の状況を提供し，委
託者の利益を害した場合は，報酬の支払いを請求できず，かつ賠償責任を負わなければ
ならない。

第９６３条【仲立人の報酬請求権】

仲立人が助力して契約を成立させた場合，委託者は，約定に従って報酬を支払わなけ
ればならない。仲立人の報酬に関する約定がない又は約定が不明確であり，本法第
５1０条の規定によってもなお確定できない場合，仲立人の労務に基づいて合理的に確
定する。仲立人が契約締結のための媒介サービスを提供し，契約を成立させた場合，当
該契約の当事者が仲立人の報酬を均等に負担する。
2　仲立人が助力して契約を成立させた場合，仲立活動の費用は，仲立人が負担する。
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第９６４条【仲立人の必要費用請求権】

仲立人が助力しても契約の成立に至らなかった場合，報酬の支払いを請求してはなら
ない。但し，約定に従って仲立活動を行うにあたり支出した必要費用の負担を委託者に
請求することができる。

第９６５条【委託者が直接第三者と契約した場合】

委託者は，仲立人のサービスを受けた後に，仲立人が提供した取引の機会又は媒介サー
ビスを利用して，仲立人を介さずに直接契約を締結した場合，仲立人に仲立報酬を支払
わなければならない。

第９６６条【委任契約規定の参照適用】

本章に規定がない場合，委任契約の関係規定を参照適用する。

第二十七章　組合（パートナーシップ）契約

第９６７条【組合契約の定義】

組合契約［合伙合同］とは，二名以上の組合員（パートナー）が共同の事業目的のた
めに締結し，利益を共に享受し，危険を共に負担する合意をいう。

第９６８条【出資義務の履行】

組合員は，約定した出資方式，金額及び払込期限に従って，出資義務を履行しなけれ
ばならない。

第９６９条【組合財産】

組合員の出資，組合事務により法に基づき取得した収益及びその他の財産は，組合財
産に属する。
2　組合契約が終了する前に，組合員は，組合財産の分割を請求してはならない。
第９７０条【組合事務の決定と執行】

組合員が組合事務に関して決定をする場合，組合契約に別段の約定がある場合を除き，
組合員全員の同意を得なければならない。
2　組合事務は，組合員全員が共同で執行する。組合契約の約定又は組合員全員の決定に
従って，一名又は複数名の組合員に組合事務の執行を委託することができる。その他の
組合員は組合事務を執行しないが，執行状況を監督する権利を有する。
３　組合員が組合事務を個別に執行する場合，事務執行組合員は，その他の組合員が執行
する事務に対して異議を提出できる。異議が提出された後，その他の組合員は当該事務
の執行を一時的に停止しなければならない。

第９７１条【事務執行と報酬】

組合員は，組合事務の執行により報酬の支払いを請求してはならない。但し，組合契
約に別段の約定がある場合を除く。

第９７２条【利益分配，欠損分担】

組合の利益の分配及び損失の分担は，組合契約の約定に従って処理する。組合契約に
約定がない又は約定が不明確である場合，組合員が協議を経て決定する。協議が調わな
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い場合，組合員が実際に出資した比率に従って分配，分担する。出資比率を確定できな
い場合には，均等に分配，分担する。

第９７３条【組合債務の連帯責任】

組合員は，組合債務について連帯責任を負う。組合債務の弁済が，自己が負うべき持
分額を超えた組合員は，その他の組合員に対して求償権を有する。

第９７４条【財産持分の譲渡と全員の同意】

組合契約に別段の約定がある場合を除き，組合員が組合員以外の者にその全部又は一
部の財産持分を譲渡する場合には，その他の組合員全員の同意を得なければならない。

第９７５条【債権者代位権行使の制限】

組合員の債権者は，組合員が本章の規定及び組合契約によって有する権利を代位行使
してはならない。但し，組合員が有する利益分配請求権を除く。

第９７６条【組合期限の推定】

組合員の組合期限に関する約定がない又は約定が不明確であり，本法第５1０条の規
定によってもなお確定することができない場合，不定期の組合とみなす。
2　組合期限が満了し，組合員が組合事務の執行を継続し，その他の組合員が異議を述べ
ない場合は，原組合契約は引き続き有効とする。但し，組合期限は不定期とする。
３　組合員は，不定期の組合契約をいつでも解除することができる。但し，合理的期間の
前にその他の組合員に通知しなければならない。

第９７７条【組合員死亡等と組合契約の効力】

組合員が死亡，民事行為能力を喪失，又は終了した場合，組合契約は終了する。但し，
組合契約に別段の約定がある，又は組合事務の性質に基づいて終了すべきでない場合を
除く。

第９７８条【契約終了後の残余財産処理】

組合契約が終了した後，終了により発生した費用の支払及び組合債務を弁済した後に
組合財産に残余がある場合は，本法第９７2条の規定に従って分配する。

第三分編　準契約3

第二十八章　事務管理

第９７９条【事務管理の定義】

管理者は，法定又は約定の義務はないが，他人の利益が損害を受けることを回避する
3  民法典総則編121条，122条ではそれぞれ事務管理・不当利得制度に関する原則的規定を置いている。しかし，
事務管理，不当利得による債権・債務の具体的ルールは複雑であり，実生活では事務管理，不当利得に関する紛争も増
加していることから，上記二条だけでは不十分であり，事務管理・不当利得制度をより詳細かつ具体的に規定する必要
がある。もっとも，債権編を単独で設けることはせず，契約編通則によって債権編の機能を代行し，かつ権利侵害行為
による債権債務は主として「第七編　権利侵害責任」に組み入れることを前提に，事務管理・不当利得の債権債務の具
体的ルールをいかに扱うかを考慮する必要がある。この問題につき，事務管理・不当利得は権利侵害行為と同じく債権
債務の発生原因ではあるが，権利侵害責任編に組み入れるのは望ましくないとの意見が多かった。他方で，権利侵害行
為は法律が否定する行為であるのに対して，事務管理による債権・債務は本質的に法が奨励する行為であるが，これを
権利侵害責任編に規定すると価値上の矛盾が生じるおそれもある。不当利得は，権利侵害によって生じる可能性もある
が，権利侵害型の不当利得は不当利得のごく一部に過ぎず，不当利得の多くは契約によって生じ，権利侵害責任のルー
ルを完全に参照適用することは難しい。

 こうして民法典編纂過程では，債権編を単独で置かないことを前提に，事務管理・不当利得による債権債務の具体的問



170

ために他人の事務を管理した場合，受益者に対して事務管理により支出した必要費用の
償還を請求することができる。管理者は，事務管理により損害を受けた場合，受益者に
対して適切な補償を請求することができる。
2　事務の管理が受益者の真実の意思に適合しない場合，管理者は，前項の規定する権利
を有しない。但し，受益者の真実の意思が法律に違反し，又は公序良俗に反する場合を
除く。

第９８０条【要件不適合な事務管理】

管理者の事務管理が前条の規定する場合に属せず，受益者が管理による利益を有する
場合，受益者は，その取得する利益の範囲内で事務管理者に対して前条第1項の規定す
る義務を負わなければならない。

第９８１条【管理者の善良な管理義務】

管理者は，他人の事務を管理する場合，受益者に有益となる方法を採用しなければな
らない。管理の中断が受益者にとってさらに不利益となる場合は，正当な理由なく中断
してはならない。

第９８２条【管理者の通知義務】

管理者は，他人の事務を管理するとき，受益者に通知することができる場合は，速や
かに受益者に通知しなければならない。管理する事務が緊急処理を必要としない場合，
受益者の指示を待たなければならない。

第９８３条【管理者の報告及び財産引渡義務】

管理が終了した後，管理者は，事務管理の状況を受益者に報告しなければならない。
管理者が事務管理により得た財産は，受益者に速やかに引き渡さなければならない。

第９８４条【受益者による管理事務の追認】

管理者による事務管理が受益者による事後の追認を得た場合，事務管理が開始した時
点から委任契約の関係規定を適用する。但し，管理者に別段の意思表示がある場合を除
く。

第二十九章　不当利得

第９８５条【不当利得返還請求権と例外】

利得者が，法律の根拠なく不当な利益を取得した場合，損害を受けた者は，利得者に
対して取得した利益の返還を請求することができる。但し，次のいずれかに該当する場
合を除く。
（一）道徳的義務を履行するために行った給付
（二）履行期限が到来する前の債務弁済
（三）給付義務がないことを明らかに知りながら行った債務弁済

題を解決しなければならないことを考慮し，海外の立法例を参考として，特に契約編に「第三分編　準契約」を単独で
設けて事務管理・不当利得制度の具体的ルールを規定している。事務管理・不当利得を準契約として位置づける理由は，
立法技術の観点以外に，事務管理・不当利得制度がいずれも契約制度と密接な関連を有することである（黄薇主編『中
華人民共和国民法典合同編・釈義』（法律出版社，2０2０年７月）1０2７～1０2９頁参照）。
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第９８６条【善意・無過失の利得者】

利得者は，取得した利益に法律の根拠がないことを知らず，かつ知り得べきでなく，
取得した利益が既に存在しない場合，当該利益を返還する義務を負わない。

第９８７条【悪意・有過失の利得者】

利得者が，自己が取得した利益に法律の根拠がないことを知り又は知り得べき場合，
損害を受けた者は，取得した利益の返還及び法に基づく損害賠償を利得者に請求するこ
とができる。

第９８８条【無償譲渡を受けた第三者の返還義務】

利得者が取得した利益を既に第三者に無償で譲渡した場合，損害を受けた者は，相応
する範囲内での返還義務の負担を第三者に請求することができる。

第四編　人格権4

第一章　一般規定

第９８９条【本編の調整範囲】

本編は人格権の享有と保護により発生する民事関係を調整する。
第９９０条【人格権の類型】

人格権は，民事主体が享有する生命権，身体権，健康権，姓名権，名称権，肖像権，
名誉権，栄誉権，プライバシー権等の権利である。
2　前項の規定する人格権のほか，自然人は，人身の自由，人格の尊厳に基づいて発生す
るその他の人格上の権益を有する。

第９９１条【人格権に対する法律保護】

民事主体の人格権は法律の保護を受け，いかなる組織又は個人も侵害してはならない。
第９９２条【人格権の人身専属性】

人格権を放棄，譲渡，相続することはできない。
第９９３条【氏名，名称，肖像等の使用許諾】

民事主体は，自己の氏名，名称，肖像等の使用を他人に許諾することができる。但し，
法律の規定又はその性質に基づき許諾できない場合を除く。

第９９４条【死者の人格権侵害】

死者の氏名，肖像，名誉，栄誉，プライバシー，遺体等が侵害を受けた場合，その配
偶者，子，父母は，行為者に対して法に基づき民事責任の負担を請求する権利を有する。
死者に配偶者，子がなく，かつ父母が既に死亡している場合は，その他の近親族が行為
者に対して法に基づき民事責任の負担を請求する権利を有する。

第９９５条【人格権侵害の民事責任】

人格権が侵害を受けた場合，被害者は本法及びその他の法律の規定に従って，行為者

4  人格権は民事主体がその特定の人格的利益に対して有する権利であり，各個人の人格の尊厳に関係する，民事主体に
とって最も基本的な権利である。第四編「人格権」（９８９条以下）では，現行の関連する法令及び司法解釈に基づいて，
民事法規範の角度から自然人及びその他民事主体の人格権の内容，境界線，保護方式について規定しており，合計６章，
５1ヶ条からなる。
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に対し，民事責任の負担を請求する権利を有する。被害者の侵害停止，妨害排除，危険
除去，影響除去，名誉回復，謝罪の請求権には訴訟時効の規定を適用しない。

第９９６条【当事者の違約行為が人格権を侵害する場合】

当事者の一方の違約行為が，相手方の人格権を侵害して重大な精神的損害を与え，損
害を受けた一方が違約責任の負担を選択して請求する場合，損害を受けた一方による精
神的損害賠償の請求に影響しない。

第９９７条【人格権侵害行為に対する停止措置】

民事主体は，その人格権を侵害する違法行為を行為者が行っている又は行おうとして
いることを証明する証拠があり，速やかに制止しなければその合法的権益が回復するこ
との困難な損害を受ける場合，法に基づき人民法院に対して行為者の関係行為の停止を
命じる措置を採るよう申し立てる権利を有する。

第９９８条【人格権侵害の民事責任認定要素】

行為者について生命権，身体権及び健康権以外の人格権侵害の民事責任の負担を認定
する場合は，行為者及び被害者の職業，影響範囲，過失の程度，及び行為の目的，方式，
結果等の要素を考慮しなければならない。

第９９９条【公共利益のための報道等と氏名等の合理的使用】

公共利益のためにニュース報道，世論による監督等の行為を実施する場合，民事主体
の氏名，名称，肖像，個人情報等を合理的に使用することができる。合理的に使用せず
民事主体の人格権を侵害する場合，法に基づき民事責任を負わなければならない。

第１０００条【人格権侵害に対する影響除去，名誉回復，謝罪等】

行為者が人格権の侵害により，法に基づき影響除去，名誉回復又は謝罪等の民事責任
を負う場合，行為の具体的方式及び与えた影響の範囲に相当しなければならない。
2　行為者が前項の規定する民事責任の負担を拒絶した場合，人民法院は，刊行物，ネッ
トワーク等のメディア上で公告し又は発効した裁判文書を公表する等の方式によって執
行することができ，発生した費用は行為者が負担する。

第１００１条【身分的権利の保護】

自然人の婚姻家庭関係等によって生ずる身分的権利の保護については，本法第一編，
第五編及びその他の法律の関連規定を適用する。規定がない場合，その性質を根拠とし
て本編の人格権保護の関係規定を参照適用することができる。

第二章　生命権，身体権及び健康権

第１００２条【生命権】

自然人は，生命権を有する。自然人の生命の安全及び生命の尊厳は法律の保護を受け
る。いかなる組織又は個人も他人の生命権を侵害してはならない。

第１００３条【身体権】

自然人は，身体権を有する。自然人の身体の完全性及び行動の自由は法律の保護を受
ける。いかなる組織又は個人も他人の身体権を侵害してはならない。
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第１００４条【健康権】

自然人は，健康権を有する。自然人の心身の健康は，法律の保護を受ける。いかなる
組織又は個人も他人の健康権を侵害してはならない。

第１００５条【法定救助義務】

自然人の生命権，身体権，健康権が侵害を受け又はその他危難状況にある場合，法定
の救助義務を負う組織又は個人は速やかに救助しなければならない。

第１００６条【人体細胞等の無償提供に関する自主決定権】

完全民事行為能力者は，法に基づきその人体細胞，人体組織，人体器官，遺体の無償
提供を自主的に決定する権利を有する。いかなる組織又は個人も強迫，詐欺，利益誘導
によりそれを提供させてはならない。
2　完全民事行為能力者が前項の規定に基づき提供に同意する場合，書面形式を採用しな
ければならず，遺言形式によることもできる。
３　自然人が生前に提供に不同意であることを表示していない場合，当該自然人の死亡後
に，その配偶者，成年の子，父母は共同して提供を決定することができ，提供の決定に
は書面形式を採用しなければならない。

第１００７条【人体細胞等の売買禁止】

いかなる形式でも人体細胞，人体組織，人体器官，遺体の売買を禁止する。
2　前項の規定に違反する売買行為は無効とする。
第１００８条【人体臨床試験】

新薬，医療器械の研究開発，又は新たな予防及び治療方法の発展のために臨床試験を
行う必要がある場合，法に基づき関連主管部門の承認及び倫理委委員会の審査同意を得
なければならず，さらに試験の目的，用途及び発生する可能性があるリスク等に関する
詳細な状況を被験者本人又はその後見人に告知し，かつその書面による同意を得なけれ
ばならない。
2　臨床試験を行う場合，被験者から試験費用を徴収してはならない。
第１００９条【ヒト遺伝子・ヒト胚子等に関する研究活動】

ヒト遺伝子，ヒト胚子等に関する医学的及び科学的研究活動に従事する者は，法律，
行政法規及び国家の関係規定を遵守しなければならず，人体の健康に危害を及ぼしては
ならず，倫理道徳に反してはならず，公共利益を侵害してはならない。

第１０１０条【セクシャルハラスメント】

他人の意思に反して，言語，文字，図画，肢体行為等の方式により他人にセクシャル
ハラスメントを行った場合，被害者は法に基づき行為者に対して民事責任の負担を請求
する権利を有する。
2　機関，企業，学校等の単位は，合理的な予防，苦情受理，調査処置等の措置を講じて，
職権・従属関係を利用する等のセクシャルハラスメントを防止，制止しなければならな
い。



174

第１０１１条【人身の自由の侵害】

違法な拘禁等の方式により他人の行動の自由を剥奪，制限し，又は他人の身体を違法
に捜査した場合，被害者は，法に基づき行為者に対して民事責任の負担を請求すること
ができる。

第三章　氏名権及び名称権

第１０１２条【自然人の氏名権】

自然人は氏名権を有し，法に基づき自己の氏名を決定，使用，変更し，又は他人によ
る使用を許諾する権利を有する。但し，公序良俗に反してはならない。

第１０１３条【法人，非法人組織の名称権】

法人，非法人組織は，名称権を有し，法に基づき自己の名称を決定，使用，変更，譲
渡し，又は他人による使用を許諾する権利を有する。

第１０１４条【氏名権，名称権の侵害禁止】

いかなる組織又は個人も干渉，盗用，冒用等の方式により他人の氏名権又は名称権を
侵害してはならない。

第１０１５条【自然人の姓氏の選択】

自然人は父の氏又は母の氏に従わなければならない。但し，次のいずれかに該当する
場合，父の氏及び母の氏以外の氏を選択することができる。
（一）その他の直系尊属の氏を選択するとき
（二）法定扶養者以外の者が扶養することにより扶養者の氏を選択するとき
（三）公序良俗に反しないその他正当な理由があるとき

2　少数民族の自然人の氏は，自民族の文化伝統及び風俗慣習に従うことができる。
第１０１６条【氏名，名称の決定，変更，及び名称譲渡】

自然人が氏名を決定，変更し，又は法人，非法人組織が名称を決定，変更，譲渡する
場合，法に基づき関係機関に対して登記手続を行わなければならない。但し，法律に別
段の規定がある場合を除く。
2　民事主体が氏名，名称を変更した場合，変更前に行った民事法律行為は，それに対し
て法的拘束力を有する。

第１０１７条【氏名・名称に対する保護の拡張】

一定の社会的知名度を有し，他人による使用が公衆を混淆させるに足りるペンネーム，
芸名，ハンドルネーム，翻訳名，屋号，氏名及び名称の略称等については，氏名権及び
名称権の保護に関する規定を参照適用する。

第四章　肖像権

第１０１８条【肖像権】

自然人は肖像権を有し，法に基づき自己の肖像を製作，使用，公開し，又は他人によ
る使用を許諾する権利を有する。
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2　肖像とは，映像，彫塑，絵画等の方式を通じて一定の媒体上に反映された特定自然人
を識別することができる外部イメージをいう。

第１０１９条【肖像権の侵害禁止】

いかなる組織又は個人も醜悪に描き，汚損し，又は情報技術手段の利用による偽造等
の方式により他人の肖像権を侵害してはならない。肖像権者の同意を得ずに，肖像権者
の肖像を製作，使用，公開してはならない。但し，法律に別段の規定がある場合を除く。
2　肖像権者の同意を得ずに，肖像作品の権利者は，肖像作品の発表，複製，発行，賃貸，
展示等の方式により肖像を使用又は公開してはならない。

第１０２０条【肖像権者の同意が不要な場合】

次に掲げる行為を合理的に実施する場合，肖像権者の同意を得なくてもよい。
（一）個人学習，芸術鑑賞，教室での授業又は科学研究のために，必要な範囲内で肖

像権者の既に公開された肖像を使用すること
（二）ニュース報道を行うために，やむを得ず肖像権者の肖像を製作，使用，公開す

ること
（三）法に基づき職責を履行するために，国家機関が必要な範囲内で肖像権者の肖像

を製作，使用，公開すること
（四）特定の公共環境を展示するために，やむを得ず肖像権者の肖像を製作，使用，

公開すること
（五）公共利益又は肖像権者の合法的権益を維持保護するために，肖像権者の肖像を

製作，使用，公開するその他の行為
第１０２１条【肖像権使用許諾契約の解釈】

当事者に肖像権使用許諾契約における肖像使用条項の理解について争いがある場合，
肖像権者の有利に解釈しなければならない。

第１０２２条【肖像権使用許諾契約に使用期限がない，不明確な場合】

当事者に肖像権使用許諾期限に関する約定がない又は約定が不明確である場合，いず
れの当事者も肖像権使用許諾契約をいつでも解除することができる。但し，合理的期間
の前に相手方に通知しなければならない。
2　当事者に肖像権使用許諾期限に関する明確な約定があり，肖像権者に正当な理由があ
る場合，肖像権使用許諾契約を解除することができる。但し，合理的期間の前に相手方
に通知しなければならない。契約解除により相手方に損害を与えた場合，肖像権者の責
めに帰することができない事由を除き，損害を賠償しなければならない。

第１０２３条【氏名等の使用許諾，声の保護】

氏名等の使用許諾については，肖像の使用許諾の関係規定を参照適用する。
2　自然人の声の保護については，肖像権保護の関係規定を参照適用する。
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第五章　名誉権及び栄誉権

第１０２４条【名誉権】

民事主体は，名誉権を有する。いかなる組織又は個人も侮辱，誹謗等の方式により他
人の名誉権を侵害してはならない。
2　名誉とは，民事主体の人徳，名声人望，才能，信用等に対する社会的評価をいう。
第１０２５条【報道等と名誉権の関係】

行為者が公共利益のためにニュース報道，世論監督等の行為を実施し，他人の名誉に
影響を与えた場合，民事責任を負わない。但し，次のいずれかに該当する場合を除く。
（一）事実をねつ造，歪曲したとき
（二）他人が提供した著しく事実に反する内容について合理的な事実確認審査義務を

尽くしていないとき
（三）侮辱的な言辞等を使用して他人の名誉を貶め害するとき

第１０２６条【合理的事実確認審査認定の考慮要素】

行為者が前条第2号の規定する合理的な事実確認審査義務を尽くしたかどうかの認定
において，次に掲げる要素を考慮することができる。
（一）内容の情報源の信頼度
（二）明らかに紛争を引き起こすおそれがある内容に対して必要な調査を行ったかど

うか
（三）内容の時限性
（四）内容と公序良俗との関連性
（五）被害者の名誉が貶め害される可能性
（六）審査能力及び事実確認審査コスト

第１０２７条【文学・芸術作品と名誉権】

行為者が発表した文学，芸術作品が，実在の人物と事実を表現し，又は特定の人物を
描写対象とし，侮辱的，誹謗的な内容を含み，他人の名誉権を侵害した場合，被害者は
法に基づき当該行為者に対して民事責任の負担を請求することができる。
2　行為者が発表した文学，芸術作品が，特定の人物を描写対象としておらず，その中の
プロットが特定の人物の状況と類似しているだけの場合，民事責任を負担しない。

第１０２８条【報道による名誉権侵害の訂正・削除請求】

民事主体が，新聞雑誌等の刊行物，インターネット等のメディア報道の内容が真実で
なく，その名誉権を侵害したことを証明する証拠を有する場合，当該メディアに対して
速やかに訂正又は削除等の必要な措置を講じるよう請求する権利を有する。

第１０２９条【信用評価に誤りがある場合】

民事主体は，法に基づき自己の信用評価を照会することができる。信用評価が不当で
あることを発見した場合，異議を提出し，かつ訂正，削除等の必要な措置を講じるよう
請求する権利を有する。信用評価を行う者は，速やかに調査しなければならず，調査を
経て事実である場合は，速やかに必要な措置を講じなければならない。
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第１０３０条【信用情報の収集，処理の法律適用】

民事主体と，信用情報収集機関等の信用情報処理者との間の関係は，本編の個人情報
保護の関係規定及びその他の法律，行政法規の関係規定を適用する。

第１０３１条【栄誉権】

民事主体は栄誉権を有する。いかなる組織又は個人も違法に他人の栄誉称号を剥奪し，
他人の栄誉を中傷し，貶め害してはならない。
2　獲得した栄誉称号について記載すべき記載がない場合，民事主体は，記載を請求する
ことができる。獲得した栄誉称号の記載について誤りがある場合，民事主体はその訂正
を請求することができる。

第六章　プライバシー権及び個人情報

第１０３２条【プライバシー権】

自然人はプライバシー権を有する。いかなる組織又は個人も密偵，侵入，漏えい，公
開等の方式により他人のプライバシー権を侵害してはならない。
2　プライバシーとは，自然人の私生活の平穏及び他人に知られたくない私的秘密空間（プ
ライベート空間），私的秘密活動（プライベート活動），私的秘密情報（プライベート情
報）をいう。

第１０３３条【プライバシー権侵害の禁止】

法律に別段の規定があり又は権利者の同意がある場合を除き，いかなる組織又は個人
も次に掲げる行為を実施してはならない。
（一）電話，ショートメール，インスタントメッセージ，電子メール，ビラ等の方式

により他人の私生活の平穏を侵すこと
（二）他人の住宅，宿泊客室等の私的秘密空間に侵入し，撮影，盗視すること
（三）他人の私的秘密活動を撮影，盗視，盗聴，公開すること
（四）他人の身体の私的秘密部位を撮影，盗視すること
（五）他人の私的秘密情報を処理すること
（六）その他の方式により他人のプライバシー権を侵害すること

第１０３４条【個人情報保護】

自然人の個人情報は，法律の保護を受ける。
2　個人情報とは，電子又はその他の方式によって記録された，単独で又はその他の情報
と結合して特定の自然人を識別することができる各種情報をいい，自然人の氏名，生年
月日，身分証明書番号，生体識別情報，住所，電話番号，メールアドレス，健康情報，
移動履歴情報等を含む。
３　個人情報中の私的秘密情報については，プライバシー権の関係規定を適用する。規定
がない場合，個人情報保護の関係規定を適用する。

第１０３５条【個人情報の処理に関する原則】

個人情報を処理する場合，合法，正当，必要の原則に従わなければならず，かつ次に
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掲げる条件に適合しなければならない。
（一）当該自然人又はその後見人の同意を得ること。但し，法律，行政法規に別段の

規定がある場合を除く。
（二）情報の処理に関する規則を公開すること
（三）情報を処理する目的，方式及び範囲を明示すること
（四）法律，行政法規の規定及び双方の約定に違反しないこと

2　個人情報の処理には，個人情報の収集，保存，使用，加工，伝送，提供，公開等を含
む。

第１０３６条【個人情報処理の免責事由】

個人情報の処理が，次のいずれかに該当する場合，行為者は民事責任を負わない。
（一）当該自然人又はその後見人が同意する範囲内で実施する行為
（二）当該自然人が自ら公開し，又はその他の既に合法的に公開された情報を合理的

に処理するとき，但し，当該自然人が明確に拒絶する場合，又は当該情報の処理
により重大な利益侵害となる場合を除く。

（三）公共利益又は当該自然人の合法的権益を維持保護するため，合理的に実施する
その他の行為

第１０３７条【個人情報主体の権利】

自然人は，法に基づき情報処理者からその個人情報を閲覧又は複製することができる。
情報に誤りがあることを発見した場合，異議を提出し，かつ速やかに訂正等の必要な措
置を講じるよう請求する権利を有する。
2　自然人は，情報処理者が法律，行政法規の規定又は双方の約定に違反して当該個人情
報を処理していることを発見した場合，情報処理者に対して速やかに削除するよう請求
する権利を有する。

第１０３８条【個人情報処理者の安全保護義務】

情報処理者は，その収集，保存する個人情報を漏えい，改ざん，毀損してはならない。
自然人の同意を得ずに，個人情報を他人に対して違法に提供してはならない。但し，加
工を経て特定個人を識別することができず，かつ復元できない場合を除く。
2　情報処理者は，技術的措置及びその他の必要な措置を講じて，その收集，保存する個
人情報の安全を確保し，情報の漏えい，改ざん，紛失を防止しなければならない。個人
情報が漏えい，改ざん，紛失する状況が発生し又は発生するおそれがあるときは，速や
かに救済措置を講じ，規定に基づいて自然人に告知し，かつ関係主管部門に報告しなけ
ればならない。

第１０３９条【国家機関等の秘密保持義務】

国家機関，行政職能を担当する法定機関及びその職員が，職責履行過程において知っ
た自然人のプライバシー及び個人情報については，その秘密を保持しなければならず，
漏えい又は他人に対して違法に提供してはならない。
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第五編　婚姻家庭5

第一章　一般規定

第１０４０条【本編の調整範囲】

本編は婚姻家庭により発生した民事関係を調整する。
第１０４１条【婚姻家庭関係の基本原則】

婚姻家庭は国家による保護を受ける。
2　婚姻の自由，一夫一婦，男女平等の婚姻制度を実行する。
３　女性，未成年者，高齢者，障害者の合法的権益を保護する。
第１０４２条【婚姻家庭の禁止行為】

許婚，売買婚及び婚姻の自由に干渉するその他の行為を禁止する。婚姻を利用した財
物の要求を禁止する。
2　重婚を禁止する。有配偶者が他人と同居することを禁止する。
３　家庭内暴力を禁止する。家庭構成員間の虐待及び遺棄を禁止する。
第１０４３条【婚姻家庭道徳規範】

家庭は優れた家風を確立し，家庭の美徳を発揚し，家庭の文明構築を重視しなければ
ならない。
2　夫婦は互いに忠実で，互いに尊重し，互いを大切にしなければならない。家庭構成員
において，高齢者を敬い幼少の者を慈しみ，相互に助け合い，平等で，仲睦まじく，文
明的な婚姻家庭関係を維持保護しなければならない。

第１０４４条【養子縁組の基本原則】

養子縁組は，養子にとって最も有利とする原則を遵守し，養子及び養親の合法的権益
を保障しなければならない。
2　養子縁組の名を借りた未成年者の売買を禁止する。
第１０４５条【親族，近親族，家庭構成員】

親族は，配偶者，血族及び姻族を含む。
2　配偶者，父母，子，兄弟姉妹，父方の祖父母，母方の祖父母，内孫，外孫を近親族と
する。
３　配偶者，父母，子及びその他共同で生活する近親族を家庭構成員とする。

第二章　結　婚6

第１０４６条【自由意思による結婚】

結婚は，男女双方の完全な自由意思によるものでなければならず，いずれの一方も他

5  婚姻家庭制度は，夫婦関係及び家族関係を規範化する基本的準則である。婚姻関係についての考え方，家族関係の変
化に伴って婚姻家庭法分野には新たな状況と問題が発生している。夫婦が尊敬し合い，高齢者を敬い家族を大切にし，
家族が仲睦まじいという中華民族に代々伝わる家族の美徳をより一層発揚させ，社会主義核心的価値観を反映し，家族
の安定した関係を促すために，「第五編　婚姻家庭」（1０４０条以下）では，婚姻法（1９８０年成立，2００1年改
正，全５1条），養子縁組法（1９９1年成立，1９９８年改正，全３４条）を基礎として，婚姻の自由，一夫一婦制
等の基本原則を堅持する前提の下で，社会発展のニーズを踏まえて，一部規定に対して修正するとともに新たな規定を
追加している。第五編は計５章，７９ヶ条からなる。
6  本編では［婚姻］と［结婚］が使い分けられており，原文どおりの文言を使用している。



180

方に強迫を加えること，いかなる組織又は個人も干渉することを禁止する。
第１０４７条【法定結婚年齢】

結婚年齢は，男性は満２２歳を下回ってはならず，女性は満２０歳を下回ってはなら
ない。

第１０４８条【近親婚の禁止】

直系血族又は三代以内の傍系血族との結婚を禁止する。
第１０４９条【結婚の手続】

結婚しようとする男女双方は，自ら婚姻登記機関で結婚登記を申請しなければならな
い。本法の規定に適合する場合，登記し，結婚証を交付する。結婚登記の完了により婚
姻関係が確立する。結婚登記手続をしていない場合，補充登記手続をしなければならな
い。

第１０５０条【結婚後の家庭組成】

結婚登記の後，男女双方の約定に基づいて女性は男性側の家庭構成員になることがで
き，男性は女性側の家庭構成員になることができる。

第１０５１条【婚姻無効】

次のいずれかに該当する場合，婚姻を無効とする。
（一）重婚
（二）結婚が禁止されている親族関係があるとき
（三）法定の結婚年齢に達していないとき

第１０５２条【強迫による婚姻取消】

強迫により結婚した場合，強迫を受けた一方は，婚姻の取消を人民法院に請求するこ
とができる。
２　婚姻の取消を請求する場合，強迫行為が終了した日から１年以内に提出しなければな
らない。
３　人身の自由を不当に制限された当事者が，婚姻の取消を請求する場合，人身の自由が
回復した日から１年以内に提出しなければならない。

第１０５３条【重大な疾病の不告知】

一方が重大な疾病に罹っている場合，結婚登記の前に他方に事実通りに告知しなけれ
ばならない。事実通りに告知しない場合，他方は，婚姻の取消を人民法院に請求するこ
とができる。
２　婚姻の取消を請求する場合，取消事由を知り又は知り得べき日から１年以内に提出し
なければならない。

第１０５４条【婚姻の無効・取消の効果】

無効の婚姻又は取り消された婚姻は，始めに遡って法的拘束力がなく，当事者は夫婦
の権利及び義務を有しない。同居期間に得た財産は，当事者の協議により処理する。協
議が調わない場合，人民法院は過失がない一方に配慮する原則に基づいて判決を下す。
重婚により婚姻が無効となった場合の財産処理は，合法な婚姻当事者の財産権益を侵害
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してはならない。当事者が出産した子は，本法の父母と子に関する規定を適用する。
2　婚姻が無効又は取り消された場合には，過失がない一方は損害賠償を請求する権利を
有する。

第三章　家庭関係

第一節　夫婦関係

第１０５５条【夫婦平等】

夫婦の婚姻家庭における地位は平等である。
第１０５６条【夫婦氏名権】

夫婦双方は，各人が自己の氏名を使用する権利を有する。
第１０５７条【夫婦の人身自由権】

夫婦双方は，生産，仕事，学習及び社会活動に参加する自由を有し，一方が他方を制
限又は干渉してはならない。

第１０５８条【夫婦の子に対する権利義務】

夫婦双方は，未成年の子に対して扶養，教育及び保護に関する権利を平等に有し，未
成年の子に対して扶養，教育及び保護に関する義務を共同で負う。

第１０５９条【夫婦の相互扶養義務】

夫婦は相互に扶養する義務を負う。
2　扶養が必要な一方は，他方が扶養義務を履行しないときは，その扶養費の給付を求め
る権利を有する。

第１０６０条【夫婦の日常家事代理権】

夫婦の一方が家庭の日常生活の必要により実施する法律行為は，夫婦双方に対して効
力を生じる。但し，夫婦の一方と相手方の間に別段の約定がある場合を除く。
2　夫婦間に一方が実施できる法律行為の範囲に対する制限がある場合，善意の相手方に
対抗することができない。

第１０６１条【夫婦の遺産相続権】

夫婦は相互に遺産を相続する権利を有する。
第１０６２条【夫婦共同財産】

夫婦が婚姻関係の存続期間に得た次に掲げる財産を，夫婦の共同財産とし，夫婦の共
同所有に属する。
（一）給与，賞与，労務報酬
（二）生産，経営，投資の収益
（三）知的財産権の收益
（四）相続又は受贈により得た財産。但し，本法第1０６３条第３号の規定する場合

を除く。
（五）共同所有に属すべきその他の財産

2　夫婦は，共同財産に対して平等の処理権を有する。
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第１０６３条【夫婦一方の個人財産】

次に掲げる財産を夫婦一方の個人財産とする。
（一）一方の婚姻前財産
（二）一方が人身損害を受けたことにより得た賠償又は補償
（三）遺言又は贈与契約において一方のみに帰属することが確定されている財産
（四）一方が専用する生活用品
（五）一方に帰属すべきその他の財産

第１０６４条【夫婦の共同債務】

夫婦双方が共同で署名し，又は夫婦の一方が事後に追認する等共同の意思表示により
負担した債務，及び夫婦の一方が婚姻関係の存続期間に個人名義により家庭の日常生活
の必要のために負担した債務は，夫婦の共同債務に属する。
2　夫婦の一方が婚姻関係の存続期間に個人名義により家庭の日常生活の必要を超えて負
担した債務は，夫婦の共同債務に属さない。但し，当該債務が夫婦の共同生活，共同の
生産経営に用いられ，又は夫婦双方の共同の意思表示に基づくものである旨を債権者が
証明できる場合を除く。

第１０６５条【夫婦の約定財産】

男女双方は，約定により婚姻関係の存続期間に得た財産及び婚姻前財産を各自の所有，
共同所有又は一部を各自の所有，一部を共同所有とすることができる。約定は書面形式
を採用しなければならない。約定がない又は約定が不明確である場合，本法第1０６2
条，第1０６３条の規定を適用する。
2　婚姻関係の存続期間に得た財産及び婚姻前財産に関する夫婦間の約定は，双方に対し
て法的拘束力を有する。
３　夫婦が婚姻関係の存続期間に得た財産を各自の所有とする旨を約定した場合，夫又は
妻の一方が対外的に負った債務について相手方が当該約定を知っているときは，夫又は
妻の一方の個人財産により弁済する。

第１０６６条【夫婦共同財産の婚内分割請求】

婚姻関係の存続期間に，次のいずれかに該当する場合，夫婦の一方は人民法院に共同
財産の分割を請求することができる。
（一）一方に夫婦の共同財産を隠匿，移転，換価，毀損，浪費又は夫婦の共同債務を

偽造する等の夫婦の共同財産の利益を著しく害する行為があったとき
（二）法定扶養義務を負う一方が重大な疾病に罹って治療する必要があり，他方が関

連する医療費用の支払いに同意しないとき

第二節　父母と子の関係及びその他近親族の関係

第１０６７条【扶養費の給付請求】

父母が扶養義務を履行しない場合，未成年の子又は独立して生活することができない
成年の子は，扶養費の給付を父母に求める権利を有する。
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2　成年の子が扶養義務を履行しない場合，労働能力を有さず又は生活が困難である父母
は，扶養費［赡养费］の給付を成年の子に求める権利を有する。

第１０６８条【父母の未成年子に対する保護・教育の権利義務】

父母は，未成年の子を教育，保護する権利及び義務を有する。未成年の子が他人に損
害を与えた場合，父母が法に基づき民事責任を負わなければならない。

第１０６９条【父母の婚姻権に対する尊重】

子は，父母の婚姻の権利を尊重しなければならず，父母の離婚，再婚及び婚姻後の生
活に干渉してはならない。父母に対する子の扶養［赡养］義務は，父母の婚姻関係の変
化によって終了しない。

第１０７０条【父母と子の遺産相続権】

父母及び子は，相互に遺産を相続する権利を有する。
第１０７１条【非嫡出子】

非嫡出子は，嫡出子と同等の権利を有し，いかなる組織又は個人も危害を加え，差別
してはならない。
2　非嫡出子を直接扶養していない実父又は実母は，未成年の子又は独立して生活するこ
とができない成年の子の扶養費を負担しなければならない。

第１０７２条【継親子】

継父母と継子の間に，虐待又は差別があってはならない。
2　継父又は継母とその扶養，教育を受ける継子の間の権利義務関係は，父母と子の関係
に関する本法の規定を適用する。

第１０７３条【親子関係異議の訴え】

親子関係に異議があり，かつ正当な理由がある場合，父又は母は人民法院に訴訟を提
起し，親子関係の確認又は否認を請求することができる。
2　親子関係に異議があり，かつ正当な理由がある場合，成年の子は人民法院に訴訟を提
起し，親子関係の確認を請求することができる。

第１０７４条【祖父母と孫の間の扶養義務】

負担能力を有する父方の祖父母，母方の祖父母は，父母が既に死亡し，又は父母が扶
養能力を有しない未成年の内孫，外孫に対して，扶養する義務を有する。
2　負担能力を有する内孫，外孫は，子が既に死亡し，又は子が扶養［赡养］能力を有し
ない父方の祖父母，母方の祖父母に対して，扶養［赡养］する義務を有する。

第１０７５条【兄弟姉妹間の扶養義務】

負担能力を有する兄，姉は，父母が既に死亡し，又は父母が扶養能力を有しない未成
年の弟，妹に対して，扶養する義務を有する。
2　兄，姉の扶養により成長した負担能力を有する弟，妹は，労働能力だけでなく生活の
ための収入源も有しない兄，姉に対して，扶養する義務を有する。
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第四章　離　婚

第１０７６条【協議離婚】

夫婦双方が自由意思により離婚をする場合，書面により離婚協議を締結しなければな
らず，かつ自ら婚姻登記機関で離婚登記を申請しなければならない。
2　離婚協議には双方の自由意思による離婚の意思表示及び子の扶養，財産と債務処理等
の事項について合意した意見を明記しなければならない。

第１０７７条【離婚冷静期】

婚姻登記機関が離婚登記申請を受理した日から３０日以内に，いずれか一方が離婚を
望まない場合，婚姻登記機関に対して離婚登記申請を撤回することができる。
2　前項の規定する期限が満了してから３０日以内に，双方は，自ら婚姻登記機関で離婚
証の交付を申請しなければならない。申請しない場合には，離婚登記申請を撤回したも
のとみなす。

第１０７８条【婚姻登記機関による離婚協議の確認】

婚姻登記機関は，双方が確かに自由意思により離婚し，かつ既に子の扶養，財産及び
債務処理等の事項について合意したことを調査により確認した場合，登記して離婚証を
交付する。

第１０７９条【訴訟離婚】

夫婦の一方が離婚を請求する場合，関係組織が調解を行い，又は直接人民法院に離婚
訴訟を提起することができる。
2　人民法院は離婚事件を審理する場合，調解を行わなければならない。感情が確かに既
に破綻し，調解が無効となった場合，離婚を認めなければならない。
３　次のいずれかに該当し，調解が無効となった場合，離婚を認めなければならない。

（一）重婚又は他人と同居しているとき
（二）家庭内暴力を行い，又は家庭構成員を虐待，遺棄したとき
（三）賭博，薬物使用等の悪習があり何度教育を受けても改めないとき
（四）感情の不和により別居して満2年経過したとき
（五）夫婦感情の破綻に至らしめるその他の事由

４　一方が失踪宣告を受け，他方が離婚訴訟を提起した場合，離婚を認めなければならな
い。
５　人民法院が離婚を認めない旨の判決をした後，再び別居して満1年経過し，一方が再
び離婚訴訟を提起した場合，離婚を認めなければならない。

第１０８０条【婚姻関係の解消】

離婚登記が完了し，又は離婚判決書，調解書が発効したとき，すなわち婚姻関係は解
消する。

第１０８１条【現役軍人配偶者の離婚請求】

現役軍人の配偶者が離婚を請求する場合，軍人の同意を得なければならない。但し，
軍人側に重大な過失がある場合を除く。
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第１０８２条【男性側離婚請求の制限】

女性の妊娠期間，分娩後から１年以内又は妊娠後６か月以内において，男性は離婚を
提起してはならない。但し，女性が離婚を提起し，又は人民法院が確かに男性の離婚請
求を受理する必要があると認める場合を除く。

第１０８３条【離婚後の復婚】

離婚した後に，男女双方が自由意思により婚姻関係を回復させる場合，婚姻登記機関
において改めて婚姻登記をしなければならない。

第１０８４条【離婚の親子関係への影響，子の扶養】

父母と子の間の関係は，父母の離婚によって消滅しない。離婚後に，子は，父又は母
のいずれが直接扶養するとしても，依然として父母双方の子である。
２　離婚後に，父母は子に対してなお扶養，教育，保護の権利及び義務を有する。
３　離婚後に，満２歳未満の子は，母親が直接扶養するのを原則とする。既に満２歳以上
の子について，父母双方に扶養問題について協議が調わない場合には，人民法院が双方
の具体的状況に基づき，未成年の子にとって最も有利とする原則に従って判決を下す。
子が満８歳以上の場合，その真実の意思を尊重しなければならない。

第１０８５条【離婚後の子の扶養費負担】

離婚後に，一方が子を直接扶養する場合，他方が扶養費の一部又は全部を負担しなけ
ればならない。費用負担の金額及び期間の長さは，双方の協議による。協議が調わない
場合，人民法院の判決による。
２　前項の規定する協議又は判決は，子が必要な時に父母のいずれか一方に対して協議又
は判決で定めた元の金額を超える合理的要求の提出を妨げない。

第１０８６条【子との面会交流権】

離婚後に，子を直接扶養しない父又は母は子と面会交流する権利を有し，他方は協力
する義務を有する。
２　面会交流権を行使する方式，時期は，当事者の協議による。協議が調わない場合，人
民法院の判決による。
３　父又は母による子との面会交流が，子の心身の健康に不利益となる場合，人民法院が
法に基づき面会交流を停止する。停止事由が消滅した後には，面会交流を回復させなけ
ればならない。

第１０８７条【夫婦共同財産の処理】

離婚をするとき，夫婦の共同財産は，双方の協議により処理する。協議が調わない場
合，人民法院が財産の具体的状況に基づいて，子，女性及び過失がない一方の権益に配
慮する原則に従って判決する。
２　夫又は妻が家庭土地請負経営において有する権益等は，法に基づき保護しなければな
らない。

第１０８８条【離婚の際の補償請求】

夫婦の一方が子の生育，高齢者の世話，他方の仕事への協力等により，比較的多くの
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義務を負担した場合は，離婚をするときに他方に補償を請求する権利を有し，他方は，
補償しなければならない。具体的方法は双方の協議による。協議が調わない場合，人民
法院の判決による。

第１０８９条【夫婦共同債務の処理】

離婚をするとき，夫婦の共同債務は，共同で償還しなければならない。共有財産が弁
済するのに不足し又は財産を各自が所有する場合は，双方の協議により弁済する。協議
が調わない場合，人民法院の判決による。

第１０９０条【離婚の際の経済的援助】

離婚をするとき，一方の生活が困難である場合，負担能力を有する他方が適切な援助
を与えなければならない。具体的方法は双方の協議による。協議が調わない場合，人民
法院の判決による。

第１０９１条【離婚損害賠償】

次のいずれかに該当し，離婚に至った場合，過失がない一方は損害賠償を請求する権
利を有する。
（一）重婚しているとき
（二）他人と同居しているとき
（三）家庭内暴力を行ったとき
（四）家庭構成員を虐待，遺棄したとき
（五）その他重大な過失があったとき

第１０９２条【夫婦共同財産を一方が侵害した場合の法的責任】

夫婦の一方が夫婦共同財産を隠匿，移転，換価，毀損，浪費し又は夫婦共同債務を偽
造して他方の財産の不法占有を企図した場合に，離婚により夫婦の共同財産を分割する
ときは，当該一方に対して，少なめに分割し又は分割しないことができる。離婚後に，
他方が上述の行為を発見した場合は，人民法院に訴訟を提起し，夫婦共同財産の再度の
分割を請求することができる。

第五章　養子縁組

第一節　養子縁組の成立

第１０９３条【養子となる者の条件】

次に掲げる未成年者は，養子となることができる。
（一）父母を喪失した孤児
（二）実親を探し出すことができない未成年者
（三）特別な困難により扶養能力がない実親の子

第１０９４条【送養人の条件】

次に掲げる個人，組織は，送養人（養子に出す者）になることができる。
（一）孤児の後見人
（二）児童福祉機関
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（三）特別な困難があり子の扶養能力がない実親
第１０９５条【後見人が未成年者を養子に出す場合】

未成年者の父母がいずれも完全行為能力を有さず，かつ父母が当該未成年者に対して
重大な危害を及ぼすおそれがある場合，当該未成年者の後見人はその子を養子に出すこ
とができる。

第１０９６条【後見人が孤児を養子に出す場合】

後見人は，孤児を養子に出す場合，扶養義務を有する者の同意を得なければならない。
扶養義務を有する者が養子に出すことに同意せず，後見人が後見職責を継続して果たす
意思がない場合，本法第一編の規定に従って別の後見人を確定しなければならない。

第１０９７条【実親が子を養子に出す場合】

実親が子を養子に出す場合，双方が共同で行わなければならない。実親の一方が不明
であり又は探し出すことができない場合，単独で養子に出すことができる。

第１０９８条【養親となる者の条件】

養親となる者は，次に掲げる条件を同時に具備しなければならない。
（一）子がない，又は子を一名だけ有すること
（二）養子となる者を扶養，教育，保護する能力を有すること
（三）養子縁組をすべきではないと医学的に判断される疾病に罹っていないこと
（四）養子となる者の健全な成長に不利益となる違法・犯罪の記録がないこと
（五）年齢が満３０歳以上であること

第１０９９条【三代以内の同世代傍系血族の子を養子とする場合の例外】

三代以内の同世代傍系血族の子を養子とする場合，本法第1０９３条第３号，第
1０９４条第３号及び第11０2条の規定する制限を受けない。
2　華僑が三代以内の同世代傍系血族の子を養子とする場合，さらに本法第1０９８条第
1号の規定する制限を受けない。

第１１００条【養子の人数】

養親となる者に子がない場合，二名の子を養子とすることができる。養親となる者に
子がある場合は，一名の子のみを養子とすることができる。
2　孤児，障害児を養子とし，又は児童福祉機関が扶養する実親を探し出すことができな
い未成年者を養子とする場合は，前項及び本法第1０９８条第1号の規定する制限を受
けない。

第１１０１条【有配偶者が養子縁組する場合】

有配偶者が養子縁組をする場合，夫婦が共同して行わなければならない。
第１１０２条【無配偶者が異性の子と養子縁組する場合】

無配偶者が異性の子と養子縁組をする場合，養親となる者と養子となる者の年齢差は
満４０歳以上なければならない。

第１１０３条【継子養子の特別規定】

継父又は継母は，継子の実親の同意を得て，継子を養子とすることができ，かつ本法
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第1０９３条第３号，第1０９４条第３号，第1０９８条及び第11００条第1項の規
定する制限を受けない。

第１１０４条【自由意思による養子縁組】

養親となる者が養子縁組をすること，及び送養人が養子に出すことは，双方の自由意
思によらなければならない。満８歳以上の未成年者を養子とする場合，養子となる者の
同意を得なければならない。

第１１０５条【養子縁組の登記等】

養子縁組は県級以上の人民政府民政部門で登記しなければならない。養子縁組関係は
登記した日から成立する。
2　実親を探し出すことができない未成年者を養子とする場合，登記手続をする民政部門
は，登記する前に公告を行わなければならない。
３　養子縁組関係の当事者が養子縁組合意の締結を希望する場合，養子縁組合意を締結す
ることができる。
４　養子縁組関係の当事者の双方又は一方が養子縁組の公証手続を求める場合，養子縁組
の公証手続を行わなければならない。
５　県級以上の人民政府民政部門は，法に基づき養子縁組の評価を行わなければならない。
第１１０６条【養子の戸籍登記】

養子縁組が成立した後，公安機関は，国家の関係規定に従って養子のために戸籍登記
の手続をしなければならない。

第１１０７条【実親の親族・友人による扶養】

孤児又は実親が扶養能力を有しない子は，実親の親族，友人が扶養することができる。
扶養者と被扶養者の間の関係には，本章の規定を適用しない。

第１１０８条【優先扶養権】

配偶者の一方が死亡し，他方が未成年の子を養子に出す場合，死亡した一方の父母は，
優先的に扶養する権利を有する。

第１１０９条【渉外養子縁組】

外国人は，法に基づき中華人民共和国において養子縁組をすることができる。
2　外国人は，中華人民共和国において養子縁組をする場合，その所在国の主管機関が当
該国の法律に従って行う審査を経て同意を得なければならない。養親となる者は，その
所在国で権限を有する機関が交付した当該養親となる者の年齢，婚姻，職業，財産，健
康，刑事罰を受けたことの有無等の状況に関する証明資料を提供しなければならず，か
つ送養人と書面による協議を締結し，自ら省級，自治区，直轄市の人民政府民政部門で
登記しなければならない。
３　前項の規定する証明資料は，その所在国の外交機関又は外交機関の授権を受けた機関
の認証を受け，かつ当該国の中華人民共和国大使館・領事館の認証を受けなければなら
ない。但し，国家に別段の規定がある場合を除く。
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第１１１０条【養子縁組に関する秘密保持】

養親となる者，送養人が養子縁組に関する秘密保持を求める場合，その他の者は，そ
の意思を尊重しなければならず，漏えいしてはならない。

第二節　養子縁組の効力

第１１１１条【養子縁組の効力】

養子縁組が成立した日から，養親と養子の間の権利義務関係は，本法の父母と子の関
係に関する規定を適用する。養子と養親の近親族の間の権利義務関係は，本法の子と父
母の近親族の間の関係に関する規定を適用する。
2　養子と実親及びその他近親族の間の権利義務関係は，養子縁組の成立により消滅する。
第１１１２条【養子の氏】

養子は，養父又は養母の氏を称することができ，当事者が合意した場合，元の氏を保
留することもできる。

第１１１３条【養子縁組の無効】

本法第一編の民事法律行為を無効とする規定に該当する事由がある，又は本編の規定
に違反する養子縁組行為は無効とする。
2　無効な養子縁組行為は行為時から法的拘束力を有しない。

第三節　養子縁組の解消

第１１１４条【養子縁組解消の条件】

養親は，養子が成年になる前において，養子縁組を解消してはならない。但し，養親，
送養人の双方が協議を経て解消する場合を除く。養子が満８歳以上である場合，本人の
同意を得なければならない。
2　養親が扶養義務を履行せず，虐待，遺棄等の未成年養子の合法的権益を侵害する行為
がある場合，送養人は，養親と養子の間の養子縁組の解消を求める権利を有する。送養
人，養親は，養子縁組の解消に関する協議が調わない場合，人民法院に訴訟を提起する
ことができる。

第１１１５条【協議による養子縁組解消】

養親と成年の養子の間の関係が悪化し，共同で生活することができない場合，協議を
経て養子縁組を解消することができる。協議が調わない場合，人民法院に訴訟を提起す
ることができる。

第１１１６条【養子縁組の解消登記】

当事者は，協議を経て養子縁組を解消した場合，民政部門で養子縁組の解消登記手続
をしなければならない。

第１１１７条【養子縁組解消の効果】

養子縁組が解消された後，養子と養親及びその他近親族の間の権利義務関係は直ちに
消滅し，実親及びその他近親族との間の権利義務関係が自動的に回復する。但し，成年
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の養子と実親及びその他近親族の間の権利義務関係が回復するか否かは，協議を経て確
定することができる。

第１１１８条【養子縁組解消後の扶養費給付】

養子縁組が解消された後，養親が扶養する成年の養子は，労働能力が欠如し，生活の
ための収入源も有しない養親に対して，生活費を給付しなければならない。養子が成年
になった後に養親を虐待，遺棄したことにより養子縁組が解消された場合は，養親は養
子に対して養子縁組期間に支出した扶養費の補償を求めることができる。
2　実親が養子縁組の解消を請求した場合，養親は実親に対して養子縁組期間に支出した
扶養費の適切な補償を求めることができる。但し，養親が養子を虐待，遺棄したことに
より養子縁組が解消された場合を除く。

 （つづく）
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活動報告

【会合】

国際知財司法シンポジウム（ＪＳＩＰ）フォローアップセミナー

前国際協力部教官（現東京地方裁判所判事補）　
下　道　良　太1

１　はじめに

2０21年1月1５日及び1９日に，それぞれ，ラオスの関係機関及びミャンマーの
関係機関を対象として，国際知財司法シンポジウム（通称“ＪＳＩＰ2”）2０1９のフォ
ローアップセミナーが開催された。ＪＳＩＰのシンポジウムは，2０1７年以降毎年開
催されてきたが，特定の国を対象とするセミナーという形式でイベントが開催されたの
は，今回が初めてである。本稿では，両セミナーの開催に至る経緯や当日の様子等を紹
介する。

２　開催に至る経緯

⑴　ＪＳＩＰは，海外から実務家を招いて，日本を含む各国の知的財産に関する司法制
度等に関する情報を共有・発信し，知的財産法分野における国際的な連携を図ること
を目的として，法務省，最高裁判所，知的財産高等裁判所，特許庁，日本弁護士連合
会及び弁護士知財ネットの共催により，2０1７年から，毎年日本で開催されている
シンポジウムである。
法務省は，このシンポジウムに関しては，主にＡＳＥＡＮの国々が参加するプログ
ラムに関与している。アジア・太平洋地域の国々から実務家を招いた2０1７年及び
2０1９年には，ＡＳＥＡＮの国々の裁判官や捜査関係者が参加するプログラムを担
当し3，2０1８年には，欧米の国々から実務家を招いたシンポジウムの1か月後，シ
ンポジウムと同じ共催者により，ＡＳＥＡＮ７か国4と日本，中国及び韓国の実務家
が参加する「ＡＳＥＡＮ＋３アドバンストセミナー2０1８」を開催した5。国際協力
部は，大臣官房国際課等法務省の他の関係部署と共に，これらのイベントの企画，準
備，当日の進行等を担当している。また，これらのイベントにおいては，日本弁護士
連合会知財センター及び弁護士知財ネットの弁護士の方々に準備の段階から御参加い
ただき，イベント当日にもモデレーターを務めていただくなど，多大な御協力をいた
だいている。

1  2０21年４月1日より東京地方裁判所判事補
2  Judicial Symposium on Intellectual Propertyの略
3  2０1７年のプログラムについては，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ７４号2３頁以降を，2０1９年のプログラムについては，
同８1号1０1頁以降をそれぞれ参照されたい。
4  フィリピン，シンガポール及びベトナムは，スケジュールの都合等により不参加
5  このセミナーについては，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ７８号６６頁以降を参照されたい。
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⑵　2０2０年のＪＳＩＰ6は，欧米の国々から実務家を招いて開催され，法務省はシ
ンポジウムではプログラムを担当しないこととなっていたが，前年（2０1９年）の
シンポジウムの成果の定着を図るとともに，ＡＳＥＡＮの国々が参加する予定の翌年
（2０21年）のシンポジウムへとつなげるため，ＡＳＥＡＮの特定の国を対象とし
た「フォローアップセミナー」を開催することとなった。
⑶　セミナーの趣旨からして，知財制度がある程度成熟していて実務経験の蓄積がある
国よりも，これから知財制度を発展させていく段階の国の方が適切であると考え，ラ
オス7及びミャンマー8を対象国とした。当初は，日本側の関係者が対象国を訪問して
現地でセミナーを開催することを予定していたが，2０2０年春以降のＣＯＶＩＤ－
1９の感染状況を踏まえて，現地に会場を設けるとともにオンラインでも参加できる
いわゆる「ハイブリッド形式」や全面オンライン形式の可能性も念頭に置いて準備を
進め，最終的には，ラオスセミナーはハイブリッド形式，ミャンマーセミナーは全面
オンライン形式で開催することとなった。オンラインのメリットを生かし，対象国の
みならず日本からもオンラインでの参加者の応募を受け付け，当日は，多数の弁護士，
弁理士，関係機関職員，法整備支援関係者の方々に御参加いただいた。
ラオスセミナーについては，準備を進めていく中で，ラオス最高人民裁判所と共催
することとなり，ラオスの他の参加機関との連絡等につき御協力をいただいた。また，
日本弁護士連合会及び弁護士知財ネットには両セミナーに対し後援をしていただき，
ＪＩＣＡの「ラオス法の支配発展促進プロジェクト」及び「ミャンマー法・司法制度
整備支援プロジェクト」には，それぞれの国のセミナーにつき後援をしていただい
た9。
⑷　テーマは，ラオスセミナーについては，「知的財産権を保護するための制度及び運
用」と設定し，具体的内容については，2０2０年1０月にラオスの裁判所（最高人
民裁判所，ビエンチャン首都裁判所），科学技術省知的財産局10及び財務省関税局の
各担当者とウェブ会議で協議を行って，ラオス側及び日本側の発表内容について，お
互いに要望を伝え合った。ラオス側からは，裁判手続を迅速かつ適正に行うための制
度・運用上の工夫，民事事件の執行手続など（裁判所），日本の特許庁における異議
申立て，取消手続の流れなど（科学技術省知的財産局），税関の一般的な業務の流れ，
税関の業務に関係する法令，知財を保護するための措置（特に国境での業務），知財
権者からの保護の要求に対する対応，商品検査の業務など（財務省関税局）について
要望をいただいた。

6  当初は2０2０年秋に東京に会場を設けて開催される予定であったが，ＣＯＶＩＤ－1９の影響により，2０21年
1月21日にオンラインで開催された。
7  ＴＲＩＰＳ協定に準拠した「知的財産法」という名称の法律は施行されているが，知財関係訴訟の数は少ない。
8  2０1９年に商標法，意匠法，特許法及び著作権法が制定され，2０21年以降順次施行される予定であったが，同
年2月1日以降のミャンマーの国内情勢によって，今後の施行スケジュールに少なからず影響があるものと思われる。
9  ラオスプロジェクトの各長期専門家には，ラオス会場からラオスセミナーに参加していただき，ミャンマープロジェ
クトの各長期専門家には，オンラインでミャンマーセミナーに参加していただいて，各セミナーの進行等に御協力いた
だいた。
10  同省は2０21年３月に解体され，知的財産局は商工省に移管される予定である（ＪＥＴＲＯウェブサイトの「知財
ニュース」［https://www.jetro.go.jp/ipnewstop/asia/la/ipnews/］より）。
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ミャンマーセミナーについては，当時商標法の施行を間近に控えており11，ミャン
マー側にとっては新しく始まる制度の理解を深めるとともに日本側から知見の提供を
受けるという観点から，日本側にとってはミャンマーの新しい制度について情報を得
るという観点から，商標をテーマとすることが時宜にかなったものであると考え，テー
マを「商標権のエンフォースメント」と設定した。
今回の両セミナーにおいても，日本弁護士連合会知財センター及び弁護士知財ネッ
トの弁護士の方々に準備の段階から御協力いただき，当日の発表も担当していただい
た12。また，日本の特許庁からＪＩＣＡ知的財産行政アドバイザーとしてミャンマー
商業省に派遣されている高岡裕美専門家にも，セミナー当日に発表をしていただける
ことになった。

３　ラオスセミナー

⑴　概要
ア　日時

2０21年1月1５日（金）日本時間午後０時～午後７時（ラオス時間午前1０
時～午後５時）
イ　ラオス側参加機関

最高人民裁判所，中部高等人民裁判所，ビエンチャン首都人民裁判所，科学技術
省，財務省（税関），公安省（警察），ラオス弁護士会
ウ　実施形式

ビエンチャンのホテルに会場を設けるとともに，Ｚｏｏｍを使用してオンライン
でも参加可能とした（ハイブリッド形式）。

⑵　プログラムの内容
ア　オープニング

法務省大臣官房国際課の柴田紀子課長が挨拶を行い，ＪＳＩＰフォローアップセ
ミナーの意義を説明するとともに，共催者であるラオス最高人民裁判所13並びに後
援機関である日本弁護士連合会，弁護士知財ネット及びＪＩＣＡ「ラオス法の支配
発展促進プロジェクト」の御協力につき御礼の言葉を述べた。次に，ラオス最高人
民裁判所のチャンタリー・ドゥアンヴィライ裁判官が御挨拶をされ，法務省や後援
機関への御礼，ラオスにおいて知財に関する法制度の整備や人材の育成に注力すべ
き必要性，本セミナーに対する期待などを述べられた。

11  2０2０年1０月から旧制度下で登記されていた商標につき新制度で保護を受けるための出願を優先的に受け付ける
「ソフトオープン」が開始され，商標法が正式に施行される「グランドオープン」を控えていたが，2０21年2月1
日以降の国内情勢により，施行に向けたスケジュールは当初より遅れることが予想される。
12  セミナーで発表を担当された矢部耕三弁護士，板井典子弁護士，宮川美津子弁護士及び岩井久美子弁護士以外に，林
いづみ弁護士，平野惠稔弁護士，城山康文弁護士，重冨貴光弁護士及び相良由里子弁護士にも，準備の段階で様々なア
ドバイスをいただき，セミナー当日にも御参加いただいた。
13  特に，同裁判所のアクソンシン・ウィサイヤライ判事には，他のラオス側参加機関との連絡等で多大な御協力をいた
だいた。
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【オープニングの記念撮影（左上が法務省参加者，その右隣がラオス会場）】

イ　高岡専門家によるプレゼンテーション
ミャンマー商業省に派遣されている高岡専門家が，同国の一般市民を対象とした

模倣品に関するアンケートの結果及びそれに対する分析を紹介し，多くの消費者が
模倣品であると知らずに購入していること，相当数の消費者が模倣品の購入により
損害を受けておりその被害は看過できないこと，模倣品に関する周知活動に対する
需要が高いことなどを報告され，消費者が模倣品を見分けるために役立つような活
動の必要性を強調された。また，日本の特許庁が外国の政府機関向けに作成した模
倣品対策の重要性について説明する動画を上映した上で，本セミナーがラオスの模
倣品対策を向上させるために役立つことを希望する旨を述べられた。
ウ　ラオス側機関のプレゼンテーション

まず，ビエンチャン首都人民裁判所商事裁判部のニパポン・トンマニヴォン部長
（裁判官）が，「ラオスの裁判所及び裁判手続」及び「人民裁判所における知的財
産権侵害事件の審理について」というタイトルでプレゼンテーションを行い，知財
事件を含む商事事件を扱う商事裁判部の組織体制，管轄等，ラオスの裁判所におけ
る知財権侵害事件の審理手続，事件の統計などについて説明された。
次に，科学技術省知的財産局知的財産紛争解決課のスリニャー・シーソムヌック
副課長が，ラオスにおける知財権登録及び行政上の知財紛争解決制度についてプレ
ゼンテーションを行い，ラオスが知財に関する条約や国際機関に参加してきた沿革，
知財関係の法令，知的財産局の組織，ラオスにおける知財を保護・監督するための
体制・制度などについて説明された14。
最後に，財務省関税局国際協力課のカンダー・シンパスート副課長が，「知的財

14  大変丁重に説明していただいたので，予定されていた発表の後半部分（出願審査，知財権侵害に対する行政措置等）
を説明する時間が無くなってしまったが，充実した発表用資料を準備していただいたので，同資料から十分な情報を得
ることができた。
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産権の保護に関するラオス税関職員の職務活動について」というタイトルでプレゼ
ンテーションを行い，知財の保護を管轄する「密輸防止課」の組織，知財保護措置
の根拠法令，税関職員による職権上の強制措置，知財侵害品の検査，検査対象の選
出を補助するための管理システム，商標権侵害品の検査・差押えの様子，国際活動
への参加などについて説明された。

【ニパポン・トンマニヴォン部長（裁判官）のプレゼンテーション】

エ　日本の弁護士のプレゼンテーション
まず，矢部耕三弁護士15が，「日本の商標権侵害訴訟の概要」というタイトルで

プレゼンテーションを行い，商標権侵害の認知手段，商標権の侵害訴訟の手続面（訴
えの提起，仮処分，侵害と損害の二段階の審理，和解，執行手続等）及び実体面（侵
害の定義，類否判断，要件事実，損害の計算等），刑事告訴及び刑事罰などについ
て説明された。
次に，板井典子弁護士16が，「日本の税関による水際取締り」及び「日本の商標
登録の取消等に関する手続」というタイトルでプレゼンテーションを行った。前者
については，日本の税関の組織及び権限，輸入差止制度及び認定手続の流れ，これ
らに対する不服申立制度などについて説明され，後者については，日本の特許庁に
おける商標の無効審判手続，取消審判手続及び異議申立手続について，各手続の違
いに言及しながら説明され，各手続の結果に対する不服申立手続である知的財産高
等裁判所における審決取消訴訟にも触れられた。

15  ユアサハラ法律特許事務所
16  青木・関根・田中法律事務所
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【矢部弁護士のプレゼンテーション】

【板井弁護士のプレゼンテーション】

オ　質疑応答・クロージング
上記の各プレゼンテーションの後で，質疑応答の時間を設け，主に日本側のプレ

ゼンテーションに対してラオス側参加者から活発な質問が出された。余り多くの時
間をとることができず，ラオス側からの質問を積み残すこととなったため，この点
は次回開催するに当たっての課題としたい。
クロージングでは，まず，オープニングでも御挨拶をされたラオス最高人民裁判
所のチャンタリー・ドゥアンヴィライ裁判官が，本セミナーを振り返り，有意義な
意見交換がされたこと，セミナーの成果を今後に生かしていく必要があることなど
を述べられた。
最後に，国際協力部の森永太郎部長が閉会の挨拶を行い，本セミナーの総括と御
協力いただいた関係者への感謝を述べた。

４　ミャンマーセミナー

⑴　概要
ア　日時

2０21年1月1９日（火）日本時間午後０時３０分～午後７時（ミャンマー時
間午前1０時～午後４時３０分）
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イ　参加機関
裁判所（連邦最高裁判所，ヤンゴン西地区裁判所，ヤンゴン東地区裁判所），計画・
財務・工業省（税関），商業省，連邦法務長官府，内務省（警察），知的財産権利者
協会17

ウ　実施形式
Ｚｏｏｍを使用したオンライン形式

⑵　プログラムの内容
ア　オープニング

法務省大臣官房国際課の柴田課長が開会の挨拶を行い，ラオスセミナーと同様に，
ＪＳＩＰフォローアップセミナーの意義を説明するとともに，後援機関である日本
弁護士連合会，弁護士知財ネット及びＪＩＣＡミャンマー法・司法制度整備支援プ
ロジェクトの御協力につき，御礼の言葉を述べた。

【オープニングの記念撮影（左上が法務省参加者）】

イ　高岡専門家によるプレゼンテーション
前記で紹介したラオスセミナーのプレゼンテーションと同様の内容に加えて，高

岡専門家が参加するＪＩＣＡプロジェクトで作成されたミャンマーの一般市民向け
の模倣品対策啓発用動画を上映した。

17  Myanmar Intellectual Property Proprietorsʼ Association（ＭＩＰＰＡ）。知財事件を扱う弁護士等が所属し，知財に関して，
法案を起草するための会議に参加したり，教育活動を行ったり，海外のセミナー，研修等に参加したりしているそうで
ある（http://www.mippa.org.mm）。本セミナーには，同協会から弁護士が参加した。
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ウ　日本の弁護士のプレゼンテーション及び意見交換
宮川美津子弁護士18及び岩井久美子弁護士19が，商標権20の侵害に対し権利者の立

場からどのような手段をとることができるかという観点から設定された事例を用い
て，商標権のエンフォースメントを確保するための日本の制度，実務について紹介
するとともに，ミャンマー側の参加者と意見交換を行った。宮川弁護士は民事訴訟
（侵害訴訟）及び税関での手続を，岩井弁護士は刑事手続及び特許庁での手続（異
議，無効審判）をそれぞれ担当された。商標権のエンフォースメントにおいて重要
なポイントとなる場面においては，ミャンマーの制度，実務（商標法の施行下で予
定されているものも含む。）についての質問を，あらかじめ関係するミャンマー側
機関に送付して検討してもらっており，セミナー当日はそれらの質問に対して回答
してもらった上で21，更に両弁護士からもコメントをいただいた。ミャンマー側か
らは，例えば，ヤンゴン西地区裁判所に知財事件を扱う専門部が設けられ，税関や
知財庁の処分に対する不服申立てはヤンゴン地区の高等裁判所が管轄を有する見込
みであること，侵害訴訟で商標権の有効性は一つの争点となり得るが，それについ
て判断する権限は一次的には商業省の登記官にあるので，侵害訴訟を扱う裁判所と
しては商業省における無効手続の結果を待つことになること，出願審査における国
内周知性の基準について細則で定める予定であることなどの説明があった。

【宮川弁護士のプレゼンテーション】

【岩井弁護士のプレゼンテーション】

18  ＴＭＩ総合法律事務所
19  アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事業
20  ミャンマーの商標法は，日本では不正競争防止法で定められている未登録の周知商標に係る権利行使についても定め
ているので，本セミナーでは，登録済みの商標と共に未登録の周知商標も扱った。
21  計画・財務・工業省（税関）からの参加者には，ミャンマーの税関の業務について，パワーポイントを使った簡潔な
プレゼンテーションをしていただいた。
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エ　質疑応答・クロージング
上記の各プレゼンテーションの後で，質疑応答の時間を設け，両国の知財の制度，
実務について，特にミャンマー側から多数の質問，コメントが出され，活発な意見
交換が行われた。
クロージングでは，国際協力部の森永部長が閉会の挨拶を行い，本セミナーの総
括と御協力いただいた関係者への感謝を述べた。

【質疑応答】

５　おわりに

両セミナーにおいて，ラオス側及びミャンマー側から日本の知財制度及び実務に関して
多数の質問が出され，両国の知財関係機関において，他国の知見，経験を積極的に取り込
んで自国の知財制度の発展につなげたいという意欲が感じ取られた。今後も両国の知財制
度の状況を注視していきたい22。
両セミナーは，ＪＳＩＰの関係では，これまで最高裁判所等他の機関と共催してきたシ
ンポジウムとは別に，初めて法務省が企画したセミナーであり，かつ，経験の乏しいオン
ライン形式で開催したものであって，そのプログラムについては，形式面及び内容面とも
に反省すべき点が多々あったが23，両セミナーの参加者に対して行ったアンケートの結果
はおおむね好評であり，今後も同様のセミナーの開催を望む声が多かった。法務省として
は，今回のセミナーの振返りを十分に行った上で，次回のフォローアップセミナーの開催
につき前向きに検討したい。
最後に，共催を引き受けていただいたラオス最高人民裁判所をはじめとするラオス側及

22  ミャンマーについては，本年2月1日以降の情勢下において，同国の知財制度の見通しは不透明であるが，本セミナー
の成果が何らかの形で活用されることを祈っている。
23  ラオスセミナーではラオス会場の電源が落ちて2，３分程度同会場との通信が断絶し，また，ミャンマーセミナーで
は通信の不調からプレゼンテーションの順番を入れ替えるなど，オンラインセミナーならではのアクシデントがあった。
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びミャンマー側の参加機関の方々，準備及び当日のプログラムで御協力いただいた弁護士
の方々，高岡専門家並びにラオスプロジェクト及びミャンマープロジェクトの専門家の
方々，当日円滑な通訳をしていただいた通訳の方々など，両セミナーに携わった関係者の
皆様に対し，心より御礼を申し上げたい。
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アジア・太平洋法制研究会第１０回国際民商事法シンポジウム

国際協力部教官　
川　野　麻衣子

第１　はじめに

法務省法務総合研究所は，公益財団法人国際民商事法センターとの共催により，令和３
年（2０21年）３月４日（木），「東南アジア４か国のジョイントベンチャー法制と実務
対応～インドネシア・マレーシア・タイ・ベトナム～」と題して，アジア・太平洋法制研
究会第1０回国際民商事法シンポジウムを開催した。以下，その概要を報告する。

第２　背景

法務総合研究所は，国際民商事法センターと共に，平成８年度から，アジア太平洋地域
における民商事法分野に関する法制比較のためのアジア・太平洋法制研究会を開催し，こ
れまで，倒産法制（平成８年度，同９年度），企業倒産と担保法（平成1０年度，同11
年度），ＡＤＲ（平成12年度，同1３年度），知的財産権（平成1４年度，同1５年度），
国際会社法（平成1６年度，同1７年度），株主代表訴訟（平成1８年度～同2０年度），
監査制度（平成21年度～同2３年度），会社情報提供制度（平成2４年度～同2６年度）
及び会社法実務（平成2７年度～同2９年度）をテーマとして実施してきた。
近年，東南アジア地域では，東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）加盟国を中心として目
覚ましい経済発展と国際化の進展が見られるところ，勤勉，低廉かつ豊富な労働力等が魅
力となり，日本企業の進出が急速に進んでいる。我が国としては，東南アジア諸国と共に，
更に一層の経済交流を促進し共に繁栄の道を歩むため，それぞれの国について理解を深め，
よりよい国際経済取引の法的仕組みを探求していくことが望ましいが，会社法制の在り方
については，これまであまり比較研究が行われてこなかった。
そこで，このような状況を踏まえ，東南アジア地域の数か国を対象に，実務的なニーズ
を踏まえた比較研究を行うことにより，日本企業の海外進出及び現地における事業活動の
実施に役立てるため，平成2７年度に「会社法実務研究会」を立ち上げ，東南アジア地域
のコーポレート・ガバナンスに係る法制及びその実務の状況を比較研究し，一定の成果が
見られたことから，平成３０年度からは，前回の研究会を発展させ，我が国企業にとって
も関心の高いジョイントベンチャー契約に焦点を当てた「会社法実務（ジョイント・ベン
チャー契約）研究会」を実施している。
同研究会では，インドネシア，マレーシア，タイ，ベトナムを対象国として選定した上
で，各対象国の会社法実務に関する専門家に対してヒアリングを行い，本研究会の委員に
よる現地調査を実施するなどして，各対象国におけるジョイントベンチャー契約を中心に
研究を進めてきた。
本シンポジウムは，これまでの研究活動を踏まえ，対象国におけるジョイントベンチャー
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契約に係る実務の現状及び課題並びに我が国企業が進出等するに当たっての考察等につい
ての研究成果を広く公表し，更なる討論を行うために開催したものである。
なお，例年は，大阪に会場を設けて，各対象国の専門家（以下「海外専門家」という。）
にも来日していただいてシンポジウムを開催していたところ，今回は，新型コロナウイル
ス感染症の影響により，会場を設けずに，オンラインによる開催となった。

第３　シンポジウムの概要

本シンポジウムのプログラムは本稿末尾に添付したとおりであるが，まず，会社法実務
（ジョイント・ベンチャー契約）研究会の座長である国谷史朗委員（弁護士法人大江橋法
律事務所）から，「会社法実務研究の意義」として，本シンポジウムの趣旨及び研究の概
要について説明があった。その後，研究対象のインドネシア，タイ，マレーシア，ベトナ
ムにおけるジョイントベンチャー法制と実務対応について，各国の海外専門家と担当委員
とによる国別発表及び意見交換が行われた。

【国別発表の様子】

国別発表に続いて，安田健一委員（弁護士法人堂島法律事務所）の進行により，各国の
海外専門家及び担当委員が全員参加し，パネルディスカッションを行った。パネルディス
カッションにおいては，例えば，ジョイントベンチャー契約書に盛り込む内容の実務的な
傾向やジョイントベンチャーから外国株主が撤退する際によく採られる方法，各国の法令
や裁判例の調査方法などについて，活発な議論と情報共有が行われた。なお，本シンポジ
ウムの内容につい
ては，国際民商事
法センターから議
事録が発行される
ほか，本シンポジ
ウムを含めた本研
究会の成果につい
ては，後日，書籍
にまとめられる予
定である。 【パネルディスカッションの様子】
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第４　おわりに

本シンポジウムは，初めてオンラインにより開催したが，国内外を問わず，延べ1３０
名を超える多くの企業関係者，法律家，研究者，学生等にご参加いただいた。参加者から
は随時，チャット機能を用いて質問が寄せられ，国別発表やパネルディスカッションの際
に可能な限り取り上げたので，各国の法制度や実務に関する理解をより深められたのでは
ないかと考えている。参加者アンケートにおいても，アジア太平洋地域の会社法の実務に
ついて理解が深まったとの意見が多数を占めていた。また，今後もオンラインでのシンポ
ジウムの開催を希望するとの声が多数あり，開催方法については今後検討の余地があるも
のと思料する。
本シンポジウムの開催に当たり，さまざまに御協力いただいた海外専門家，アジア・太
平洋法制研究会の委員，国際民商事法センター，大阪商工会議所，独立行政法人国際協力
機構，独立行政法人日本貿易振興機構大阪本部，大阪弁護士会，公益社団法人関西経済連
合会を始めとする関係者の皆様に，この場を借りて御礼を申し上げたい。
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アジア・太平洋法制研究会

第１０回国際民商事法シンポジウム

東南アジア４カ国のジョイントベンチャー法制と実務対応

～インドネシア・マレーシア・タイ・ベトナム～

日　　時　令和３年（2０21年）３月４日（木）
　　　　　1０時００分～1７時1５分（日本時間）
会　　場　Ｗｅｂ会議システムを利用したオンライン方式
主　　催　法務省法務総合研究所
　　　　　公益財団法人国際民商事法センター（ＩＣＣＬＣ）
共　　催　大阪商工会議所
後　　援　独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）
　　　　　独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）大阪本部
　　　　　大阪弁護士会
　　　　　公益社団法人関西経済連合会

プ　ロ　グ　ラ　ム
　※日本時間

10：00～10：05 開会挨拶
 　上冨　敏伸　法務省法務総合研究所長
10：05～10：20 会社法実務研究の意義
 　国谷　史朗　弁護士法人大江橋法律事務所弁護士
10：25～11：25 国別発表1
 「マレーシアにおけるジョイントベンチャー法制と実務対応」
 　Yau Yee Ming（ヤオ・イー・ミン）
 　　Christopher & Lee Ong法律事務所弁護士
 　児玉　実史　弁護士法人北浜法律事務所弁護士
 　橋本　大　住友商事株式会社法務部長付
11：40～12：40 国別発表2
 「インドネシアにおけるジョイントベンチャー法制と実務対応」
 　Luky I. Walalangi（ルーキー・ワラランギ）
 　　Walalangi & Partners Founder & Managingパートナー弁護士
 　石田　眞得　関西学院大学法学部教授
 　豊島　ひろ江　中本総合法律事務所弁護士
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13：30～14：30 国別発表３
 「タイにおけるジョイントベンチャー法制と実務対応」
 　Udomchai Leesin（ウドムチャイ・リーシン）
 　　Nishizawa Legal Consulting Co., Ltd. 弁護士
 　北村　雅史　京都大学大学院法学研究科教授
 　安田　健一　弁護士法人堂島法律事務所弁護士
14：45～15：45 国別発表４
 「ベトナムにおけるジョイントベンチャー法制と実務対応」
 　Dr. Anh Tuan Nguyen（アン・トアン・グエン）
 　　LNT & Partnersパートナー弁護士
 　川島　裕理　弁護士法人大江橋法律事務所弁護士
 　古川　朋雄　大阪府立大学大学院経済学研究科准教授
16：00～17：00 パネルディスカッション
 　（進行）安田　健一　弁護士法人堂島法律事務所弁護士
17：00～17：10 総括
 　国谷　史朗　弁護士法人大江橋法律事務所弁護士
17：10～17：15 閉会挨拶
 　大野恒太郎　 公益財団法人国際民商事法センター理事長・元検事総

長・弁護士
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第１４回国連犯罪防止刑事司法会議（京都コングレス） 

サイドイベントについて

国際協力部教官　
庄　地　美菜子

第１　はじめに

第1４回国連犯罪防止刑事司法会議（京都コングレス）が，令和３年３月７日（日）～
12日（金）の６日間，国立京都国際会館で開催され，法務総合研究所国際協力部は，同
月９日にサイドイベントとして，ＪＩＣＡと共催で，講演「法の支配を実現するための司
法アクセス強化に関する成功事例」及びパネルディスカッション「ラオス・ネパール・ベ
トナムにおける司法アクセスへの取組」を開催した。本サイドイベントはオンライン配信
され，国内外から多くの参加者を得て行われた。以下，その概要を報告する。

第２　サイドイベントのテーマについて

京都コングレスでは，「2０３０アジェンダ1の達成に向けた犯罪防止，刑事司法及び
法の支配の推進」という全体テーマが掲げられた。
ＳＤＧｓゴール1６では「持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し，すべ
ての人々に司法へのアクセスを提供し，あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある
包摂的な制度を構築する」とされ，またターゲット1６－３では「国家及び国際的なレベ
ルでの法の支配を促進し，すべての人々に司法への平等なアクセスを提供する。」とされ
ている。当部では，これまで法の支配の促進のために，各支援対象国のニーズに沿った様々
な支援を行ってきた。そして，法の支配の促進のためには，紛争解決手段として公平公正
な解決ができる司法の仕組みが要求されるところ，そのような仕組みの大前提となる「司
法アクセスの確保」すなわち一般市民，とりわけ脆弱な立場にある人々が，いかに公的な
司法制度による権利救済へアクセスできるかという点が極めて重要となる。
そこで，当部では，今回，この司法アクセスの確保に焦点をあて，一般市民の意識，公
的機関の設置，アクセスポイントや弁護士の存在，信頼性のある司法制度等について，ラ
オス・ネパール・ベトナムの各国において，どのような課題があり，どのような取組がな
されているかについての経験を共有し，法の支配をさらに促進するための司法アクセスの
強化に関する展望について議論するべく，講演会とパネルディスカッションを行った。

第３　講演会の概要

講演会では，ネパール元最高裁判所長官のカルヤン・シュレスタ判事による講演「脆弱

1  2０1５年９月の国連サミットで採択された行動計画「持続可能な開発のための2０３０アジェンダ」。この中で，
2０３０年を期限とする1７のゴールと1６９のターゲットからなる持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）が記載されてい
る。
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な立場の人々の司法アクセス強化に関するネパールの取組」と，ラオス司法省法務審査・
調査局長のナロンリット・ノーラシン氏による講演「ラオスにおける法の支配強化のため
の法律扶助の発展について」がそれぞれ行われた。
カルヤン・シュレスタ判事による講演では，ネパールにおける貧困層や文字の読めない
人々，犯罪被害者や女性，子ども達等立場の弱い人々が，十分な司法的救済を受けること
ができないという現状にあること及びその原因に対する考察が述べられた。また，この問
題に対してネパール政府およびネパールの最高裁判所が採った方策について，最高裁判例
等の具体例を挙げて説明され，今後の展望等が述べられた。
ナロンリット・ノーラシン氏による講演では，1９９０年頃から現在に至るまでのラオ
スにおける法律扶助をはじめとする政策や司法制度の改革の沿革について述べられたほ
か，現在，同国における司法アクセスを支えている法律扶助の制度の仕組み（扶助を受け
る資格や，これを提供する組織，各県の事務所の設立状況，利用実績等）について詳細な
説明がなされた。また，同制度については，職員の育成や資金調達等，将来に向けての課
題についても述べられた。

第４　パネルディスカッションの概要

引き続き行われたパネルディスカッションでは，カルヤン・シュレスタ判事とナロン
リット・ノーラシン局長に加え，アジア財団2シニアマネージャー　ラオス・ヴィエン
チャン事務所　ワッサナ・シンタウォン氏，ユニセフベトナム事務所子どもの保護（司法
制度）専門官　グエン・タイン・チュック氏，日本の弁護士の原若葉氏がパネリストとし
て参加し，法務総合研究所国際協力部長の森永太郎がモデレーターを務めた。
ワッサナ・シンタウォン氏は，ラオスにおける司法アクセスの現状として，弁護士が全
国で３12名しかおらず，しかも都市部に偏在していること，農村部においては村ごとの
調停組織（Village Mediation Unit）が構成され，正式な裁判の前段階として，法的サービ
スを提供していることなどが紹介された。
グエン・タイン・チュック氏は，刑事事件や民事事件に巻き込まれた子どもたちの権利
保護の観点から，とりわけこのような弱い立場にある子どもたちに関するベトナムにおけ
る司法アクセスの現状について紹介し，捜査機関のスタンスの改善や，裁判制度等の法整
備の必要性について言及された。
原若葉氏は，コートジボワールの司法省において司法アクセス改善のために法律相談の
コールセンターを立ち上げた経験を踏まえ，法律問題を抱えているものの自らの抱えるト
ラブルが法律問題だと気付いていない人にとって，法律の情報提供の場としてのコールセ
ンターが司法アクセス改善のために有用であったことや，コールセンターは，司法アクセ
スの三大障害（地理的障害，経済的障害，心理的障害）を乗り越える上で有用であること
などを述べられた。

2  アジア財団（The Asia Foundation）は，ＵＳＡＩＤ等から資金を得て，2０1４年よりラオスにおける法律扶助に関
する支援を行っている。
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その後の全体協議においては，各国の司法アクセス向上にとってボトルネックとなって
いる要因は何かという点について議論が交わされた。
この中で，各国共通の課題として，過疎地において法の正義を求めることに対して社会
の偏見があるのではないかという点については，家族の問題を公にしたくない，家族の揉
め事は恥であって，家の名誉を守るために公にしないという文化が残っていることや，女
性は暴力犯罪の被害者になりやすく，司法アクセスへのニーズが高いにもかかわらず，「女
性は男性に従って生きるべき」という男尊女卑の価値観の中で育ってきた女性の司法アク
セスを改善するのは難しいことなどが挙げられた。
これらの点に対する取組としては，ネパールにおける女性警察官による女性のためのコ
ンサルタントセンターの例が紹介され，また，司法アクセスを強化するための制度（法律）
作りの重要性が述べられた。
そして，司法アクセスに困難を抱える弱い立場の人々に対して，法律専門家の方からア
ウトリーチしていくことの重要性についても述べられた。
また，オンラインで視聴している参加者からは多岐にわたる質問が寄せられた。

第５　おわりに

本サイドイベントでは，司法アクセスの向上のための課題や今後の展望について，各国
パネリストがそれぞれの文化的・社会的背景を踏まえて議論を展開し，参加者にとっても
司法アクセスの向上のための新たな視点を得る貴重な機会になったものと考える。
講演者，パネリストの皆様には，この場を借りて御礼を申し上げたい。

パネルディスカッションの様子
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【国際研修・共同研究】

第２回スリランカ本邦研修・オンライン 

（刑事司法実務改善～刑事訴訟の遅延解消に向けて～）

国際協力部教官　
河　野　龍　三

１　背景及び研修の目的

⑴　本研修は，スリランカ民主社会主義共和国（以下「スリランカ」という。）に対す
るＪＩＣＡ国別研修（2０1９年度から2年間）の一環として，国際協力部が協力し，
2０2０年1月及び同年2月に実施された第1回に続いて行われたものである1。
2０2０年度は，新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から，招へいに代えて
オンラインにて研修を実施した。
⑵　スリランカでは極めて深刻な刑事訴訟の遅延が生じており2，昨年度は，検察官，裁
判官等の実務家を対象に「刑事訴訟の遅延解消」をテーマに捜査・公判等，比較的幅
広い分野について日本側の知見を提供する研修を実施した。昨年度の研修参加者から，
特に日本における公判前整理手続に対する強い関心が示され，スリランカでも同手続
の導入が検討されていることから，今年度は公判前整理手続について取り上げ，遅延
解消のための解決策について議論することを本研修の目的とした。

２　研修日程

2０21年３月2３日（火）及び同月2４日（水）（以下「３月セッション」という。）
と，同年４月６日（火）及び同月７日（水）（以下「４月セッション」という。）の合計
４日間。
詳細は別添の日程表を参照されたい。

３　研修参加者

司法省職員，法務長官官房（ＡＧＤ）3の検察官，高等裁判所4の裁判官，マジストレ
イト裁判所5の裁判官，スリランカ弁護士会（ＢＡＳＬ）の弁護士，法律扶助委員会の
職員，合計約21名。

1  第1回本邦研修の報告については，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ　第８３号（2０2０．６）1４０頁以下に掲載。
2  司法省によれば，刑事訴訟の平均審理期間は高等裁判所（High Court）の判決まで平均９年半とのことである。
3  ＡＧＤ（Attorney Generalʼs Department）所属の検察官が重大犯罪の起訴（Indictment）及び裁判所における公判を担当
する。
4  高等裁判所（High Court）は，起訴（Indictment）された事件の第一審裁判所になるため，原則として控訴審を行う日
本とは異なる。
5  マジストレイト裁判所（Magistrateʼs Court）は，一定の軽い犯罪の第一審裁判所であり，重大犯罪の予備審問（Preliminary 
Inquiry）も担当する。
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４　研修総括

⑴　本研修の概要
本研修の実施に当たっては，オンライン研修の効率を高めるため，事前提供資料の
充実を心掛けた。具体的には，刑事事件の模擬記録と，国際協力部教官等が裁判官・
検察官・弁護人を演じた模擬公判前整理手続動画を作成し，事前提供した。研修当日
は，日本の公判前整理手続に関する条文の説明，制度趣旨や実務上の留意点に関する
講義に加え，実際に研修参加者と一緒に前記動画を見ながら制度の詳細について解説
を加えた。また，裁判所の訴訟指揮，ダイバージョン等，公判前整理手続以外の訴訟
遅延防止策についても日本の実務を紹介したほか，パネル・ディスカッションも実施
した。さらに，研修参加者からも発表がなされ，スリランカが導入を検討している公
判前整理手続のドラフトに関する議論も行われた。
⑵　３月セッションの概況
ア　国際協力部教官による講義

初日は，日本の公判前整理手続の概要や，裁判官の視点からの訴訟遅延防止に関
する講義を国際協力部教官が行った。研修参加者からは，公判前整理手続において
裁判所が証拠の中身を見ないで取調ベ請求を却下する方法に関する質問や，反対尋
問を主尋問の範囲に制限する制度がスリランカにはない旨のコメントなど，積極的
な発言があった。
イ　上冨所長による講義

2日目は，法務総合研究所の上冨敏伸所長から，日本が公判前整理手続を導入し
た背景，立法当時の理論・実務両面の議論の状況，導入後の変化等について，司法
制度改革推進本部事務局での経験等を踏まえた講義がなされた。研修参加者からは，
公判前整理手続終了後に弁護人が新たにアリバイ主張をすることや，公判期日前に
検察官が弁護側証人に接触することの可否等に関する質問がなされ，特に，実務家
である検察官らの関心の高さが目立った。

【左：上冨所長の講義の様子，右：原弁護士の講義の様子】

ウ　原弁護士による講義
元司法研修所刑事弁護教官の原琢己弁護士による講義も行われ，刑事弁護人とし
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ての豊富な経験を踏まえ，公判前整理手続は訴訟の迅速化という点で被告人の利益
にもかなうとの考えが説明された。同講義では，法曹三者の信頼関係や協力の重要
性についても言及された。
なお，スリランカ弁護士会の弁護士は，当初参加が予定されていたものの，３月
セッションには参加しなかった。
エ　パネル・ディスカッション

2日目の最後には，「刑事訴訟における遅延防止の取組」をテーマとしてパネル・
ディスカッションを実施した。パネリストの国際協力部教官や原弁護士から各自の
経験の共有があった後，研修参加者からも，証拠開示，反対尋問，上訴，保釈等，
幅広い話題について活発に意見が出された。終盤には，検察官の研修参加者から，
「スリランカの刑事手続は非常に対立的な構造であり，検察官と弁護人がコミュニ
ケーションを図るメリットがない。しかし，公判前整理手続のような制度を導入し
たら，検察官と弁護人が強制的に同じ席に着くことになるため，お互いの議論のた
めの触媒（catalyst）になるかもしれない。」との発言があった。

【パネル・ディスカッションの様子】

⑶　４月セッションの概況
ア　３月セッションの振り返り

初日の冒頭では，公判前整理手続の概要や裁判所の訴訟指揮に関する３月セッ
ションの各講義についての振り返り及び討議を行うとともに，模擬手続動画の上映
及び解説の続きを実施した。
イ　ダイバージョン等に関する講義

公判前整理手続以外の訴訟遅延防止策に関する講義では，日本の刑事手続におい
て送致事件の半数以上が不起訴になる実態を踏まえ，検察官による起訴猶予処分が
ダイバージョンの一環となっている旨説明がなされた。研修参加者からは，スリラ
ンカでは，示談可能な犯罪類型の事件（compoundable offence）以外は原則として
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不起訴にすることはできないとのコメントがあった。
ウ　研修参加者による発表

当初，スリランカ側からは，司法省による公判前整理手続のドラフトに関する発
表のみが予定されていたが，３月セッション後，ＡＧＤからも発表を行い議論した
いとの要望が出された。また，スリランカ弁護士会の弁護士の参加を望む声があり，
ＪＩＣＡスリランカ事務所の働き掛けもあって，４月セッションには刑事弁護の経
験を有する弁護士2名が参加し，かつ発表も行った。
ＡＧＤからは，スリランカにおける刑事司法制度の概要，ＡＧＤの役割，訴訟遅
延の原因等について詳細な発表がなされ，人口比で検察官の数が少ない実情につい
ても説明がなされた。また，スリランカ弁護士会からは，訴訟遅延の原因に関する
分析について発表がなされた。
司法省の発表及び討議においては，検察官や弁護士の研修参加者から，公判前整
理手続のドラフトについて，被告人に予定主張の明示を義務付けることは黙秘権
（right to silence）に反するのではないかという疑問や，公判前整理手続の期間が短
すぎるといった懸念など，率直なコメントがなされた。
エ　研修の振り返り及び評価会

本研修最後のコマにおいて，ある検察官の研修参加者は，「やる前は，オンライ
ン研修はうまくいかないと思っていた。ＪＩＣＡによる説得があったので参加した
が，結果として感謝したい。議論はこれからも続く。」旨の感想を述べた。印象的だっ
たのは，それまで発言の機会の少なかったマジストレイト裁判所の裁判官が，現場
における遅延解消の取組に関して，自らのグッド・プラクティスを共有してくれた

【研修の振り返り及び評価会の様子】
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ことであった。
⑷　総括

本研修において研修参加者は，積極的に質問し，スリランカの課題について熱心に
議論し，参加者同士がお互いの立場を超えて率直に意見を述べ合った。スリランカの
裁判官，検察官，弁護士という法曹三者を同じ席に着かせ，訴訟遅延の解決策をめぐっ
て議論できるプラットフォームを提供できたことは，本研修の成果の1つと考えられ
る。

５　今後の展望

スリランカに対する国別研修は，2０21年度から2年間継続することが決定されて
いる。スリランカの司法大臣は，ＪＩＣＡも参加した司法分野のドナー会議において，
訴訟遅延を解決するための司法改革を推進する姿勢を明確に打ち出しており6，同国に対
する継続的な支援が必要である。
本研修最後のコマでは，次期案件のトピックについても，研修参加者との間で意見交
換がなされた。マジストレイト裁判所における訴訟遅延対策，警察と検察官の関係，既
にスリランカにおいて導入されている民事の準備手続の検証など，いずれも検討に値す
る重要なテーマである。もちろん，本研修で取り扱った公判前整理手続についても，フォ
ローアップが必要と考えられる。
今後も，スリランカの刑事訴訟の遅延が少しでも緩和されるよう，より充実した研修
を実施すべく担当者一同努力してまいりたい。
最後に，本研修に御協力いただいた講師の方，ＪＩＣＡ本部及び同スリランカ事務所
の御担当者，ＩＣＣＬＣ，国際協力部の担当専門官ほかの関係者の皆様に心より御礼申
し上げたい。

6  司法大臣のスピーチの内容は，2０21年４月７日付け Daily FT記事を参照（http://www.ft.lk/opinion/Government-
hosts-dialogue-with-global-development-partners/14-715964）。
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別添

第２回スリランカ本邦研修 

（刑事司法実務改善～刑事訴訟の遅延解消に向けて～）日程

※オンライン研修
※日本時間

第1部 第2部 第３部

３月 
23日 
（火）

12：30～13：00 導入，自己紹介

13：00～15：00 16：00～18：00 19：30～21：30

講義
「公判前整理手続の概要」

講義
「模擬記録の説明」並びに 

模擬公判前整理手続 

（ビデオ上映）及び討議

講義
「裁判所の訴訟指揮について」

ＩＣＤ教官　河野龍三 講義：ＩＣＤ部長　森永太郎 
討議等：ＩＣＤ教官，研修参加者

ＩＣＤ教官　下道良太

３月 
24日 
（水）

12：30～15：00 16：00～18：00 19：30～21：30

講義
「公判審理の充実と迅速化の方策 

－公判前整理手続の創設－」

講義
「弁護人の立場から見た 

公判前整理の実務」

パネル・ディスカッション
「刑事訴訟における 

遅延防止の取組」

法務総合研究所所長　上冨敏伸 弁護士　原琢己 モデレーター：ＩＣＤ部長 
パネリスト：原弁護士，ＩＣＤ教官等

※４月フォローアップセミナー（オンライン）
第1部 第2部 第３部

４月 
６日 
（火）

12：30～13：00 導入，自己紹介

13：00～15：00 16：00～18：00 19：30～21：30

振り返り・討議
①「公判前整理手続の概要」

②「裁判所の訴訟指揮について」

振り返り・討議
①「模擬公判前整理手続（ビデオ）」

発表・討議
②「スリランカにおける 

刑事司法手続の分析及び 

刑事訴訟の遅延解消方法」

振り返り
①「弁護人の立場から見た 

公判前整理の実務」

発表・討議
②「スリランカにおける 

刑事司法手続の分析及び 

刑事訴訟の遅延解消方法」

①ＩＣＤ教官　河野龍三 
②ＩＣＤ教官　尾田いずみ

①ＩＣＤ部長　森永太郎 
②研修参加者（ＡＧＤ），ＩＣＤ教官

①弁護士　原琢己 
②研修参加者（ＢＡＳＬ），ＩＣＤ教官

４月 
７日 
（水）

12：30～15：00 16：00～18：00 19：30～21：00

講義
「ダイバージョン等，その他の 

訴訟遅延防止策について」

発表・討議
「スリランカにおける 

公判前整理手続の導入」

研修の振り返りと 
今後取り組むべき事項についての 

討論，評価会

ＩＣＤ部長　森永太郎 研修参加者（ＭＯＪ），ＩＣＤ教官 ＩＣＤ教官，研修参加者
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ウズベキスタン・１Ｄａｙオンラインセミナー 

（計画経済から市場経済への移行過程における民事法・民事訴訟の考え方）

国際協力部教官　
黒　木　宏　太

第１　はじめに

ウズベキスタンでは，持続的な経済発展のために市場経済化を進めており，その基盤と
なる法整備について支援を必要としている。そのため，法務総合研究所国際協力部は，ウ
ズベキスタンの市場経済化に伴い，基本法令の制定や運用が適正にされるように，技術面
での支援をしている。
ウズベキスタンにおける法整備支援の民事法・民事訴訟法関係の活動はＪＩＣＡ（国際
協力機構）の国別研修としての活動である。この活動の目的は，ウズベキスタンにおいて，
私人の権利保護及び経済の自由化を促進するため，民法及び民事訴訟法が，私的自治の基
本原理に基づき適正に運用されるように司法能力を強化することにある1。
今回の1Ｄａｙオンラインセミナーは，上記目的との関係で，計画経済から市場経済へ
の移行過程における民事法・民事訴訟の考え方をテーマとして実施した。計画経済から市
場経済への移行という大きなテーマに焦点を当てることで，大きな方向性についての考え
方を理解していただくとともに，調査出張が出来ない状況下において，今後の研修の参考
のために，先方の関心を幅広く聴取することを企図したものである。
本オンラインセミナーには，日本側からは，ＪＩＣＡガバナンス・平和構築部ガバナン
スグループ法・司法チームの井出ゆり氏ほか，ＪＩＣＡウズベキスタン事務所の東郷知沙
氏，当部の森永太郎部長，庄地美菜子教官，高梨未央教官及び本間基之専門官ほかが参加
した。また，ウズベキスタンの法整備支援に御協力いただいている，御池総合法律事務所
の二本松利忠弁護士（元大阪地裁所長）及び摂南大学法学部の大川謙蔵准教授にも御参加
いただいた。タシケント国立法科大学のアハドジョン・ハキモフ氏に日本語・ウズベク語
間の通訳をしていただいた。

第２　本オンラインセミナーの概要

1　概要
⑴　日時

2０21年３月1７日（水） 日本時間12：００～1９：００ 

（ウズベキスタン時間８：００～1５：００）

1  ウズベキスタンの民事実体法及び民事手続法の特徴の概要については，拙稿「ウズベキスタンにおける法整備支援（行
政法，民事訴訟，犯罪白書）～司法制度改革とオンラインの活用という観点から～」ＩＣＤＮＥＷＳ第８５号（2０2０
年12月号）９５頁以下を参照されたい。
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⑵　ウズベキスタン側参加者
司法省，司法省研究所，最高裁判所，タシケント市裁判所，高等裁判官養成校　
合計約４０名
⑶　形式

Ｚｏｏｍを使用したオンライン形式
⑷　概要

日本側からの講義：
　・民事法の考え方（市場経済体制下における民事法の理解とは）
　・民事訴訟の考え方（自由主義諸国における民事訴訟の原則について）
ウズベキスタン側からのプレゼンテーション：
　・近時の民法改正案について
ディスカッション：
　・意見交換（講義内容，民法改正案等について）

2　内容
⑴　日本側講義
ア　森永太郎部長より，民事法の考え方（市場経済体制下における民事法の理解と
は）について，講義をした。具体的には，法の多元性と階層性，国家の私法への
かかわり，私法としての民事法の位置付け・機能，自由主義経済体制下における
民事法の諸原理，民事法の適用・解釈，社会主義法の影響を受けた民事法の特徴
と課題などについて，ベトナムでの長期専門家の経験をはじめとするこれまでの
法整備支援の経験等を踏まえて，説明した。
イ　当職より，民事訴訟法の考え方（自由主義諸国における民事訴訟の原則につい
て）について，講義をした。具体的には，自由主義諸国の裁判の特徴，私的自治
の原則と民事訴訟などについて，裁判官としての経験等を踏まえて，説明した。

⑵　ウズベキスタン側からのプレゼンテーション
ウズベキスタン側からは，アディバ・サファロヴァ氏（司法省研究所）より，ウ
ズベキスタンの民法改正案の概要等の紹介があった。具体的には，ＩＣＴの活用や
新しいタイプの契約類型について規定していこうとしている方向性が説明された。
詳細は，ウズベキスタン司法省のホームページ2などを参照されたい。
⑶　ディスカッション

ここまでの講義内容や民法改正案等について，意見交換をした。
ウズベキスタン側からは，日本側講義に関し，判例と法の解釈の関係性や日本の

審理期間等についての質問がなされたほか，日本側からも，ウズベキスタン民法改
正案に関し，新しいタイプの契約類型等についての質問をするなどして，これらの
点について活発な意見交換が行われた。

2  民法改正案については，ウズベク語であるが，こちらから参照することができる。概要については英語でも説明され
ている。https://www.minjust.uz/en/press-center/news/101178/
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第３　所感と今後の支援の方向性について

社会主義の国々の法律の特徴として，法律に極めて詳細な規定をする傾向があること，
一般法・特別法の概念が希薄であること，裁判官が法を解釈した上で運用するという意識
が低い傾向にあること等が指摘されている。
今回紹介された民法改正案は，まさにそのような傾向を反映したものとなっており，基
本法である民法に（日本の法律家の感覚でいえば）下位法令や特別法に規定されてしかる
べき事項が多く規定されようとしているものであり，市場経済下の民法とはむしろ逆方向
に向かっているようにも思われた。他方で，法解釈については，参加者からは高い関心が
示され，市場経済化を志向している様子がうかがわれた。
国際協力部としては，市場経済下における考え方を今後も紹介しつつ，ウズベキスタン
の自主性を尊重しながら，発展に協力していきたい。

【本オンラインセミナーの様子】
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【研修等実施履歴】

2０21年2月から同年４月までの間に，当部等が実施した研修等は下記のとおりです。
研修の詳細等についてお知りになりたい方は，当部まで御連絡ください。

記

１　研修

第2回スリランカ本邦研修
日　時　2０21年３月2３日（火），同月2４日（水）
場　所　Ｗｅｂ会議システムを利用してオンライン実施
テーマ　刑事訴訟の遅延解消
担　当　国際協力部長　森永太郎
　　　　国際協力部教官　河野龍三，下道良太
　　　　国際専門官　嵐文子，原島隆寛

第2回スリランカ本邦研修フォローアップセミナー
日　時　2０21年４月６日（火），同月７日（水）
場　所　Ｗｅｂ会議システムを利用してオンライン実施
テーマ　刑事訴訟の遅延解消
担　当　国際協力部長　森永太郎
　　　　国際協力部教官　及川裕美，曽我学，河野龍三，尾田いずみ
　　　　国際専門官　原島隆寛，德井靖士

２　オンラインセミナー

⑴　東ティモール
ア　日　時　2０21年2月1９日（金）
テーマ　不動産登記法，土地の紛争解決
担　当　国際協力部教官　下道良太，川野麻衣子
　　　　国際専門官　嵐文子，原島隆寛

イ　日　時　2０21年３月2５日（木），同月2６日（金）
テーマ　コミュニティー保護区法
担　当　国際協力部教官　川野麻衣子
　　　　国際専門官　嵐文子，原島隆寛
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ウ　日　時　2０21年４月2７日（火），同月2８日（水）
テーマ　地籍法
担　当　国際協力部教官　曽我学，川野麻衣子
　　　　国際専門官　原島隆寛，德井靖士

⑵　ラオス
日　時　2０21年３月2日（火）
テーマ　未遂犯と予備犯，量刑の加重減軽事由等について
担　当　国際協力部教官　黒木宏太，矢尾板隼
　　　　国際専門官　嵐文子，原島隆寛

⑶　バングラデシュ
日　時　2０21年３月1５日（月）
テーマ　民事訴訟の遅延解消
担　当　国際協力部教官　村田邦行，下道良太，黒木宏太
　　　　国際専門官　本間基之，嵐文子

⑷　ネパール
日　時　2０21年３月1６日（火）
テーマ　国際私法，不法行為，過失犯
担　当　国際協力部長　森永太郎
　　　　国際協力部教官　下道良太，矢尾板隼
　　　　国際専門官　千間聡子，嵐文子

⑸　ウズベキスタン
日　時　2０21年３月1７日（水）
テーマ　計画経済から市場経済への移行過程における民事法・民事訴訟の考え方
担　当　国際協力部長　森永太郎
　　　　国際協力部教官　庄地美菜子，高梨未央，黒木宏太
　　　　国際専門官　岡田泰弘，本間基之

３　シンポジウム

⑴　第1０回国際民商事法シンポジウム
日　時　2０21年３月４日（木）
テーマ　東南アジア４か国のジョイントベンチャー法制と実務対応
場　所　Ｗｅｂ会議システムを利用してオンライン実施
担　当　国際協力部教官　庄地美菜子，川野麻衣子



220

　　　　国際専門官　本間基之，嵐文子，原島隆寛

⑵　京都コングレス・ユースフォーラム
日　時　2０21年2月2７日（土），同月2８日（日）
場　所　国立京都国際会館
形　式　ハイブリッド方式（来場参加・オンライン参加の併用）
テーマ　安心・安全な社会の実現へ　～ＳＤＧｓの達成に向けた私たちの取組～
担　当　国際協力部長　森永太郎
　　　　国際協力部教官　庄地美菜子，下道良太，黒木宏太
　　　　国際専門官　岡田泰弘，千間聡子

⑶　第1４回国連犯罪防止刑事司法会議（京都コングレス）サイドイベント
日　時　2０21年３月９日（火）
場　所　国立京都国際会館
形　式　ハイブリッド方式（来場参加・オンライン参加の併用）
テーマ　法の支配を実現するための司法アクセスの強化に関する成功事例
　　　　ラオス・ネパール・ベトナムにおける司法アクセスへの取組
担　当　国際協力部長　森永太郎
　　　　国際協力部教官　庄地美菜子，高梨未央，黒木宏太
　　　　国際専門官　垰本明，岡田泰弘，千間聡子，本間基之，嵐文子，原島隆寛
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【活動予定】

2０21年７月から同年９月までの間に，当部が行う予定の研修等は，下記のとおりで
す。
新型コロナウイルスの感染状況等を踏まえ，延期又は中止となる場合がありますのであ
らかじめ御了承ください。
なお，実施日時が未定の研修等については記載しておりません。

記

オンラインセミナー

⑴　バングラデシュ
日　時　2０21年７月2６日（月），2７日（火）（予定）
場　所　Ｗｅｂ会議システムを利用してオンライン実施（予定）
テーマ　調停のオンライン・トレーニング
担　当　国際協力部教官　曽我学，黒木宏太，尾田いずみ
　　　　国際専門官　北野月湖，德井靖士

⑵　インドネシア
日　時　2０21年９月1日（水）（予定）
場　所　Ｗｅｂ会議システムを利用してオンライン実施（予定）
テーマ　日本における法令の整合性確保のための方策
担　当　国際協力部教官　庄地美菜子，西尾信員，黒木宏太
　　　　国際専門官　山田寛子，北野月湖
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業務調整専門家の眼

プロジェクトスタッフ確保と育成について

カンボジア民法・民事訴訟法運用改善プロジェクト　
業務調整専門家　
川　口　裕　子

ＪＩＣＡの技術協力プロジェクト業務調整員の仕事は，専門家が行うプロジェクト業務
を補佐し，プロジェクトがスムーズに進捗するようプロジェクトのマネジメントを行うこ
とが主な業務です。どんな仕事にも当てはまると思いますが，業務には前線業務と後方業
務があり，各専門家には前線業務である，民法・民事訴訟法及び関連法令が適切に運用さ
れ，その適切な運用が普及・定着されるように日々奮闘頂いています。一方，業務調整員
は，後方業務として前線の活動を支え，プロジェクト活動がスムーズに運ぶよう人材管理
や必要物品の調達などのロジスティックス業務に日々取り組んでいます。

プロジェクトでの後方業務のうち，最重要事項として取り組んでいる事としては，プロ
ジェクトスタッフの確保と育成が上げられます。現在，カンボジアのプロジェクトでは５
名の現地スタッフを雇っており，内４名が日本語－クメール語（カンボジア語）で業務で
きるスタッフを採用しています。スタッフ数は他のＪＩＣＡ技術協力プロジェクトと比較
すると多く，また日本語のできる人材を４名も確保する必要性があるのかと指摘されるこ
ともあります。しかし，法整備支援というプロジェクトの性質上，法律の定義を確実にカ
ウンターパートに伝えるためには，お互いの母語を使うことが望ましく，日本語－クメー
ル語の通訳・翻訳ができ，また法律知識のある人材の確保は本プロジェクトの成果達成の
ためには必須なことだと思っています。

しかし，正直なところ，日本語－クメール語での通訳・翻訳ができ，また法律知識のあ
る人材の確保が非常に難しいのが現状です。その理由の一つは，そもそも日本語－クメー
ル語の通訳・翻訳ができる人の母数が少ないことが挙げられます。カンボジアには，日本
語学科のある大学も存在しますが，法的な素養があることや法律用語を知っていることな
どの条件を付けると，該当者はかなり限定されてしまいます。また，給料面で外資系民間
企業に比べると，プロジェクトにはアドバンテージがないことも人材確保の難しさの要因
となっています。ＪＩＣＡとして活動を実施するにあたり，本プロジェクトだけ特別な基
本給の設定をすることも難しく，基本給設定の際には，カンボジアの他のＪＩＣＡ技術協
力プロジェクト雇用スタッフと基本給に大きな差が出ないように配慮する必要もあります。

そこで，プロジェクトでは大学の新卒の学生を採用することで人材を確保するよう努め
ています。カンボジアには王立法律経済大学内に名古屋大学が運営する「カンボジア日本
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法教育研究センター」があり，同大学の学生が課外講座として，日本語で日本法（主に民
法）を学んでいます。プロジェクトでは同コースの修了生を中心として新卒の学生をリク
ルートし，プロジェクトスタッフとして採用しています。しかし，新卒の学生はプロジェ
クトでの採用時には即戦力として活躍できるわけでは決してなく，ある程度の期間ＯＪＴ
による育成が必須ではあります。新卒スタッフの育成は専門家にとってはカウンターパー
ト機関への技術支援と同様，もしくはそれ以上に時間的負担を強いられることになります。
また，人材の募集，選考，契約，評価といった人事部的要素すべてをプロジェクトで担わ
ないといけないため，直接的な技術インプットでないところでも，かなりの時間と労力を
費やしてしまうのも事実です。

決められたプロジェクト期間のなかで十分な成果を残すためにはスタッフの育成に時間
を取られている場合ではない，といった意見もあると思います。しかし，プロジェクトの
役割として，カウンターパート機関の人材育成だけでなく，若いプロジェクトスタッフへ
の教育も，カンボジア法曹人材を育てていく上で重要なことではないかと感じています。
プロジェクトで雇用している以上，プロジェクト活動において最低限の仕事はこなしても
らわないといけません。しかし，ただ与えられた業務をこなすだけのスタッフを育てるの
ではなく，プロジェクトにおいて，我々と仕事を共にすることによって，日本人のやり方
から何かを得て，自分たちになかったものを身につけ，一人一人が知識だけではない何か
を学び，カンボジア社会の向上のために成長してくれる人材を育成したいと常々感じてい
ます。またプロジェクトでのカンボジア人材育成は，大きな意味でカンボジア社会の発展
に寄与することになるのではないかとも思っています。

プロジェクトの目標はカウンターパート機関への支援が目的であり，スタッフの成長は
間接的かつ副次的なものとして扱われてしまうかもしれません。しかし，時間と労力を掛
けたスタッフ育成は，プロジェクトが本来予定する目的からも「中らずと雖も遠からず」
であると信じています。今まで共に仕事をしてきたスタッフの中にはプロジェクト活動を
通して新たな目標を持ち，裁判官，弁護士，国家公務員，国費留学とさらなるステップアッ
プをした人たちも多くいます。プロジェクトから巣立っていった元スタッフから，その後
の活躍ぶりを聞くことは本当に嬉しいことです。ＪＩＣＡプロジェクトで共に働いたス
タッフにはプロジェクトでの経験を活かして，カンボジアの司法分野での活躍，またカン
ボジア社会に貢献できる人材に成長してくれることを期待しています。また，プロジェク
ト活動において，成長できる場を提供できるよう，これからも尽力したいと思っています。
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専門官の眼

法務総合研究所総務企画部国際事務部門　
主任国際専門官　
千　間　聡　子

１．はじめに

ＩＣＤ創設2０周年ということで，このような節目に「専門官の眼」を書く機会をい
ただけたことに感謝しつつ，何を書こうかと，この1年を振り返ってみました。
令和2年度は，新型コロナウイルス感染症の影響で，例年行っていた本邦研修や共同
研修が中止となったり，オンラインセミナーが始まったりと変化の多い年でした。また，
この1年は，私にとって，様々な人，こと，ものとの出会いがあった年でした。
今回の「専門官の眼」では，国際事務部門の専門官としてＩＣＤの業務に携わった1
年間の中で出会った，様々な人，こと，ものについて書こうと思います。お気軽に読ん
でいただけますと幸いです。

２．様々な出会いの前に

私は，令和2年４月に，検察庁から国際事務部門の専門官として異動してきました。
異動前の私は，恥ずかしながらＩＣＤとＵＮＡＦＥＩ（国連アジア極東犯罪防止研修所。
略してアジ研と呼ぶこともあります。）の違いも分からず，どちらも昭島にあるらしい
という認識しかありませんでした。そして，今でこそＩＣＤと呼ぶことに慣れましたが，
私は，国際協力部をＩＣＤと呼ぶことすら知りませんでした。
ＩＣＤは，かつて大阪中之島合同庁舎内にあり，平成2９年秋に，ここ昭島市にある
国際法務総合センターに移転しました。私は，ＩＣＤがあった大阪中之島合同庁舎内の
検察庁で３年間勤務をしていたものの，大阪での勤務1年目の秋にＩＣＤが昭島に移転
した時に，「国際協力部が東京に引っ越したらしいよ。」と聞いても，ぴんと来ず，その
時には，自分がＩＣＤに異動することなど露にも思っていませんでした。
異動が決まり，自分はどうやら国際専門官というものになるらしいと知ってから，そ
の名前におののいていました。国際専門官というと，語学堪能で，英語だけではなく何
なら他にも数か国語話せて，バンバンかかってくる国際電話に対応したりするのではな
いかというイメージがあったからです。
私は，英語の勉強はしていたものの，到底仕事で使えるレベルではなく，たまに行く
海外旅行の時も，その国の「こんにちは」と「ありがとう」だけ覚えていき（それ以上
の単語を覚えようとすると，片っ端から忘れていってしまうため，2語がちょうどいい
のです。），あとは，ジェスチャーと気合いと単語だけの英語で何とか乗り切っていまし
た。そんな勢いだけで乗り切っていたので，まさか仕事で英語を使うことになろうとは
思ってもみませんでした。



ICD NEWS　第87号（2021.6） 225

ですので，異動が決まってからは，国際専門官という未知なる世界への楽しみの中に，
自分の英語力で果たしてやっていけるのだろうかという不安も渦巻いていました。

３．国際法務総合センターとの出会い

ＩＣＤが所在する国際法務総合センターに初めて訪れたのは，３月。初めて見る場所，
会う人に緊張しながら，引継のため，ＩＣＤがある昭島にやってきました。最寄り駅の
東中神駅を降りて，草が伸びきった広大な原っぱを横目に「意外と距離があるなぁ。」
などと思いながら，ひたすらに歩き，国際法務総合センターにたどり着きました。
到着すると，まず，ガラス張りで綺麗な建物の外観に圧倒されました。建物内に入る
と，入口付近には，ＩＣＤとＵＮＡＦＥＩそれぞれの歴史が書かれたボードと記念品が
飾られており，様々な国の色とりどりの置物などを見て，国際的なにおいを感じました。
建物内にある国際会議室，セミナー室，研修参加者が泊まるための宿泊棟も見学し，通
訳ブースが数部屋もある国際会議室，広く綺麗な部屋，整った設備に圧倒されるばかり
でした。また，研修の修了式などに使う部屋を見たときに，様々な国の国旗が並んでお
り，国際的な業務を行う場所なのだと改めて実感しました。こんな素敵な場所で働ける
のかと嬉しさを抑えきれぬまま，異動日の４月を迎えました。

４．オンライン会議システムとの出会い

４月に異動して間もなくのこと，新型コロナウイルス感染症の影響により，テレワー
クが推奨され，それは，私たちも例外ではありませんでした。まだ自分の業務がよく分
かっていない状態でのテレワーク。不安はありましたが，幸い資料を読み込む時間がで
きたため，ＩＣＤ全体の業務を知るいい機会になりました。
テレワークでの勤務が増える中，様々なオンライン会議システムが使われ始めました。
オンライン会議システムは，この1年で急速に広まり，今や日常に溶け込みつつありま
すが，オンライン会議システムに慣れるまでは，試行錯誤の連続でした。機械に疎い私
は，自分のパソコンの設定ですら危うい上に，こんな謎のシステムも入ってきて，使い
こなせるんだろうかと思いました。しかし，皆，使うのが初めてのシステムでしたので，　
ＩＣＤの事務を担当する研修第二担当のメンバーで，画面設定や招待メールの送り方な
ど，使い方が分かるまで，何度もテストを行いました。色々なボタンをクリックしてみ
て，こんな機能あるんだなどと驚いたり，イヤホンをつけずに一部屋で複数人がパソコ
ンを開いてオンライン会議システムを使うと，ハウリングが起こるなど，日々新しい発
見がありました。会議前の時間に音声をオフにし忘れた状態だったため，生活音が丸聞
こえだったり，相手国の回線が停電などで突然切れて慌てたりと，色々なこと経験しな
がら徐々にオンライン会議システムが自分たちの仕事の中に溶け込んでいきました。
オンライン会議システムのやり方に慣れた頃，法制度整備支援対象国や共同研究の関
係機関の方々との顔合わせの機会が訪れました。
それまでメールのやりとりだけだった相手国の担当者の方とＩＣＤの担当者の間で，
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オンラインで打合せをすることになり，顔を合わせるのは初めてだったので，はじめに
自己紹介をすることになりました。その際，相手国の方が「こんにちは，初めまして」
と日本語で挨拶をされました。それを聞いた私は，「日本語で挨拶してくれるんだ」と
嬉しくなり，距離が縮まったように感じました。
その時から，もし，次に自己紹介をする機会があれば，現地の国の言葉でしようと思っ
ていました。ありがたいことに，その機会はすぐに訪れ，カンボジアの関係機関の担当
者の方と顔合わせを行うことになりました。そこで，カンボジアの挨拶について調べて
みました。「なるほど。挨拶をするときは両手を合わせるのか。よし，やってみよう。」
何度か練習してみた後，打合せの時が来ました。両手を合わせチョムリアップスオと挨
拶すると，相手の方がにこっと笑ってくださり，その顔を見たとき，やってよかったと
思いました。
本来なら，実際に現地へ行ったり，日本に来ていただいたりして，直接交流をするの
が一番なのでしょうが，このご時世の中でも，このように少しでも距離を近づけること
は大事なのかなと思った瞬間でした。

５．ＩＣＤ　ＮＥＷＳとの出会い

皆さまが今読んでいるこのＩＣＤ　ＮＥＷＳは，専門官がスケジュール調整・誤字脱
字チェックなどの編集作業を行っています。最初は，チェック作業は割と好きだし，本
を作る作業に携われるのは楽しそうなどと気楽に考えていましたが，後からその大変さ
に気付くこととなります。ＩＣＤ　ＮＥＷＳ発刊までのスケジュールが固まって，原稿
が集まり始めると，原稿と向き合う時間が徐々に増えていきます。原稿と終始にらめっ
こしていると，だんだんと目がチカチカし始め，元々細い目がさらに開かなくなってい
きます。この作業を日々の書類作成などのパソコン作業をし終えた夕方頃に行うと悲惨
です。「目が ･･･ 目がやられる ･･･」などと言いながら，何度も同じ行を確認し，結局，
何十分もかけて数行しか進んでいないという悲しい結果になります。
このような思いを経て，一冊の本となったＩＣＤ　ＮＥＷＳが無事に納品された時に
は，今まで目の疲れはどこかへ行き，「ついに形になったんだね，おめでとう。」と思え
るものとなりました。執筆者の方々と担当専門官の思いが詰まった一冊を今後ともぜひ
御愛読いただけますと幸いです。

６．京都コングレスとの出会い

国連犯罪防止刑事司法会議（コングレス）は，５年に一度開催される犯罪防止・刑事
司法分野における国連最大の国際会議です。コングレスが日本で開催されるのは，およ
そ５０年ぶりで，京都コングレスは，当初，2０2０年４月に開催することになってい
ました。しかし，新型コロナウイルス感染症の影響により直前で開催延期となり，その
後，2０21年３月に開催することが発表されました。
ＩＣＤは，京都コングレスにおいて，サイドイベントを行う予定になっていました。
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ＩＣＤでは講演とパネルディスカッションの2部構成のイベントを企画しており，ゲス
トスピーカーの方の講演の内容を踏まえて，パネルディスカッションを行うことにして
いました。
京都コングレスは，京都国際会館という場所で行われたのですが，リハーサルのため，
会場に入った時，まず，その広さに驚きました。会議室などの部屋がたくさんあり，迷
子になりそうでした。「こんな大きな場所で開かれるのか ･･･」そう考えると，より一
層緊張感が高まりました。私自身，コングレスがあるまで，このようなイベントを行っ
た経験がなかったので，コングレス担当の教官と一緒に，業者さんと何度もやりとりし，
調整を行いました。今回，私たちがサイドイベントで行ったのは，会場での参加とオン
ライン会議システムでの参加の併用形式であったため，オンライン会議システムでゲス
トスピーカーと無事に繋がるだろうか，時間管理はうまくいくだろうかなどと，ハラハ
ラしながら本番を迎えました。幸い，本番ではトラブルもなく，ＩＣＤのサイドイベン
トは，無事に幕を閉じることができました。
ぎりぎりまで準備に時間がかかってしまい，イベントを行えるか心配する日々が続き
ましたが，無事に終えることができて，安堵しました。皆で何か一つのことを行うとい
うことの醍醐味，大変さ，面白さを味わえた貴重な経験でした。
日本での開催が５０年ぶりというこのような貴重な場で，ＩＣＤの業務に携われて良
かったと思います。イベントを無事に終えることができたのは，多くの方々のご協力の
おかげです。この場をお借りして御礼申し上げます。

７．最後に

数年前までは国際事務部門やＩＣＤの存在すら知らなかった私ですが，この1年で，
様々な国の情勢，文化，風習などを知ることができ，自分の中の世界が広がりました。
今まで気に留めていなかった新聞やニュースの記事なども目に入ってくるようになりま
した。
私は，まだ実際に法制度整備支援対象国には行ったことはありません。しかし，この
1年，オンライン会議システムなどを通じて，多くの国の方と出会うことができました。
国際事務部門には，今まで経験できなかったたくさんの刺激があると思います。いつか
様々な国に行けることを願いながら，今日も色々な人，こと，ものとの出会いを楽しん
でいきたいと思っています。
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３月３１日に長期専門家として着任いたしました。よろしくお願い

いたします。ハノイ到着後２週間はホテルでの強制隔離措置，その後

しばらくの間自宅待機でしたので，最近になってようやく外に出始め

たところです。日中は気温３０度を超え，セミの鳴き声も聞こえてき

ます（もっと暑くなると，セミも鳴かなくなるのだとか。）。バイクを

すり抜けながらの道路横断にも少しずつ慣れてきました。４月３０日

から５月３日までは，ベトナムでは数少ない祝日２日間（４月３０日

の南部解放記念日と５月１日のメーデー）を含む連休でしたが，この

間，新型コロナウィルスの市中感染が発生・拡大したことにより，一

部の飲食店等への営業停止措置や学校の休校措置などが即座に実施されました。５月１６日には新規の市

中感染者数が１８７人に上り，新型コロナの流行以来，１日の市中感染者として最高水準（５月１６日現

在）となってしまいました。ベトナム当局の対応はかなり迅速・厳格だと思いますが，しばらくは不安定

な状況が続くかもしれません。

さて，ベトナムでは，１月下旬から２月頭にかけて行われた第１３回ベトナム共産党大会で，今後５年

間の国家運営を担う指導部の人事や基本方針などが決定されており，今後，５月２３日には国会議員等の

選挙が予定されております。これに伴い，プロジェクト活動も本格化することが見込まれますが，しばら

くは新型コロナの感染状況を睨みながら柔軟に対応するほかなさそうです。

余談ですが，この度プロジェクトオフィスが移転し，５月１２日より始動しました。これを機に気持ち

もリフレッシュさせて，今できることをスタッフ一同前向きに頑張ってまいりたいと思いますので，引き

続きご協力よろしくお願いします。

（ベトナム長期派遣専門家　渡部吉俊）

各国プロジェクトオフィスから

ミャンマーミャンマー

カンボジアカンボジア

ラオス ベトナム

インドネシアインドネシア

２月１９日付けで長期専門家としてプノンペンに赴任した金納達昭

と申します。裁判官出身で，赴任前の半年間はＩＣＤでカンボジアの

業務を担当させていただきました。

カンボジアでは，私の赴任日の翌日である２月２０日を境にコロナ

の感染者数が大きく増加し，ロックダウンにまで至ったため，隔離期

間が明けた後も，基本的にテレワークを継続しています。５月５日を

もってロックダウンの宣言は解除されましたが，夜間外出禁止令や区

毎の検問，酒類の販売禁止に違反者の身体拘束と次々と強められる規

制に圧倒されました（宣言解除後も一部の規制は継続されています。）。

ＣＰのメンバーとはまだオンラインでしかお話しできていませんが，早速，Ｚｏｏｍやメールで様々な

質問をいただいており，皆さんの熱意を感じています。与えられた時間を大切に過ごしながら，カンボジ

アの民法・民事訴訟法の運用改善の助けになれるよう，頑張りたいと思います。

引き続きご支援・ご指導のほど，よろしくお願い申し上げます。

（カンボジア長期派遣専門家　金納達昭）
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改めて自己紹介させて頂きます。裁判官出身で，ＩＣＤ勤務を経て

去年４月から弁護士として長期専門家の業務委嘱を受け，１１月にラ

オスに赴任しました。

４月半ばのラオス正月までは安穏な日々でしたが，正月にコロナ

ウィルス感染者が急増し，４月２２日から６月１９日までロックダウ

ンとなりました（６月４日現在。）。ラオスのロックダウンは強力で，

外出禁止，学校は休校，多くの店は閉店です。仕事に行くにも許可証

が必要です。感染症対策には強力な行動制限が効果てきめんだと痛感

しました。みるみる感染者は減っています（もっとも，やはり自粛疲

れがあるようで，一部の人は郊外に遊びに行っているという話も聞きます。）。

一方，近代国家として許されるのかと疑問に思う側面もあります。例えば，移動の自由を完全に制限す

る，制限違反に対して県が罰則を定める，連絡の取れない感染者の氏名を公表する，休業補償なし，感染

を広げた者に対する捜査，コネクションを利用して優先的にワクチンを打つことが平然と行われているな

ど。

この国における権利や公平の概念は，私の知っているものとはだいぶ異なるのだと改めて思っています。

国際社会の中でラオスが何を求め，日本が何をすべきなのか対話を続けなければ，日本の支援の方向性を

見失うと思いました。

（ラオス長期派遣専門家　鈴木一子）

日本でも連日報道されているように，２０２１年２月１日，ミャン

マー国軍は昨年１１月の連邦議会総選挙に重大な不正があったことを

主な理由に，ウィン・ミン大統領や実質的な最高指導者であるアウ

ン・サン・スー・チー国家顧問を拘束し，憲法上の国家非常事態宣言

により国家の全権を掌握すると国内外に宣言しました。世界中に衝撃

が走りましたし，プロジェクトにとっても衝撃でした。プロジェクト

の日本人専門家４名は全員コロナウィルスの影響で昨年４月から日本

に退避しており，再赴任する直前でしたので安全でしたが，２月１日

午前中はミャンマー国内のインターネットや電話回線が意図的に遮断

され，現地スタッフとの連絡も取れず，情報が錯綜していました。（どうやら当時ミャンマー国内にいた

日本人も状況をＮＨＫの衛星放送で知ったくらいだったそうです。）午後にはインターネットが一部復旧

し，スタッフやカウンターパートとも連絡が取れ，プロジェクト関係者全員の無事を確認できました。し

かし，その後のミャンマー国内で，民主化を求めるデモ隊とそれを弾圧する国軍との衝突が連日発生して

いることは皆さまも報道でご存知と思います。民主派と国軍の衝突は今後も継続し，内戦化が危ぶまれて

いますし，日本人フリージャーナリストが拘束されるなど，この数か月で治安が急速に悪化しているよう

です。

この状況を受け，専門家の再赴任も無期延期になりました。日本の対ミャンマーＯＤＡの見直しも避け

られないでしょう。

それでも，現地スタッフたちはこの数か月間もミャンマーの未来に希望を捨てずに毎日明るく過ごして

くれていて，これだけが救いです。日本人が日本からミャンマーの市民に対してできることは，関心を持

ち続けることや，信頼できる団体へ寄付することくらいですが，とにかくミャンマーが一日も早く平和な

状態に戻るよう願ってやみません。

（ミャンマー長期派遣専門家　岩井具之）



230

本年（２０２１年）４月，約１年ぶりにジャカルタへ戻ることがで

きました。

インドネシア入国時の検疫体制としては，渡航前に取得したＰＣＲ

検査陰性証明書の携行が求められる上，到着後５日間はホテルにおけ

る隔離（その間２回にわたりＰＣＲ検査を受検）が義務付けられるな

どの措置が執られています。そのような制約のある状況下での渡航で

したが，スカルノ・ハッタ空港における入国手続は至ってスムーズで，

降機後３０分程度で手続を済ませて空港を出ることができました。空

港では入国審査，手荷物受取の後に税関への申告手続がありますが，

税関のエリアには係官がおらず素通りできる状態でした。そのような状態であったのは過去数回にわたり

入国してきた中で初めてのことでしたが，インドネシアらしいなと感じた出来事でした。

インドネシアにおける新型コロナウイルスの感染状況としては，本年３月から本稿執筆時点（５月中旬）

にかけての２か月余りの間，１日当たり５０００人前後の感染が確認される状況が続いており，最も多かっ

た時期と比べると低い水準にあるものの，高止まりの状態が続いています。昨年末以来，変異株対策とし

て入国規制及び検疫体制が強化されており，上記のような検疫体制はそれなりに機能しているのではない

かと思いますが，それでも変異株の感染例が近頃何件か報じられていることから，この先感染が再拡大し

ないかどうか予断を許さない状況のように思われます。

十分留意して感染対策を講じながら，当地での活動を再開していければと考えております。関係の皆様

には引き続きのご支援のほどよろしくお願い申し上げます。

（インドネシア長期派遣専門家　細井直彰）
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－編　集　後　記－

ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第８７号を最後までお読みいただき誠にありがとうございます。
改めまして，本号に掲載された記事を御紹介したいと思います。

「巻頭言」では，森永太郎ＩＣＤ部長から，「ＩＣＤ２０周年を迎えて」と題して創設
２０周年を迎えたＩＣＤの歴史の振り返りと抱負，今後の展望をテーマとする御寄稿をい
ただきました。ＩＣＤ創設期から今日に至るまでの法整備支援業務の変遷を御紹介いただ
くとともに，今後もＩＣＤが法整備支援に携わっていく上での組織の在り方等を知ること
ができる大変興味深い内容となっております。

「メッセージ：２０周年に寄せて」では，初代ＩＣＤ部長である弁護士の尾崎道明氏，
裁判官出身初となる長期派遣専門家としてベトナムに派遣された法務省大臣官房政策立案
総括審議官の竹内努氏，ベトナム司法省顧問のディン・チュン・トゥン氏から，ＩＣＤ創
設２０周年を祝福するメッセージをいただきました。

「特別寄稿」では，公証人（国際民商事法センター顧問，元ＩＣＤ部長）の山下輝年氏
から，「法整備支援と国際協力部の周辺で～今は昔のＩＣＤ物語～」と題して法整備支援
の歴史などをテーマとする御寄稿をいただきました。
ＩＣＤ初代教官として，ＩＣＤの立ち上げから関わられた御経験から，ＩＣＤが創設さ
れた経緯などを始め，当時起きていたさまざまな問題の裏話を交えながら，ＩＣＤの法整
備支援等を御紹介いただきました。

「ＩＣＤ創設２０周年特集」では，日本政府初の長期派遣専門家としてベトナムに派遣
された弁護士の武藤司郎氏と現ベトナム長期派遣専門家による座談会の内容を書き起こし
た記事や日本からの法整備支援を受けたラオス政府高官であるペッサマイ氏及びラッタナ
ポーン氏から，それぞれ御寄稿いただいた記事のほか，カンボジア司法省アドバイザーの
坂野一生氏から御寄稿いただいた記事等で構成されています。
また，前ＩＣＤ副部長（現大阪地方検察庁検事）である伊藤浩之氏から，ＩＣＤの歴史
の振り返りをテーマとして御寄稿をいただくとともに，ＩＣＤの現担当教官及び前担当教
官より，ベトナム，カンボジア，ラオス，インドネシア，ミャンマー，ネパール及び東
ティモールにおけるＩＣＤの法整備支援について御紹介いただきました。

「外国法制・実務」では，ウズベキスタン，カンボジア，ラオス及び中国における法制
度・実務等を御紹介する内容となっております。
ウズベキスタンについては，タシケント国立法科大学准教授（行政法及び財務法務部
門）法学博士のネマトフ・ジュラベック氏から，ウズベキスタンの行政訴訟の法的問題等
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を御紹介いただきました。
カンボジアについては，カンボジア王立法律経済大学非常勤のチア・シュウマイ氏か
ら，ＩＣＤ　ＮＥＷＳ第８６号でのカンボジアの弁護士制度の御紹介に引き続いて，本号
において，カンボジアにおける法令起草が抱える課題等を御紹介いただきました。
ラオスについては，ＪＩＣＡ長期派遣専門家の鈴木専門家から，現在，ラオス最高人民
裁判所ホームページに公開されている最高裁判決７件について，判決掲載の経緯を調査す
るとともに判決内容を精査しながら御紹介いただきました。
そして，中国については，前ＪＩＣＡ長期派遣専門家の白出専門家から，ＩＣＤ　ＮＥ
ＷＳ第８６号に引き続いて中国民法典の条文を御紹介いただきました。本号では，「第三
編　契約」（第８４３条から第９８８条まで），「第四編　人格権（第９８９条から第
１０３９条）」，「第五編　婚姻家庭（第１０４０条から第１１１８条）」が内容となってお
ります。

「活動報告」では，２０２１年１月に開催された国際知財司法シンポジウム（ＪＳＩ
Ｐ）フォローアップセミナー，同年３月に開催したアジア・太平洋法制研究会第１０回国
際民商事法シンポジウム，同月に開催した第１４回国連犯罪防止刑事司法会議（京都コン
グレス）サイドイベント，計画経済から市場経済への移行過程における民事法・民事訴訟
の考え方をテーマとして同月に開催したウズベキスタンへのオンラインセミナーについ
て，当部教官から御紹介しております。

「業務調整専門家の眼」では，カンボジア民法・民事訴訟法運用改善プロジェクトの業
務調整専門家の川口専門家から，「プロジェクトスタッフ確保と育成について」と題し
て，プロジェクトの後方業務のうち，最優先事項とされるプロジェクトスタッフ確保と育
成の難しさや重要性について御紹介いただきました。

「専門官の眼」では，千間聡子主任国際専門官から，国際法務総合センターとの出会
い，京都コングレスとの出会い等，ＩＣＤの国際専門官として過ごした１年間を振り返り
ながら，新たに出会った人，こと，ものについて御紹介いただきました。

最後になりましたが，御多忙の中，御寄稿くださいました執筆者の皆様に厚く御礼申し
上げます。
関係者の皆様におかれましては，今後とも更なる御協力を賜りますよう，何卒よろしく
お願い申し上げます。

 国際専門官　原島　隆寛
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	150	 中国民法典の制定について（３）	 前ＪＩＣＡ長期派遣専門家，弁護士　白出　博之

活動報告
【会合】
	191	 国際知財司法シンポジウム（ＪＳＩＰ）フォローアップセミナー	 前国際協力部教官（現東京地方裁判所判事補）　下道　良太
	201	 アジア・太平洋法制研究会第１０回国際民商事法シンポジウム	 国際協力部教官　川野麻衣子
	206	 第１４回国連犯罪防止刑事司法会議（京都コングレス）サイドイベントについて	 国際協力部教官　庄地美菜子
【国際研修・共同研究】
	209	 第２回スリランカ本邦研修・オンライン（刑事司法実務改善～刑事訴訟の遅延解消に向けて～）	 国際協力部教官　河野　龍三
	215	 ウズベキスタン・１Ｄａｙオンラインセミナー（計画経済から市場経済への移行過程における民事法・民事訴訟の考え方）� 	

	 国際協力部教官　黒木　宏太
【研修等実施履歴】
	218	 	 国際専門官　原島　隆寛
【活動予定】
	221	 	 国際専門官　原島　隆寛

業務調整専門家の眼
	222	 プロジェクトスタッフ確保と育成について	 カンボジア民法・民事訴訟法運用改善プロジェクト　業務調整専門家　川口　裕子

専門官の眼
	224	 	 主任国際専門官　千間　聡子

各国プロジェクトオフィスから
	228	 	 ベトナム長期派遣専門家　渡部　吉俊

カンボジア長期派遣専門家　金納　達昭
ラオス長期派遣専門家　鈴木　一子

ミャンマー長期派遣専門家　岩井　具之
インドネシア長期派遣専門家　細井　直彰

編集後記
	231	 	 国際専門官　原島　隆寛
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